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序に代 えて

一先端情報技術の調査の考 え方一

(財)日 本情報処理開発協会

先端情報技術研究所 所長 内田俊一

1.背 景 と 目的

わが 国の情報産 業 は、1970年 代 か ら1980年 代 の 半導体 に代 表 されるハー ドウェ ア技術 の飛躍

的 な進歩 を背 景 と して 目覚 しい発 展 を遂げ、 わが 国の産 業 を支 え る基盤産業 に位 置づ け られる ま

でになった。 しか しなが ら、情 報技術 があ る一定 の成熟段階 に至 った ことにと もない、情報産業

の構 造 は大 きく変化 して きた。

変化 の第一 は、1980年 代 か ら1990年 代 のパ ー ソナル コン ピュー ターや ワー クステーシ ョンの

爆 発的 な普及 があげ られ る。汎用大型機 が低迷 する中で、世界 の市場 は、1994年 の 出荷金額ベ ー

ス では、 この2つ が70%を 越 える まで になっている。 わが国 にお いて も、1992年 、93年 、94年

とその比率 は38%か ら42%、52%と 急増 してい る。

変化 の第二 は、1990年 代 の インターネ ッ トに代 表 され るオー プンなネ ッ トワーク化 が本格的 な

普及期 に入 りつつあ るこ とである。 これ は、パ ーソナル コン ピュー ターや ワークス テーシ ョンが

普及 し、 さらにそれ らが高機 能 ・高性 能化 す る とともに、 この オープ ンなネ ッ トワークに接続 さ

れ るこ とで、経 済の グローバル化 、ボー ダ レス化 を推進す る とい う高度 な利用 を模 索す るユ ーザ

のニーズ と結 びつ き、新 た な大 きな市場 を形成 しつつ あるこ とであ る。

この ような情 報産業の新 たな構造 変化 の なかで、情報技術の研究 開発 は、オー プ ンなネ ッ トワ

ー クを前提 と した情 報技術 の研 究開発 に焦点があ て られる ようになって きた。特 にイ ンターネ ッ

トをプラ ッ トホーム とす る情報技術 の研 究 開発 にこれまでの要素技術 の研 究開発が集約 されて き

てい る とみ るこ とがで きる。

米 国で は、 これ らの情報 基盤の構 築 を国家戦略 として、NII(NationallnformationInfrastructure)

構 想 とそ れ を実 現 す る具 体 的 な情 報 技 術 の研 究 開発 計 画 で あ るHPCC(HighPerformance

ComputingandCommunications)を 進めてい る。

わが国 において も、通産省 では情報基 盤の整備 を進め産業の活性化 を図る種 々の政策の方 向を

打 ち出 してい る。
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このような情報産業の構造変化の中で、先端情報技術のどの分野の研究開発 を行うべ きか、ま

た産 ・官 ・学の先端情報技術研究開発の協力 ・連携はどうあるべ きか等が新たな検討課題 となっ

てきている。

本調査は、内外の先端的情報技術の研究開発やこれらを利用 した産業の動向、諸外国における

技術開発に関連する政策や制度等についての調査研究を通 じて、これらの課題を検討するための

一助とすることを目的としている
。

2.調 査 の考 え方

上記調査 目的に沿って本調査研究を実施するうえでの考え方を次の3つ の観点から検討 した。

・諸外国の先端情報技術の推進のための政策やプロジェク トの動向

・先端情報技術の研究開発動向

・公共財 としてのデータベースの必要性

(1)諸 外国の先端情報技術 の推進 の ための政策 やプロジ ェク トの動 向

欧米、 アジ ア諸 国は、 こぞって先端 情報技術 の開発 に政府資金 を投入 している。 まず、 この先

端技 術開発 政策 に関連す る政策や プロジ ェク トについ て、概 要 を押 さえてお くことが必要 である。

米国 におい ては、 インターネ ッ ト上 に、政府 支援の先端情報 関連 プロジェ ク トの内容 を細部 に

わた り公 開 しているので、 これ を積極的 に利用 してその現況 を調査す る ことと し、 また将 来に向

けての新技術 開発計画 に も注 目 したい。

さらに本調査 では、 もう一歩先 をみ て、将 来の情報産業 も しくは情 報産 業以上 に大 きな産 業に

育 つ可能性 をもつ分野 を捕 捉す るこ とを狙 いたい。具体的 には、電子 図書館 プロジェク ト、電子

モール(仮 想商店街)な どの例 があげ られ る。

これ らの調査研 究 は、米国 でいえば、NSF、DOE、MH、NASAな どが、 どの ようなプロ ジェ

ク トの募集 を行 い、 どの ような提案が プロ ジェク ト化 されたか を追跡 してお くこ とで、 目的 は達

せ られ よう。

英 国で は、DTIやSERC、 フラ ンスで は、INRIA等 が実施 している先端情報技術 関連 プロジェ

ク トを対 象 と したい。 アジア諸国につい ては、 欧米諸国が イン ターネ ッ トな どで情報 を公 開 して

いるの に くらべ る と、 この ような情報収集 がむずか しい点 な どが問題 となるが、 シンガポールの

ネ ッ トワーク整備の よ うに急速 に進むケース もあ り、注意が必 要である。
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(2)先 端情報技術の研 究開発動 向

本調査研 究 と して、期待 されてい る分野 は、 ネッ トワーク技術 、分 散 ・並列 処理技術 や基 本 ソ

フ トウェア、 ミ ドルウェア的な ソフ トウェア技術 、将来 的に大 き く発展 しそ うなネ ッ トワー クな

どと関連す る応 用技術 であ ろ う。(要 す るに、 日本 が 、米 国に遅 れを とってい る とい われてい る

分野であ る。)幸 い この分 野 は、通産省 が推進 した第五 世代 プ ロジェク トの人的 な遺産 やIFSな

どの知 的ソ フ トウェア を財産 と して有効 に活用 で きる分野 も多 くあ り、諸外 国の研 究者 や企 業が

興 味 をもってい る ところで あ る。そ こで、 これ らの技術 の発展 を支援 しつつ、 この分野 の新 技術

の展 開を調査 する ことも可 能であ る。

(3)公 共財 としてのデータベースの必要性

近未来の情報産業の育成 を考えた場合に、わが国として必要なことは、公開可能な情報資源の

電子化とその公共財化である。米国では、法律により、議会の可決 した法案や政府関連プロジェ

ク トの進捗状況や関連するデータベースの電子化 とインターネットによる 公 開を義務づけて し

まった。これは米国の情報基盤整備の大 きな一歩であ り、我が国の情報産業の育成する.ヒでに欠

如 しているものの一つである。

一例をあげれば、NASAの 宇宙計画で撮影 された数々の天体写真や海洋生物学の標本などの写

真を含むデータなどがデータベース化され、インターネッ トの上の貴重な公共財 として利用 され

ている。この ような多数のデータベースを一次情報としてこれに加工を加え、商業的な価値 を持

つ ようにしたデータベースを作 り、新たなビジネスが生れている。マルチメディアの時代 となっ

た今、それが絶対的な競争力の裏付 となっている。

将来において有効な財産 となるような公共財的な情報の蓄積またはどのような基礎技術 を蓄積

すべ きかを調査することを長期的なテーマとしたい。

3.調 査 の 内容

情報産業の基盤技術開発 ・育成のための研究投資について、以下のような調査項目で調査する。

(1)米 国政府機関の研究投資

1)投 資の方向について

○先端的な要素技術開発

→ どんな技術に投資 しているか?

情報関連テーマ以外 も含めて、全体像を示 し、その中での情報関連分野の比率を示す。
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○将来花 開 くであろ う情報 関連 の基礎研 究 テーマ 中心 に選択 して

→ 大学 、国公立研究機 関の どこが対 象 となっているか?

→ 設備投 資(ス ーパ ー コン ピュー ターセ ン ターや共 通的DBの 構 築 など)に は どんな も

のがあ るか?

2)イ ンフラ整備(社 会 制度/規 制緩和 などを含 む)

→ 個 々の基礎研 究の実施機 関 をサポー トす るインフラと して何 を してい るか?

例;ネ ッ トワークの場合 な ら、通信 回線の料金の低 減や 回線速度の向上 な ど

例;政 府 の持 つ行 政上の情報 を電子化 しネッ トワー クを介 して公 開す る法律の作成 な

ど

3)実 用化促 進

→ 基礎研究 を実際の ビジネスに育 て上げ るための方 策は どうなっているか?

・ベ ンチ ャー企業 の先端 要素技術 の商用化支援(SBIR)

・技術的 に関連 あるい くつ ものナシ ョナルプロジ ェク トを走 らせ るな ど

例:ネ ッ トワーク開発 → 電子 図書館 プロジェ ク ト

(2)調 査対 象 とする情報技術

1)ネ ッ トワーク技術

・高速 データ転送技術

・マルチ メデ ィアの扱 い

・分散 データベース技術

・セ キュ リティ、暗号化技術

*ネ ッ トワークの利用 局面 を限定 して技術 項 目の調査 をす る。

→ 電子取引、バーチ ャルモ ール、分散仮想研 究所、分散仮想電子 図書館

2)並 列分散処理技術

・超 並列 コンピュー タのハー ドウェア/ソ フ トウェア/利 用 のための技術

→ ネ ッ トワークの 中心 にあるデー タサ ーバ又 はコン ピューテ ィング ・パ ワーサーバ の位

置付 け

・KB/DBの 並列知的処 理

→ マ シンの インテ リジ ェン ト化(例;検 索 のインテ リジェン ト化)

一4一



・グ ラフィックス→マルチ メデ ィア化(特 に絵の扱い(MacのPhotoshop))

・会話 イ ンター フェース/多 国語対応

・会社経営 の コンサル ティング、種 々のエ キスパ ー トシステム、等

3)応 用指向技術

→ 未来 の社会組織 との関連で議論す る必要があ る。

・遺伝子情報処理

・電子図書館/美 術館

・行 政情報 アクセ ス

・電 子新聞

・電 子 ブ ック

先端技術開発から新産業誕生の過程 を追う

現状 と将来の見通 し

日米比較

将来見通 しと発展するための阻害要因

発展へのス トーリ

・イ ベ ン ト案 内 や バ ー チ ャ ル モ ー ル

(3)コ ンピュー タ技術の過去 ・現 在の分析 と未来予測

(2)で 選 択 した分野/テ ーマについて、過去 か ら未来への展 開 を分析 し、下記 の項 目に注 目 し

て、調査 をまとめ る。(選 択 した テーマ に とって重要 な項 目について)

過去(5年 前)

現在

未来(5年 後 、10年 後)

1)基 本 となる要素技術 またはインフラは何 か?

マ シ ン(並 列化)や 通信 回線(高 速、高帯域化)

100台 ～1000台lG～

2)基 本 となるソフ トとデ ータは何 か?

○処 理対 象 となるメデ ィア=デ ー タと して何 が主 に送 られるか?

(絵/画 像 が メイン)

→TV電 話、遠隔会議、電子 ブ ック

○ デー タベースの展 開(分 散 と集 中の比率 は?)

・イ ンテ リジェ ン トな情報検 索 は?

・多 国語 を含 むデー タの扱 いは?

分析対象 とする

分析対象 とする

の予測をする
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3)ユ ーザインターフェースと応用

○情報プレゼンテーション技術の展開

・図形、画像の意味的処理技術

・機械翻訳の可能性(電 子取引の帳票のような実用的なものに注 目して)

○応用システムとして典型的なものは?

社会の中の利用形態一どのような便利な機能を提供するか?
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第1部

平成7年 度調査の概要

1.調 査 の テーマ、方法、調査 結果 の構成

2.調 査 結果の概 要





米国情報産業の基盤技術開発 ・育成のための研究投資についての調査

1.調 査 の テ ー マ 、 方 法 、調 査結 果 の構 成

1.1調 査 テ ー マ

本年度は、本調査の初年度であることから、米国政府機関を対象として、先端情報技術への研

究投資の現状 について調査することとした。

米国政府機関 としては、NSF、DOE、NASA、DARPAな どを中心に、

・どんな政府機 関から、どんな研究組織のどんなテーマに、投資されているのか

・将来花開くであろう情報関連基礎 テーマで重点投資が行われている分野はどこか

・研究実施機関をサポー トするインフラや設備投資にどんな措置が取られているか

・基礎研究を実際のビジネスに育て上げるための方策はどうなっているのか

について調査 した。

この ような平成7年 度の調査方針をとった背景として、先端的情報技術の米国の動向をみると、

ここ十数年の間に創出された成果は、わが国 と比較 して極めて充実 したものであり、 しか もこう

した日米格差がここしばらく拡大 してい くという見方があり、こうした日米格差が生 じる原因の

一つ として、情報技術の研究開発から実用化にいたる過程において日米間で基本的な構造の相違

があるためではないか という認識がある。このような観点から、まず、米国の先端情報技術の研

究開発の全体像を把握することを本年度の目標 とし、次年度以降に、技術内容をさらに充実 して

い くとともに、技術の過去 ・現在 ・未来についての展開を分析、予測なども本格的に取 り組むこ

ととした。

1.2調 査 方法 と調 査結果の構成

米国における政府機関の先端技術開発政策に関連する政策やプロジェク トの現状把握について

は、米国の調査会社であるArthurD.Little(ADL)に 調査委託 し、米国の政府機関が米国情報産

業の基盤技術開発 ・育成のためにどのような研究投資を行っているか、技術開発動向はどうかに

ついて調査 した。

この調査結果は、第ll部 「米国政府による情報技術研究開発運営の現状 と技術開発動向－ADL

社調査結果一」にとりまとめた。

このADL社 への委託調査 を効果的に進めるため、 また技術的妥当性の検証 を行 うため、表

1-1に 示す 「米国における先端情報技術動向調査委員会」を設置 し、ADLの 調査内容について、

検討分析 をお願いした。

この結果は、付属資料2「ADL調 査結果に対する委員による分析結果」にとりまとめた。
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この調 査 か らも明 らかに な ったが、 現在 の米 国 の情報技 術研 究 開発 の 中心 的 プ ログ ラム は、

HPCC(HighPerformanceComputingandCommunications)で あ り、 この計画 に連邦政府の情報技

術研 究開発関係予算27億 ドルの うちの11億 ドル以 上がつ ぎ込 まれてい る。

HPCC計 画 は、1991年 か ら開始 され、 その後、拡 大 されHPCS、NREN、ASTA、IITA、BRHR

の5つ の アンブ レラ ・プログ ラム よ りなる形 とな った。 これ らの 中には、1993年 より開始 された

NationalInformationInfrastructure(NII)と の調整 もあ り、科学技術的 目標 を持 つGrandChallenge

とHPCCで 開発 される技術 をイン フラ と して組み立 て られる応用 を指 向 した 目標 を持つNational

Challengeを ゴール とす る研 究開発が決 定 されてい る。

このため、本 調査 では、HPCC計 画全体 の把握 とその 中の応 用指向 の研 究 開発 であ るNational

Challengeの 現状 把握 を主眼 と して調 査 を実施 した。 この結 果 は 、第lll部 「HPCCに お け る

NationalChallengesの 現況」 に と りま とめ た。

以 上の調査結 果か ら、情 報技術分野 におけ る米国連邦政府 の研 究開発 プログラムの有用性 につ

いて検 討 した。 この検討結 果 は、第IV部 「米国 の先端的 ソ フ トウ ェア研究 開発 にお ける連 邦政

府 プ ログ ラムの役割」 に とりまとめた。.

付属資料1と して 「情報技術 開発 を実施 している米国主要連 邦機 関の概要」 をま とめてい る。

また、ADL社 への委託調査を進めるに当たっては、「米国における先端情報技術動向調査委員

会」でADL社 の中間報告 を行 い、調査の進め方等について検討 した。委員会委員 との議論の内

容 は、本調査を進めてい く上での多 くの示唆に富んだ重要な論点が集約 されていることから、調

査 資料1「 米国政府による情報技術研究開発運営の現状 と技術開発動向－ADL社 調査中間結

果一」 としてとりまとめた。

また、ADL社 の最終報告 について も、調査資料2「 米国政府による情報技術研究開発運営の

現状 と技術開発動向－ADL社 調査最終結果一」と してとりまとめた。
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平成7年 度調査の概要

調査結果の構成

・米国の先端情報技術 に関する調査研究

第1部

第ll部

第lll部

第IV部

付属資料1

付属資料2

平成7年 度調査の概要

米国政府による情報技術研究開発運営の現状 と技術開発動向
－ADL社 調査結果－

HPCCに おけるNationalChallengesの 現況

米国の先端的ソフ トウェア研究開発における

連邦政府プログラムの役割

情報技術開発 を実施 している米国主要連邦機関の概要

ADL社 調査結果に対する委員による分析結果

・調査資料1

・調査資料2

米国政府による情報技術研究開発運営の現状 と技術開発動向
－ADL社 調査中間結果一

米国政府による情報技術研究開発運営の現状 と技術開発動向
－ADL社 調査最終結果一
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表1-1米 国における先端情報技術動向調査委員会

主

委

委

委

委

委

委

委

査 新田 克己

員 小長谷明彦

員 久門 耕一

員

員

員

員

武藤 佳恭

田中 二郎

宮崎 収兄

樋口 哲也

員 平田 圭二

オブザーバ 飯村 次郎

通商産業省 友定 聖二

電子技術総合研究所知能情報部推論研究室長

日本電気(株)C&C研 究所

コンピュータシステム研究部研究課長

(株)富 士通研究所Pプ ロジェク ト部

システム研究部主任研究員

慶応大学環境情報学部助教授

筑波大学電子 ・情報工学系助教授

千葉工業大学情報工学科教授

電子技術総合研究所情報アーキテクチャ部

計算機構研 究室長

日本電信電話(株)基 礎研究所情報科学研究部

主任研究員

三菱総合研究所 経営システム研究センター

情報技術開発部情報基盤システム室 研究員

通商産業省電子政策課
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平成7年 度調査の概要

2.調 査結果の概要

2.1米 国政府による情報技術研究開発運営の現状 と技術開発動向

－ADL社 調査結果一

2.1.1米 国 政 府 に よ る研 究 開 発 運 営 の 現 状

(1)米 国政 府のIT(lnformationTechnology)研 究開発支出

米国全体 の政府 と民 間 を合 わせ な研 究開発支 出は、1,820億 ドルで あ り、 この うち700億 ドル

が連 邦政府の研 究 開発支 出であ る。

連 邦政府 の研 究 開発支 出の うち、科学技術 の研 究開発支出 は375億 ドル であ り、 さらにこの う

ちのIT(hformationTechnology)研 究開発支出 は、約27億 ドル である。

連 邦 政府 の1T研 究 開発 の 中心 的 プ ログ ラム は、HPCC(HighPerformanceComputingand

Communications)で あ り、連邦 政府 のIT研 究開発支出の総額 、約27億 ドルの約40%のll億 ドル

がHPCCに 支出 されている。

HPCCと して指定 されてい る研究 は12の 省 庁下での研究開発 にわ たってい るが 、その大部分 の

82%を 占め るのが次の4省 庁 であ る。

・DARPA(DefenseAdvancedResearchProjectsAgency)

・NASA(NationalAeronauticsandSpaceAdministration)

・NSF(NationalScienceFoundation)

・DOE(DepartmentofEnergy)

(な お 、DARPAに つ い て は 、1996年2月 にPublicLaw104-106に よ り 、ARPA(Advanced

ResearchProjectsAgency)か らDARPA(DefenseAdvancedResearchProjectsAgency)に 変 更 さ れ

た 。 従 っ て 、 そ れ 以 前 の 資 料 等 で は 、ARPAと な っ て い る 。)
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(2)IT研 究開発 への政府 出資 の仕組 み

米 国政府(連 邦政府)の 研 究 開発へ の出資 の仕 組み は、大 き く見 て トップダウ ンの流 れ と、 ボ

トムアップの流れの両方が、有効 にマ ッチす る形で動い ている と言える。

(a)ト ップダウン的政策

科学技 術政策 は、国家 と しての研究 開発 の大 きな方 向性 を示 し、 関連省庁 レベ ルでの研 究

開発方針 に影響 を与 え る。そ れに よ り具体 的研 究 開発活動 を、大 きな共通 の 目的に向か わせ

る働 きをす る。そ うい った政策 を受け各省 庁で は、関連す る部分 でその方 向性 に従 った形 で

の実際 の予算割 当 を行 な う。

ITに 関す る政策 的方 向性 の実現 の ための施策 と してHPCC(HighPerformanceComputing

andCommunications)が あ る。

HPCCの 最大 の 目的 は、各省庁 でのIT研 究 開発 の方向性 をある程度統合 し、共通 の 目的 に

向か った舵 取 りを行 なうこ とにある。そのため に、実際 には次 の5つ の プログラム を設定 し、

それ らによ り方向性 を示 し、共 通の 目的 と して推進 している。

・HPCS:HighPerformanceComputingSystems

・NREN:NationalReseachandEducationNetwork

・ASTA:AdvancedSoftWareTechnologyandAlgorithms

・llTA:lnformationlnfrastructureandTechnologyApplications

・BRHR:BasicResearchandHumanResources

HPCCを 設 立 した法律 は、今年 その見 直 しの時期 であ り、今後 もHPCCの ような施 策が継

続す るか どうか ははっ き りしない 。 しか し、HPCCの 行 なって きた省庁 間の情報交 換 は相 当

定着 した と言 える し、その努力 の成果は認め られる。

(b)省 庁 レベルで行 な うプロジェク トの選定 ・出資

研 究 開発 プロジ ェク トを実 際に選定 し、 出資 を決 定す るの は、各省庁 の レベルで行 なわれ

る。 また、 トップダウンの政 策的方向性 と、 ボ トム アップの研 究アイデ アが 出会 い、その2

つの流 れ を勘案 し最適 なプ ロジ ェク トを実施す る決定 を行 な うの も、 この各省庁 レベルでの

プロジェク ト選定で ある。

出資領域選定 の仕組 みに は大 き く2つ のモデルがあ り、長期 安定型 と、短期 プログ ラム型

があ る。
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平成7年 度調査の概要

NSFに 見 られる長期安定型 の出資形態 では、比較的長期 にわたって同一領域へ の安定 出資

が行 なわれ る。 これに よ り、長期 的視点 を持 った基礎研 究が可 能 となってい る。 また、NSF

で は具体 的な プロジェク トの選定 に際 して 「ピア ・レビュー」 と呼 ばれる方式 を採用 してい

る。 そ こで は学界 ・産業界等違 う分野 におけるその研究領域 の識 者が集 ま り、合 議的 にプロ

ジェク トが選定 され る。

一方 、DARPA、DOE、NASAに 見 られる短期 プログラム型の出資形態 で は、例 えば3年 お

き等 で出資領域が変更 され る。出資す る プロジ ェク トもその時点での ホ ッ トトピックや 、短

期 的成 果の期待 され る応 用 に近 い領域 にな りがちである。 この短 期 プログ ラム型の出資形態

に対 して は、具体的 な プロジ ェク ト選 定は 「プ ログラムマネ ジャー」 の判 断で行 なわれてい

る。従 って プログラムマ ネジャーの選任 は重 要であ り、 その領域 での エキスパ ー トで ある こ

とが要求 され る。

2.1.2研 究 開発 か ら実 用 化 へ の 促 進 メ カニ ズ ム

(1)米 国の研究開発政策

米国の研究開発政策とい うレベルでみると次の3つ が基本的政策の方向として見て取れる。

まず第一に、自由市場 ・競争原理の仕組みを最大限取 り入れ、各 自のベス トな能力を自然なイ

ンセンティブの下に引き出 している。

第二には、研究開発成果の実用化 による国民への利益 を根本的な使命 と明確 に捉え、その成果

の実用化のための仕組みを政策的に相当徹底 して運営 している。

第三には、実用化 という国民利益の大 目的のために、産業による商業化 をその道 とするという

ことの明確 な是認があ り、最大限商業化 を推進 している。

こういった政策方針を達するために、数々の法令が出されている。いずれもその 目的は何か行

動を規制するのではなく、自由市場メカニズムをより良 く働かせて研究開発活動及び商業化 を推

進するための仕組みを提供するためのサポー トとなっている。

1966年FreedomoflnformationAct

1980年Stevenson-WylderAct

1980年Bay-DoleAct

1986年 ・FederalTechnologyTransferAct

1989年NationalCompetitivenessTechnologyAct

1991年DefenseAuthorizationAct

1991年AmericanTechnologyPreeminenceAct

1992年SmallBusinessTechnologyTransferAct
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特 に、1980年 のStevenson-WylderActに よ り、大学 や政府研 究機関 の民間への技 術移転 が ミッ

シ ョンとな り、 また、Bay-DoleActに より、政府 出資研 究成 果 の知 的所有 権 は、非営利 の大学や

政府研 究機 関に属す ること とな り、商業価 値の高 い研究 を追及 する インセンテ ィブが あたえ られ

た。 さらに、大学側 は、 ライセ ンスや ロイヤ リティか らの収入 を教授 陣 と ・部分 け合 うことがで

きる ようにな り、実際の研究者 に強い インセ ンティブがあた え られた。

(2)米 国の研究開発の仕組み

米国の研究開発から実用化への仕組みの全体像は、

要を示す。

下 図の とお りであ り、以下 にそれぞれの概

(b}

(a}

1ndustry

Government 1, Academia

(c)

FederalLabs

(d)

/

%

(9}

(a)政 府 による研究開発 プロジェク トの委託

(b)産 業界における委託研究

(c)大 学 ・国立研 究所における委託研究

(d)大 学 ・国立研究所における研究開発の実用化

(e)ス ピンオフ

(f)社 会ニーズのフィー ドバ ック

(g)基 盤 となる法体系

図1-4研 究開発から実用化までの流れ

一16一



平成7年 度調査の概要

(a)政 府による研究開発プロジェク トの委託

研究開発案件 を政府がプロジェク トとして研究機関に委託するに当たっては、委託先とし

て大学、国立研究所に加えて、米国の場合産業界 に委託する割合が高 くなっている。委託先

を決定する要因としては、各省庁の使命 ・目的 というものが大きく関わる。

例えば科学の発展 を使命 とするNSFは 、学問的に純粋 に基礎研究に集中 しやすい大学にほ

ぼ全部出資する し、軍事技術 を重要な目的 とするDARPAで は、国防 ヒ軍事産業 を育ててお

く必要から、産業への出資が最 も多い。

米国政府研究開発出資の配分

産業界

国立研究所

大学

その他

45%

34%

17%

4%

(b)産 業界 にお ける委託研究

産業界 への出資 は米 国では盛 んに行 なわれてい て、 その重要度 は出資額 か ら して も大変大

きい。

イ:産 業界 への委託 プ ログラム

DARPAとNASAは 、政府の介入度 合いの少 ないア プローチ を取 るこ とが多 い。 その前提

と してい るの は、受託 企業が研 究結果 を商業化 で きるな らば、研 究開発 自体 も自 ら管理 推進

で きるはずだ との考 え方であ る。 しか し同時 に、受託企業 が政府 出資 プロジ ェク トに真剣 に

取 り組む事 を確 実 にす るために、受託企業 の コス ト共 同負担 を要求する事 が多 い。

・TRP(TechnologyReinvestmentProgram)

軍事 と民生 の両 方 に使 える技術 の開発 を推 進す るプ ログラムであ り、産業界 か らの共 同

出資の方式 を採用 してい る。

・ATP(AdvancedTechnologyPr◎gram)

技術 の商業化性 に非常 に重 点 を置いたプログ ラムであ る。特 に開発 リス クが高 く民 間だ

けでは投資 されづ らいが国の経 済の活性化 に大 き く貢献す る可能性 のあ る民生技 術の 開

発案件 に対 してのみ 出資 が行 なわれる。 プロ ジェク トの提案 、研 究の実行管理 は企業 が

行 な う。企業 が研 究 開発 コス トの半分以上 を出資す る。そ して、 プロジェク トの選択 に

お いては、学界 と政府 の専 門家の ピア ・レビューに よ り、 国の経済への貢献度 の大 きさ
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が審査 される。 これ までATPを 通 じた出資額 は大 き く増えて きて いる。

・SBIR(SmallBusinesslnnovationResearchProgram)

ベ ンチ ャー企 業 の振 興 の た め に、産 業界 に振 り向 け られ る政 府 の研 究 開発 資金 の 内

L25%を 確保 す る ものであ る。資 金援 助 はベ ンチ ャー企業 が技 術 ・商品 を開発す るの に

合 わせ、段階毎 に行 なわれる。 シー ド段階 で小 額 の資金 を受け、基礎の 部分の 開発 に成

功す ると、次の商品開発 段階で は よ り多額 の資 金 を受け られ る。商品開発 も成功 する と、

次は市場化段 階だが、そ れには民 間資金 を自 ら調達 しな くてはな らない。逆 に、市場化

段 階での民間資金 が既 に確保 されてい る場合、商 品開発段 階の政府資金 は自動 的に受 け

られ る。

・STTR(SmallBusinessTechnologyTransferResearchProgram)

SBIRと 基本的 に同 じ目的であ るが、 その研 究 開発 がベ ンチ ャー企 業 と大学 及び 国立研

究所 の協 同で行 なわれる。

ロ=産 業界への委託 か らの社会還 元

まず、出資元へ の研 究成果の報告 と、その情報の公 開が行 なわれ る。次 に、最 も重 要視 さ

れてい る面 と しては、研 究成果 を実用化 す ることに より、国民の生活水準向 上に寄与 す るこ

とがあ る。即 ち、研 究 を行 なった企業 はそれ を元 に商 品 を開発 し商業化す るこ とを期待 され

ている。

ハ:知 的所有権の扱 い

知 的所有権 の所属 は契約 によ り企業 であ った り政府 で あった りす る。例 えば企業側 が相 当

の研 究 コス トを共 同出資 した場合等 、契約交渉 によ り、企業側 に所 有権が所属す るこ とはあ

り得 る。政府 出資100%の 場合 は、大学 や非営利 団体 の運 営す る研 究所 には知的 所有権 が渡

るが、営利 団体 には行 かない法律 になっている。政府 はいず れの場 合で も最低、無料 の非独

占技術使用 ライセ ンス を受 け、他 の研 究への転用等問題 な く出来 る。

(c)大 学 ・国立研究所における委託研究

大学及び国立研究所での研究開発 は勿論IT研 究の根幹 を成すが、その運営において、研

究者の成果を高めるための、経済原理的なインセンティブが仕組みとして組み込まれている。

例えば、研究開発のプロジェク トを受託することにインセンティブが働 くことが上げられる。

多 くの大学では教授 らの給料 は夏休み期間を除 く9か 月分 しか支給 されず、残 りの3か 月間

分は自ら取ってくる受託研究の予算から給料 を出さな くてはならない。また、競争 市場での

プロジェク ト受託には自らの研究能力 ・その領域での知識を トップクラスに保ってお く必要

があ り、自己研鎖が自然 と行なわれる。

研 究者に対する最 も直接的なインセンティブは、研究成果が商業化 に向けて産業にライセ
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ンス された場合 の ライセ ンス料 ・ロイヤ リテ ィの約1/3が 研 究者個 人の収入 になる こ とであ

る。1980年 のBayh-DoleActに よ り、政府 出資 プロジェク トの成 果 につい て大学 ・国立研究

所 が知 的所有 権 を持 つ こ とになったが、そ れ とと もに研 究者個 人へ の金銭 の分配 も法的 に定

め られた。 これ につ いては、次の実用化 に も大 きな影響 を及ぼ している。

(d)大 学 ・国立研 究所 にお ける研究開発 の実用化

研究 開発 が行 なわれ た成果 は、次 に商業化 ・実用化 されるこ とが大変に重 要視 され ている

が、 そのための産業へ の技術移転 に は、法的な知的所有 権 の設 定 を初 め とする インセ ンティ

ブ ・市 場原理が導入 されてい る。1980年 のBayh-DoleActに よって政府出資研究成 果の知的

所有権 は非営利 の大学 ・研 究所 に属 す ることとな り、大学 ・研 究所 ではそれ をマーケ ティン

グ、 ライセ ンスす る こ とで、相 当の収入が入 って くること となった。 ライセ ンス料 、 ロイヤ

リテ ィ収 入の内 の相 当部分(通 常1/3程 度)は 法 に定め る よ うに研 究者個 人の収 入 とな り、

研 究者個 人に も大 きな成功 報酬 とい うインセ ンテ ィブが生 まれ た。

これに基づ き、大学 ・研 究所 では、技術 移転事務所 や技術 ライセンス事務所 を作 り、積 極

的活動 を行 な うようになって きた。

産業へ の研 究成 果 の移転 ・商業化 が大学 ・研究所 に とって も利益 が あることが分 かって く

る と、今度 はその移転 先の産業界 を大学 ・研究所 での研 究開発 活動 に近付 けるこ と、即 ち産

学連携 の努力 が なされて きた。産業側 にとって も技術 移転 は利 益 のあ ることであ り、MITや

Stanford等 の先行校 に加 えて、 ここ数年でその動 きが非常 に活発化 して きてい る。

(e)ス ピンオフ

大学 ・研究所からの技術の商業化 としてスピンオフを見 ると、それは既存の産業に技術 を

ライセンスす ることと対 をなす選択肢の一つとなっている。研究成果が出ても、大学のライ

センス事務所では例 えば特許化の価値がないと判断されるとか、商業化性が低いと判断され

る技術の数は多い。その中で、研究者個人としてはその商業化性 を信 じ、自ら技術のライセ

ンスを大学から受けて企業 を起 こすのがス ピンオ7の 典型的形態である。

大学 としては、その技術移転における重要性 を認識 し、最近はスピンオフを組織的に支援

する体制 を取 りつつあるところが多い。例えば教授に対 しては2年 間の休職を認め、その間

に会社を立ち上げ、復職時にも問題がないように している。また、大学での研究成果の知的

所有権を大学が持つのは同様だが、それをライセンスす るときに対価 を一部株での支払 を認

めることも行なっている。 また、更に積極的な所では、ス ピンオフのベンチャー企業の育成

を大学内で行なうため、大学でベ ンチャーキャピタル的資金 を持つ構想 もある。
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㈹ 社会 ニーズの フィー ドバ ック

ATP等 に見 られる政府 出資 プログ ラム は、 より産業 か らの共同出資 を条件 とす る方向に動

いて きてい る。 これ は産学連携 、商業化重 視の方向性 を、大 学 ・研 究所 に対 して強力 に推 し

進め る原動力 となってい る。

(g)基 盤 となる法体系

1966年 の情報公 開法 に より、政 府 出資 の研 究成 果は須 らく公表す る とい うことにな り、 ま

た1980年 のSteven-Wydler法 とBayh-Dole法 に よ り、技術 は市場 メ カニズ ムで産 業 に移転 す

るもの とい う今 日の技術 移転の基礎 の仕組みが作 られた。

2.1.3注 目す べ き技 術 領 域 ・研 究 プ ロ ジ ェク ト

ここでは、米国の情報技術 の研究開発動向 とその特徴について示す。

ADLが 注目すべ き研究分野 ・研究 プロジェク トとしてあげているものは以下の通 りである。

米国の情報技術(IT)研 究開発分野 を大 きく5つ に大分類 して、それぞれのホ ットな研究分野

とキー ・プロジェク トをあげている。ホッ トな研究分野 としては、短期的に相当の商業化のイン

パク トがありそうかどうか、あるいは長期的にみて大 きな影響 を与える可能性のあるもの という

観点から取 り上げてお り、これらは専門家へのインタビューや政府諮問機関の答申等 と見比べた

うえで判断 している。

表1--2米 国 で注 目すべ き研 究分野 と研究 プ ロジ ェク ト

分 類 ホ ッ トな研 究分野 キ ー ・プロ ジ ェ ク ト

1.コ ン ピ ュ ー タ シス テ ム ● 群 ⊇ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ

(hivecomputing)

● モ ー ビ ル コ ン ピ ュー テ ィ ン グ

(m。bilecomputing)

●NOW(Berkeley)

FLASH(Stanford)

●lnf。pad(Berkeley)

Dataman(RutgerS)

2.コ ン ポ ー ネ ン ト ● スケーラ ブル ・パ ラレル1/O

●半導体 製造の コンピューター ・

プロ トタイピング

●分子 コ ンピューテ ィング

●HPSS(LawrenceLivermore)

SIO(Caltech)

●CP21SS(Stanford)

●USC

Princeton

XeroxPARC

3.イ ン テ リジ ェ ン トシス テ ム

と

ヒュ ー マ ンイ ン タ フ ェ ー ス

● マル チ メデ ィ ア ・イ ン タ フ ェ ー ス

● バ ー チ ャル リア リテ ィ

●HumanLanguage|nterfaCe

Prolect(CMU)

●VuMan(CMU)

ViπualRetinaDisplay

(Washington)

4.イ ン フォ メ ー シ ョン

マ ネ ジ メ ン ト

●分 散マル チメディア ・デー タベー ス

● マルチ メディア情報検 索

●DigitalLibrary(Berkeley)

●lmageQuerying(Washington)

5.コ ミ ュニ ケ ー シ ョ ン ● 光 ネ ッ トワ ー キ ン グ

● ネ ッ トワ ー ク ・セ キ ュ リテ ィ

●Optica|Networking(Princeton)

●NetBill(Princeton)

SecurelnternetRou6ng(BBN)
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これ らの研 究 プロジェ ク トの性 質 を、研 究の段 階(基 礎研 究、応用研 究 、 プロ トタイプ開発)

の時間的 な軸 を横 軸 に、研 究領域の広 さを縦軸 に してマ ッピング したのが、下図の研 究 プ ロジェ

ク トの性質 と分布 であ る。

broadestMobcular

ComPLting
Projects

研究の領域
の広 さ

narrowest

Optoelectronic

Computinglヤojects

ComputatbnalPataM訂l

Prototyp'ng21

0pticdScalabヒ1/O

Netwolkinghitiative

V「tual

Retha

DisplayTRAVLER .

Damouth

PeraleiVO

Shrimp

Graceful

Degradation

侵略

旬ぢ
1㎡oPad

FLASH

NOW

HonＬs ロ
HPSSVuManCondor

Mu忙ires

lmage

QtＬery

SARE

commer●

da'izaion

farthestfrom司 」____研 究の段階__cbsestto

commercialimpactoommerdalimpact

図1-2研 究 プ ロ ジ ェ ク トの 性 質 と 分 布

そ して 、 こ の 図 の 性 質 か ら分 類 し て 、 つ ぎ に4つ の タ イ プ に 性 格 付 け して い る 。

↑

研究領域の広 さ

↓

分野創造 リサーチ システム総合開発

部分開発

← 研究 の段 階 →

図1-3研 究 プロジェク トの型の分類

この うち、 「シス テム総合 開発 」型の プロジ ェク トお よび政府 のサポー トの存在 が 、米 国の 強

み と して一つ考 え られる と分析 している。 このタイプは3つ の波及効果があ り、 国の研 究 開発 活

動全体 に寄与 す る面があ る。
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まず この タイプは、個 々の 「分野開発」的プロジ ェク トに全体 的な方向性 を示す ことが出来 る。

全体 としての統合 、他分 野 との同調 等 の観点 か ら、 フ ィー ドバ ックを相互 に受 け与 え出来 る。次

に、商業化 へのつなが りに も利 点があ る。 シス テム全体 を開発 しているので商業化 しや すいこ と

に加 え、産業 との連携 も早 くか ら しやすい。そ して商業化 を近視野に入れ た開発 であ ることか ら、

そ こか らの新 たな課題等 を、別の研 究 開発 プロジェク トヘ フ ィー ドバ ックす るこ とが出来る。勿

論 この タイ プだけがあれば良い とい う訳で はないが、全体 の タイ プの配分の 中で、最 も米国のIT

研究 開発 に寄与 の大 きい部分で はないか と考 え られる。

ITの イノベーシ ョンのプロセス を見 て みる と、過 去の技術 の歴 史 を見 て も分 か るように、それ

は必 ず しも基礎研 究、応 用研 究、 プロ トタイプ開発 、商業化 といった順 に進 んでい くわけで はな

いo

む しろ見 て取れ るの は、基礎 研究 と開発 との や り取 りの フィー ドバ ック、あ るい は大学 ・研究

所 と産業 とのや り取 りを通 じた中で、あ る所 で予期 しなか った発明 がな され、大 きく商業化 され

るケースである。

その ように考 える と、「シス テム総 合 開発」 タイ プの プロジェク トはこ うい ったや り取 り ・フ

ィー ドバ ック を活発 に行 な うの に最 も適 した形態 である とも言 える。

政府 に よる支援 は、特 定の研 究 トピックや特 定 の研究 開発段 階 を対 象 に した場合 ではな く、 こ

の フィー ドバ ックサイクルを回転 させ るこ とを狙 い と した時 に最 もその効 果 を発揮 している。
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2.2HPCCに お け るNationalChallengesの 現 況

ADLの 調査 によ り、米 国政府のIT研 究開発 の中心 的 プログラムは、MIを 推進す る政 策であ る

HPCC(HighPerformanceComputingandCommunications)で あ り、米国政府 のIT研 究開発支出の

総額 の約40%の11億 ドル がHPCCに 支 出 されてい ることが示 され た。

こ の ため 、 以 下 で はHPCCの 概 要 とHPCCの な か で応 用 を指 向 した 目標 を持 つNational

Challengesに ついてその概 要 を示 す。

2.2.1HPCCプ ロ グ ラ ム の 概 要

連 邦 政 府 のHPCC(HighPerformanceComputingandCommunications)プ ロ グ ラ ム は 、 科 学 技 術

分 野 に お け る 技 術 ・ ア プ リ ケ ー シ ョ ン の 飛 躍 的 発 展 を 促 進 す る も の と し て 、GH(Global

InformationInfrastructure)構 想 を 実 現 す る た め の 情 報 技 術 研 究 開 発 に お け る 計 画 ・調 整 ・投 資 基

盤 の モ デ ル と な る こ と が 想 定 さ れ て い る 。

HPCCプ ロ グ ラ ム は 、1991年 のHighPerformanceComputingAct(PublicLaw102-194)か ら始 ま

っ て お り、 次 の3つ の 到 達 目標 が 設 定 さ れ て い る 。

HPCCプ ログラムの到達目標

・高度 コンピュータ技術 及び コンピュータ通信技術 において 、米国の技術的 リー

ダー シップ を確保 し続 けるこ と

・経済的競争力、国家安全保障、教育、健康増進、地球環境維持などの発展 と革

新 を促進する技術の広範な普及 と適用 を図ること

・Nll(Nationallnformationlnfrastructure)構 想 を 実 現 す る た め の キ ー テ ク ノ ロ

ジ ー を提 供 し 、Nllを ベ ー ス に した ア プ リ ケ ー シ ョ ン の い く つ か を デ モ ン ス ト

レ ー シ ョ ン す る こ と

HPCCプ ロ グ ラ ム は 、 次 の5つ の プ ロ グ ラ ム 要 素 か ら な っ て い る 。 こ れ ら の 中 で 、Grand

ChallengesはASTAに 、NationalChallengesはIITAに 含 ま れ て い る 。
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●HPCS(HighPerformanceComputingSystems)

米 国の技 術優位 性 を確 保す るため に、 スケー ラブル コンピュータ技術 の開発 を行 なう。そ

こでは、 テラops(OperatingperSecond)以 上の性 能 を確保 す る。並列 かつ分散 型の コンピ

ュー タシステムは、巨大 かつ高性 能の シス テムの利用 を ワークステー シ ョンか ら可能 にす る。

また、 この ワークステーシ ョンは、 ポータブルかっ ワイヤ レスな ものへの拡張 を図る。

●NREN(NationalResearchandEducationNetwork)

高度 コン ピュー タ ・通信技術 を用 いて、教 育 ・研 究等の学術研 究機 関間 のネ ッ トワークを

開発、構築す る。これに よって、国家 レベ ルでの有線 ・無線 ・衛星通信、光 ファイバー通信、

標 準 プロ トコル、 イ ンター フェー スな どの プロ トタイプ も開発対象 に含 まれ、電気通信業界

の技術革新 に寄与す る。

●ASTA(AdvancedSoftwareTechnologyandAlgorithms)

GrandChallengesの ような巨大 な問題 を解決す るため にHPCCで 開発 されたツールや メソ

ッ ドを使 えるソフ トウェアやアル ゴリズムの開発 を行 なう。 そこでの ソフ トウェアや初期の

プロ トタイプシス テムは、高度 コ ンピュー タ ・通信 システムを用 いてテス ト・評価 す る。 そ

こでは、気象観測、気候予測 、環境監視 、エ ネルギ ー効率の よい 自動車 ・航空機 、基礎 科学

研 究な どが含 まれている。

●llTA(lnformationlnfrastructureTechnologyandApplications)

分散 型ア プ リケーシ ョン、知 的 イン ター フェース、仮 想環境 な どNationalChallengesの 情

報技術 開発 を行な う。そ れ らは、教 育、生涯教育 、電子 図書館 、健康管理 、製造技 術、電子

商取 引、環境 監視な どの情報集約 型の ア プリケ ーシ ョンであ る。IITAは 、HPCCの 技術 をベ

ースに、 これ らの技術市場 を拡 張 し、GII構 想実現のための産業 開発 を促 進す る。

●BRHR(BasicResearchandHumanResources)

HPCCの 資 源 を活 用 し て 、 研 究 、 訓 練 、 教 育 、 コ ン ビ ュ ー タ 工 学 、 情 報 基 盤 の 拡 充 な ど を

支 援 す る 。

HPCCプ ロ グ ラ ム は 、1991年 のHighPerformanceComputingActか ら始 ま り、 変 化 す る 世 の 中 の

ニ ー ズ に 応 じ て 技 術 開 発 の 方 向 性 を ダ イ ナ ミ ッ ク に 修 正 し 続 け る こ と が 求 め ら れ て い る 。

NationalResearchCouncilのComputerScienceandTelecommunicationsBoardの1995年 の レ ポ ー ト

一24一



平成7年 度調査の概要

「EvolvingHPCCItoSupporttheNII」 で は 、 今 後 ど う い う 方 向 で 進 む べ き か 、 解 決 す べ き 課 題 に つ

い て 報 告 して い る 。

こ の う ち 、 全 体 的 課 題 と し て 、 次 の2点 を あ げ て い る 。

全体的課題

●情報技術開発への支援の継続

情報技術開発への支援は、今後 も継続的に続 ける必要 がある。主要な出資機関、

特に、NSF、ARPAは 、他の特殊なプログラムから独立 したコンピュータ及び通信

の研究開発を強力に推進すべきである。

●HPCCそ のものの継続

国家的な情報基盤(NII)の 発展によって脚光 を浴びている研究開発をより推進

するものとして、HPCCIの 活動 を継続すべきである。

この報告 に よる と、情 報技術 の発展 維持 のため には、HPCCの 活 動その ものは不可欠 であ るこ

とが強調 されてお り、今 後数年 間にわた っては、現状 レベ ルでのHPCCの 活動は維持 され る もの

と予想 され る。
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2.2.2HPCCに お け るNationalChallenges

HPCCに おけるNationalChallengesは 、 実用面 を重視 した製 品、サー ビス な どの応用 技術研 究

が主体 の大 規模 な研 究開発 プロジェク トであ る。

1996年 予算ベ ースでの具体的 な研 究 テーマは、次の とお りである。

NationalChallengesの 研 究 テ ー マ

DigitalLibraries

PublicAccesstoGovernmentInformation

ElectronicCommerce

CivilInfrastructure

EducationandLifelongLearning

EnergyManagement

EnvironmentMonit◎ring

HealthCare

ManufaCturingProcessesandProducts

本 報告書の第 皿部 では、上記9テ ーマの うち、CivilInfrastructure、HealthCareを 除 く7テ ーマ

について現況 を報告 してい る。

ここでは、 この うち最 も広範 に、多 くの プロジェク トで実施 されているデジ タル ・ライブラ リ

につ いて概要 を示す とともに、各 テーマ について概観す る。

(1)デ ジタル ・ライブラ リ

1994年 、NSF、ARPA、NASAは 共 同 で デジタル ・ライブラ リ研 究 お よび技 術 開発 に対 して4

年単位 の出資 を行 な った。 その対 象で ある6つ の研究 グループは、それぞれ リー ダー となる大 学

と10以 上 の団体(図 書館 、博物館 、出版 社、学校 、 コン ピュー タベ ンダー、通信事 業 者 な ど)

に よって構成 されている。
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平成7年 度調査の概要

表1-3デ ジタルライ ブラ リー共 同研究

リーダの大学 プロジェク ト名 研 究 概 要

カ リ フ ォル ニ ア 大

バ ー ク レー 校

環境 ライブラ リ

(拡張性 のある知 的分散型 ライ

ブラ リーのプロ トタイプ)

カリフ ォルニア州の環境 をテーマ と したデジ

タル ・ライブラ リ

ミシガ ン大学 ミシガ ン大学 デ ジタル ・ラ イブ

ラリプロジ ェク ト

地球および宇宙 に関する科学デ ータの 巨大な

マルチ メデ ィア環境 を創造 するこ と

カ リフォルニ ア大

サ ンタバ ーバ ラ校

ア レキサ ン ドリア プロジェク ト 地図、画像 さらには将来の電子 ライブラ リで

行 なわ れるであろ うサー ビスについて

ス タ ン フ ォ ー ド大 ス タ ン フ ォー ド知 的 デ ジ タル ・

ラ イ ブ ラ リ プ ロ ジ ェ ク ト

多数の ネッ トワー クで接続 された資源 お よび

蓄積へのア クセス を一つの 巨大 な 「仮 想」 ライ

ブラリとして扱 う統合技術

イ リノイ大学 NCSAのMosaicを カ ス タマ イ ズ

カー ネギ ー ・メ ロ ン 大 イ ン フ ォ メデ ィ ア プ ロ ジ ェ ク ト 双方向のデ ジタル ビデオの ライブラ リシステ

ムの開発

NASAは デ ジタル ・ライブラ リ技術 の研 究開発 に リモー ト ・センシ ング画像の アクセス支援 お

よび集配信 、特 に公 共 ・民 間の両方 に使 え る拡張性 の高い アプ リケー シ ョンに対 して出資 を行 な

ってい る。共 同研 究 の早期成果 を期待 して1994年 度 お よび1995年 度 初頭 に7つ の デジ タル ・ラ

イブ ラ リ技術 プロジ ェク トに出資 を行 な った。その対 象 は、公 立学校 、博 物館、大 学、一般民 間

企業 が含 まれている。

これ ら7つ の プロジ ェク トは次の ような ものであ る。

表1--4デ ジ タル ・ラ イブラ リ技術 プ ロジ ェク ト

実施機関 実験 プロジ ェク ト 概 要

ベル通信研究所 統 合空間デー タア クセス研 究組合 NASAの 画像 や その他 の地球空間 デー タを扱 う

ツール開発

lBM デ ジタル映像 の コンテ ンツ検索

システム研究

コンテ ンツをベース と した検索 を画像 の引用

アル ゴリズム を改良 し、 スピー ドア ップを図 る

コンピュータ

サ イエンス社

家庭 か らのNASAへ のアクセス CATVか ら主 婦がイ ンターネ ッ トにア クセス可能

になるような基盤 をフィール ド実験

ライス大 、

ヒュース トン

自然科学博物館

公的接続の検証:リ アルタイムの

地球 ・宇宙科学 データの双方 向実験

NASAの リアル タイムに近 いデー タ、映像等 を

ライス大学 か ら博物館 に転送 し、プラ ネタ リウム

のプログラムの形 で一般の 人々が コンピュータに

よる双方向情報窓 や宇宙 、地球科 学の問題解決 型

シミュ レー ション を行な う

イ リノイ大 プ ロ ジ ェク ト ・ホ ラ イ ズ ン インターネ ッ トを通 して、地球 と宇宙 の科学 デー

タの両 方 を移動 、統 合、分析す るデジタル ・ライ

ブラリ技術 を一般 に提供

ウ ィス コンシン大 デジ タル映像 の圧縮 、転送 新 しい圧縮 技術 とサーバ を用い た転送 プロ トコル、

視覚化 ソフ トウェアの提供

ロ ー ラ ル ・

エ ア ロ シ ステ ム社

SAIRE－ 工 ー ジ ェ ン トベ ー スの

情 報検 索 エ ン ジ ン

インターネ ッ トを通 して、合衆国 グローバル ・

チェンジ ・マス ター ・デ ィレク トリか ら地球お よ

び宇宙に関す る科 学デー タを利用 する熟練者 と初

心者の両方に適用可能 なソフ トウェア を開発
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NASAは 、1995年 度 の後半 か ら第2段 階の デジ タル ・ライブラ リ技術のパ ー トナー選 びを進め

ている。 この選定作 業は、1996年 にな され る予 定であ る。

この他 、「気象衛 星NOAAの リアル タイムや時系 列 デー タのデジ タル ・ライブ ラ リ」、「環境 デ

ータの分 散資源 を用 いた知 的双方 向総合 分析技 術 の開発」
、「コンピュータ科学技術 レポ ー トや 関

連情報の実験環境整備や ネ ッ トワークに よる検 索 ・表示 ・分 析技術 の開発」、「ネ ッ トワー ク環境

下での電子 的著作 権管理技術の 開発」、 「異 な ったデジ タル ・ライブ ラ リであ って も関連概 念 で言

語記述で きる統合 医学言語 システム(UMLS)の 研 究 開発」、「CALS情 報へ のア クセス提 供 を行

なうライブ ラ リ」な どの プロジェク トが進め られてい る。

以上の プ ロジェク トでの デジ タル ・ライブ ラ リに関す る研 究課題 につい ては、1995年 の11TA

デジタル ・ライブラ リ ワークシ ョップにおいて、相互操作性、対象 の表現 、 蓄積 の管理 と組織 、

ユ ーザ インタフェース と人 間一 コンピュー タ間の相互作 用、経済的 ・社会的 ・法 的問題 な どの観

点か ら現在 の課題 について報告 してい る。
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(2)政 府情報 の一般公 開

「政府情 報の一般 公 開」 は 「デ ジ タル ・ライブラ リ」 技術 を基 盤技術 と して、政府 関連機 関に

蓄 え られた各種の情報 を専 門家 か ら子供 たちまでに広 く提供す るこ とを目標 としている。

このため 、本 テーマ は、NationalChallengeの 研 究 テーマの 「デジ タル ・ライブ ラ リ」 と 「教育

及 び生涯 学習」 に深い関連 を持 ってい る。

Mosaic等 の ブラウザ でア クセス で きる、 インターネ ッ ト上 のサーバー に構築 され たHPCCプ ロ

グラムの財 政支援 を受け たデジ タル ・ライブラ リを下記 に挙 げる。

表1-5イ ンター ネ ッ ト上の サーバに構築 されたデ ジタル ・ライブラ リ

分 野 デジタル ・ライブラ リ概要

地球情報 NASAは デ ジ タル ・ラ イ ブ ラ リ関 連 技 術 と リモ ー トセ ン シン グ 情 報 利 用 プ ロ ジ ェ ク トに 関 す る情 報

を一 般 に公 開 す るた め に 、 様 々 な企 業 や 大 学 と協 力 して リモ ー トセ ン シ ン グ情 報 公 開 セ ン タ ー

(RemoteSensingPublicAcc6ssCenter)を1994年 に設 立 した。 ま た 、1994年 か ら1995年 に か け

て18の リモ ー トセ ン シ ン グ情 報 利 用 プ ロジ ェ ク トに 資 金 援 助 を行 な っ た 。

教 育 教 育 省 は イ ン ター ネ ッ トベ ー スのAskERIC(EducationalResourceslnformationCenter)を 設 立 し

た。 こ れ は下 記 の機 能 を提 供 す る。

(1)質 問 を受 付 、回 答 を返 す サ ー ビス

(2)学 習 計 画 や プ リン ト、(CNNやDiscoveryChannel、PBS等 か ら得 られ る)ビ デ オ教 材 、調 査

情 報 等 を提 供 す る 先 生 の た めの 仮 想 図 書 館

(3)NationalUrbanLeagueと 協 同 で開 発 され た 、NationalParentNetwork(こ れ は両 親 が 子 供 の 成

長 を支 え る た め の 材 料 を含 む)

健康管理情報 ・医 学 文 献 解 析 検 索 シス テ ムMEDLARSを さ らに使 い や す く、簡 便 に検 索 で き る よ うに 、NLMは

PC/マ ッキ ン トッ シ ュ互 換 のGratefulMedソ フ トウ ェ ア を開 発 した 。 イ ン ター ネ ッ トの 素 早 い 通

信 機 能 を生 か したGratefulMedの 利 便 性 に よ り、 健 康 管 理 の 専 門 家 の 利 用 が 大 き く増 進 した 。
・国 立 バ イ オ テ ク ノロ ジー セ ン タ ー(NCB|)は 分 子 生 物 学 、生 化 学 、遺 伝 学 に関 す る知 識 を自動

的 に 蓄 積 ・分 析 す る シス テ ムの 構 築 を進 め て い る。
・国 立 ガ ン研 究所(NCDは 、 ガ ンの 抽 出 、 予 防 、 治療 、 看 護 に 関 す るPDQ(PhysicianData

Query)記 述 機 能(英 語 とス ペ イ ン語 の 利 用 が 可 能)と 、 ガ ン シ ー ト、文 献 を含 むCancerFaxと

CancerNet(イ ン タ ー ネ ッ トのe・mail)情 報 を無 料 で提 供 して い る。

(3)エ レク トロニ ック ・コマー ス

NISTとARPAは 共 同で、 よ り効率的 で経済的 な ビジネスデー タ交換 システム を作 り上 げ るこ

とをNationalChallengeと して行 なってい る。 この ビジネスデー タ交換 は、電子 的 な入札 、注文、

支払 い、製 品仕様 やデザ インの デジタルデー タの交 換 を行 な うものであ る。

1994年NISTは エ レク トロニ ック ・コマ ース技 術 開発 機 関 を設 立 した。 こ こで は、ARPA、

NSA、NSFな どのい くつ かの機 関で開発 され た技術 を統 合す るこ とを目的 としてい る。 さらに、

24以 上の共 同研究 開発 要綱(CRADAs)に 従 う参加 企業 は、展 示 目的 で器材 や ソフ トウェアを貸

し出 し、電子 カタログやVAN(付 加価 値 ネ ッ トワーク)へ の オ ンライ ンに よるアクセ ス を行 な

ってい る。

エ レク トロニ ック ・コマース は、い くつか の実験 プロジェク トで実施 され てい る。
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表1-6エ レ ク トロ ニ ッ ク ・コ マ ー ス の 実 験 プ ロ ジ ェ ク ト

実験 プロジ ェク ト 概 要

コ マ ー ス ネ ッ ト コ マ ー ス ネ ッ トは 、 イ ン タ ー ネ ッ ト上 で エ レ ク ト白ニ ッ ク ・コ マ ー ス(電 子 取 引)を 実 現 す

るための大規模 な実証実験 を行な う非営利 コンソーシアムである。

1994年4月 か ら3年 間 のプロ ジェク トと して連邦政府 か ら認定 され、600万 ドルの 予算 を獲

得 した。 ま た 、 コ マー ス ネ ッ ト参 加 企 業 か ら、 同 額(600万 ドル)の マ ッチ ン グ ・ギ フ トを

受 け て い る 。

設 立 当初 の コ マ ー ス ネ ッ トの メ ンバ ー は 、 シ リ ン コ ンバ レ ー地 区 の 半 導 体 、 コ ン ピ ュ ー タ及

び金融機 関 を中心 に、 その顧客 、取 引先 、関連す る公的機 関 で構成 されていた。 このよ うに

コマースネ ッ トその もの は、カ リフォルニア州北部 を中心 に開始 されたプロジェク トであ る

が、現在 では州 外 からの参加 も可能 であ り、他地 域の エレク トロニック ・コマース実験 プロ

ジェク トとの積極 的 な連携 も進 め られている。

RDA/SQL 分散 しているデー タベ ースか ら情報 を取 り出すために、NISTはRDA(遠 隔デ ータベ ース標準

プロ トタイプ 化 アクセスプロ トコル)とSQL(構 造化 問合せ言語)を 高度化 している。 これによ って、分

散デ ータベースか ら情報 を取 り出すこ とが可 能 となる。

製品モデル等の 1995年 度 と1996年 度 にNISTで は、製品モデ ルデータの情 報交換 標準(STEP)や 他の データ

情報交換標準化 交換標準 を用 いた産業 での共 同研究 を予定 してい る。 そこでは、NISTの デモ機 関 での戦略検

討 も目的 とされてい る。

1996年 度 に は 、NISTで 、 イ ン ター ネ ッ トベ ー スの 情 報 ア クセ ス 、検 索 、 選 択 の た め の イ ン タ

フェースの提供 と、そ れ らの標準参照 データ、標 準参照材料の普及 を予定 している。

自動詞逮機能 FASTへ の支援 によ って 、ARPAで は自動調 達の機 能 を含 ん だエレク トロニ ック ・コマー

スでの課 題に着 目して いる。 そこでの ニーズは、間接費の少 ない製品 開発支援 を国 防省 と産

業界 との間での ビジネ スに対 してFASTを 通 して実現 するもの である。

(4)教 育 と生涯学 習

教育 と生涯学習 に対す るNationalChallengeで は、あ らゆる年齢 の人々や様 々な能力 を持つ人 々

を対象 と した教育 、訓練 、学 習 シス テム実現の ため に、HPCC技 術 を利用 す ると してお り、そ の

目指す ところは、次の とお りである。

・地理的 に離れ た地域 にい る学生 を、最良の方法で教育 する こと。

・あ らゆる教育 レベ ルに対 し、教 師が利 用で きる リソース を増 強す るこ と。

・学生 は、 図書館 に出かけずに、情報や リソース にアクセスで きるこ と。

・年齢 や地域 に関係 な く、 人々に教 育の機会 を与 えるこ と。

・学生 で も教授 で も、そ れぞ れの レベル に合 った情報 をネ ッ トワー ク経 由で入手で きる こと。

表1-7教 育と生涯学習に関するNSFとNASAの 活動の概要

実施機関 概 要

NSF ・学 生 の 、MOSIS(MetalOxideSemiconductorlmplementationSe　 We)に よ るVLSI製 作 に 資 金 供 与

・ハ イ ス ク ー ル の 学 生 と教 師 に研 究 を体 験 して も ら う探 求 プ ロ グ ラ ム の 実 施

・教 育 ネ ッ トワ ー クの パ イ ロ ッ ト ・プ ロジ ェ ク トの 実 施

・デ ジ タル ・ラ イ ブ ラ リの 教 育 へ の 応 用 に 対 す るパ イ ロ ッ トモ デ ル と大 規 模 モ デル の 開 発

・イ ン ター ネ ッ トを利 用 した メ リー ラ ン ド州 で の バ ー チ ャ ル ・ハ イ ス ク ール の 試 行

NASA ・K-12プ ロ グラム を推進

教室 とNASAを オ ンライン接続 し、進行 中の作業 や人工衛星 か ら受信 した映像 を、生中継 を含 めて紹

介。専門家 のレポー トも提 供。

など。
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(5)エ ネル ギー ・マネジメ ン ト

エ ネルギー需給の管理の改善 は、石 油消費、発電所への投 資、貿易赤 字のすべ てに利益 を もた

らす。 この ため、DOEと 公益 事業 者 は、 ドキ ュメ ン トを交 わ し、エ ネル ギー需給管理 に関す る

NationalChallengeを 実 現す るの に必要 なツール と技術 を評価す る。

また、予想で きる経 済的利益 に関 し ドキュメ ン トを交わ し、公益事 業者 がNIIの 展 開 に参加 で

きる ように必 要な政策 また は法律 の変更 を見極 める予定であ る。

開発すべ き新 技術 は、相互操作性 、認証、 プライバ シー制御 、multicastdataaggregationの 分 野

で の分配 シス テム に関す る ものであ り、エ ネルギー供給 ・需要 を リアル タイムで管理 で きるユ ー

ティ リティの機 能強化 を行 なう。

財政支 出 を計 画 しているの はDOEで あ り、広 域 ・分散 ネ ッ トワー クツール、 サー ビス、 プロ

トコル といったテーマでの開発お よび実用化 プログラム に対 して資金 を投 入す る。

これに よ り、エ ネルギー使用 の効率 、保 存、請求、顧客 サー ビス を改善 し、エ ン ドユーザ相互

の交流 を喚起 し、エネルギー使用 の制御 を可能 とす る。

(6)環 境 モニ タ リング

HPCCプ ログラムで は、環境 モニ タリングの分野 で、NASA、NOAA、EPAの 各機 関が と りく

んでい る。大 規模広範 囲の環境情 報のデ ジタル ・ライブラリが構 築 され、 これ らを有効 に使 用 で

きるようにす るための道具が 開発 され る計画であ る。 この中 には、衛 星画像や広範 囲にわたる地

球科学 デー タベースの公 開、地球観測 パ イロッ ト情報 システム、環境情 報への要求 を満 たす 教育

訓練 プログラムが含 まれる。

表1-811TA関 連 の環境 モニタ リング活動概 況

プロ ジェク ト 概 要

EPAの デー タ公開 生態観測 、大気 や水 質モデルに基 づ く予測 、汚染物質 の集団暴露 などの色 々な環境デ ータ

ベ ースを公開 する ことを計画 。

NOAAの 情報普

及パイロ ッ ト

インターネ ッ ト、Nl1の ネッ トワークの利用に より、NOAAの もつ莫大 な実時間お よび経歴

情報 をすべての利用者に対 して、 さらに完全で便 利な形で 、タイム リーな方法 で提供可能

にする計画 。

NASAの 情報 インフ

ラス トラ クチ ャ技術

インターネ ッ トを利用 して地球お よび宇宙科学 に関す るデ ータを公開 。

NASAの 情報 インフ

ラス トラ クチ ャアプ

リケー ション

インターネ ッ ト上に リモー トセ ンシング画像の データベー スへの アクセス と支援 ソフ トウ

ェアを開発 、提供 。

その他 い くつかの計画があ る。
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(7)製 造 プロセ ス及び製品

HPCCの 技術 は、製 品の加工 や製造過程 と同 じように、製 品の設計過程 や生産 設計 に適用 す る

ことが可 能である。それは、製 品デー タの新 しい標 準の 開発 が鍵 であ り、その標 準 デー タは生 産

プロセスの設計 と、生産 ・製造 プロセスの設計の高度化 を通 じて活用 で きる ものであ る。

さらに、 それ らの新 しい標準 デー タは、機械産業 、電気産業、建 設業 、化 学産 業 な どあ らゆる

分 野か ら注 目されてい る。

現在、 この テーマで進め られ ている主な実験 プ ロジェク トの概 要は次 の通 りである。

表1-9「 製造 プロセス及び 製品 」の実験プ ロジェク ト

実験プロジェク ト 概 要

MST製 造 テス ト環境 SIMAプ ロ グ ラ ムの 一 部 と して 、NISTで は、 高 度 製造 シ ス テ ム及 び ネ ッ トワ ー クテ

ス ト環境(AMSANT)を 設置 し、産業界でのユ ーザ にデ モンス トレー ション環境 を

用意す ると同時 に、自発的 な標 準 を開発 ・発展 させ てい くための支援 を行な ってい

る 。

シ ミュ レー シ ョ ンベ ース の ア イオ ワ大 学 とRPI(RensselaerPolytechniclnstitute)で 研 究 され て い る もの で、

設計 ・製造の情報高度化 Nllに よ って生産組織が設計 や製造段階 での諸 問題 をいかに共同開発 できるかを検

訂 してい るもの である。

RPIで は、2つ の 自動車製造会社 での異 なるCADシ ステム間 で、ステア リングポ ン

プの ソ リッ ドモデルの データ交換す るための コア技術 を開発 してきた。ここでは、

当初、STEPを 用 い たデー タ交換 を行 なった。 このSTEPは その後 、ISOの 標準 と

し て発 表 さ れ る こ とに な っ た 。STEPに よ っ て 、 ど の よ うなCADシ ス テ ム 間 で あ っ

て も製品デ ータの交換の ための中立的 なフォーマッ トが提供 されているのである。

複合材 を用 いた ミクロ構造 テキサ ス大学 で研究 されている もので、複 合材の最適設計の ための理論 計算上のツ

レベルの特性研究 一ルボ ックスを開発 するこ とが 目的である。機 械技術者 とコンピュータ技術 者が共

同で ミクロ構造 レベル か ら直接 、複 合材の設計、分析 を行 なうことがで きる計算式

群 を開発 するこ とを目的 としてい る。

その他 ARPAに よ り、製造業の ための情報基盤 サ ービスの 開発 などが進 め られてい る。
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平成7年 度調査の概要

2.3米 国 の先端 的 ソフ トウ ェア研究開発 におけ る連邦政府 プ ログラムの役割

ADLの 調査 に よ り、 「ITの イノベー シ ョンの プロセス は、過 去の大技術 の歴史 を見 て も分 かる

ように、そ れは必ず しも基礎研 究、応用研究 、 プロ トタイプ開発、 商業化 といった順 に進んでい

くわけでは な く、 む しろ基礎研究 と開発 とのや り取 りのフィー ドバ ック、 あ るい は大学 ・研 究所

と産業 とのや り取 りを通 じた中で、あ る所 で予期 しなかった発 明が出、大 き く商業化 され るケー

スであ る。政府 に よる支援 は、特定の研 究 トピックや特定の研究 開発段階 を対象 に した場合 では

な く、 この フ ィー ドバ ックサ イクルを回転 させ ることを狙い と した時 に最 もその効 果 を発揮 して

いる。」 とい うこ とが示 された。

こ こでは、情報技術 お よびその研 究 開発 プロセスの特徴 の検討か ら米国 におけ る政府 支援 プロ

グ ラムの役 割 につい て検 討 した概 要 を示 す。

(1)情 報技術 とその開発プロセスの特徴に関する検討

(a)情 報技術の特徴

情報技術は、その技術要素に付与 される開発者の独創性に依存する割合が他の分野 と比較

して大きな分野 ということが言える。特にソフ トウェア領域の技術要素では、当該技術要素

が前提 とするアイディアやアーキテクチャが技術の良 し悪 しを支配する主要要因として重要

になって くる。(技 術要素の独創指向性)

また、情報技術は、その成熟化 ・ソフト化が進むにつれて、当該技術 を構成する技術要素

が重層化 してきているという見方ができる。すなわち、あるアイディアやアーキテクチャを

ベース とする技術要素の研究開発や製品化 は、それ以前に開発された技術要素 を前提 とし、

その上位技術 として構成 されることが一般化 して きているということである。(技 術要素の

重層性)

近年ではネッ トワーク化、デジタル化が進むことによって、情報システムを構成する情報

技術は一層複雑化 してきている。個々の技術要素は他の技術要素と特定のインタフェースを

形成 しなが ら組み合わされ、全体 としては技術の重層化が進んでいるとい う見方ができる。

(情報技術の重層化)

この ように技術要素 を重層的に構成するアプローチでは、特定の技術要素の 「プラッ トフ

ォーム化」 を進める。このプラッ トフォーム化 された技術 とは、「当該技術要素の上位技術

としてより高度 な機能を提供する技術要素の創 出を促進するするような技術要素」 を指 し、

情報技術 を構成する上で重要な役割 を担 うものと考えられるものである。
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(b)情 報技術の研究開発プロセスの特徴

情報技術が もつ幾つかの特徴によって、それらの情報技術 を研究開発するプロセスについ

ても幾つかの重要な特徴 を指摘することができる。

技術要素の重層化が進み、いわゆる 「プラットフォーム技術」が情報技術において果たす

役割が大きくなることで、単に特定の技術要素 を 「研究開発」することと、当該技術要素の

「標準化」あるいは 「プラットフォーム化」、そうしたプラッ トフォームを用いた製品の 「市

場化」あるいは 「情報基盤構築」 ということが不可分の関係 を作 り出 している、 という点で

ある。

この ように、ある技術要素の 「研究開発」、当該技術要素の 「標準化 ・プラッ トフォーム

化」、「市場化 ・情報基盤整備」 といった開発プロセスは、相互に緊密な関係 をもちつつ、そ

れぞれが情報技術の開発に本質的な役割を果た している。 しか も、これらの開発プロセスは

一つの技術要素について一回のみ現れるのではな く
、それ以前のプロセスの影響や重層化 さ

れた技術蓄積の上に、循環的に現れる傾向がある。

アイデ ィア

で 術革う

標準化

プラ ッ トフォーム化 市場化

情報基盤整備

▲

イ ア

1フリーソフト1

国

新技術

標準化提案 コ、ワ

▲

標準上の基盤整備

ユ ーザ ニ ー ズ

一 】、ワ 一
』

謄躍 謬)
liiiii瀬磯 …;1…i

情報基盤

図1-4情 報技術の開発モデル

図に示 したモデルは、情報技術の開発がまさにこうしたスパイラル的な展開に従 うことを摸式

化 したものである。

ある技術要素は、本モデルに言 うようなスパイラルが繰 り返されるなかで、次第 に技術要素が

成熟化 し、重層化 されてい くとみることができる。このスパイラルのなかで、殆 どの技術要素が

淘汰される一方で、ある技術要素は当初予想で きない程に大規模な市場 を形成することがある。
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平成7年 度調査の概要

技術要素 の淘汰は幾 つかの理 由で起 こ る。当然 、当該技術要素 で実現 した機 能がユーザ ニーズ に

適合 せず、市場 のなかで 淘汰 される場 合が多い。技術 要素 の淘汰 は、「標準化 ・プ ラッ トフォー

ム化」 の フェーズにおい て もおこる。我が国企業 では、そ もそ も自社技術 要素 を他の技術 と組み

合せ て利用 で きる ようなパ ッケージ化 に対 して積極 的でなかった と言 われてい る。 また、 うま く

技術 要素 のパ ッケージ化が行 なわれた と して も、他 の技術 と結合 す るインタフェースの標 準化 が

不十分 であ った り、当該標準 をオー プンに しなかった ことで、 うま く市場化 に結 び付 かない場合

もある。 こう した 「標 準化 ・プ ラッ トフォーム化」 において成功 してい る米国の場合 、 しば しば

見 られ るこ とは技術 の標 準化 が 「defacto標 準(事 実上の標 準)」 ベ ースで行 なわれ るこ とであ

る。

(2)情 報技術 開発にお ける米国連邦政府 の役害ll

結論 か ら言 えば、図 に示す ように、米 国の連邦政府 は 「研 究 開発」、「標 準化 ・プラ ッ トフォー

ム化」、「市場化 ・情 報基盤整備」 の各 フェーズにおいて、当該技術 要素が実用技 術 として成 熟す

るまでに、何等 かの形 で重要 な役割 を担 っていたのではないか、 とい うことが、 ここで明か に し

たい要点 である。

人的資本

図1-5ス パイラル開発モデル と連邦政府の役割

(a)研 究開発における米国政府の役割

CSTBレ ポー トによれば、情報技術分野において米国の連邦政府の研究開発プログラムの

支出は全体で10億 ドルのオーダであり、民間が拠出している総額200億 ドルから比べれば必

ず しも大 きな割合 を占めている訳ではない。 しか し同リポー トは、民間企業が投資を躊躇す

るような基礎的研究あるいは探索的研究分野において、連邦政府の支援は欠かせない として

いる。
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連邦政府支援プログラムの研究開発 における役割 としては、次の4つ がある。

・確立 していない技術 への挑戦

・基礎研究への貢献

・オープ ンかつ コンペ テ ィテ ィブな環境 の確保

・多様 なアプローチへの支 援

(b)市 場化 ・情報基盤整備における米国政府の役割

・コン ピュータの先進 ユ ーザ

・情報基盤 の整備

連邦 政府 自体 は、先進ユ ーザ と して情報技術 を直接利用 す るこ とに よって、情報技術 の 開

発 プロセスの うち 「市場化 ・情 報基盤整備」 において主要 な役割 を担 ってい る。連 邦政府 が

実施す る宇宙 ・軍事 関連 開発 は、常 に先進 的な コンピュー タ技術 のユ ーザであ り、 自 らの ミ

ッシ ョンに沿 った コン ピュータ技術 の研 究開発 に対 するスポ ンサ ーになっている。

連邦政府 は、NRENを 通 じてSupercomputingCenter等 の計 算資源や デジ タル ・ライブラ リ

等 の情報資源 にアクセスで きるインフラス トラクチ ャを構 築 しようと してい る。 ここで構 築

された情報基盤 は、す で に述べ た よ うに新 た な研 究 開発 を触発 す る ことが期待 されて いる。

すでに、HPCCIで はネ ッ トワー ク上で新た な高性能 コン ピュー タを利 用す るアプ リケーシ ョ

ンと して遠隔医療、デジ タル ライ ブラ リ、教育 、製造(CALS)、 電子商取引、行政サ ー ビス、

環境モニ タリング等 の 「NationalChallenge」 と呼 ばれる アプ リケー シ ョンに関す る研究 開発

を1994年 よ り同 プログ ラムに追加 してい る。 この コ ンポ]ネ ン トには、情報 ア クセス技術

や知的 インタフェース技術 の ように、ネ ッ トワー ク上で コンピュータを利用す るための基本

的な プラッ トフォーム技術 の研究 開発 も含 まれ てい る 。

(c)研 究開発 か ら情報基盤整備 までの政府支援(イ ンターネ ッ トの事例)

インターネ ッ トは、 その技術 的起 源か ら国家的 な情報 基盤 として整備 す るまで、連邦機 関

が前述 のスパ イラル開発 モデルに よ り一貫 して支援 して きた技術分 野であ ると見 るこ とが で

きる。
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(d)産 学官の連携

米国の連邦機関は民間に対 しても研究開発の資金支援を行なっている点は、日本が殆 ど大

学を対象 としていることと比較 して大 きな違いになっている。 このような資金的背景もあっ

て、連邦機関の研究開発 プログラムの存在 自体が、大学 と企業間の研究開発の連携が良好に

行なわれることに寄与 していると見ることができる。

(e)長 期的な研究開発の継続

情報技術のスパイラルな開発モデルについて言える重要な点は、スパイラルモデルにおい

て複数のサイクルが継続的に支援 されるような研究開発プログラムの長期的ビジ ョンが不可

欠である、ということである。米国における連邦研究開発 プログラムを見 る限 り、ある技術

分野の研 究開発は、支援 レベルの波は存在するにしてもこれまで継続的かつ戦略的に展開さ

れてきているのではないかと見 ることができる。
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第ll部

米国政府 による情報技術研究開発

運営の現状 と技術開発動向

－ADL社 調査結果一

1.米 国政府 に よるIT研 究 開発 への 出資

2.技 術 の研 究 開発 か ら実用化への仕組 み

3.IT技 術 と研究 開発領域 及びプ ロジ ェク ト





米国政府による情報技術研究開発運営の現状と技術開発動向

1.米 国 政 府 に よ るIT研 究 開 発 へ の 出 資

1.1米 国政府のIT研 究開発支 出

1.1.11T研 究開発の予算 に見 る相 対的重要性

この節のポイン ト

●米国政府のITに 対 する研究開発支出は年約$27億 、科学技術予算の7%に も上 り、

米国のIT産 業の強さを支えている。

●総研究開発予算の減少傾向にあっても、ITを含 む科学技術予算は減少 をさせず、相

対的に重視されている。

米 国のITに 対 す る研究 開発支 出 は、年 約$27億 に上 る。 これ は全 政府研 究 開発支 出 中3.9%に

当た り、科学技術 予算 中だ とその7%を も占め る。政府のITへ の大 きな予算 割 当に よ り、米 国の

IT技 術 の発 達 と産業の強 さを支 えてい る様 子が窺 える。

39%oftotalfederally－ 句ndedR&Dspend

7%oftotalfedera|ly・fundedUSFS&Tspend

富

里

Sevrc●s・Battolb'R&DMagazmo's1995AnnualR&DFergcast

・Sc姶nc●andEOP`neerlnglnd`caters1993

PgterCeV,"R&DScorgbeardBusLnessWegkJuno2S1993pp・tO2"04

ADLpro)eCtρnsandcakeu|atons

図II-1米 国の研究開発投資全体像 と、政府IT投 資の関係

次に、動向を理解するためにここ近年の傾向を見ると、まず米国政府全体の研究開発支出は約

$700億 で安定的に推移 していることが分かる。名目で微増、実質で横這いである。
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spendingonproduCtionandmaintenanceofweaponsandspacesystems.

図ll-2過 去10年 間の米 国R&D投 資額推移

これ ら研 究 開発支 出 を対GDP比 で見 る と、 まず 全体予 算 は漸 減傾 向であ る。 これ には軍事及

び宇 宙航空分野の減少 が響 いてい る と見 られる。 ところが、ITを 含 んで新分野へ の政府出資 をよ

り反映 している政府科学技術予算(FederalScienceandTechnology:FS&T)に ついては、相対 的に

重 要視 され、GDP比 を一一定 に保 ってい る し、政府 全体 予算 の中での相対 割合 は増 してい るこ とに

なる。

但 し、全体予算 の減少 は軍事関係 を中心 に今後 も続 き、特 にこれか ら数年 間に相 当急速 な減少

も予想 される。95年 には$20億 が予算 か らカッ トされ、96年 の大統領 予算案で は実質209・ の カッ

トが96年 か ら2000年 に向けて計画 されている。更 に議会案 では2002年 までに33%の カ ッ トが計

画 されている。
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図ll-3米 国R&D投 資 の 対GNP比 推 移(%)

1.1.2政 府IT研 究 開 発 支 出の 見 積 も り

この節のポイン ト

●政府1T研 究開発支出は3段 階の方法により最低約$27億 と見積 もられ、実際にはそ

れ以上 と考えられる。

●政府のIT研 究開発 を推進するのはHPCCプ ログラムである。またIT研 究開発は、

大部分が4つ の省庁で行なわれている。

IT分 野の年研究開発支出約$27億 の見積 もりに当たっては、米国政府の統計では、研究開発支

出をその応用分野や出資省庁組織で細分化 しており、研究開発の性質では分けていないため、1T

への研究開発支出を直接読み取ることは不可能であった。従 って今調査ではITの 研究開発支出

を3段 階の方法で見積 る工夫を行なった。

lT

Government-Funded (司 ■ト■■■■■■■■■■■■■■■■¶1レlndustry-Funded

Non-ITl

…

図ll-4

GovernmentNon・ITFunding

lndustryIT

Funding

lndus貯y

Non・r「

Fmding

米国政府IT研 究開発支出の3段 階による見積もり

(ADL作 成)
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第一一段階 と して、米 国政府 のIT研 究 開発 を捉 え ようとす る時、 まず その 中心 的 プ ログラムで

あ るHPCC(HighPerformanceComputingandCommunications)を 見 る必 要があ る。HPCCは 、政

府のITに 関す る研 究開発 の中心 となる調整機 関で 、現在12め 省庁 でのIT研 究 開発 がHPCCプ ロ

グラムの一環 として含 まれ る。HPCCと しての支 出 は92年 にプログラムが始 まって以 来大 き く伸

び、96年 には$11.7億 にまで成 長 して いる。 しか しその背景 と して は、各省庁 が年 々HPCCに 参

加 した り、既存の研究 開発活動 をHPCCの 一 環 と して再分類 した こ とが響 いてお り、紙 上での増

加 とい う面が大 きい。従 って最近 の ものほ ど実際 に近い数値 を表 してい るはず だが 、 このHPCC

登録額だけで正確 なIT研 究 開発支 出の額 を量 るには不足 と考 え られる。
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図ll-5HPCC下 の省庁別研究開発支 出推 移

第二段 階 と して、 このHPCC非 登 録 のIT関 連の研 究開発 出資 を含め る必要 があ る。政府の情報

通信委員 会(CommitteeonInfomationandCommunications;CIC)が 、その部分 を含 めたHPCC参

加省庁 の総IT研 究開発支 出 を約$20億 と見積 っている。

第三段 階 と しては、HPCCに まだ参 加 してい ない省 庁の分 を含 め る必要 が ある。 そのため に、

関連す る数値 として、93年 に出 された政府省庁毎 の コンピュー ター科学研 究割 当 とい うのがあ る。

この割 当 によれば、HPCC非 参加省 庁 は、全 体額 の25%を 占め ている。従 って、$20億 にその分

を加 える と、政府全体で約$27億 との見積 も りに達す る。
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HPCCと し て 指 定 さ れ て い る研 究 は12の 省 庁 下 で の 研 究 開 発 に わ た り 、 そ の 大 部 分 を 占 め る の

が 、

●DARPA(DefenseAdvancedResearchProjectAssociation;軍 事 関 係)(n・1)

●NASA(NationalAeronauticalandSpaceAssociation;宇 宙 航 空 関 係)

●NSF(NationalScienceFoundation;科 学 関 係)

●DOE(DepartmentofEnergy;エ ネ ル ギ ー 関 係)

の4省 庁 で あ る 。 こ れ ら だ け でHPCC支 出 の 内82%を 占 め 、 政 府 総IT支 出 の63%を 占 め る 。

適 地lT・tallTFunding

$2671M

$1095M

十

$1576M

;鱈P; 顯蒜
1・酬 ・賠 ・ $沈畠

鑑 島

十 TotetorherlT月 μndlng

●Ba⑨edon1995tigur硲S

(ADL作 成)

DARPAで の研 究の多 くの部分 はITに 関連 してお り、ITの 軍事利用 への戦 略的重要性 を反映 し

てい る。

NASAで のIT支 出は、全ての部門 に平均 的 にまたが っている。

NSFで のIT支 出は、CISE(ComputerandlnformationScienceandEngineering)とEngineeringの2

部門 に集 中 している。

DOEで のIT研 究 開発 は、主 にエネル ギー研 究への コンピュー ターの応 用 と、軍事 関連 の研 究

において行 なわれている。

これ ら純粋 に政府 出資 と して見積 も りので きる$27億 に加 えて、ITの 研 究 は見積 も りので きな

い他分 野 との境界部 分 で も行 なわれて いる。 まず研 究分野 と してIT関 連 かそ うで ないかを明確

に区別 で きな いこ とに よよる暖味な領域 が ある。次 に出資元 として、企業 と政府 の どちらが分担

(注1)1996年3月 までDARPAはARPAと 呼 ば れ て い た 。
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しているかが暖昧で、どの程度が純粋 に政府出資分かが分からない領域が存在する。この部分で

は、米国政府は研究開発への投資効果を高めるために、特に意図的に産業からの資金を併せて確

保 させるようにしている背景がある。

以上のことを考え合わせると、米国政府のIT研 究開発出資は低 く見積 って約$27億 、実際には

それ以上な可能性が高い と言える。

1.21T研 究開発への政府 出資の仕 組み

米 国政府 の研究案件 選択 と出資 の仕 組 みは、 トップダウ ンの 「環境創造 」及 び 「テー マ設 定」

と、ボ トムア ップの 「アイデア創 出」 との組 み合 わせ に より成 っている と特徴付 けられる。

Levetofinfiuence ProiectSe'ection

』
O
怠
≡

O
江
"

Overarchlng

theme

setttng

竺
Overall

emPhaslsot

research

tundlng

{themes,basic
vsaPPIied

etc..)

Φ̂
》
=
O
」
ピ
ω
旧
⊂
旧ε
=
で
く

lndividualProject
Selection

^
Φ
》
旧一
コ
O
Φ
×
山

w

Individual

idea

Generation

lndividual
Project

requests
forfunding

(ADL作 成)

図1卜61T研 究開発 にお けるテ ーマ選定 ・出資 メカニズムの概 念
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米国政府による情報技術研究開発運営の現状と技術開発動向

12.1ト ップ ダ ウ ン の 流 れ

この節のポイン ト

● トップダウンの研究開発政策は重点テーマ領域 として示 される。それは省庁横断的

調整機関により各省庁に徹底 され、国としての方向性 が実施される。

●重点テーマ領域 は広い括 りの目標が示され、目標に辿 り着 くための個々の代替技術

には技術間の自由競争を意図的に起 こしている。

トップダウンの流れは、大統領や議会の政策 レベルでの方針が、研究開発の重点領域 という形

で大 きな方向性を作 り出すことである。 トップダウンでの調整により、ITの 研究開発全体 として

幾つかの大 きなテーマ領域に重点を置 くことができ、それは米国の仕組みの中での大 きな強み と

考えられる。政策的な大 きな方向性が出されると、それは大統領直近の機関を通 じてより具体的

なテーマ領域 となり、各省庁 との調整を通 じて個々の研究テーマまで影響 を及ぼす。

1.2.1.1ト ッ プ ダ ウ ン 的 政 策 の た め の 組 織

Senate/House

committeesof

Jurisdiction
(ADL作 成)

図11-7ト ップダ ウン的 政策の ための組織

トップダ ウンの仕組 みの頂点 に立つ のは、政策策定 、方向性 の設定、予算 の管理等 、全 ての面

におい て名 目上の責任 を持つ大統領 であ る。大統領 は方向性 決定において、大変強 い影響力 を持

ち、 中心的役 割 を果 たす 。大統領 か ら直 接 テーマ設定 が出た こ ともあ り、例 えば93年 の ク リン

トン政権 の選挙 キ ャンペ ー ンで重 要政 策 とされたNII(NationalInformationInfrastructure)が 挙げ

られる。 また方針 を予 算 と して実施 す るに当たっては、大統領 は予算案の議会へ の提 出、 また承

認予算 の実行 の権 限 を持 ち、方針 の運 営 に当たっては、大統 領 は自らの直近 に研 究 開発 方針 に関

す る諮 問機 関や、実施 に関す る調整機関 の設置 も行 な う。

大統領 直 近 の機 関 と しては 、主 と して4機 関が研 究 開発政 策 に関 わる。 まずOMB(Officeof

ManagementandBudget)は 予算の作成 、各省庁の予算 の監督等 を行 な う。省庁 間の予算使 用や政

策 の効 果 につ いての評価 も行 な ってお り、研究 開発 プログラムの効果 につ いて も、…歩踏み入 っ

て数量 的評価 を取 り入 れて きている。
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OSTP(OfficeofScienceandTechnologyPolicy)は 、科学政策策定 に関 して大統領 の補佐 の役 割 を

果 たす。OSTPは 大統領 へ のア ドバ イス の他 に、議 会 との窓 口、 下位 機 関(PCASTやNSTC(後

述))の 監 督等の調整 的役割 を行 な う。 しか し実質 的業務 につ いては、予算 はOMB、 政策 策定は

PCASTやNSTCが 責任 を持 ってい る。

NSTC(NationalScienceandTechnologyCouncil)は 、政府 の科学技術政策 の効 果改善の ための

調整機 関 と して、93年 に大 統領令 によ り設立 され た。 これ までに省庁 の枠 を越えた科学技術 に関

する対話 や、数々の プログラムを行 なっ て きている。

pCAST(thepresidentialCommitteeofAdvisorsonScienceandTechnology)は 、大学 と産業の代

表者 か らな る諮問機関で、大統領 とNSTCに 対 して科学技術政策 のア ドバ イス を行 な う。

議会 はOMBか らの予算案 につい て、修 正 ・承 認等 を行 な う。 しか し、特 に専 門的 に研 究開発

政策 にまつわ る部分の予算 を審議す る仕組 みは ない。 上院 ・下院の各 関連 委員会 での(例 えば下

院のScienceCommittee)審 議 に一応含 まれ るが、 その レベルは例 えばNASA、NSF、 商務 庁、環

境庁 の予算 を一緒 に審議 す るような大括 りな物で しかな く、政策 に貢献す るとは言い難 い。

これ ら トップダウンの仕組 みを構成 す る大 きなテーマ領域 とその調整機 関 に より、省庁 間の議

論 が促進 され、各省庁 での研 究開発 が共 通の 目的 に向 かって方向性が揃 え られる。

1.2.1.2政 策的方向性の役割

科学技術政策は、国家 としての研究開発の大 きな方向性を示 し、関連省庁 レベルでの研究開発

方針に影響 を与える。それにより具体 的研究開発活動 を、大きな共通の目的に向かわせる働 きを

する。そういった政策 を受け各省庁では、関連する部分でその方向性に従った形での実際の予算

割当を行なう。

ITに 関す る政策 的方向性 の実現の ため の施策 と してHPCC(HighPerformanceComputingand

Communications)が ある。 この施 策で は、 各省庁 で のIT関 連 の研 究 開発 について、情報交換、 内

容 の レビュー、 プログ ラムの開発等の推 進 ・調整 を行 な う。

HPCCの 最大 の 目的は、各省庁 で のIT研 究 開発 の方 向性 をあ る程度 統合 し、共 通の 目的 に向 か

った舵取 りを行 な うこ とにあ る。その た めに、実際 には5つ の プログラム を設定 し、 それ らに よ

り方向性 を示 し、共通 の 目的 と して推進 してい る。
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HPCS"HighPerformanceComρutingSystems"

・Accelerateddevebpmentofscaleablecomputingsystems

andsupPortingtechnologies
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図ll-8HPCCの5つ のプ ログラム

この ようにHPCCの プ ログラム として具現化 された政策的方向性 は、あ る程 度広 い括 りで設定

されている。そ うす るこ との意義 は、研 究開発の大 きな目標 を示 す ことで あ り、 その 目標 に辿 り

着 くための方法 と しての個 々の技 術の選択 は研 究者の 自由にな っている点であ る。例 えばHPCS

を実現す るための技術的 方法 としては、MassivelyParallelComputer、WorkstationCluster、Vector

SuperComputerが 挙 げ られ るが 、それ ら違 った技術 を競合 させ 、最適 な もの を勝 ち残 らせ てい く

意 図が見 える。 これ は例 えばWorkstationClusterと い う特定技術領域 を取 り上げ てプログ ラム と

して出資 してい くの とは、全 く異なるア プローチであ る。

HPCCを 設立 した法律 は、今 年その見直 しの時期 で あ り、今後 もHPCCの ような施 策が継続す

るか どうか ははっ き りしない。 しか し、HPCCの 行 な って きた省 庁 間の情 報交換 は相 当定着 した

と言 える し、その努力の成 果は認め られ る。

1.2.2ボ トム ア ッ プ の 流 れ

この節 のポ イン ト

● ボ トムア ップでの研 究 アイデ アの提案 は、研究者 、研 究の アイデア間の競争 を生 み

出 し、研 究者 を切 磋琢磨 させている。

●特 に非募 集(研 究 テ ーマを指定 しない)で の研 究ア イデ ア提案 を受 けてい るこ とに

よ り、革新的技術 ・アイデア に門 を開い ており、それ らを採 り上 げることができる。

研究開発の現場から上がってくるボトムアップの研究のアイデアは、予算決定を行なう省庁 ・機

関と、研究者 との間のや り取 りから生まれ、研究者、研究のアイデア間の競争 を生み出 している。

一49-一



研 究の アイデアはプロジェク ト案 と して研究者 か ら出資機関に寄せ られる。 これ は出資機 関か

ら募 集す るテーマ領 域 に対 してであ った り、募集領 域 と無関係 の場合 の両方 がある。

このボ トム ア ップのや り方 には幾 つか の利点 があ る。 まず研 究者が 自 らの興 味 ・アイデアで提

案 をす るこ とに より、研究者 に とってのモ チベ ーシ ョンが高 まる。次 に、出資 に対 して公平 な競

争が行 なわれ るこ とで、研 究者 の自己研 鐙 が行 なわれ る。そ して、研 究者 の 自己提 案の仕組 みか

ら、革新 的なア イデア を許容 し、取 り入 れる ことがで きる。

募集テ ーマ領域 に対す る出資 と、非 募集(研 究 テーマ を指定 しない)で の プロジェク トに対す

る出資 とは、その件 数が ほぼ半 々の割合 であ る と見積 られてい る。 しか しDARPAに お いては特

定領域の研究 に範 囲を絞 っているので、 プロジ ェク トはほぼ全件が募集 方式 に よる出資 となって

い る。

1.2.3出 資 プ ロ ジ ェク ト選 定 の 仕 組 み

この節のポイン ト

●出資領域選定には、長期安定型 と短期プログラム型があり、広い分野の基礎研究 と

狭い分野の応用開発にそれぞれ向いている。

●プロジェク ト選定にはピア ・レビュー式とプログラム ・マネジャー方式がある。個

人の資質に大きく頼る後者では、大変能力のある専門家を専任で登用する。

●2つ の方式を存在 させていることは、国としての研究開発のバランスを保 っている。

研 究開発 プ ロジ ェク トを実 際 に選定 し、 出資 を決定 するのは、各省庁 の レベルで行 なわれ る。

また、 トップダウ ンの政策的方向性 と、 ボ トムア ップの研 究 アイデアが出会 い、 その2つ の流 れ

を勘案 し最適 なプロジェク トを実施 す る決定 を行 な うの も、 この各省 庁 レベルでの プロジェク ト

選定であ る。

▲ …,● ■ ・ ●.・

DARPADOE,NSF
`St「ongP「ojectNASA`Formalpeer

Manager,review,

・tndividualprojectselection

●lndividuatprojectfundingdecisions△
・Unsolicitedandsoticitedproposals

Federal

Laboratories (ADL作 成)

図11--9省 庁 レベル での 出資 プロジ ェク ト選定
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米国政府による情報技術研究開発運営の現状と技術開発動向

出資領域選定 の仕 組み には大 き く2つ のモデ ルがあ り、長期安 定型 と、短期 プログラム型があ

る。NSFに 見 られる長期安 定型の 出資形態で は、比較的長期 にわたって同一領 域への安 定出資が

行 なわれ る(例 え ばAIの 領 域 で継続 的にプロジ ェク ト出資が行 なわれる等)。 この長期安 定型の

領域 選定 によ り、長期的視 点 を持 った基礎研究 が可 能 となっているc

これに加 えてNSFで は具体的 なプロジェク トの選定 に際 して 「ピア ・レビュー」 と呼 ばれる方

式 を採 用 している。そ こで は学界 ・産業界等違 う分 野 におけるその研 究領域の識者 が集 ま り、合

議 的に プロジェク トが選定 される。従 って純粋 に学 問的水準 の見 地か らプロジェク ト提 案 を比較

評価 で きる し、逆 に若干領域外 の研 究テーマで も面 白い もの を拾 い上げ ることが で きる。その半

面 、審査 員 は同領域 の ライバ ルの研 究者 の提案 を評価 するこ ととな り、 シス テムの濫用 が常 に懸

念 される。

一方 、DARPA、DOE、NASAに 見 られ る短期 プログラム型の出資形態で は、例 え ば3年 おき等

で出資領 域が変更 され る。出資す るプロジェク トもその時点 でのホ ッ トトピックや 、短期 的成果

の期待 され る応用 に近 い領域 にな りがちである。

この短期 プログ ラム型の出資形態 に対 しては、具体 的なプロジェク ト選定は プログ ラムマ ネジ

ャーの判断で行 なわれてい る。従 ってプログラムマネジ ャーの選任 は重要であ り、 その領域 での

エキスパー トで あ り、技術 の詳細 とビジ ョンの両方 を併せ持つ こ とが要求 され る。実 際には プロ

グ ラムマ ネジャー も識 者の意見 を仰 ぐこ とも多 いが、最 終的 には 自分 で判断 を下す。相 当 な権限

の下に、 トップダ ウンの方針 に従 った特定領域 を強力 に推進す る ことがで きる。専任 と して登用

され、一 人で$2千 万 もの予算 を任 される、責任 とや りがいの両在 す る職務 であ り、給料 も公務

員 と しては相 当高 い。

Peer月e1/iew

ミ〉、1!!ク

StrongProgram

Man∂ger

べ＼u!〈乙

べ＼、1/〈乙

・eringsmanymlndgtoprobl●m

ldeasamongmanyindividualS

・C冶nr98pondto

ehangingcircumstances

》●ryquickly

十

・M8intainsb白lanceoflong・and

short－ 個rm「esga「ch

.Ensures80mginvestrnentgOOS

gOdS,sOmOfOCUsedonspecific

gndrgsult8

(ADL作 成)

図ll-10短/長 期バ ランス と、フォーカス/新 領域バ ランスの とれた出資選定 メカニズム
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これ ら2つ の出資形態 と選定の仕組 み を持 つ こ とは、国家 としてはバ ランスが取 れている と考

え られ る。 中長期的 な基礎研 究 と、短期 的 ・実用的 な研 究開発の両方 が結 果 として同時 に推 進 さ

れてい る。 また、学問的 に面 白い新 しい研 究領 域 を取 り上げつつ、且 つ一方で は求 める成 果が明

確 な研 究への配分 もある。そ うい う2面 でのバ ラ ンスが実現 されている。

まとめ

この章のまとめ として、米国の研究開発に関する政策運営か ら学べる点を以下に挙げる。

●米国政府IT研 究開発出資は$27億 、科学技術予算の7%に も上 り、その額、ITに 対する重

要配分からして、相当な政策的重要性が見て取れる。

● トップダウンの研究開発政策は重点テーマ領域 として示 される。それは省庁横断的調整機

関により各省庁に徹底され、国としての方向性が実施 される。

●政策的方向性 ・プログラムを大括 りの目標 として設定することで、個々の技術間に競争原

理 を働かせ、淘汰、切磋琢磨 させている。

●ボ トムアップの研究プロジェクト提案により、研究者間に競争原理を働 かせ切磋琢磨 させ、

同時に革新的アイデアに門を開いている。

●短期 ・特定領域指向のプログラムと、長期 ・広領域指向のプログラムが両在することによ

り、国としての研究開発のバランスが保たれている。

●プロジェク ト選定にはピア ・レビュー式 とプログラム ・マネジャー方式がある。個人の資

質に大きく頼 る後者では、大変能力のある専門家を専任で登用する。
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米国政府による情報技術研究開発運営の現状と技術開発動向

2.技 術の研究開発から実用化への仕組み

2.1米 国の研究開発政策基本方針

この節のポイン ト

●米国では政策と して、研究開発の結果は産業 を通 じて商業化 ・実用化 して国民経済

に利益 を還元することを明確に定め、それを自由市場原理の下で実現 している。

米国の研究開発を政策 として大 きな レベルで見 ると、3つ の基本方針が浮かび上がる。 まず第

一に
、自由市場 ・競争原理の仕組みを最大限取 り入れ、各 自のベス トな能力 を自然なインセンテ

ィブの下に引 き出していることである。これは規制によって行動 を縛 ることにより目的を達 しよ

うとするアプローチ とは180度 考え方が異なる。自由市場 ・競争原理の仕組みの下では、オープ

ンな機会が平等に何人にも与えられ、ビジネス感覚の良い意味での緊張感が生まれる。各自は市

場のインセンティブの下に、自己判断で行動を起こし、それが新たなアイデアの原動力にもな り、

行動を自律することにもなっている。

第二には、研究開発成果の実用化による国民への利益 を根本的な使命 と明確に捉え、その成果

の実用化のための仕組みを政策的に相当徹底 して運営 していることである。技術革新は生活水準

の向上 をもたらし、雇用を増や し、地域 を活性化 し、また米国産業の国際競争力 を強める、と明

確に認識されている。

第三には、実用化 という国民利益の大目的のために、産業による商業化 をその道 とするという

ことの明確な是認があ り、最大限商業化 を推進 していることである。商業化については産業が行

なうものというはっきりした役割分担があ り、研究の成果は最大限産業へ移転する努力が行なわ

れている。その過程で発生する私企業の利潤は、市場メカニズムとして当然の もの、あるいは実

用化の労に対する正当な報酬であると認識されている。政府出資の研究成果が私企業の利潤に加

担するといった短絡的な批判を、既に超越 していると言える。

一53一



2.2米 国の研究開発 と技術移転の仕組み

以下に米国の研究開発か ら実用化への仕組みの全体像 を示す。各部分毎に仕組みを解説 してい

く。

㊥

(1)政 府 に よ る研 究 開発 プ ロ ジ ェ ク ト

lndustryの 委 託

_φ 罐1:ll欝 鷲 ㌶i灘 託研究
(IV)大 学 ・研 究 所 で の研 究 開発 成 果 の

実 用 化

(V)ス ピ ン オ フ に よ る技 術 移 転

(Vl)社 会 ニ ー ズ の フ ィー ドバ ッ ク

◎ ⑭ 基盤となる法体系

奄(一 作成〉
図11-11研 究開発 か ら技術 の商業化 ・実用化 までの流 れ

2.2.1研 究 開発 プ ロ ジ ェク トの 委 託

この節のポイン ト

●政府からの研究開発プロジェク トの委託は、大学 ・研究所 だけでなく産業も含めた

自由競争により行なわれる。

●省庁やプログラムの目的により、委託先の傾向が変わってくる。

研究開発案件 を政府がプロジェク トとして研究機関に委託するに当たっては、委託先 として大

学、国立研究所に加えて、米国の場合産業に委託する割合が高 くなっている。

ここで見て取れる基本方針 としては、やは り政府資金に対するオープン市場での自由競争 とい

うことである。産官学に関係な く能力 の最 も高い者を採用することができるし、また世の中の最

先端を間違いなく研究できる。省庁所属の研究所で行なった研究が、成果を出すころになったら

既に世の中では産業界の技術 より完全 に遅れていた、とい う様な失敗 も過去にはあった。また、

競争原理により、次回の出資 を得るために、毎回の研究で良い結果 を出さなくてはという健全な

緊張感 も生まれている。

自由競争 という以外に委託先 を決定す る要因 としては、各省庁の使命 ・目的 というものが大 き

く関わる。
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図11-12各 省 庁の使命 ・目的 による出資先 の配分(金 額%)

例 えば科学の発展 を使命 とす るNSFは 、学問的 に純粋 に基礎研 究 に集 中 しやすい大学 にほぼ全

部 出資す る し、軍事 技術 を重 要 な 目的 とす るDARPAで は、 国防上軍事 産業 を育 ててお く必 要 か

ら、産業への出資が最 も多い。但 しこれ らは全体的傾 向であ り、 同一 プログラムの同一研 究領域

であ って も、委託先 には産業 もあれば大学 もある とい った姿 にな ってお り、 自由競 争 ・オー プ ン

な委託 とな ってい ることに変 わ りはない。

2.2.2産 業 へ の 委 託

この節のポイン ト

●産業への研究開発委託 は盛んに行なわれ、その形態、プログラムには様々なものが

ある。特に産業側の共同出資 を求め、それを商業化の可能性の目安 として出資の判

断に使 っている。

●産業への出資は、決 して私企業をただ儲けさせる訳 でない。利潤 を出すためには企

業がリスクを負 って相当の追加投資 をする必要がある。

●知的所有権の扱いはその都度の契約によるが、政府 としては商業化 を常に目的 とし

て柔軟な対応 をする。

産業への出資は米国では盛んに行なわれていて、その重要度は出資額からして も大変大 きい。
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その他

4%

(ADL作 成)

図ll-t3米 国政府研究開発 出資の 配分

2.2.2.1産 業への委託の形態

産業へ の研究 開発の委 託 と一 口に言 って も、その形態 は実 に様 々である。

1)ProcurementContract(調 達):こ の契約形 態で は、 サー ビスの提 供 に対す るコス トを支

払 うという形 とな る。技術 の向上の期 待 も少ない。

2)Grant(資 金提供):主 と して研 究 開発 を促 進す るの に使 われ る形態 。 この場合サ ー ビス

を買 うとい うよ り、投 資で あ る。調 達 に関す る規 制 と違 い、例 えば知的所有権 の取 り扱

い等 に柔軟性が持 て る。

3)CooperativeAgreenemt(協 同契約):Grantと 似 ているが、政府 か ら知識の移転 を行 なっ

た り、進捗 管理 を相当行 な う必 要があ り、政府の介 入が多 い場合 に この形 態が使 われ る。

4)そ の他:ロ ー ン、 コンソーシアム、共 同出資、等色 々 な形態が ある。

産業への出資 は、種 々の省庁及 び技 術 開発 に関す るプ ログ ラムか ら行 なわれ てい る。 それぞれ

が違 う目的 を持 ち、そ れぞ れの判 断で出資 を行 な ってい る。一概 には省庁 か ら直接 出資の場合 は

政府の介入度合 いの少 ないProcurementやGrantの 形が多 く、 プログラム を通 じた出資 の場合、 よ

り協同的 なCooperativeAgreementの よ うな形が多い。以下 に主 な産業へ の出資の プログラム を見

てい く。

2.2.2.2産 業への委託 を行 な う主 なプログラム

DARPAとNASAは 、政府 の介入度 合 いの少 ない アプローチ を取 る ことが多 い。その前提 と し

ているのは、受託企業 が研究結 果 を商業化 で きるな らば、研 究 開発 自体 も自ら管理推進 で きるは

ず だ との考 え方である。 しか し同時 に、受託企業が政府出資 プロジェ ク トに真剣 に取 り組 む事 を

確実 にす るために、受託企業の コス ト共同負担 を要求す る事 が多 い。
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TRP(TechnologyReinvestmentProgram)は 、軍事 と民生の両 方 に使 える技術の 開発 を推進す る

プログラムであ り、産 業か らの共 同出資 の方式 を採用 した。 このプログ ラムが設立 された経 緯 と

しては、 かつて軍事技 術 開発 を国の出資 ・主導でのみ行 なっていた際 、その技 術の実 用化 時 には

民 間の レベ ルでは既 に時代 遅れ になっていた、 とい う失敗 の教訓 か ら来 てい る。 政府100%出 資

に比べ て、産業 が共同 出資す る技術 であれば、その技術 の市場性見込 み は より高 く、 かつ研 究 プ

ロジ ェク ト後 も追加の商 業化 投資 を受 けやすい はず、 とい うのが背景 とな ってい る理論 であ る。

TRPは その後支持 を失 い、その考 え方 はJDUPO(JointDual-UseProjectOffice)に 引 き継 がれたが、

その将来 は分 か らない。

ATP(AdvancedTechnologyProgram)は 、技術 の商業化性 に非常 に重点 を置 いた プログラムで

あ る。特 に開発 リス クが高 く民 間だけでは投資 されづ らいが、国の経 済の活性化 に大 き く貢献す

る可 能性 のある民生技術 の開発案件 に対 しての み出資 が行 なわれ る。 商業化性 の追及 のため に、

ユ ニークな運営 を してい る。まず 、プロジェク トの提案、研究の実行管理 は企業 が行 な う。次 に、

企業 が研 究開発 コス トの半分以 上 を出資す る。そ して、プロジェ ク トの選択 において は、学界 と

政府 の専 門家 の ピア ・レビ ュー に よ り、 国の経 済へ の貢献度 の大 きさが審査 され る。 これ まで

ATPを 通 じた出資額は大 き く増 えて きている。

SBIR(SmallBusinessInnovationResearchProgram)は 、ベ ンチ ャー企業 の振興 のため に、産業

に振 り向 け られる政府 の研 究 開発 資金 の内1.259。 を確保 する ものであ る。資金援助 はベ ンチ ャー

企業 が技術 ・商品 を開発す るのに合 わせ、段 階毎 に行 なわれ る。シー ド段 階で小 額の資金 を受 け、

基礎 の部分の 開発 に成功す ると、次の商 品開発段階で はよ り多額の資金 を受 け られ る。商 品開発

も成功す る と、次 は市場 化段 階だが、 それには民間資金 を自ら調 達 しな くては な らない。逆 に、

市 場化段 階での民 間資金 が既 に確保 されている場合、商品開発段階 の政府 資金は 自動 的に受 け ら

れ る。

STTR(SmallBusinessTechnologyTransferResearchProgram)は 、SBIRと 基本的 に同 じ目的で

あ るが、 これは協 同研 究予算の一定割合 をベ ンチ ャー企業 に振 り向け る意図の もので、研 究開発

はベ ンチャー企業 と大学及 び国立研 究所の協 同で行 なわれる。

2.2.2.3産 業への委託からの社会還元

産業への研究開発出資からの社会への還元は、大学や国立研究所か らのそれと同様に行なわれ

ている。

まず第一に基本的な部分 としては、出資元への研究成果の報告と、その情報の公開が行なわれ

る。ここで も継続 して出資を受 けるインセンティブがあるため、不当に成果を隠す等せず、でき

るだけ良い結果を提出するモチベーシ ョンがある。

次に、社会還元の中で最 も重要視されている面 としては、研究成果を実用化することにより、
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国民の生活水準向上に寄与することがある。即ち、研究を行なった企業はそれを元に商品を開発

し商業化することを期待されている。

ここで、なぜ政府 の出資 によ り私企業 の利潤 を助けるのか との疑 問 もあ ろうが、現実 はそ うで

はない。

◇

(ADL作 成)

図"-14政 府資金受託から商業的成功までの産業の努力

1)ま ず研 究成 果の商業化 には、相 当の商 品開発投資 が必 要 な ことで ある。 その ままです ぐ

に商 品化 につ なげ られ るケ ースはほ とん どない。例 えば研 究 の結 果 で きた ソフ トウェア

を フリー ウェア として流 通 させ る こ とが多 いが、 その ままではバ グ等 の問題があ り、商

品化バ ージ ョンにす るため には相 当の テス トを重 ねた りサ ポー ト体制 を整 えた り等 の投

資 な しにはで きない。

2)ま た逆に、政府が出資するのは、開発 リスクが高 く産業が 自発的に開発投資 ・商品化 を

しづ らい技術に対 してである。

3)ま たどんなに素 晴 ら しい と思 われ る技術 を開発 ・商 品化 した ところで、 それが売 れるか

とい う市場 リスクは常 にある。

従って研究成果がそのまま私企業の利潤になることはほぼありえないことである。利潤 を出す

ためには継続研究、商品化開発の投資をリスクを負いながら行ない、市場 リスクを負いながら生

産 ・流通 をするという多大な努力が必要とされる。

とはい うものの、実際 に研 究成果 は研究受託企 業の商品開発投資 に よって商業化 ・実用化 され

ている。 その理 由の一面 と しては、研 究受託企業 が最 も技術 を理解 しその商業的価値 を知 ってい

るか らである。 その一つ の実例 と して は、BBN(Bolt,BeraneckandNewman)社 の インターネ ッ

ト開発が ある。言 うまで もな く、現 インターネ ッ ト実用化 の恩 恵は今 や計 り知 れない もの がある。
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2.2.2.4産 業への委託からの知的所有権の扱い

実質 としては研究 を受託 した企業が何 らかの商業化の権利を得て、実際に商業化することは、

上記の ように行なわれている事が分かった。では契約的な仕組みとしてはどうなっているのかと

いうと、その鍵 となる知的所有権の所属 は契約により企業であった り政府であった りする。例え

ば企業側が相当の研究コス トを共同出資 した場合等、契約交渉により、企業側に所有権が所属す

ることはあ り得る。政府出資IOO%の 場合は、大学や非営利団体の運営する研究所には知的所有

権が渡るが、営利企業には行かない法律 になっている。政府はいずれの場合でも最低、無料の非

排他的技術使用ライセンスを受け、他の研究への転用等問題なくできる。

知的所有権の所在 に拘 らず、実質的な商業化の推進は行なわれる。知的所有権 を企業が持 った

場合でも、 自己で商業化 の努力 をするなり他社に技術をライセンスするな りで研究成果の商業化

努力がなされないと、政府はその権利 を取 り上げ他社 を通じた商業化 を試みる権利がある。また、

政府が知的所有権 を持 った場合でも、受託企業へのライセンスや、場合によっては政府の判断で

受託企業に所有権を取 らせる等、まず受託企業を通 じた商業化の試みから始めることとなる。

2.2.3大 学 ・研 究 所 で の研 究 開 発 の 運 営

この節のポ イン ト

●大学 ・研究所での研究員には評価、処遇 、発明からのライセンス料等の経済原理的

インセンティブにより、本当に切磋琢磨 する必要がある仕組みになっている。

大学及び国立研究所での研究開発は勿論IT研 究の根幹 を成すが、その運営 において、研究者

の成果 を高めるための、経済原理的なインセンティブが仕組みとして組み込まれているのが見て

取れる。
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まず、研究者 がその研究成 果 に対 して、客 観的 な仕組み で評価 され、昇進 ・給与等 の処遇 に反

映 されるこ とだ。論文 として発 表 された研 究成 果 は、 アンケー トの ような形で学界 ・政府 ・あ る

い は産業界 か らの ピア ・レビュー を受 け、その研 究成果の有用性 、貢献 度等が評価 される。特 に

若 い研 究者 に とってはTenure(生 涯 の教授 の地位 を保証す る資格)を 取 るこ とが昇進 の大 きなス

テ ップで、逆 にそれ を取れな い と大学 を去 るこ とになる とい う緊張感 があ る。

次 に、研 究 開発 のプロジェ ク トを受託す る ことにインセ ンテ ィブが働 くこ とだ。多 くの大学で

は教授 らの給料 は夏休 み期 間 を除 く9か 月分 しか支給 されず 、残 りの3か 月 間分 は 自ら取 って く

る受託研 究 の予算 か ら給料 を出 さな くてはな らない。 また、競争 市場 での プロジェク ト受 託に は

自 らの研 究 能力 ・その領域 での知識 を トップクラス に保 ってお く必要があ り、 自己研鐙 が 自然 と

行 なわれる。 それに加 え、研 究開発 の プロジ ェク トを受託 し予算 を取 ってこ られない者 は、同額

の給料 を受 け取 るため には、教 える授 業数 の負荷 が増 える、 とい う経 済原理 に従 った厳 しさがあ

る。

最後 に、研究者 に対す る最 も直接的 なイ ンセ ンティブは、研究成 果が商業化 に向けて産業 に ラ

イセ ンス された場合の ラ イセ ンス料 ・ロイヤ リテ ィの約1/3が 研 究者個 人の収 入 になる こ とだ。

1980年 のBayh-DoleActに よ り、政府 出資 プロジ ェク トの成果 につい て大学 ・国立研 究所 が知的

所有権 を持 てる ことになったが、それ と ともに研 究者個 人へ の金銭 の分配 も法的 に定め られ た。

2.2.4大 学 ・研 究所 での研 究開発 成果の産業への移転

この節のポイン ト

●大学 ・研究所は産業 との役割分担 を明確に認識 し、技術 は産業に移転 ・商業化する

ことを使命としている。

●大学 ・研究所では技術移転事務所 を置いて、技術 を産業に向けて積極的にマーケテ

ィング している。ライセンス料収入がそのインセンティブとなっている。

●産学連携 は双方への利益が大 きく、様々なレベルで行なわれており、近年更に組織

的に推進されている。

研究開発が行なわれた成果は、次に商業化 ・実用化 されることが大変に重要視されているが、

そのための産業への技術移転には、法的な知的所有権の設定を初めとするインセンティブ ・市場

原理が導入されている。

まず初 めに、大学 ・研究所 は、自らの役割をはっきりと産業 と区別 している。
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Therole/responsibilitiesof

Universities/FederalLaboratories Therole/responsibilitiesoflndustry

・Research

・Fundamentalknowledgebuilding

・Freethinking

・Non-commercial
,not-for-profit

・Development(productdevelopment)

・Palticularproducts〆services

・Solutionstorealproblems

●Productionanddistributionofgoods

・Commercial
,profit-making,taxable

図ll-t5大 学 ・研究所 と産業の役割 分担

大学 ・研究所が行なう研究は、中長期的視点に立った、物事の本質的な究明であり、短期的な

技術の実用化や産業の問題解決は行なわない。後者は課税対象でもあ り、非営利の大学 ・研究所

では行 なえない。であるからして、後者の段階にはいる前に、技術は産業に移転 されるべ きとい

う考え方ははっきり認識されている。

2.2.4.1技 術移転の仕組 み

技術 移転 については 、80年 ～87年 の法整備 を受 けて、大 学 ・研 究所 で もその後組織 的 な取 り

組み を して きた。Stanford、MITを 筆 頭 にその成功 と大学側 へ の メ リッ トが認識 され、 ここ数年

か ら現在 にかけて、他 の多 くの大 学 ・研 究所 が重要事 項 と して積極 的 に取 り組 んで きてい る。
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＼
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(ADL作 成)

図11-16米 国の大学での技術移転活動の増加
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技術移転 の仕組 み と しては、 まず大 学 ・研 究所 、及 び研究者個人 に金銭 的 インセ ンティブが導

入 されたこ とであ る。80年 のBayh-DoleActに よって政府 出資研 究成 果の知 的所有権 は非営利 の

大学 ・研 究所 に属す るこ ととな り、大 学 ・研 究所 ではそれをマーケテ ィング、 ライセ ンスす るこ

とで、相 当の収入 が入 って くる こ ととな った。 ライセンス料、 ロイヤ リテ ィ収 入の内の相 当部分

(通常1/3程 度)は 法 に定め る ように研 究者 個人 の収 入 とな り、研 究者個 人 に も大 きな成功報酬 と

い うインセ ンティブが生 まれた。

これ に基づ き、大学 ・研 究所 では、技術移 転事務所や技術 ライセ ンス事務所 を作 り、積極 的活

動 を行な う ようになって きた。

Officeof
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Licensing

=
-ColleCts`inventiondisclosures'

-Assessesmarketability

'Fi|esintellectualproperty

-Maintainstechno|ogypOntolio

lndustry

}

-MarketSteChnOIOgieS

-NegOtiateSliCenseS

・Matchesindustryinterestsandtechnologies

Coordinationattocalpoint

(ADL作 成)

図ll-17技 術 移転/ラ イセ ンス事務所 の役割

同事務所では、研究者に代わって特許取得の事務を行 なった り、大学 ・研究所の窓[]と なって、

特許化 された技術のマーケティング、及びライセンスの交渉 ・事務を産業相手に行なっている。

技術案件が研究者から出されると、その商業化の可能性を事務所で判断 し、特許化する価値のあ

るものはし、関連業種等のターゲッ ト企業に直接売 り込む努力まで行なう。

ライセンス供与についても実用化を最大の目的 とした上で、市場に合わせた柔軟な対応をして

いる。 ライセンスは非独占的に多 くの企業に出していくという考え方も一面では正 しいが、場合

によってはライセンスの独占供与をす ることがより商業化につながると考えられる場合、独占供

与 も行なう。特に商業化開発の リスクの高い場合、独占供与 という保護 によって商業化後の投資

回収の確率 を高め、リスクを減 らす措置を大学 ・研究所の判断で行なう。 しか し同時に、ライ七
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ンス保持者が商業化の努力 を十分にしない場合、大学 ・研究所はライセンスを没収 し、他者 を通

じて商業化する権利 を持つのが慣わしとなっている。

2.2.4.2産 学連 携

産業へ の研 究成 果の移転 ・商業化 が大学 ・研 究所 に とっ て も利 益 があ る こ とが分 か って くる

と、今度 はその移転先 の産業 を大学 ・研 究所 での研 究開発活 動 に近付 ける こと、即 ち産学連携 の

努力が なされて きた。産 業側 に とって も技術 移転は利 益のあ る ことであ り、MITやStanford等 の

先行校 に加 えて、 ここ数年 でその動 きが非常 に活発化 して きてい る。

産学連 携の意義 と して は、大学 ・研 究所側 の利益 と しては、研 究資金源 が得 られ るこ とが最 も

直接的な もので ある。 そ れに加 えて、世 の中の動 き ・現実 的な課題 を常 に知 る事 がで きるこ とな

ど も挙 げ られ る。産業側 に とっては、研究成 果に早 くアクセスで きた り、他社 に先行 して ライセ

ンス を交渉す る権利 な どが通常 ある。 それ らに加 えて、研究者 との コンタク トがで きること、 そ

して最 も大 きな技術移転 の方法 である とも言 われる優秀 な学生 を採用で きるこ とである。 これ ら

両 者の利益 を実現す る中で、大 き く見 る と技術 の移転 ・商業化 を推進す る とい う社会 的な 目的 も

果た してい ることになる。

産学連携 の形 態 と しては、色 々な レベルがある。
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＼ 運欝
givemoneydireCtto

hprograms
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DeveloPmentProaramS)'

・Formalizedpro

lndividud8-`Constin`
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・Academics`part・timepersonalbusinesses
,

typica川yupto200100ftime

lndividuals_'LoanResgarchers'
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(ADL作 成)

図11--18産 学連携の色 々なレベル における活動

まず大学 を代 表す る窓口 として、色 々な分野 の技術 ・研究者 を紹介す る年会員 制の プログラム

(lndustrialLiaisonProgram)、 特 定の研 究領域 において研 究資金供 出 とともに研 究者や研 究結果へ

の技術的 レベ ルでのアクセス を可 能にす るプログ ラム(lndustrialAffiliateProgram)、 そ してあ る
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特定 の研 究者 の研究 に出資す る直接研究 支援(SponceredResearch)が あ る。 尚、昔か らの寄付 ・

奨学金等 はここでは含 めていない。そ れ以外 には教授が個人の ビジネス と して行 な うコンサルテ

ィ ング(米 国では兼業可能、 む しろ奨励 され ている)、 企業 か らの研 究員の受入 等の交流 もある。

いず れの形 を とって も、大学 ・研 究所 で行 な う研 究は、あ くまで研 究者主導で あ り、成果 の知

的所有権 は大学 ・研究所 に帰属す る契約 に してい るのが通例 であ る。 しか しなが ら、 ライセ ンス

の先交渉権、企業側 での ライセ ンス検 討の ための成 果発 表一定期 間留保 や、 ライセ ンスのオ プシ

ョン契約等、企業側 にも便宜 を図 っている。

この産学連携 も、投資 と見返 りが意味 を成す健全 なビジネス的関係 の中で、切磋琢磨 の緊張感

を持 ちつつ成 り立 ってい ると言 える。

2.2.5ス ピンオフ企 業に よる研 究開発成果 の実用化

この節 のポイ ン ト

● ス ピンオフは技術の移転 ひい ては米 国IT産 業の隆盛 に大 きな役割 を占め、活発 であ

り更に推進 されている。

● ベ ンチ ャー企業の 一獲 千金の モ チベー シ ョンか ら、優 秀 な人材 が全 力疾走 して技術

の商業化 を行 な う。

●大学 周辺 地域 には、人材 ・資 金及 び会社 ・株式 の流 通市場 があ り、ベ ンチ ャー企 業

をサポー トするインフラがで きてい る。

ス ピンオ フとは、大学 や研 究所 の教授 等研 究員 が大学 ・研究所 を離 れ 自分 の研 究成果 を自 ら商

業化 す るため にベ ンチ ャー企業 を起 こす こ とであ る。 これは大学 ・研 究所 か らの技 術の商業化 と

して、1Tの 世界 では特 に重 要な一 つの メカニズム とな ってい る。 自由市場 にお ける究極 とも言 え

るハ イ リスク ・ハ イ リターンのベ ンチ ャーに、研究者 は一獲千金 を狙 って大胆 に挑 んでいる。

大学 ・研究所 か らの技術 の商業化 と してス ピンオフを見 る と、それ は既存 の産 業 に技 術 をライ

セ ンスす るの との選択肢 の一つ となってい る。研 究成果が出 て も、大 学の ライセ ンス事務所で は

例 えば特 許化 の価値 がない と判 断 される とか、商業化性が低い と判 断 される技術 の数 は多い。そ

の中で、研 究者個 人 と してはその商業化性 を信 じ、 自ら技術の ライセ ンス を大学 か ら受 けて企業

を起 こす のがス ピンオフの典型的形態 であ る。

ス ピンオ フは、一般 のベ ンチ ャー企業 と同様 、ハ イ リスク ・ハ イ リター ンであ る。その成功 し

た ときの収 入か ら来 る金銭 的 インセ ンテ ィブは強力 であ るが、 同時 に成功 の確率 も低い。社会的

に見 れば、技術 の商業化 の成功 に向か って、強力 なモチベ ーシ ョンが働 く仕組み となっている。

大学 と しては、その技術 移転 におけ る重要性 を認識 し、最近 はス ピンオ フを組織 的 に支援す る
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体制 を取 りつつ ある ところが多い。例 えば教授 に対 しては2年 間の休職 を認め、 そ の間 に会社 を

立 ち上げ、復 職時 に も問題が ない ように してい る。 また、大学 での研究成 果の知的所有権 を大学

が持 つのは同様 だが、それ をライセ ンスす るときに対 価 を一部株 での支払 を認め る こ とも行 なっ

てい る。また、更 に積極 的な所で は、ス ピンオ フのベ ンチ ャー企業の育成 を大学 内で行 な うため、

大学 でベ ンチ ャーキ ャピタル的資金 を持つ構 想 もある。最近 ではCarnegieMellonの 技術移転事務

所がベ ンチ ャーキ ャピタルの紹介 に始 まるベ ンチャー立ち上げの支援 を行 な う中 で、Lycosを 商

業化 し、約150億 円の会社価 値 にす るまでの成功 を挙 げた。

Lycos社 の スピンオフ事例

・FundedbyCarnegieMellonUniversity,agroup

ofresearchersfoundedLycoslnc.,aninternet

searchserviceprovider(Universityowns20%

ofequity)

・Thecompanyhasprovedextremelysuccessful

andtodayhasrevenueofabout$0.3m川ion/

month

●TheTechnologyTransferO行icecontinuedto

assistthroughoutthestart-upProcess

ス ピンオ フ先行組 のMIT、Stanfordで は、大学 と して特別 の支援 は して きてい ないが、・ベ ンチ

ャーキ ャ ピタル を初 め と して周 辺地域 にIT産 業 に関する資金 ・人材 の流動 す る市場 がで きてい

る。

/、
・ベンチャーを始めるためのアイディア が豊富にあり
・ベンチャーを始めようという人 自由流通 して
・各種スキルを持つ人 いる

ノ
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図11-19米 国 の ベ ン チ ャ ー ・ビ ジ ネ ス ・イ ン フ ラ ス トラ ク チ ャ ー
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まず起 業家精神 が誰 もに認識 されほ ぼ文化 とな っているこ とか ら、人材 やベ ンチ ャーの アイデ

アは常 に豊富 に流通 してお り、その 自由市場 を形成 している。 それ を動 かす動機 になっているの

は、ハ イ リスクで成功確率 は低 い もの の、 うま くい った時 の リター ンが非常 に大 きいベ ンチ ャー

企業の本 質 であ る。 これが優秀 な人材 を引 き寄 せ、全力疾走 で働 かせ ている。 それ に加 え、ベ ン

チ ャー企 業の後始末 の市場 もで きてお り、会社 をそ のまま成長 ・株 式公 開 させ る だけで な く、売

却 の市場 もあ る。 大手のIT会 社 は新 技 術 の獲得 等 を目的 に、積極 的 にベ ンチ ャー企業 の買収 を

行 なってい る。 また、破 産 したか ら といって、復 職 には問題 はない風土 になっている。

正 に自由市場 の 中でベ ンチャー企 業 を育成 し、 また淘汰 を行 な う、 イン フラ とも言 える仕組み

が機能 してい る。

2.2.6社 会 の ニ ーズ か ら大 学 ・研 究所 での研 究 開 発 へ の フ ィー ドバ ック

大学 ・研究所では、自ら選択 したテーマに関する研究成果の産業への移転 を…方的に行なうだ

けでなく、産業の声 を世の中のニーズ を反映するものとして聞 くことを行なっている。大学での

研 究は学問的興味において、産業等 と独立 した中で自由に行なうことが原則であ り、それは守 ら

れているのだが、それに しても研究テーマが世の中の本質的課題 により対応するように影響を受

けた りしている。

産学連携におけるコミュニケーションの場の設定は、それだけで も相当、産業か らのフィー ド

バ ックを受ける機会を作 っている。また、政府資金源が漸減する中で、産業から出資を受ける関

係上、自然 と産業に耳を傾けるインセンティブが働いている。

それを加速 しているのは、ATP等 に見 られる政府出資プログラムが、より産業からの共同出資

を条件 とす る方向に動いてきているこ とである。 これは産学連携、商業化重視の方向性 を、大

学 ・研究所に対 しても強力に推 し進める原動力 となってきている。

2.2.7技 術移転の基盤 を作 った法体系

この節のポイン ト

●政策 としての技術移転を実現 する法体系は、自由市場の仕組みを活かす形で技術移

転の基盤 を作ってきた。

米 国では政策 レベ ルで技 術 を産業 に移転 して商業化 ・実用 化 を行 な う とい う基本 方針 があ る

が、 それ を実現す る基盤 となる法律 を数々作 って きている。

最 も基礎 的 な レベ ルで は、66年 の情 報公 開法 によ り、政府 出資 の研 究成 果 は須 らく公表す る と

い う ことにな った。 その後80年 のSteven-Wydler法 とBayh-Dole法 に より、技 術 は市 場 メカニズ
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ムで産業に移転するもの、 という今 日の技術移転の基礎の仕組みが作 られた。特にBayh-Dole法

は大学 ・研究所に政府出資の研究成果の知的所有権 を与えたので、実質的に技術の市場 を作 り出

すこととなり、その後大学はこぞって技術移転のビジネスに乗 り出した。研究者及び大学 ・研究

所にはライセンス収入からの大 きな金銭的インセンティブが働 くこととなり、その後大学 ・研究

所では技術移転の組織的成功への大変大きな努力がなされてきている。

/㍑ 蹴[>1・dustry

/＼
[〉

Stevenson-WydlerAct

・DefinedteChnOlogytranSferaSmission

ofuniversity/laboratory.

・"Thegovernment'sinvestmentinthe

laboratoriesmustcontributetoUS

induStrialinnovation".★

一

・Providedtherightforuniversity/

laboratorytoownintellectualproperty

・Practicallycreatedthemarketfor

technologyinventionsand㏄onomic

incentives.

図ll-20民 間への技術移転 とその基盤 を作 った法令

(ADL作 成)

このように数々の法令が出されているが、いずれ もその目的は何か行動を規制するのではな く、

自由市場 メカニズムをより良 く働 かせて研究開発活動及び商業化 を推進するための仕組みを提供

す るためのものである。法令はあ くまで、基礎を提供するか一部方向性を示すサポー トの役割で

あ り、実際の多 くの部分は、自由市場での自己判断での運営の部分が、全体の仕組みをうま く動

か している原動力であると言える。

まとめ

以上米国の研究開発政策の方針 と研究開発の仕組みを見てきて、以下のようなことが学べ る。

●政策の レベルで、研究開発成果 ・技術は、産業を通 じた商業化 ・実用化 をされてこそ、国

民生活水準の向上 ・国の経済の向上に役立つものとの明確な認識がされ、その思想 を仕組

みの中に徹底 している。

●研究開発及び商業化 を進めるために、自由市場での経済的インセンティブをもって、各 自

が自発的に行動する仕組みを選んでいる。これは規制により行動 を管理 しようとするのと

正反対のアプローチであ り、効率 ・効果 ともに遥かに高い ものが得 られる。

●Bayh-Dole法 により知的所有権 を大学 ・研究所に与えたことで、研究開発、技術移転、商
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業化 に対す る経済的 インセ ンテ ィブが作 り出 され た。

● オープ ンな市場 での競争原理 によ り、各 自が ビジネス的緊張感 の下 に切磋琢磨す る環境 を

作 っている。

●産業 も含 めたオープ ンな研 究開発 プロジ ェク トの募集で、最高 の研 究開発 能力、最先端 の

研 究 を確保 してい る。

●政府資金 が 世の 中の役 に立 つた め、商業化 性 を確 保す る方法 と して、産業 の 日を活用 して

いる。

●研究成 果の直接 の商業化 であ るス ピンオ フに して も、 それ をサポー トす るサー ビス を自由

市 場 で発 生 させ る こ とに よ り、ベ ンチ ャー ・イ ンフラス トラクチ ャー と言える よ うな人

材 ・資金 の流動性が生 まれ 、ス ピンオ フの成功 、ひい てはIT産 業 の発 展 に大 き く寄与 し

た。
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3.IT技 術 と研 究 開発 領 域 及 び プ ロ ジ ェク ト

本 調査 では、米国 政府 出資 のIT研 究 開発 の特 徴 と強 み を見 い 出す ため に、技術 の大分類 とそ

れ らへの出資 につい て調査 し、現在 ホ ッ トな研 究分野 を特定、調査 を行 な った。その結 果、米国

の仕組みの成功 は、正 しい分野 ・技術 を政府が選 んで出資す るので はな く、広 く種 々の分 野 に対

して目標 を掲 げ、 それに到達す るための技術 は技術 間の 自由競 争 を させ、総合的なシス テム 開発

的 な括 りで プロジェク トに出資す る とい う方針 に よっているこ とが分 か った。

3.1米 国のIT研 究 開発ホ ッ ト分野

米 国のIT研 究 開発分 野 を大 き く分 ける と、5つ の 大分類 に分 け られ る。 それ らは1)コ ン ピュ

ー ターシステム、2)コ ンポーネ ン ト、3)イ ンテ リジ ェン トシステム と ヒューマンインター フェ

イス、4)情 報管理 、5)コ ミュニケー シ ョンである。

それぞれの大分類 毎の ホ ッ ト分野 を本節 では記述 してい くが、 ホ ッ ト分野 には、短期的 に相 当

の商業化 のイ ンパ ク トが あ りそ うか、 あるいは長期 的 に見 て大 きな影響 を与 える可能性の ある も

の を選 んだ。それ らは専 門家の イン タビュー を初 め、政府諮問機 関の答 申等 の見比べ も行 な った

上で判断 した。

Category High・Leverage`Hottest'ResearchAreas KeyProlectsandPlaces★

ComputerSystems

HardwareandSoWware

Technologyand

Architecture

・hivecom声ting

・mobilecomputing

・NOW(Be水eley),FLASH(Stanlord}

●lnfopad(Berkeley),Dataman

{Rutgers)

Components ・scalabbparallgll/O

・computationalsemiconductorprototyp|ng

・molecularcomputing

・HPSS(LawrenceL|vermore) ,SIO(

Caltech)

・CP21SS(Stanford)

・USC ,Princeton,XeroxPARC

lntelligentSystemsand

Humanlnte斤ace

・m山imodalusθrintedaces

・augmentedrealロy

・HumanLanguagelnterface

Proleds(CMU)

・VuMan(CMU),VirtualRetina

Display(Washington)

lnformationManagθment ・distributed,sca|θablemuhimediadatabases

・informationretrieVal

・Dig忙alLibraツ(Bgrkeley)

・lmagθQuerying(Washington)

Communications ・al}-opticalnetw◎rking

・high-confidencenetworking

・OpticalNθtworks(Princeton)

・NetBi|1(CMU)
,Sθcure|nternet

Routing(BBN)

金Pleasenote:thislistisiilustrative .Omlssion/inclusionshouldnotbetakenasindicativeofimpOrtance

(ADL作 成)

図ll-21米 国のIT研 究開発分野大分類 とホ ッ ト分野
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3.1.1コ ン ピ ュ ー タ ー シ ス テ ム

この節 のポ イン ト

●群 コン ピューテ ィング=ネ ッ トワー ク化 されたデス ク トップ コン ピュー ターによる

協 調処理

● モ ービル ・コ ンピューテ ィン グ=持 ち運 びで きる端 末 を途切 れ るこ とな くネ ッ トワ

ー クに接続 で きる(UbiquitousComputing)環 境の総合 開発

コン ピューターシステムの大分類 には、ハ ー ドウェアの アーキテ クチ ャー、 コンピュー ター演

算 の理論 的 モデル、ソ フ トウェ ア技術 及 び ソフ トウェア製作 のエ ンジニ ア リング等 を含 む。 こ

の分野 においては、群 コン ピューテ ィング(HiveComputing)と モー ビル ・コン ピューテ ィング

が ホ ッ トな2分 野であ る。

A)群 コンピューテ ィング

群 コ ンピューティ ングの概 念 は、ネ ッ トワーク化 された複 数の デス ク トップ コンピュー タ

ーが協 調処理 をす るこ とであ る。 コン ピュー ター群 がCPUプ ロセ ス、 メモ リー、記憶装 置

等 をネ ッ トワークを介 して共用 し、1つ の コマン ドに対 して全ての資源 を使 って効 率的 に処

理 を行 なう。 これ までのパ ラ レル ・コン ピューテ ィングの研 究開発の成果 を利用 で きる面 も

多いが、新 たに分散共有 メモ リー、 アクティブ ・メ ッセージ伝 達、パ ラ レル プログ ラムのス

ケジ ュー リング、 プロセ ス中の動 的負荷平均化 、等の課題 がある。

群 コン ピューテ ィング は5～10年 で商業化 され大 きな イ ンパ ク トを 与える と見 られて い

る。 この分野の研究 は既 に10年 の歴 史 を持 つ。 しか し、 この概 念 を成 立 させ る必要技術 が

一定以上の性能 ・経済性 を持 って揃 って きたの は最近 のこ とで
、そ ういった背景の充実 によ

りこの分野 は今ホ ッ トとな ってい る。それ らの 開発 に よ り群 コン ピューテ ィングは巨大パ ラ

レルマ シンとの競 争上益 々有利 にな って きて、研究の注力 もそれ に合 わせ て移行 して きた。

群 コンピューテ ィングの分野 では、UCBerkeleyのNOW(NetworkofWorkstations)プ ロジ

ェク トが最大 規模 で注 目も集 めてい る。NOWプ ロジェク トでは、群 コンピュー テ ィング と

い う全体 を構成 す る色 々な領域 の研究 がその傘 下で行 なわれてい る。 それ らには、高性能 ネ

ッ トワーキ ング、ネ ッ トワーク管 理、スケー ラブル(可 変)フ ァイルシス テム及 びメモ リー、

アプ リケ ーシ ョンの子 プロジェク トが ある。 プロジェク トチーム はDavidPatterson教 授 に よ

り指揮 されている。彼 はRISCプ ロセ ッサ ー とRAIDの 研 究開発 に深 く関 わった経験 を持つ 。

他 にパ ラレル と分散 コン ピュー テ ィングに長年の経験 を持 つDavidCuller準 教 授 と、0/S及

びパ ラ レル コンピュー ティ ング専 門 のThomasAnderson助 教授 が指 導 に当た ってい る。以 下

は大学院生等約20名 の研 究ス タ ッフか ら成 る。 同プロジ ェク トは色 々な政府省庁 、州政府 、
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そ し て 産 業 界 か ら 出 資 を受 け て い て 、 そ れ に はAT&T、DEC、Intel等 大 手10社 が 入 っ て い る 。

も う 一 つ の 代 表 的 プ ロ ジ ェ ク トは 、Stanford大 学 のFLASH(FLexibleArchitecturefor

SHaredmemory)プ ロ ジ ェ ク トで あ る 。 同 プ ロ ジ ェ ク トで は 、 メ ッ セ ー ジ伝 達 と共 有 メ モ リ

ー と い う 群 コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ の2つ の 主 要 概 念 を 中 心 に
、 群 コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ の 重 要 な

点 を 全 て 範 囲 に 含 ん で い る 。 そ の 目標 は ハ ー ド ウ ェ ア 、 ア ー キ テ ク チ ャ ー 、 大 規 模 ア プ リ ケ

ー シ ョ ン を 含 む 完 全 な シ ス テ ム の プ ロ ト タ イ プ に 到 達 す る こ と で あ る
。 プ ロ ジ ェ ク トチ ー ム

はJohnL.Hennessy教 授 に よ り指 揮 さ れ て い る 。 彼 はVLSIRISCの 発 明 に 深 く 関 わ っ た 経 験

を 持 つ 。 計6名 の 教 授 陣 を 初 め と して 、40数 名 の 大 学 院 生 が研 究 に 携 わ っ て い る 。 同 プ ロ ジ

ェ ク トは 、DARPAのInformationTechnologyOfficeと 産 業 界(大 手6社)、 及 び 国 立 研 究 所(Jet

PropulsionLab)の 出 資'協 力 に よ り開 発 さ れ て い る 。 こ の プ ロ ジ ェ ク トはHPCCプ ロ グ ラ ム

の 一 環 に も な っ て い る 。

B)モ ービル ・コン ピューテ ィング

モー ビル ・コン ピューテ ィングの分野で は、 ソフ トウェア とコミュニケ ーシ ョンの面が最

大 の研 究対 象 にな ってい る。即 ち、持 ち運 びで きるホス トを使 って場所 に依存せず に どこで

で も情報 を拾 い読み で きるようにす るプロ トコルのサ ポー ト、 モー ビル基地 ホス トの違い を

超越 したスムーズ な電 波範 囲間移動、等が課題 になってい る。比 較的単純 な種 々の端 末 を途

切 れる ことな くネ ッ トワークに接続 す る考 え方(UbiquitousComputing)が 、80年 代 にXerox

PARC研 究所 か ら生 まれて きて、 それを実現す るための研 究が現在 中心 とな ってい る。

代 表的 なプロジェク トと して 、UCBerkeleyのInfoPadプ ロジ ェク トは、 ワイヤ レス ・コン

ピュー ティング環境全体 の完結 したプ ロ トタイプ を作 るこ とを目標 としている。同 プロジェ

ク ト全体 と しては その対 象範 囲があ ま りに広 いために、6つ の子 プロジ ェク トそれぞれ が相

当 な規模 のプロジェ ク トとなっている。端末 、ユーザーイ ンター フェイス、基幹 ネ ッ トワー

クサ ーバ ー側、 ネ ッ トワーク接続性 、 ワイヤ レス コミュニケー シ ョン、そ して低電力 システ

ムの子 プロ ジェク トがあ る。 また この プロジェク トではUCBerkeley学 内を越 え た他大学 や

産業の研 究所 との協力 関係 を生み出 し、MIT、Stanford、UCLA、CarnegieMellon等 の大学 と、

モ トローラ、HP、TexasInstruments等 の企業 と共同で行 なわれて いる。 政府か らの出資 と し

て は、DARPAのGlobalMobileInforsystems(GloMo)プ ログラムか ら資金が 出ている。

もう一つ の代 表的 プ ロジェク トは、Rutgers大 学 のDatamanプ ロジェク トであ る。同 プロジ

ェク トで は、 ワイヤ レス での 「オ ンライン」 接続 に関 しての プロ トコルやサー ビス他 の課題

につ いて研 究 してい る。InforPadが プロ トタイプ規模 でのモー ビル ・コン ピュー テ ィング環

境 を作 るこ とを目標 と してい るのに対 し、Datamanで は ワイヤ レス に接続 された コンピュー

ターに関す るあ らゆる課題 についての究明 を目指 していて、分散 アル ゴ リズ ム等理論 的研 究、
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ツール 開発、 アプ リケーシ ョンの 開発 まで含 んでい る。 プロジェ ク トのチームは まだ小 さい

が、DARPAのGloMoプ ログ ラム等か ら、 かな りの 出資 を受 けてい る。

3.1.2コ ン ポ ー ネ ン ト

この節 のポ イン ト

● スケー ラブル ・パラ レル1/O:入 出力系の並列化 によるパ フォーマ ンスの大幅向上

●半導体製造 の コンピュー ター ・プ ロ トタイ ピング:コ ンピュー ターによる多種 ・複

雑 な半導体部品製造の 自動化

●分子 コン ピューテ ィング=DNA組 み替 えの高速演算 、低 エネル ギー消費 、高デ ータ

密度性 を利用 した、新 しい原理 の コンピュー ター

コンポーネン トの大分類 には、電子部 品や材料 に始 ま り、 シス テム を構成 す る部分 、即 ちデー

タ記憶、画像処理、バス等 や、それ らの製造法 も含 む。 この分野 においては、スケー ラブル ・パ

ラ レル1/0、 半導体製造 の コン ピュー ター ・プロ トタイ ピング、 そ して分 子 コン ピューテ ィング

がホ ッ トな3分 野であ る。

A)ス ケ ーラブル ・パラ レル 〃O(可 変並列入 出力)

ス ケーラブル ・パ ラ レル1/0の 概 念 は、入 出力系 を並 列化 してデー タ転送 を速 め るこ とで

あ る。パ ラ レル な入 出力 、パ ラ レル な記憶装置 、デー タの分割 、デー タ とコン トロール情報

の伝達経路の分離、 ネ ッ トワー ク接続 された周辺機 器、 そ して周 辺機器 間の直接 データ転送

等の部分 か ら成 る。 この分野 は、 トー タルな高性 能 コン ピューテ ィングのための一部分 と し

て、現在大 きな注 目を集 めてい る。 これはシス テムの 中で、CPUの 演算速度 向上 に対 して、

記憶装置、入 出力の側 のパ フォーマ ンス向上が遅れてい て、 トー タル なシステムの中でボ ト

ル ネ ックになってい るため である。

この分野 では、歴史 的に国立の研 究所 が重 要な役 割 を果 た して きた。代表的 なプロジ ェク

トは、NSL(NationalStorageLab)で 行 な われ てい るHPSS(HighPerformanceStorage

Systems)プ ロジェ ク トである。 そ こで は、パ ラ レル処 理 アー キテクチ ャーのための汎用 的

ス ケー ラブル ・パ ラ レル記憶装置 を開発 してい る。NSLはIBMとDOEの ラボ 間の産 官協力

関係 か ら生 まれた組織 で あ り、その参加企業 や政府省庁 は広 が ってい る。HPSSプ ロジェ ク

トは9つ の小分 野別チ ームか ら構成 され、そ れぞ れのチ ーム は色 々な研 究所(7つ の国立研

究所)に 分 散 して活動 す る メンバ ーか ら成 ってい る。資 金 はDOE、NASA、 そ してIBM、

Cray、Inte1を 初め とす る産業界10社 か ら受 けてい る。

もう一つの代 表的 プロジェク トは、ScalableI/OInitiativeと い うプロジェク トであ り、 それ
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はConcurrentSupercomputingConsortiumと い う複 数の大学 、国立研 究所 、産業界 の協 力 に よ

るコンソー シアムの活動 の一環 として行 なわれて いる。HPSSが 大量デー タの記憶装 置 シス

テム に注力 しているの に対 し、ScalableI/OInitiativeで は、入 出力 のパ フォーマ ンス を改善 す

るシステムソ フ トウェアの開発 に力 を置 いてい る。そ して、それ らを元 に したプ ロ トタイ プ

の開発 も目指 してい る。多 数の研 究者 やマネジ ャーが政府省 庁、大学 ・研 究所 、産業界 か ら

参加 し、 この技術 の技術 的完成 だけでな く、その結果の産業での採用 、ユ ーザーの利用 に関

して まで協 議が されて いる。

B)半 導体 製造の コン ピューター ・プ ロ トタイピング

半導体 製造 の コン ピュー ター ・プ ロ トタイ ピングは、半導体部 品の製造 を助 け る もの で、

CADが 設計 を容 易 に した ように、製造 の側 を容易 に しようとい う意 図の研 究で あ る。 コン

ピューターに よ り部 品 ・回路等 をモデル化 、 プログラム して、その データ を直接 コン ピュー

ター制御 の プ ログラマ ブル工場 に送 ることに よ り製造 す る。半導体 部品 が よ り種類 が増 え、

また複雑 にな って きたこ とに よ り、半導体 開発 の投 資 も膨大 になってきていて、 この分野 の

研 究 もホ ッ トにな って きた。主 な課題 は 回路 の形 式の部品 と接続性 に与 える信 頼性 の影響 、

重要 な部分 での部 品の大 きさの変動 、 レイアウ トによる信 号の干渉 と劣 化、等で あ る。

代 表 的 な プロジ ェク トと しては、Stanford大 学 のCP21SS(ComputationalPrototypingfor

21stCenturySemiconductorStructures)プ ロジェク トがあ る。 この プロジ ェク トは、2つ の 目

標 を持 ち、1つ はプ ロ トタイプを開発す るこ とで 、 もう1つ はこの研 究に関 して国中の研 究

機 関 を結 ぶ相 互協 力 ・資 源共有 のネ ッ トワー ク を運 営す るこ とで あ る。元 々CP21SSは 、

Stanford大 学 の 「21世 紀 の半導体 製造 」 という、 よ り長期視 野 ・広 範囲 のプ ログラムか ら派

生 した プ ロジ ェ ク トで あ る。 その プ ログ ラムで は、 コ ン ピュー ター 上の仮 想 工場(virtual

factory)で 設計、 プロ トタイプ作成 をで きるだけ行 ない、 コン ピューター制御 の プログラマブ

ル工 場 でで きるだけ効率 良 く製造 す る との構 想の実現 を目指 している。CP21SSプ ロジェク

トは、DARPAの 共 同研 究 プログラムの一環 となっている。Stanford大 学のJamesPlummer教

授 を筆頭 と した38名 の グループに加 え、MIT、Intel社 、Hewlett-Packard社 等 が共同研究 に入

ってい る。 また相互協 力 ネッ トワークの方 には、40以 上 の研究機 関が参加 したい意思 を表示

してい る。

C)分 子 コンピューテ ィン グ

分子 コ ンピューテ ィングの分野 は、DNAを 使 って分子 レベル で演 算 を行 な うとい う発 想

か ら生 まれ てきた。DNAの 組 み替 え に よ り極め て速 い速 度で求 め る条件 の組 み合 わせ が作

られた り、その過程 に使 うエ ネルギーが現在 のコン ピュー ターに比べて数十億分 の…で済み、
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またその情 報記憶 効率が数兆倍 の密度 であ る等 の理論 的な利 点が ある。 まだ極 めて研究 の早

期段階 にあ る分野 だが、大変興味 深い分野 と して注 目されて いる。…般 にこの分野 の創始 者

はSouthernCalifornia大 学のLeonardAdleman教 授 とされている。 もう一'つの中心 となって き

たグルー プは 、Princeton大 学 のRichardLipton教 授 の所 であ る。 また分 子コン ピュー ティン

グの考 えは、ナノ ・コンピューテ ィングの分 野 と も関連 してい る。 ナノ技術 とは原 子を配列

するこ とに よって物 を作 る ことであ り、そ う して作 られた部 品 を元 に作 られ るコン ピュータ

ーが、ナ ノ ・コンピュー タニであ る。今 日の コン ピュー ター と同様 の性 能の ものは、今 日の

トランジス ターつの大 きさに収 ま る計算 になる。ナ ノ技術、特 にナ ノ ・コン ピューテ ィング

の分野 は、EricDrexlerに よ り1981年 に始 ま った。 それか らナノ レベ ル技術 の研究 は幾つか

の大 学 で行 な わ れ る よ う に な り、 日本 も こ の 分 野 で 活 発 で あ る。NSFはNational

NanofabricationUsersNetworkと い う5大 学 の協 力関係 による研 究に出資 してい る。分子 コン

ピュー ティング及び ナノ ・コン ピューテ ィング ともに、研 究分野 と して はまだ緒 に付 いた と

ころで、専門家 も汎用 的なナノ ・コン ピュー ターがで きるのは数 十年先 との見 方 を してい る。

3.1.3イ ン テ リ ジ ェ ン トシ ス テ ム と ヒ ュ ー マ ン イ ン タ ー フ ェ イ ス

この節の ポイ ン ト

● マルチモー ダル ・インターフ ェイス=音 声認識 と自然言 語処 理

● バーチ ャル ・リア リテ ィー=眼 鏡型 デ ィスプ レイと、拡張現実感 の応用

この大分類 に は、 ヒューマ ンインター フェイ ス、AI(人 工知 能)、 音 声 認識 、 自然言 語認識 、

ロボティクス、等が含 まれる。大 きな流 れ と しては、 かつてAIに つい ての研 究が盛 んで あ った

が、現在 ではAI、 あ るいはイ ンテ リジ エン ドシス テム一般 につい て、そ れは ヒューマ ンイ ンタ

ーフェイス を向上 させ るための一 つの手段、一つ の技術 に過 ぎない と見 られる ようになった。従

って研 究の注力 も他 の分野 に移行 した。そ うい った 中で現在 ホ ッ トなの は、マルチモ ーダル ・イ

ン ターフェイス、特 に 自然 言語の面 と、バ ーチ ャル ・リア リテ ィー(仮 想 現実)及 び拡張現 実感

(AugmentedReality)の2分 野 である。

A)マ ルチモー ダル ・インター フェイス

マ ルチモ ーダル ・インター フェイス は コン ピュー ター との多面的 なイ ンター フェイス を開

発す る ものである。その分野で も特 に、人 間の言葉 での インター フェ イスが注 目を集 め出資

も受 けていて、且つ短期 的 に商 品化 され るものが続 々 と出て くる と期待 され ている。 よ り難

しい面 、例 えば目の動 きや顔の表情 の認識等の分 野 について は、研 究者の 目は引 くが政府の

出資 は非常 に限 られてい る。
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CarnegieMellon大 学 は 人 の 自 然 言 語 イ ン タ ー フ ェ イ ス の 面 で 、 学 界 研 究 の 中 心 と な っ た 。

プ ロ ジ ェ ク トと して は 、CenterforMachineTranslationに お け る 音 声 同 時 通 訳 や 機 械 翻 訳 、 ま

たInteractiveSystemsLaboratoryに お け る筆 記 体 綴 り認 識 や 、 電 子 メ ー ル 朗 読 等 の 研 究 が 行 な

わ れ て い る 。 こ れ ら に はDARPAとNSFの 他 、 ア ッ プ ル 、 マ イ ク ロ ソ フ ト、 松 下 等 か ら の 出

資 も 入 っ て い る 。

そ の 他DARPAで はIBMやDragonSystems社 等 の 産 業 界 に 対 して も 、 連 続 的 音 声 認 識 シ ス

テ ム の 開 発 に対 して 出 資 を 行 な っ て い る 。

B)バ ーチ ャル ・リア リテ ィー

バーチ ャル ・リア リティー及 び拡張現 実感の分 野では、前者 に加 え後者 の分 野が まだ早期

段階 なが ら注 目されて きた。拡張現 実感の構想 は、モー ビル ・コン ピューテ ィング及 びユ ビ

キ タス ・コンピューテ ィング(UbiquitousComputing)の 構想 を補 完す る もの とな る。

拡張 現実感の分野は幾つかの場所 で研究 が行 なわれてい る。CarnegieMellon大 学 のVuMan

プ ロジェク トでは眼鏡 の ようにか ける コンピューターの プロ トタイプの開発 を行 ない、作業

を しなが ら手 を使 わず に情報 に アクセスで きる ような応 用 を目指 してい る。Columbia大 学の

ArchitecturalAnatomyプ ロジ ェク トでは、建物の 内部構 造 をバ ーチ ャル ・リア リテ ィ的 に表

示 し、診 断 を行 な える よ うにす る研 究 を して いる。 これ らの プロジ ェク トに は、政府 特 に

DAPRAか らの出資が付 いている。

この他 に も、CarnegieMellon大 学 は この分 野の中で、作 業指示 を行 な うモー ビル ・コンピ

ュー ター を開発 して きた。3世 代 にわた るコン ピューター ・アー キテクチ ャー とプロ トタイ

プの 開発 を既 に行 な ってお り、 それ らは仕 事の生産性向上に役 立て られる。Washington大 学

のVirtualRetinaDisplayプ ロジ ェク トは、 コンポーネ ン トの面 とバ ーチ ャル ・リア リティー

及 び拡張 現実感 の面の両分野 にまたがる研究 である。

また、Washington大 学 のVirtualRetinaDisplayプ ロジェク トは、同様 に眼鏡 にかけ るコン

ピューターデ ィスプ レー を開発 しているが、その性格 は コンポー ネン ト開発 の面 と拡張現実

感の両面的 な研究 であ る。
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3.1.4情 報 管 理

この節 のポイ ン ト

●分散 マルチ メデ ィア ・デ ータベ ース:デ ジタル ・ライブラ リ情報 インフラの実現

●マル チメデ ィア情 報検索1マ ル チ メデ ィア入 力 による検 索 、マルチ メデ ィア情報 の

検索 ・出力

情報管理の大分類 には、情 報管理 システム、デー タベ ース設計 や管理、検索 言語、等が含 まれ

る。過去 には情報管理 の分野 に政府 の出資 も使 わ れてい たが、90年 代 に入 って、出資 を受 けるこ

とは難 しくなって きてい る。 そ ういった中で比較 的 ホ ッ トなのは、 インターネ ッ トとの関連 の部

分 である。分散 マルチ メデ ィア ・デー タベース とマ ルチメデ ィア情報検索 がホ ッ トな2分 野 とな

っている。

A)分 散 マル チメデ ィア ・デー タベー ス

分 散マルチ メデ ィア ・デ ータベ ースの分野 は、HPCCの デ ジ タル ・ライ ブラ リ ・プログ ラ

ムとい う国の情報 イン フラ構築 のための一技 術分野 と して、必要視 され ている。 この分 野で

は、接続切 断の多 い環境 で の情報 の複製、速度 の遅 い機 器 に対 す る検 索 や、デー タの統合 、

マルチメデ ィアデー タ配信時の 自然 なデータ品質低 減、等が主 な課題 にな ってい る。

HPCCの デジ タル ・ライブラ リ ・プ ログ ラムは、場 所が分散 して収集 され ている全 ての情

報 をネッ トワークで結 び付 け、本 を初め、 ビジネス、科学、販売 カ タログ等 、あ らゆ る情報

にどこか らで もアクセス を可能 にす る とい う構想 であ る。 そこには有料 の情報提供 や、 アク

セスの制限等 も組み込む こ とがで きる。

代 表的な もの として、UCBerkeleyの プ ロジェ ク トで は、超 大量 の分散デー タベースか ら、

数 テラバ イ ト規模 の写真 、 ビデ オ、地 図、文書等 のあ らゆる形態 の収集情 報 にア クセスで き

る ようなインテ リジェ ン トな技 術 の開発 を目指 してい る。 その プロ トタイプ として、 カ リフ

ォルニ ア州 の環境情報提供 シス テム を開発 してい る。 同プロジ ェク トでは、 デジタル ・ライ

ブラ リの可能性 を追及 ・実現す るために必 要 となる重要 な技術 面 を研 究 してい て、 それに は

内容 をキー と して多種 の情報 ソースか ら検 索 を可能 にす る ことや、 データの取 り込 み技術 の

開発 等があ る。 この プ ロジェ ク トはNSF、NASA、DARPAの デジ タル ・ライブ ラ リ ・プロ

グラムの一 環 と して、 またCaliforniaEnvironmentalResourceEvaluationSystem(州 の環境資源

評価 システム)構 築 の一環 と して、4年 間 にわた り$400万 の 出資 を受 けてい る。その他大手

9社 との協 力関係 もあ る。
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B)マ ルチ メデ ィア情報検 索

マルチ メディア情 報検索 の分野 では、マルチメデ ィア入力 による検索 、大 デー タ量 の マル

チ メデ ィア情 報の表示 、マ ルチメディア情報の概 念 による検 索、等 が研 究課題 とな っている。

この分野で典型的 な事例 は、Washington大 学 で行 なわれてい る画像 に よる情報検索 の研 究

プロジェ ク トであ る。 そこで は、画像 データベ ース を検索 す るの に、ユ ーザ ーが粗 い 手書 き

の絵 かスキ ャナー及 びデ ジタル カメラで読み込 んだ画像 を入力 と して検索が行 なえる ような

方法 を研究 してい る。

3.1.5コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン

この節の ポイン ト

●光 ネ ッ トワーキ ング=完 全光化技術 に よる超高 速ネ ッ トワーキ ング

● ネ ッ トワーク ・セキュ リテ ィ1イ ンターネ ッ トのセキュ リテ ィ ・プロ トコル

コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン の 大 分 類 に は 、コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン の ハ ー ドウ ェ ア 及 び ソ フ トウ ェ ア 技 術
、

高 速 ネ ッ トワ ー キ ン グ 、 ワ イ ヤ レ ス 、 ネ ッ ト ワ ー ク ・セ キ ュ リ テ ィ 、 等 が 含 ま れ る 。 現 在 コ ミ ュ

ニ ケ ー シ ョ ン の 中 で ホ ッ トな 分 野 は 、 光 ネ ッ ト ワ ー キ ン グ 、 モ ー ビ ル ・ネ ッ トワ ー キ ン グ 、 そ し

て ネ ッ ト ワ ー ク ・セ キ ュ リ テ ィ(High-confidencenetworking)で あ る 。

A)光 ネ ッ トワーキ ング

この分野 では、全部 光 に よるネ ッ トワーキ ング を実現す る ことで、光電気変換 を省略 し、

100Gbps以 上 の パ フ ォー マ ンス レベ ル を 目指 して い る。研 究 課題 と して は 、空 間交 換

(space-switched)に よる光ATMネ ッ トワーキ ング、テ ラヘル ツ級 光非対 称信号分離技術 、光

での時分割多重化 、 自己ル ー ト制御 光パケ ッ ト交換、等が主 な もの であ る。

代 表的 な プロジェ ク トと しては、Optivision社 の 「完全光化 ・ギ ガ ビッ トLAN」 プロジ ェ

ク トがあ る。 同プロ ジェク トは、末端 か ら末端 まで全て光で交換 も行 なわれ る高信頼性 のネ

ッ トワー クを開発 しよ うとい う もの であ る。 これは政府 のSBIRプ ログ ラムに よる小 企業 に

対す る出資の良い一例 で もあ る。

この研 究成果はTBONEと いうテス ト用 プロ トタイプに活 か されてい る。TBONEの プロジ

ェク トは同社 と他 の独 立系 ラボの協同で行 なわれていて、光 ネ ッ トワーキ ングの研 究成果 の

実環境 での性 能評価 等 を行 なっている。これに対 して もDARPAの 出資が出 てい る。

また別 の例 と しては、Princeton大 学の100Gbps光 ネ ッ トワークプロジェク トでは、マルチ
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ホ ップ方式、 空間交換で、 リアル タイ ム ・ルー ト制御 が各 ノー ドで行 なえる光ATMネ ッ ト

ワー クを設計 してい る。

B)モ ニ ビル ・ネ ッ トワーキング

この分野で は、モ ービル ・コ ンピューテ ィング環境におけ るワイヤ レスのネ ッ トワーキン

グに関す る課 題 を研 究す る。内容 につ いては3-1-1.のB)を 参照の こ と。

C)ネ ッ トワーク ・セキュ リティ

この分野 では、 ネ ッ トワーク にお ける遍在 ・汎用的 なセ キュ リテ ィの仕組み を、ルー ト制

御 、管理、 デ ィレク トリ等 の プロ トコルの中に組み込 む技術の 開発 を行 なっている。 ネッ ト

ワーク ・セキュ リテ ィは、イ ンターネ ッ ト等の公 衆 ネ ッ トワークが情 報 イ ンフ ラと して ビジ

ネスや軍事 に重 要性 を増 すにつれ て、重 要 な研 究 開発分 野 となった。 ホ ッ トな研 究課題の例

は、セキ ュリテ ィ機 能付 きルー ター、マ イクロ トラ ンザクシ ョンのサ ポー ト機 能、 ノーマ デ

ィックホス トのア クセス権管 理、高信 頼ATM通 信 、等 があ る。 この分 野の研 究 開発 は、歴

史的 にはネ ッ トワーキ ング と公 開キ ーの暗号技術 の両分 野の研 究か ら発展 して きた。

代 表的な プロジ ェク トと しては、CarnegieMellon大 学のNetBillプ ロジェク トがある。 そこ

で は、文書 、 ソフ トウェア等 の情報 商 品の売 買 を可 能 にす る ミ ドル ウェアを開発 している。

NetBillの 仕組み に よ り、買い手 の クライア ン トプログラム、売 り手 のサ ーバ ー プログ ラム、

そ して銀行等金 融機 関 を結 び、売 買 の決済 を行 なえ る ように してい る。同 プ ロジ ェク トは

DARPAとNSFか らの出資 を受 け てお り、Visa社 とMellon銀 行 との共同研究 も行 なってい る。

別 の例 と しては、BBN社 で は将 来の イ ン ターネ ッ トの プロ トコルに ど うセ キュ リテ ィを組 み

込 むか を研 究 してい る。 この研 究 はDARPAた よ り出資 されてい る。DARPAはBBN社 のギ ガビ

ッ ト次世代 ルーターの開発 に も出資 してい る。
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3.2研 究 開発 プ ロジ ェク トの タイプ分類 とその影響

3.2.1研 究 開 発 プ ロ ジ ェク トの タ イ プ分 類

この節 のポ イン ト

●研究 開発 の プロ ジ ェク トは、その段階 と範囲 の広 さで タイプ分 けする と大 き く4タ

イプに分 けて捉 え られ、各 タイプそれぞれの性格 や成功 要因が ある。

これまでに数々のプロジェク トを見てきたが、それ らの大 きな括 りでの性質を考え、共通点や

相違点、研究開発活動全体への影響等を考察する。
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図ll-22研 究 開 発 プ ロ ジ ェ ク トの2つ の 性 質 と 分 布

(ADL作 成)

まず性質の第一 と して、技術 の発展段階 、時 間軸的 なステー ジがあ る。技術の発 展 は一般的 に

は基礎研 究、応用研 究、そ してプロ トタイプ開発へ とい う流 れで見 るこ とがで きる。

性質 の第二 と して は、 プ ロジェク ト ・あ るいは技術領 域の広 さが ある。広 い技術領 域の プロジ

ェク トと言 った場 合、 例 えばlnfoPadの ようなプ ロジェ ク トが相 当す る。InfoPadで は、 モ ー ビ

ル ・コン ピューテ ィング全体 につい て、端 末、0/S、 ワイヤ レスの プ ロ トコル等、全 て をプロ ジ

ェク トの範 囲 に含 んでい る。逆 に狭 い技術領域 の プロジェク トと言 った場合 、例 えばモ ー ビル ・

コン ピューテ ィング分野 の中で、違 った質の電波 地域 間移動 にお ける通信の質のスム ーズ な移行 、

といった特定技術 だ けを範 囲 とす るプロジェク トを指す。

この2つ の性質 を軸 に、 プロジェク トを分類 してみ る と、4つ の タイプに性格付 け を表現 す る

こ とがで きる。
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図ll-23研 究段階 ・範 囲によ るプ ロジェク トの タイプ分類

タイプ毎 の性格 に より、 プロジェク トの 目標 、背景 や環境 、組織、産業 との関係、出資等 が違

って きて、 その ため プロジェク トの成 功要因や、必要 となる人材 の質 も変わ って くる。

「分野創造 リサーチ」 タイプは、理論的 ・実験的なレベルで、何かITに 大 きなインパク トを与

える可能性のある新分野を探求するのが 目標である。典型的にはプロジェク トよりはラボの形の

組織で、小人数、少ない学生比で行なわれる。時に大学や研 究所同士の協力関係があるが、産業

とはほとんど交流 はな く、出資は基本的には政府から、 といった形態になる。これを成功させる

ためには、自由で多面的な発想、そのための学際的背景、そ して長期的な当該分野でのキャリア

を持つ人材が重要 と考えられる。それ らに加え、性質上リスクを取ることや、運も必要であろう。

「スペシ ャ リス ト ・リサ ーチ」 タイ プは、特 定分野 の中での一 部分 を埋 める ような研 究 をす る

もの で、成 果 は しば しば論 文の みであ る。非常 に小 人数 で一 人の研 究員 と1～2名 の学生程度 の

場 合が多 い。他 のスペシ ャリス トと専 門的 コン ファレンスで情報交換 した りす るが、他大学 や産

業 との協力 はほ とん どない し、資金 も乏 しい。 そ うい った中で成功す るには、 しっか りした科 学

的研 究方法論 を持つ ことや、スペ シ ャリス トとしての評判 の高い人物、等が必要 にな る。

「シス テム総合 開発」 タ イプは、は っ き り した 目的 と計 画の下 に、シス テム全体 の完全 なプロ

トタイプを開発す るこ とを 目標 とす る。 可能性 としては短 中期 的 に産業 を大 きく塗 り替 えるほ ど

のイ ンパ ク トを起 こ しうる。通常大 規模 な チーム を組み 、多 くの学生 、専属の技術員 や事務 員 、

等 か ら成 る。他大学や研 究所 ともあ る一面 の研 究 を委託す る ような形での協力が多 く、産業 とも

密接 に協力 、出資 も受 ける。政府 出資 は しば しば$2～4Mに も及ぶ。大 きな資源 を動 かす こ と、

大 プロジ ェク トの管理運 営、そ して産業 との つなが り等が 、 リーダーの人材 に求め られる。
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「部 分開発」 タイプは、 シス テム全 体 中のあ る一部分 につ いての プロ トタイプ を開発す るこ と

を目標 とす る。通常 中規模 のチーム を組 み(多 くて20名 程度)、 学生比 も割合 多 く、技術専 門要員

がいる ことも多い。産業 の出資が典型的で 、政府 出資 はまちまちだが 、比較的少 ない。 リー ダー

としては、商業化 に向け て産業 とのつなが りを持 てるこ とが重要で ある。

マ ップ上 に主 な研 究機 関 を並 べてみ る と、 それぞれの研究 開発 の性格 の傾 向 が見 て取 れる。国

全体 と しては各種の性格の プロジェク トが混在 してお り、各種 タイプ全体 が カバ ー されてい る。
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図11-24各 研 究 機 関 のIT研 究 開 発 の 性 質 の 傾 向

3.2.2シ ス テ ム 総 合 開発 型 プ ロ ジ ェ ク トと、IT技 術 の発 展

この節 のポイ ン ト

● シス テム総合 開発 型の プ ロジ ェク トは、産学 問や基礎研 究 ・応 用開発 間の交流 ・フ

ィー ドバ ック交換 を活発 にす る。 これは歴 史的 なIT技 術 発展 のパ ター ンと合致 し、

米 国の強 さの源 となってい る。

米 国の強 み と して一 つ考 え られるの は、 「システム総合 開発」 タイ プの プ ロジェク トの存在及

び政府 のサ ポー トであ る。 この タイ プは3つ の波及効 果があ り、国の研 究開発活動 全体 に寄与す

る面が ある と考 えられ る。
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図ll-25「 システム総合開発 」 タイプの波及効果

まず第一に この タイプは、個 々の 「分 野開発 」 プロジ ェク トに全体 的 な方向性 を示す こ とがで

きる。全体 と しての統合、他分野 との同調等の観点 か ら、 フィー ドバ ックを相互 に受 け与 えで き

る。次 に、商業化 へのつ なが りに も利 点があ る。 システム全体 を開発 してい るので商業化 しやす

いこ とに加 え、産業 との連携 も早 くか ら しやすい。 そ して商業化 を近視野 に入 れた開発 であ るこ

とか ら、そ こか らの新 たな課題等 を、別の研 究開発 プロジ ェク トヘ フ ィー ドバ ックする ことがで

きる。

勿論このタイプだけがあれば良い という訳ではないが、全体の タイプの配分の中で、最 も米国

のIT研 究開発に寄与の大 きい部分ではないかと考えられる。

ITの 技術 の発展 の プロセス を見 てみ ると、過去 の大技術 の歴 史 を見て も分か るように、 それは

必ず しも基礎研 究、応用研 究、プロ トタイプ開発、商業化 とい った順 に進 んで い くわけではない。

む しろ見て取れ るの は、基礎研 究 と開発 とのや り取 りの フィー ドバ ック、あ るいは大学 ・研 究所

と産業 との行 った り来 た りのや り取 りであ り、 それ らを通 じた中で、時 にはあ る所で予期 しなか

った発明が出た りしなが ら、イノベーシ ョンが生 まれる、 とい う反復 的 プロセスであ る。
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米国政府による情報技術研究開発運営の現状と技術開発動向
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図ll-261Tの イノベー ションを生 むや り取 り ・フィー ドバ ックの反復 的 なプロセス

これは過去 の大技術 の発 展 の経過 を見 て もそ うい うこ とが言 え、国の出資 の研 究、産業 での研

究 ・開発 の間 を人や ア イデ アが相 当行 き来 してい る。最終的 にはその中か ら、 しば しば予期 しな

かった方向で、大 きな商業化 につ なが っている。
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そ うい う意味 で も、 「システ ム総合 開発」 タイ プの プロジェ ク トはこ うい ったや り取 り ・フィ

ー ドバ ック を活 発 に行 なうの に最 も適 した形態 であ る と言 え
、米 国IT研 究 開発 、ひいて は米 国

IT産 業 に貢献が大 きい と考 え られる。

ま とめ

この章 で は米 国でのIT研 究 開発領域 につい て見 て きたが、 そ こか ら学 べ る こ とを以下 に挙 げ

る。

●研 究 開発領域 は コンピュー ターシス テム、 コンポ ーネン ト、 イ ンテ リジ ェ ン トシステム と

ヒューマ ンイ ンター フェイス、情 報管理、 コ ミュニケー シ ョンの大 分類 に分 け られ、それ

ぞ れホ ッ トな分野があ る。

●研 究開発 プロジェク トは、 その技術 の段階 と対象 範囲の広 さに よ り分類 がで き、それぞれ

違 った性質 と成功要因 を持 ってい る。

●ITの 技術 の発展 は、科 学 と工 学、基礎研 究 と応 用開発、大学/研 究所 と産 業界等 の間に、

人 ・アイデアのや り取 りや フィー ドバ ックが反復的 に起 こるプロセスか ら生 まれてい る。

● シス テム総合 開発型 の プロジェク トは、 このや り取 り ・フ ィー ドバ ックの プロセス を生 み

出す土壌 となる。

●米国で は同タイプの プロジ ェク ト領 域設定 が多 く、政府の 出資 も多 く受 けている。 これは

米国IT研 究開発 、ひいてはIT産 業の強 さの源の一つ と考 え られる。
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第皿部

HPCCに お け るNationalChallengesの 現 況

1.HPCCプ ロ グ ラ ム の 概 要

2.HPCCに お け るNationalChallengesの 概 況
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HPCCに お け るNationalChallengesの 現 況

1.HPCC(HighPerformanceComputingandCommunications)

プ ロ グ ラ ム の 概 要

(1)HPCCプ ログラムの概 要(注1)

連邦政府 のHPCC(HighPerformanceComputingandCommunications)プ ログラムは、 科学技 術

分野 におけ る技術 ・アプ リケー シ ョンの飛躍 的発展 を促進す る もの として、目的付 け られてい る。

この プログ ラムは、GH(GlobalInformationInfrastructure)構 想 を実現 するための情報技術研 究開

発 にお ける計 画 ・調整 ・投 資基盤のモ デル となることを想 定 されてい る。

HPCCは 、米 国の科学、数学 、工学分野 における リー ダーシ ップを確立 し、 さ らに、雇 用の拡

大 や経 済発展 を促進す る。また、情報技術 の効果 的な活用 によ り、国家的 セキュ リテ ィを強化 し、

健康 で教 育 の行 き届 いた市民 生活の質 の向上 を図る ものである。 この情 報技 術 は、世界 中の科学

者集 団だけ でな く、米 国の経 済競争力 、 国家安全保 障、全 ての米 国民 の生活 の質の ために不 可欠

な ものであ る。そ の情報技術 の発展 を加速す るこ とは、 この社会 における米 国の リーダーシ ップ

を維持 し、米国の技術優位 性 を高め る もので ある。

その ため、連邦政府 はHPCCプ ログラムにこの役割 を託 し、連邦各 関連部局 、関連 団体の参加

と幅広 い民 間の参加 を手助 けす るものであ る。

HPCCプ ログラムは、1991年 のHighPerformanceComputingAct(PublicLaw102-194)か ら始 ま

ってい る。現在 では、外 部環境 の変化 に応 じて、技術 開発 の方 向性 をダイナ ミックに修 正 し続 け

る ことが求 め られる。

HPCCの 到 達 目標 は以下 に示す とお りで あるが、その中で も、長期 的 かつ学 際的 で広範 な範 囲

を対象 とす るGrandChallengesと 情報集約 を可能 にす る技術 の開発 に特 化 した プログラム と して

のNationalChallengesと がある。GrandChallengesは 、いわば基礎研究 に該当す る もので、その影

響範 囲は科 学技 術 に留 まらず、経 済全 般 に及ぶ 。NationalChallengesは 、国民生活 の向 上や国家

的競争力 に直接影響 を及 ぼす アプ リケーシ ョンを主体 としてい る。

(注1)こ れ に つ い て は 、NationalScienceandTechnologyCouncil,CommitteeonInformationand

Communicationsの レ ポ ー ト"HighPerformanceComputingandCommunications(FoundationforAmerica's

InformationFuture)"1996を 基 本 と し て ま と め た 。 詳 細 に つ い て は 、.http:〃www .hpcc.gov/を 参 照 の こ

と 。
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(2)HPCCプ ログラムの 到達 目標

HPCCプ ログラムにおいては、次の3つ の到達 目標 が設 定 されてい る。

・高度 コン ピュータ技術及 び コン ピュー タ通信技術 にお いて、米国の技 術的 リーダー シ ップ

を確保 し続 けるこ と

・経済的競争力、 国家安全保 障、教育、健康増 進、地球環境維 持 などの発展 と革新 を促進す

る技術の広範 な普及 と適用 を図る こと

・NII(NationalInformationInfrastructure)構 想 を実現す るための キーテ クノロジーを提供 し、

NIIを ベース に した アプ リケ ーシ ョンの い くつ か をデモ ンス トレーシ ョンす るこ と

(3)HPCCプ ログラム関連機関

HPCCプ ログラムに関連す る各 関係機 関は次の通 りで ある。

AHCPR(AgencyforHealthCarePolicyandResearch,DepartmentofHealthandHumanServices)

ARPA(AdvancedResearchProjectsAgency,DepartmentofDefense)

DOE(DepartmentofEnergy)

ED(DepartmentofEducation)

EPA(EnvironmentProtectionAgency)

NASA(NationalAeronauticsandSpaceAdministration)

MH(NationalInstituteofHealth,DepartmentofHealthandHumanServices)

NIST(NationalInstituteofStandardsandTechnology,DepartmentofCommerce)

NOAA(NationalOceanicandAtmosphericAdministration,DepartmentofCommerce)

NSA(NationalSecurityAgency,DepartmentofDefense)

NSF(NationalScienceFoundation)

VA(DepanmentofVeteransAffairs)

(4)HPCCプ ロ グ ラ ム の 構 成

HPCCプ ロ グ ラ ム は 、 次 の5つ の プ ロ グ ラ ム 要 素 か ら な っ て い る 。 こ れ ら の 中 で 、Grand

ChallengesはASTAに 、NationalChallengesはIITAに 含 ま れ て い る 。

・HPCS(HighPerformanceComputingSystems)

米 国 の 技 術 優 位 性 を 確 保 す る た め に 、 ス ケ ー ラ ブ ル コ ン ピ ュ ー タ技 術 の 開 発 を 行 な う 。 そ

こ で は 、 テ ラops(OperatingperSecond)以 上 の 性 能 を確 保 す る 。 並 列 か つ 分 散 型 の コ ン ピ

ュ ー タ シ ス テ ム は 、巨 大 か つ 高 性 能 の シ ス テ ム の 利 用 を ワ ー ク ス テ ー シ ョ ン か ら 可 能 に す る 。

ま た 、 こ の ワ ー ク ス テ ー シ ョ ン は 、 ポ ー タ ブ ル か つ ワ イ ヤ レ ス な も の へ の 拡 張 を 図 る 。
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HPCCに お け るNationalChallengesの 現 況

・NREN(NationalResearchandEducationNetwork)

高度 コンピュー タ ・通信技術 を用いて、教育 ・研 究等 の学術研 究機関間の ネッ トワー クを

開発 、構 築す る。これに よって、国家 レベルでの有線 ・無 線 ・衛星通信 、光 ファイバ ー通 信、

標準 プロ トコル、 イ ンター フェー スな どのプロ トタイプ も開発対 象 に含 まれ、電気通信 業界

の技 術革新 に寄与す る。

・ASTA(AdvancedSoftWareTechnologyandAlgorithms)

GrandChallengesの よ うな巨大 な問題 を解 決す るためにHPCCで 開発 されたツー ルや メソ

ッ ドを使 えるソフ トウェアや アル ゴリズ ムの開発 を行 な う。そ こでの ソフ トウェアや初期 の

プロ トタイプシス テム は、高度 コン ピュー タ ・通信 システム を用 いてテス ト ・評価 す る。 そ

こで は、気象観測、気候 予測、環境 監視 、エネルギー効 率の よい 自動車 ・航 空機 、基礎 科学

研 究 な どが含 まれてい る。

・ilTA(lnformationinfrastructureTechnologyandApplications>

分散 型ア プリケ ーシ ョン、知 的イ ンターフェース、仮 想環境 な どNationalChallengesの 情

報技術 開発 を行 な う。 それ らは、教 育、生涯教育 、電 子図書館、健康 管理 、製造技術 、電子

商取引 、環境 監視 な どの情報 集約 型の アプ リケー シ ョンである。IITAは 、HPCCの 技術 をベ

ースに、これ らの技術 市場 を拡張 し、GII構 想実現のため の産業 開発 を促 進する。

・BRHR(BasicResearchandHumanResources)

HPCCの 資源 を活用 して、研 究、訓練 、教育 、 コン ビュー タ工学、情報基盤 の拡 充 な どを

支援す る。

(5)HPCCプ ログラム評価 項 目

HPCCプ ログ ラムの評価 項 目は、次の7つ であ る。

a.関 係性/貢 献性

研 究 開発 は、HPCCプ ログラムの 目標 ・戦略 に対 して全 般的 に関与 してい なけれ ばな らな

いo

b.技 術的/科 学的 メ リッ ト

提 案 プログラムは、技術的/科 学 的品質 を備 えておか なければな らない。 また、成果物 は

技 術的/科 学的計画 ・検 討 プロセス を経 た もので なけれ ばな らない。

c.客 観性

計画 プ ロセスは、明 らかでなければな らない。 また、 そのプログ ラムの成 果 をデモ ンス ト

レーシ ョン しなければ ならない。

d.適 時惟
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提 案 内容 は、HPCCプ ログラムの要素の うち1つ 以上 に、 タイム リー に適合 しなければな

らない。

e.連 携性

提 案団体 は、産 官学の協調 をはか るための施 策、 プ ログラム、活動 を設置 しなければな ら

ない。

f.予 算

HPCCの 資源分 配な ど も含 めて、資源調達 を明確 に示 し、共同出資や長期資金調 達 に対す

る方策 な どを明 らか にす る こと。

g.機 関の了解

提案 プログラム ・活動 は、関連機 関 レベルで政策的 な合意が とれ てい なければ な らない。

(6)HPCCの 予算

HPCCの1995年 度決算 、1996年 度予算 は次に示 す規模 にな ってい る。

FY1995Budget(DollarsinMillions)

AgencyHPCSNRENASTAIITABRHR TOTAL

ARPA

NSF

NASA

DOE

MH

NSA

NIST

EPA

NOAA

TOTAL

111.4

22、1

9.6

8.6

4.9

21.3

177.9

55.8

52、1

19.1

16.0

2.7

11.3

2.2

0.7

3.6

163.5

31.3

127.9

77、8

64.5

25.0

6.9

3.6

10.5

2.8

351.3

113.0

38.8

21.3

3.0

24.4

0.2

19.3

240.0

12.7

56.1

3.6

20.9

11.5

0.2

1.3

106.3

344.2

297.0

131.4

113.0

68.5

39.9

25.1

12.5*

6.4

1,039.0*

FY1996BudgetRequest(DollarsinMillions)

AgencyHPCSNRENASTAIITA BRHR TOTAL

ARPA

NSF

NASA

DOE

NIH

NSA

NIST

VA

ED

NOAA

EPA

AHCPR

TOTAL

0

5

1

3

Q
ノ
へ
∠

6
7

7
Q
U

1

8

4
.
61

151.7

51.7

54.7

20.9
17.0

2.3

10.4

2.2
0.2

0.7

0.7

167.6

33.9

132.6

77.0

64.3

28.1

12.4

3.6

11.4

7.4

9.3

380.0

4

7
・

8

2

10

4

1

n6

0

ン0

(∠

1

3

2

0

へ∠

3

3

4
.

3

5

0

&

鋭

2
.
O

L

内∠

〔∠

2
エ423

18.1

60.1

4.0

20.5

11.7

0.2

3.5

1.0

119.1

363.1

313.6

131.3
113.5

78.8*

40.0

34.1

23.6

17.2

15.4

12.0

0.0**

1,124.7

*UpdatedfromthePresident'sFYl995and1996BudgetRequests .

**AsanewagencytotheHPCCProgram,$8.4millionAHCPRfundsarenotincludedinthetota1 .

図lll-1HPCCの1995年 度 決 算 、1996年 度 予 算
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ま た 、 組 織 的 に は 、 次 の よ う な 構 成 に な っ て い る 。HPCCの 活 動 の 中 心 は 、 左 中 程 の

「HPCCITSubcomittee」 と 事 務 局 で あ る 「NationalCoordinationOffice」 で あ る 。

WhiteHouse

OfficeofScienceNational

andTechnologyEconomic

PolicyCouncil

Committeeonlnformationand

Communication

HPCCIT

Subcommittee

National

Coordination

Office

ScienceandEngineering

ComputingWorkingGroup

lnfOrmatiOnlnfraStrUCtUre

TechnologyandApPlications

TaskGreup

FederalNetworking

Council

lnformatiOnPolicy

ApPlioationsandTechnology

TechnologyPolicy

WorkingGroup

図lll-2HPCCと それを取 り巻 く関連機 関
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(7)HPCCの 将 来方 向及 び課題(注2)

HPCCの 今後 の方 向性 、お よびそ こでの解決すべ き課題 は、1995年 のHPCCの 状況及 び・主な活

動検討委員会 では、次 の13項 目が各分野 ご とに示 されている。

全体的課題

a.情 報技術開発への支援の継続

情報技術開発への支援は、今後 も継続的に続ける必要がある。主要な出資機関、特にNSF、

ARPAは 、他の特殊 なプログラムか ら独立 したコンピュータ及び通信の研究開発 を強力に推

進するべきである。

b.HPCCそ の ものの継続

国家的 な情 報基盤 の発展 に よって脚光 を浴 びてい る研 究 開発 をよ り推 進す る もの と して、

HPCCIの 活動 を継続すべ きである。

高性能 コ ンピュータ

c.並 列 コンピュー タの ソ フ トウェア ・アル ゴ リズムへの投資 の継続

並列 コンピュー タの ソフ トウェア ・アル ゴ リズ ムの開発 に対 して、強力 に実証研 究 を行 な

うプログラムへ 出資 し続 け ることが必要であ る。

ただ し、現在 商用 化 されているア プ リケ ーシ ョンを、新 しい並列 コン ピュー タに移植す る

ような ものに対 しては、特 別 な研 究 開発 の必要 がない限 り出資 してはな らない。

d.ハ ー ドウェアベ ンダーへの 出資停止

コンピュー タ ・ベ ンダーに よる商用八丁 ドウェアの開発や 「産業界 の活性化 」 を目的 と し

た機器購入 に対 す る出 資は、HPCCか らは直接 や ってはい けない。HPCCの 支援 は、 コンピ

ュータアー キテクチ ャの前競 争環境 における研究 開発 まで で、 この研 究開発 は、大学 または

大学 と企業の共同研 究 レベル にお いてなされる もので なければな らない し、 システムやア プ

リケーシ ョンの ソフ トウェア側 か らのニーズ に沿 って行 なわれ るものでなければな らない。

e.テ ラフロ ップ ・コ ンピュー タの方向性への注 力

テラフロ ップ規模 の コン ピュータの開発 は、その用途 よ り研 究 の方向性 とい う観 点か ら扱

うべ きである。む しろ、用途研究 を行 な うよ り、 テラ フロップ以上 のマシ ンを確 実 に開発す

る方向へ発展 を続 けなければ な らない。

(注2)こ れ に つ い て は 、NationalResearchCouncil,ComputerScienceandTelecommunicationBoard;Envolving

theHighPerformanceComputingandCommunicationsInitiativestoSupporttheNation'sInformation

Infrastructure(1995)を 中 心 に と り ま と め た 。 レ ポ ー ト の 内 容 に つ い て は 、

httP:〃www.nap.edu/nap/onlinelhpcc/index.htmlを 参 照 の こ と 。
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ネ ッ トワー ク及び情報基盤

NII構 想 の発展 のため には、新 しい基礎 的(潜 在的)研 究開発 に対 応 した、新 しい アイデ

ィアが必要 とされ る。現在 もHPCCで は、基礎 的研 究開発 に主眼 を移 しつ つあ り、既 にこの

シ フ トは始 まっている。 この シ フ トは、今後 も維持 されなければな らない。

f.通 信 ・ネ ッ トワーク技術への注力

HPCCは 、通信 ・ネッ トワーク技 術の研 究 開発 を増大 させ なければ な らない。特 に、規模

や物理的分散性 が内包 する課題 に対 す る研 究開発 に注力すべ きで ある。

g.基 礎的研究開発プログラムの充実

これまでHPCCプ ログラムで開発 されて きた資源をベースに、巨大かつ高信頼性、高性能

分散型情報システムの構築を目指 した基礎的研究開発 を実施 しなければな らない。その研究

開発は、まだ実現 していないNIIを 「より発展 させること」が目的であり、そこでは拡張性、

物理的分散性、共同運用型アプリケーションの開発が鍵である。

h.情 報基盤技術 への注 力

新 しい アプ リケ ーシ ョンやパ ラ ダイムの開発 とともに、情 報基盤技 術 の開発 に寄与 す る

NationalChallengesに 照準 を合わせた研 究 プログラムを拡 充 しなければな らな い。

スーパ ーコン ピュータセンター及 びGrandChallengesプ ログラム

i.NSFの 方向性の転換 ・基礎分野への 出資の継続

NSFに おけ るス ーパ ー コンピュー タセ ンターの役割 は引 き続 き重 要であ る。 しか し、NSF

は、新 しい方向性や基本的 な出資機構 、新管理体 制、セ ンターの全 ての プログ ラムの評価機

能 を持 ち続け るべ きである。NSFは 、現在 と同 レベルの資金援助 を続 けるこ とも、額 を増減

す るこ と も可 能であ るが、HPCCの 資金 は、潜在 的な コンピュー タ と通信 技術 の発展 に寄与

す るア プ リケーシ ョンに使 うべ きであ り、既 に十分開発 の進んでい るアーキ テクチ ャに対 し

て、通常 の利用 をア プ リケ ーシ ョンの開発者 が行 な うような場合 の支援 は、徐 々にHPCC以

外 の資金 を使 うべ きである。

1.GrandChallengesに 対す る出資の範囲限定

GrandChallengesプ ログラムは、学 際的 ・組織 を越えた研 究 チーム を編成 す る革新 的な試

みであ る。 しか し、HPCCか らの出資 は、 その プログ ラムが主 と して新 しい高性 能 コン ピュ

ー タ及 び通信 に関す るハ ー ド/ソ フ トウェアの開発 に寄与す る場合 だ けに限 定す るべ きであ

る。HPCCか ら資金提供 されてい るGrandChallengesは 、高性能 コン ピュー タ ・通信技 術 と

その アプ リケーシ ョン領域 への貢献度 によって評価 されなければな らない。
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調整 とプログラム管理 について

k.HPCCのNCOの 運営 について

HPCCに お け る協 力 体 制 を維 持 し、外 部 か らの 参 入 機 会 を増 や す と と もに 、NCO

(NationalCoordinationOffice)の 力 を強め る必要 があ る。

で きるだけ早 く、HPCCに 広 範かつ有益 な インプ ッ トや その他効果 的な もの を もた らす組

織 と して、議会任命 型の ア ドバ イザ リー委 員会 の設置が必 要であ る。 また、HPCCの 専属 コ

ーデ ィネー ター
、プ ログラム広 報担当、弁護士 の採用 が必 要である。

1.HPCCの 目的検討 の プロジェク トの必要性

各 プロジェク トの 目的がHPCCの 活動 に適 して いる場 合のみ、HPCCプ ロジ ェク トに加 え

るべ きであ る。研 究 開発 に関連す る連 邦政府 の各 機関は、将来 のHPCCか ら独 立 して支援 が

なされ なけれ ばな らない重 要な長期研 究開発分野 を、現在、 どれだけHPCCが 出資 している

かを明 らかに示 さなければ ならない。

m.コ ンピュー タ及び機 器調達の適 正化

各機 関での コン ピュータの調達 は、 その機 関が担 っている役 割か らのニーズ に限定すべ き

である。 また、装置 調達 に関 して も、実 際 にそれ らを管 理する立場 にある レベルで の意思 決

定に委 ねる ことを奨励 すべ きであ る。

まとめ

この ように、13の 解決すべ き課題 をみ ると、明 らかに現在 のHPCCそ の ものが、各機関(省 庁)

の要請に よ り肥大化 して お り、本来 のHPCCの 目的 か らかな り離 れた分野 まで も背負 わ されてい

る現状が浮 かび上 がって くる。

しか し、情 報技 術の発展維持 のため には、HPCCの 活動 その もの は不 可欠であ るこ とが強調 さ

れてお り、今後 数年間 にわた っては、現状 レベルでのHPCCの 活動 は維持 される もの と予想 され

る。今後数年 間でHPCCを 取 り巻 く外部 環境 整備 が な されれ ば(具 体的 には、他 の出資機構や 民

間か らの出資体 制が整備 されれ ば)、HPCCそ の ものの見直 しが徐 々に進め られてい くもの と思

われる。

現状の 中では、HPCCの ラベル さえ貼 ってあ れば、資金調達 が簡単 にで きる とい う風 潮 の危 険

性 が指摘 されてお り、そ こで の明確 な活 動評価 、 目的 との整合性 評価 な どが必 要 とされて お り、

ア ドバ イザ リー委員会の設置が指摘 されてい る。

また、HPCCのNCOに おけ る専従 調整担 当者 や広 報担 当者 が必要 であ るこ とも指摘 され てお

り、NCOの 機 能強化 と中立性 が早 急 に必 要 とされている といえ よう。

これまでのHPCCで の手法 の うち、特 に、GrandChallenges/NationalChallengesに よる省庁 間、
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組織 間の壁 を越 えた柔軟 かつ ダイナミックな研 究体制づ くりは成功 した とい えよう。 しか し、そ

こで も研究領 域の発散 や商用技 術への傾注 な ど、 い くつかの問題 が提 起 されてお り、当初の 目的

通 りに各 プ ロジ ェク トを進行 させ る こ との難 しさ を示 してい る といえ よ う。 そ こで は、Grand

Challengesの 中では、明 らか にHPCCの 目的 と分野が異 な る研 究範 囲 につ いては、HPCCの 支援

範囲 か ら除外 すべ きであ る との問題提起 もあ る。そ ういった意味 での プロジェク ト管理 のあ り方

その ものが解決 すべ き課題 になって きている。

ただ し、 この ような 目的 に合致 しているか どうかについて限定 を進め てい くと、本 来持 ってい

る研 究開発 の ダイナ ミズ ムが失 われる可 能性 があ り、同時 に現在の我 が国の支援 制度の ように硬

直化 が現れ る可能性 も高 い。

この ように13の 解 決すべ き課題 は、HPCCの 活動 その ものが各技術 的側面での課題 よ りも、運

営 ・管理体 制 ・制度面 での問題 が多 い ことを示 してお り、HPCCそ の ものの コンセ プ トや方向性

といった面 での明確 化 が必 要 とされてい る。 また、各 関係機 関間の利 害調整 も各課題 の間 に見 え

隠れ してお り、 よ り上位 レベルでの コン トロール機 能が必要 である とい えよう。
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2.HPCCに お け るNationalChallengesの 概 況(注 ・)

HPCC(HighPerformanceComputingandCommunications)基 金 に お け るGrandChallengesと

NationalChallengesは そ れ ぞ れ 大 規 模 な 研 究 開 発 プ ロ ジ ェ ク トで あ る 。GrandChallengesに お い て

は 、 基 礎 的 な 要 素 技 術 研 究 が 主 体 で あ り、NationalChallengesで は 、 実 用 面 を重 視 した 製 品 、 サ

ー ビ ス な ど の 応 用 技 術 研 究 が 主 体 で あ り
、 社 会 的 ニ ー ズ へ の 対 応 が 加 味 さ れ て い る 。

1996年 予 算 ベ ー ス で の 具 体 的 な研 究 テ ー マ は 、 次 の と お り で あ る 。

Grand/NationalChallengeApplications

GrandChallenges

AppliedFluidDynamics

Meso-toMacro-ScaleEnvironmentalModeling

EcosystemSimulations

BiomedicalImagingandBiomechanics

MoleculerDesignandProcessOptimization

Cognition

FundamentalComputationalSciences

Grand-Challenge-ScaleApplications

NationalChallenges

DigitalLibraries

PublicAccesstoGovemmentInformation

ElectronicCommerce

CivilInfrastructure

EducationandLifelongLeaming

EnergyManagement

EnvironmentMonitoring

HealthCare

ManufacturingProcessesandProducts

これ らの 中か ら、比較 的 プロジェク トの成果 が表れつ つあるNationalChallengesの3プ ロジェ

ク ト(デ ジ タル ・ライブ ラリ、エ レク トロニ ック ・コマース、製造 プロセス及 び製 品)に つ いて、

その内容 、実施形態 、研 究開発状況、今後 の課題 な どをま とめ、 さらに4プ ロジェ ク ト(エ ネル

ギー ・マネジメ ン ト、政府情報の一般公 開、環境モ ニ タリング、教 育 と生涯学習)に つい て、概

要な どをま とめた。

(注3)こ の 章 に 関 し て は 、NationalScienceandTechnologyCouncil,CommitteeonInformationand

Communicationsの レ ポ ー ト"HighPerformanceComputingandCommunications(Foun'dationforAmerica's

InfgrmationFuture)"1996を 基 本 と し て ま と め た 。 詳 細 に つ い て は 、http:〃www.hpcc.gov/を 参 照 の こ

と 。
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2.1デ ジ タル ・ラ イ ブ ラ リ

ライブ ラリ情報 の広 範 な活用 の ためには、情報 その もの と容易 な アクセス手段 が必 要 となる。

数年来、電子的 に利用 可能 な情報量 が膨大 に増 えて きてお り、この電子的情報量 の増加状 況には、

HPCCか ら出資 、あ るいはHPCCの 関連 団体 が牽引 的役割 を果た した プロジェク トに よる成果 が

い くつか見 られる。 それ らは、

(1)イ ンターネ ッ トとその拡大

(2)ク ライア ン ト/サ ーバ技術(ワ ークス テー シ ョンか らのサ ーバへ の遠隔接続)

(3)WWW技 術(URL、HTML、HTTPな ど)に よるインターネ ッ トを経 由 した認証技術 と

情報への アクセ ス技術

(4)操 作性の簡単 なかつ拡張性 の高いWWWへ の アクセスので きるNCSAMosaic

であ る。

以下、2.1.1～2.1.7ま で、デ ジタル ・ライブラ リに含 まれるプロジェク トを示す。

2.1.1デ ジ タ ル ・ラ イ ブ ラ リ共 同 研 究

1994年 、NSF、ARPA、NASAは 共 同でデ ジタル ・ライブ ラ リ研 究 お よび技 術 開発 に対 して4

年単位の出資 を行 なった。その対 象で ある6つ の研 究 グループは、そ れぞれ リー ダー となる大学

と10以 上 の団体(図 書館 、博 物館 、出版 社、学校 、 コン ピュー タベ ンダー 、通信事 業者 な ど)

によって構成 されてい る。

この共同研 究の 目的 は、デジ タル化 された情報 の収集 、蓄積 、統合 と検索 、加 工 をユ ーザ ーフ

レン ドリーな方法 で通信 ネ ッ トワー クを介 して可能 にする ことであ る。 この プロジェク ト群 は、

人間 とコン ピュー タの イ ンタラクシ ョン、収集管理 と保存方法 、図書司書 の考 え方、利 用者の評

価 な どの点 も関連 テーマ と して とらえ ている。 さらに、これ らのプ ロジェク ト群 は教 育要素への

展 開 も含 んでいる。

以 下、6つ の プロジ ェク ト(注4)を 示 す。

(1)環 境 ライブラ リ(拡 張性 のあ る知的分散型 ライブラリのプ ロ トタイプ)

これは、 カ リフォルニア大 バー ク レー校が リーダー となってい る もので、 カ リフォルニ ア

州の環境 をテーマ と したデジ タル ・ライブラ リのプロ トタイプ を作 成す るこ とを目的 として

いる。そ こでの情 報 は、環境 に関連す る条例や報告書類 だけではな く、写真 、 ビデオ、 コン

(注4)こ の6つ の プ ロジ ェ ク トに関 して は、 個 別 にWWWサ ーバ 上 で 研 究 状 況 が 示 され て い る。
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ピュ一 夕上の モデル 、州の基本 計画、地 図、 さらには環境情報 に関す るデー タベ ースまで を

含 んだ ものが考 え られてい る。 これ らのマルチ メディア情報 を、データベ ース を中心 と した

クライア ン トサーバ システム を活用 して、環境 に関す る計画 ・研 究 を州 レベルやそれ以下の

地域 レベ ルで利用 す るこ とを可能 にす るものであ る。 この研究 開発 は、 自動 インデ ックス付

与や知 的検索 プロセス、 デー タベ ース技術 、デー タ圧縮 や通信 ツールな ど も研究対象 として

含んでい る。

(2)ミ シガン大学 デ ジタル ・ライブラ リ ・プロ ジェク ト

このプ ロジ ェク トは、地球 お よび宇宙 に関す る科学 デー タの巨大 なマルチ メデ ィア環境 を

創造す るこ とを目的 としている。そ こで は、ページ単位 の イメー ジか ら双方向 かつ柔軟性 の

ある ドキュメン トまで、 さらに は利用者 の指 示 ごとに リアル タイムでの科学 デー タを含 んだ

インタラクシ ョンを可 能 にす るこ とを 目指 してい る。 それは、人類 がこれ まで体験 して きた

実験 を再現す る形 に もな る。

この研 究では、ユ ーザ イ ンター フェース、仲介機 能、 インター フェースエ ージェン トの集

合体 とい ったソフ トウェアエー ジェン トの構 築 を目標 としてい る。 さ らには、多数 のユーザ

と情報 リポジ トリを接 続す るこ とで、イ ンター ネ ッ ト上 の莫大 な量 の情報 を論理 的 に扱 うこ

とので きるシステム構築 が 目指 され ている。

(3)ア レキサ ン ドリア ・プ ロジェク ト

この プロジェク トは、 カ リフ ォルニア大学サ ンタバ ーバ ラ校 で行 なわれている もので、巨

大 かつ深度 の深い地図、画像 さらには将来の デジタル ・ライブ ラリで行 なわれ るであ ろうサ

ー ビス を包含 する画像情 報 に対 して、容易 なアクセスを可 能にす るこ とに目的 を置 いている。

当面の 目的 は、大 きな地 図製作法 の蓄積(現 在 では、総 アイテム数400万 アイテム)を 電

子的 にアクセス可能 な形態 に し、情報 の所在 マ ップ と地理的 に分散 しているデジ タル ・ライ

ブラ リとデー タベ ース をな んらかの統合 インデ ックスで結ぶ こ とで ある。その テス ト環境 は、

ユーザ イ ンター フェース、カ タロ グ、収納方法 お よび各構成 要素 に分 割 され てい る。 コンテ

ンツ を中心 と した検 索 は、 カタログ要素 に対 して開発 され る予定であ る。

(4)ス タンフォー ド ・知 的デ ジタル ・ライブラ リ ・プロジェク ト

ス タンフ ォー ド大学 での知 的デ ジタル ・ライブ ラ リ ・プロジェク トは、多数 のネ ッ トワー

クで接続 された資 源お よび蓄積へ のア クセス を一つの巨大 な 「仮想」 ライブ ラ リとして扱 う

こ とを可 能 にす る統合技術 を開発 す るこ とを 目的 としている。 ここで対 象 としている情報資

源は、個 人の情報蓄積 か ら現在 の一般的 な ライブ ラリや科 学者が共有 している巨大 なデー タ
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蓄積 までを範 囲 と してい る。

ここで の主 たる成 果物 は、 どの ようなバ ックグ ラウン ドをもつユーザで も、 世界 的 な蓄積

資 源 を標 準化 された操作で扱 うこ とので きる技術(こ こでは 「グルー」 と呼 ばれてい る)を

構 築す るこ とであ る。

(5)イ リノイ大学

イ リノ イ大での プロジェク トは、NCSAのMosaicを カス タマイズす るこ とを 目的 と してい

る。 プ ロ トタイプは、情報 資源 に対 して緊密 な接続 と適 した フォームでの表示 を行 な う 「イ

ンタースペース」 を形成す るこ とに よって、 インターネ ッ トブ ラウザ を用 いて ライブラ リの

情 報 にアクセスす る こ とを可能 にす るものであ る。

当面 は、工学 お よび科学分 野の刊 行物 、雑誌 な どの蓄積 に重 点 を置 いて いる。 そ こでは、

全文 を対 象 とし、 テキス ト、画像 、表 、脚 注、参照な どすべ てを含 んでいる。

(6)イ ンフォメデ ィア ・プロジェク ト

このプ ロジ ェク トはカーネギー ・メロン大学 が リーダー とな って いる もので、双方 向のデ

ジタル ビデオの ライブ ラリシステム を開発 す るこ とを目的 と してい る。 この シス テムは、演

説、映像 、技術 を説 明す る 自然言語 な どで構 成 されるライブ ラ リで、音声 お よび ビデオ素材

の コンテ ンツベ ースでの検 索 を可能 にす る。 この ライブラリの環境 は、当面 、lOOO時 間の民

間放送 と教 育映像 ライブラ リの ビデオか ら構成 され る。 この段 階でのユ ーザは、小 学校、 中

学校 の学童 ・生徒 が想 定 されてい る。

2.1.2デ ジ タ ル ・ラ イ ブ ラ リ技 術 プ ロ ジ ェ ク ト(注5)

NASAは デジ タル ・ライブラ リ技術 の研 究開発 に リモー ト ・セ ンシ ング画像 の アクセス支援 お

よび集 配信、特 に公共 ・民 間の両方 に使 える拡張性 の高いア プリケーシ ョン、 に対 して出資 を行

な ってい る。共 同研 究 の早期成果 を期 待 して1994年 度 および1995年 度初頭 に7つ のデ ジタル ・

ライブ ラ リ技術 プロジ ェク トに出資 を行 なった。その対 象は、公 立学校 、博物館 、大学、一般民

間企業 が含 まれ ている。

これ ら7つ の プロジェク トは次 の ような ものであ る。

(注5)詳 細 に つ い て は 、http:〃sdcd.gsfc.nasa.govASTO/DLT/dit _projects.htmlを 参 照 の こ と 。
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(t)統 合 空間デー タア クセス研 究組 合

これ は、ベ ル通信研 究所が行 なってい る もので、NASAの 画像 やその他 の地球空 間デー タ

を扱 うツール 開発 を 目的 としている。そ こでは、位 置情報、アクセス、ブラウジング、転送、

再利 用 がで きる形 を とる。 ツール は、GUI、 デザ イ ン、デー タス クリーニ ング、デー タ圧縮、

分散デ ータベ ース技術 な どの新 しいソ フ トと既 存のパ ブ リック ドメインの ソフ トウェ アを統

合 させ る形 を とる。

(2)デ ジタル映像 の コンテンツ検 索 システム研 究

この プロジ ェク トは、IBMが 担 当 してい る もので、 コンテンツをベ ース と した検 索 を画像

の引用 アル ゴ リズ ムを改良 し、 ス ピー ドア ップを図 ることを目的 とす る。現在 の シス テムで

は、検 索可能 な方法 に制 限があ り、 また、効果的 な検 索 を行 なうため のデー タベース の大 き

さに も制限があ る。ここでの テス ト環境 は、100GB以 上の情報 を扱 う技 術が用 い られている。

(3)家 庭 か らのNASAへ のアクセス

この プロジェ ク トは、 コン ピュー タサ イエ ンス社が実施 している もので、CATV網 を使 っ

たイ ンターネ ッ トへの アクセ ス を行 なう ものであ る。具体 的に、CATVか ら主婦 がイ ンター

ネ ッ トにアクセスす ることが可能 になる ようない くつかの基盤 をフィー ル ド実験 す るもので

ある。

(4)公 的接続の検証:リ アルタイムの地球 ・宇宙科学 データの双方向 実験

この プロジェク トは、 ライス大学 が、年間200万 人が訪 れる ヒュース トン 自然科学博物館

と連 携 した形 で 進 め られ てい る。 そ こで は イ ン ター ネ ッ トを中心 に置 くこ とに よって 、

NASAの リアルタイムに近いデー タ、映像等 をライス大 学か ら博 物館 に転送 し、 プラネ タリ

ウムの プログラムの形 で一般 の人々が コン ピュー タに よる双方向情報 窓 口や宇宙 、地 球科学

の問題解決型 シ ミュ レーシ ョンを行 な うこ とを目的 としてい る。

(5)プ ロジ ェク ト・ホ ライズ ン

この プロジェ ク トは、 イリノイ大学 が行 な ってい る もので、イ ンター ネ ッ トを通 して、地

球 と宇宙 の科学 デー タの両方 を移動 、統合 、分析す るデジ タル ・ライブラ リ技術 を一般 に提

供す るこ とを目的 とす る ものであ る。数多 くの共通 フォーマ ッ トのデ ータ を統合 させ た科学

デー タサーバの開発 を含めて、Mosaicの ような ソフ トウェアや拡張性 を持 ったサ ーバ、情報

システムの研 究開発 を行 なってい る。
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(6)デ ジ タル映像 の圧縮 、転送

この プロジェ ク トは、 ウィス コンシ ン大学が行 なってい る もので、新 しい圧縮技術 とサ ー

バ を用 いた転送 プロ トコル、視 覚化 ソフ トウェアの提供 を行 な うことを目的 としてい る。 こ

こでの プロ トタイプは、100程 度 の要素 を含 んだ定義が可能 な形態 になってい る。

(7)SA旧E－ 工ージ ェン トベースの情報検 索エ ンジン

これは、 ロー ラル ・エ アロシス テム社 が実施 している もので、 イ ンターネ ッ トを通 して、

合衆 国グ ローバル ・チ ェンジ ・マス ター ・デ ィレク トリか ら地球お よび宇宙 に関す る科学 デ

ー タ を利用 す る熟練者 と初心者の両方 に適用可能 なソ フ トウェア を開発 す るこ とを目的 とし

て いる。 知的 ソフ トウェアエー ジェン トを用 いるこ とで、 この ソフ トウェアは 自然 言語 フォ ・

一 マ ッ トや構 造化 された クエ リーや メニ ューに よって、指示 を簡単 な表現で実行 す るこ とを

目指 してい る。 さ らに、間違い訂正や欠落 した情報 の補 完やユーザ ガイ ドな どに よって、込

み入 った クエ リー メカニズムか らユ ーザ を守る仕組 みにな ってい る。

NASAは 、1995年 度 の後半 か ら第2段 階の デジ タル ・ライブ ラ リ技術 のパー トナー選 び を進め

てい る。 この選定作 業 は、1996年 になされ る予定であ る。

2.1.3衛 星 気 象 デ ー タ転 送(注6)

気 象衛 星NOAAの デ ー タ蓄積 は赤道 上の環境 デー タ測定用 の気 象衛 星NOAAか らの リアル タ

イムや時系列 デ ー タの デ ジタル ・ライ ブラ リであ る。2TBの ライブ ラ リは、50TBを 扱 え る よう

拡張 されたIBMの ロボ テ ィックテープ装置 に搭載 されている。

利用者 は、衛星画像 の一覧 を検索 で き、地球 の画像 をプ レビュー した り、 さ らな る加工 や分析

のために ダウンロー ドす るこ とがで きる。 ア プリケー シ ョンと しては、気象分析 、気 象予報 、気

候研究 お よび予測、 海洋表面温度測定 、気温 ・湿度 の環境予測、海洋動態研 究、火 山活動 モニ タ

リング、森林 火災予 防な どが含 まれてい る。

2.1.4環 境 意 思 決 定

1996年 度 か らEPAで は、 自然発生 的 な環境 デー タの分散 資源 を用 いた知的双 方向総合 分析技

術 の開発 に対 して、 調査 を予定 している。 この調査 で は、デー タ蓄積 、イ ンデ ックス付与 、 クエ

リー生成 、 フィル ター ・合計加工 な どを目標 と してお り、情報管理 システムの相互 接続性 をよ り

高度 な環境 判断支援や リス ク評価 システム に活 用す るこ とを目的 と してい る。

(注6>詳 細 に つ い て は 、http://www.saa.noaa.gov/を 参 照 の こ と 。
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2.1.5コ ン ピ ュ ー タ 科 学 技 術 レ ポ ー トの 環 境 整 備(注7)

ARPAの 資金 の もとで、CNRI(CorporationforNationalResearchInitiatives)で は 自然発生的 な

分散 デジタル ・ライブ ラリを連 携す る手法 開発 を行 なってい る。そ こで は、 コンピュータ科学技

術 レポー トや関連情報 の実験 環境整備 や 、ネ ッ トワークに よる検索 、表示、分析技 術の開発、 ネ

ッ トワー ク環境下 での電子 的著作権管 理技術 の開発 な どを行 な ってい る。 この成果 は、5つ の大

学 と議会 図書館 の共同活 動 に活 用 され ている。1995年 度 には、 この プロジェ ク トは次の ようなプ

ロ トタイ プシステムの公 開がな されてい る。

(1)分 散 型デ ジタル ・ライブラ リ技 術 の プロ トタイプは、資源蓄積 管理、 デ ータ構造技術 、

オ ブジェク トベ ースでのマルチ メデ ィアオ ブジェク ト利用可 能な もので ある。

(2)著 作権管理 シス テムは、電子 的著作権 の登録 、認識 、権利移転 、管理 な どすべ ての領域

をカバーす るものであ る。

2.1.6統 合 医 学 言 語 シ ス テ ム(UMLS:UnifiedMedicalLanguageSystem)(注8)

バ イオ技 術の進展 によ り、バ イオ関連 文献、 医療 デー タベ ース、 エキスパ ー ト知識ベ ース シス

テム、臨床 事例 といった異 なった情報 資源 か ら検索 、分析す る ことが、研 究者や実験担 当者 に要

求 され るようになって きている。 その ため に、異 な った デジタル ・ライブ ラ リで あ って も関連概

念 で言語 記 述す る ことが 必要 であ る。 この ような状 況 下 で、NIHのNLM(NationalLibraryof

Medicine)で は、統合 医療 言語 シス テム を開発す る こ とを共 同で行 なってい る。 この プログ ラム

は、現在 で は世界 中に500人 のユーザ を持 ち、概念 の表現方法 の標準化 とさ まざまな情報 資源か

ら電 子的なバイオ情報 を取 り出す ことの支援 を目的 と してい る。

現在UMLSの シ ソー ラスは、 ヴァー ジニア州の40以 上 の医療機 関で電子 臨床 カル テの基本用

語 と してテス トされてい る。最終 目標 は、ユ ーザ に とって よ り簡単 な形 で、患者の記録 システム

や履歴 デー タベース、症状 データベ ース、エ キスパ ー トシス テムなど と連 携 した ものにす ること

であ る。NLMで は、UMLSを 一つ の情 報 ア クセ スポイ ン トと して位 置づ け てお り、1996年 度 に

は、 インターネ ッ トに よるア クセスで 、すべ てのNLM会 員 に知 的エー ジ ェン ト医療 マ ルチデー

タベ ースの検索 、利用 を可能にする ことが予定 されてい る。

(注7)詳 細 に つ い て は 、http:〃www.cnri.reston.va.us/home/cstr.htmlを 参 照 の こ と 。

(注8)詳 細 に つ い て は 、http:〃www.nlm.nih.gov/factssh㏄ 岱.dir/ULMS.htm1を 参 照 の こ と 。
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2.1.7CALSラ イ ブ ラ リ

1995年 度 と1996年 度 に、NISTで は ロバス ト検索 手法 の開発 と製造 業で関心 の高 まってい る

CALS情 報への アクセス提供 を行 な うライブ ラリの設置 を予定 している。

2.1.8研 究 課 題 及 び 達 成 度(注9)

以上の プ ロジェク トで のデジ タル ・ライ ブラ リに関 する研 究課題 と して、1995年 のIITAデ ジ

タル ・ライブラ リ ・ワー クシ ョップ報告 か ら、共通的な課題 とその現状 を以 下にま とめる。

IITAの ワーキ ンググル ープでは、重要 な検討課題 を幅広 くとらえている。ほ とん どの グル ープ

で は、そ れ らの課題 の優先度 を検討す る よ り先 に、イ ンフラの必 要性 が議論 されていた。以下 に

示す5つ のテ ーマの うち、(1)～(3)ま で はデジ タル ・ライブラ リの開発段 階で特 に重 要 な も

のであ り、5つ 目の経 済 ・社会 ・法 的問題 はそれほ ど強調 される もので はない。 また、 この5つ

の内容は互い に重 な り合 ってい る部 分 もあ る。例 えば、相互操作性(1番 目)の 進展 は厳 密 には、

対 象物 をい かに うま く表現す るか、 うま く羅列す るか といった能力(2番 目)の 進展 に依存 す る

か らであ る。

(1)相 互操作性

相互操 作性 に関す る 目標 の設 定が困難である ことは、既 に議 論 され て きている。それ らは、

目的の明確化 と相互操 作性の範 囲の設定 であ り、 この範 囲の中にあ る鍵 となる事柄 を明確 に

す るこ とがそれ 自身の検討 すべ き問題 点であ るか ら難 しいのであ る。

さらに技術的 な相 互操作性の検討 は、幅広 い操作性 をカバ ーす るプロ トコルの設計 に関連

して くる。 それ らは、 リポジ トリ間のプロ トコルであ り、分散検 索の ため のプロ トコル(さ

まざまな レベ ルにあ る自然発生的 なデータベ ース を跨 いだ検索 を含む)や 目的交換 型の プロ

トコルであ る。相 互操作性 は、受動 目的の リポジ トリの中での統 一性 を単 に用意 す るだ けで

はない。 デジ タル ・ライブラ リシステムは幅広 いサー ビスを提供 し、 それ らのサー ビス はで

きるだけ相互操作性 を持つ もの でなければな らない。明 らかに イン ターネ ッ トの プロ トコル

(WWWの 基礎 とな ってい るHTTPな ど)が あ る ことだ けで は不 十分 で ある ことが想像 で き

よう。 この点 について は、 プロ トコルやシステム とい った現在 の基盤 を越 えた ところで検討

がな され なければな らない。 さ らに、プロ トタイ プシステム をどの ように作 るかや、操作性

の卓越 した能力 とアクセ スの偏在 との 間にある トレー ドオ フとい った、複雑 な問題 も提 起 さ

れ る。

(注9)こ の 評 価 に つ い て は 、Interoperability,Scaling,andDigitalLibrariesResearehAgenda:AReportonthe

May18191995,IITADigitalLibrariesWorkshopAugust22,1995を 中 心 に ま と め た 。
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実際の技 術 に根差 した問題 や提起 され た根拠 に対 するニーズは、相互操作性 の研 究 に影響

を与 える。デ ジタル ・ライブラ リへ の アクセス はほ とん どのユーザ にとって、ア クセスその

ものが最終 目的で はない。 む しろ支 援サ ービスであ り、多 くは よ り高度 な機 能 を簡単 な共通

ツール を使 うことに よって可能 にす るこ とを望 んでいる。ち ょうどイ ンターネ ッ ト環境下で、

既存 サー ビスの改善が新 しい アプローチの大 きな障害になる ように、ユ ーザの期 待 と要求 は、

デ ジタル ・ライ ブラ リの相 互操作性 とい う点 での基礎 的な技 術進展 を妨 げる 可能性 が高い。

この傾 向 は、継続的 な開発 を行 なってい く上で の重 要な要素 の一…つ となるため、十分 なコン

トロールが必要であ る。

(2)対 象とリポジ トリの表現

デジタル対象物の蓄積 を密接にみようとすると、そこには分散型の検索 を可能にし、離れ

た資源を統合するプロ トコルのようなメカニズムを使 うことが不可欠になって くる。対象物

と対象物の集合体の表現方法は、相互操作性に大 きな影響を与える。深い レベルで相互操作

性 を必要とするならば、対象物の検索プロ トコルや検索、対象物の交換などと同様に、表現

方法においてブレークスルーが必要 とされる。

ここでの問題は、メタデータの定義 と使い方、その捕 らえ方や 目的からの計算、対象のコ

ンピュータ表現の使い方、分散 しているクラスター化や階層化された情報構造の自然発生的

なリポジ トリの統合、自動的な情報の質、ジャンルなどの評価、 ランキングアルゴリズムな

どがあげられる。また、知識の再現や交換 といった問題や情報内容の存在論的な定義 ・交換

なども提起 される。そこでの 「情報の仲介」 という概念に対する議論もいくつかの報告例が

ある。

ここでの研究は、純粋な意味でのコンピュータ技術による対象 とリポジ トリの表現には、

強みと限界があることを理解する必要がある。さらに、人間としての図書司書が果た してき

た役割 も、技術的アプローチ側からデジタル ・ライブラリの中で検討する際に念頭に置いて

お く必要がある。

(3)蓄 積の管理 と組織

蓄積 された資源の管理 と組織 は、 これ まで の従来 の ライブラ リでの 問題 をその ままデジ タ

ル ・ライブラ リ環境 に置 き直 した もの と考 える ことがで きる。 この分 野は、 デジタル ・ライ

ブラ リが そのユ ーザ集 団のニーズ に合致 した もの になるため には不可欠 な問題 であ る。

ネ ッ トワーク上 の管理 された情 報資源 ・権 利 関係 ・支払 いな どを合体 させ るため の考 え方

と方法 は、デ ジタル資源の管理で の中心 的課 題 と同 じもの である。分散環境下 での情 報の取

り込みや資源蓄積 間の関係 をコン トロールす る方法 は綿密 な実験 が必要 となる。デジ タル ・
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ライブ ラリの内容 に関す る質 ・正確 さはユ ーザの中心的関心事 であ る。 内容の質 を決 めるた

め には、技術 と組織 の間の距離の解決が必要 であ る。 また、検 討 の中では、 ネ ッ トワー ク環

境下 での資源管 理の ためには、図書 司書 と研 究者 の役割 明確化 も必要で ある。

デジ タル ・ライブ ラリ環境 では、テキス トでない内容 に対 す るサ ポー ト能力 が必要であ り、

そ こでは、 テキス トで ないマルチ メデ ィア情 報の取 り込み 、構二造化 、蓄積、 イ ンデ ックス付

与 、検索 な どが 明 らか に研 究すべ き領域 であ る。 しか し、テキス トの デジ タル情 報 も依然 と

して重 要 な検討領域 であ り、完全 な克服 には まだほど遠 い。 デジ タル ・ライブ ラリ環境 での

知識 ベース は、その重 要性 がまだ顕在化 してい ないが、将来重要 な問題 であ る。

長期 間 にわたってデ ジタル情報 の内容 を保 護す るため には、ハ ー ドウェアや ソフ トウェア

の技術 的世代 をい くつか越 えた技術 ・標準 が重要 となって くる。 この こ とは、それほ ど意識

されてい ないが、重 要な検 討課題 であ る。

(4)ユ ーザイ ンター フ ェース と人間一 コ ンピュー タ間の相互 作用

ユーザ イ ンター フェース とイ ンタラ クシ ョン(相 互作用)は 、それ 自身範 囲の広 い問題で

あ り、 デジ タル ・ラ イブラ リにおいて もい くつ か重 要な進展 を見せ てい る。

情報の提示 、視 覚化、情報蓄積 の中での操縦や情報操作 ・分析 ツール との連携 は、検 討の

中心 となる領域 であ る。

ユ ーザの行動 お よびニーズに対 す るよ り洗練化 したモデルの適 用 は、デ ジタル ・ライブ ラ

リシス テムでは、潜在 的 に成果 の大 きい領 域であ る。デ ジタル ・ライブ ラ リシス テムでは、

ユ ーザのニーズ、 目的、行動 をよ り的確 につかむ必 要があ り、それ らは効 果的 なシステム設

計 に活 か され るこ とにな る。最 終的 には、 デジ タル ・ライブラ リシステムで は、 ユーザイ ン

ター フェース にお いてユーザの ワー クステーシ ョンやネ ッ トワー ク容量 な どの さま ざまな レ

ベ ルに適 合で きる能力 が よ り重 要 になって くる と考 えられ る。そ こでは、PDA(携 帯情 報端

末)や ノマ ディ ック ・コン ピューティング ・モデルの ような新技術 が、 この ニーズ を後 押 し

してい くもの と考 え られる。

(5)経 済 的、社会 的 、法的問題

デ ジタル ・ライブ ラ リは、単 なる技術 の構 造 だけで はない。 それ は、法的 、社 会的、経済

的な内容 を十分含 んで お り、これ らの幅広 いニ ーズ に適合す る広 が りを もってい る。権利管

理や電子情報 を用 い た経 済モデル、それ らの経済 モデル を支援 する支払い システム な どが必

要 とされてい る。ユ ーザ のプライバ シー も十分注意 されなければな らない。 そ こには、蓄積

され た資源 の管理 、 開発 、保護 、保存 な どの面 で関連す る複雑 な政策的問題 が存在 す る。既

存 の従来 の ライブ ラ リはこれ らの問題 にい くらかは答 を持 ってい ると思 われる。デ ジタル化
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され た書類 の社会 的 な意味 は、所有 権、著作権 、出版 権、改 ざん権 、翻訳権 な どよ り深い理

解が必要 とされる。 デジタル ・ライブ ラ リが成功す るためには、 これ らの権利 関係 の検 討が

必要 なので ある。

2.1.9デ ジ タル ・ラ イ ブ ラ リの 到 達 目標 及 び 課 題

以上の各プロジェク トのうち、到達 目標が明らかにされているものについては、次のようなも

のが挙げられている。

ARPA「 デジタル ・ライ ブラリ」

・大学の技術 レポー トのサ ーバ での検 索 ・処 理

・基本 的検 索 ・収集機構 の改 良

・ライブラ リイン ター フェース、知 的エー ジェン ト、マルチ メデ ィア ・ドキュメ ン ト ・ブラ

ウザ、非言語 ブラ ウザ のプロ トコル開発

・書誌情報交換の ための書誌情 報ネ ッ トワー ク標準 の開発

・電子的著作権管理 システム(ECMS)の 設計 ・改良

EPA「 環境デ ータベ ースへの公的接続 の検 証」

〈1995年 度 〉

・デ ータ有効性の概要 と公 的公 開の必要性の検討

・イ ンター ネ ッ トを用 いたパ イロ ッ トサーバの導入

・カタログ ・ディ レク トリ ・シソー ラスの ソフ トウェアの調査研 究

NASA「 デジタル ・ライ ブラ リ技術 」

〈1994年 度 〉

・NSFとARPAの 共 同プロジェク トプログラムの導 入

・遠隔監視 イメージデー タへ のア クセス支援技術 の共同研 究準備

〈1995年 度 〉

・調査 ・共 同研 究 プロジ ェク トの第二期 開始

・1994年 度 の成 果のデモ ンス トレーシ ョン
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NASA「 地球環境観 察 システム ・デ ジタル ・ライブラリ」

〈1994年 度 〉

・DAAC(DistributedActiveArchiveCenters)の 地球観 察シス テム(EOS:EarthObserving

System)か らのデー タ成 果物 を導 き出す オンライン 「サ ンプラー」の導入

〈1995年 度 〉

・双方向検索 ツール、 アクセス技術 の開発

NSA「 分散 クロスデ ータベ ース検 索」

〈1994年 度 〉

・基本 検索機能 の拡張

〈1995年 度 〉

・ナビゲ ーシ ョン機 能 とイ ンター フェースの単純化

NSF「 主要研究 イニ シアテ ィブ」

・共同研 究機 関 との協力 関係確 立

・初年度獲得 した プロジェク ト関連 の研 究集団の拡張

・商用化 のための技術 移転 環境 の開発

2.1.10今 後 の 見 通 し

これ らをみて くる と、大 きな技術 的 ブ レー クスル ー として、

・分散型 の巨大 デー タベースでの双方向検 索 ・収集技術

・分散型 のデー タベース情報の管理技術

・分散型 の巨大デ ータベースの表示技術(イ ンターフェース を含 む)

の3つ が大 きな もの と してま とめ られ る。 これ らの技術的課題 は、そ こでのサー ビス 内容 に よっ

て も左右 され る もの であ り、 どこまでサー ビス を追求す るか によって、解決方法 や手段 も異 なっ

て くる といえ る。

技 術的 ブ レー クスルーだ けでな く、 さらに、

・図書館 司書の果 た してい るエー ジェン ト機能実現技術

・電子 的著作権 管理
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なども課題 として今後重みを増すものと考え られる。

デジタル ・ライ ブラリに関 して は、近 い将 来技 術的 ブ レー クスルーが達成 で きるこ とは予想 さ

れる。実際 には、社会 的な要因(公 開可能性 、課 金、著作権等)が 解 決 して初 めて、全面的 な普

及が なされ るはずであ る。

既に、全米図書館協会等でもデジタル ・ライブラリに関する研究が進められてお り、米国内で

は、実現可能性検証段階でのマルチメディア環境下での実験が進められるもの と予想 される。
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2.2エ レ ク トロ ニ ッ ク ・コ マ ー ス

MSTとARPAは 共 同で 、 よ り効率 的で経済的 な ビジネス デー タ交換 シス テム を作 り上 げ るこ

とをNationalChallengesと して行 な っている。 この ビジネスデ ー タ交換 は、電子的 な指示、注文 、

支払 い、製 品仕様 やデザ インデー タの交換 を行 な うものである。ナ シ ョナル ・パ フォーマ ンス ・

レビューで は、これ らデー タ交換技術 が連邦政府及 び納税者 に もた らす便益 につなが ると指摘 し

てい る。

1994年NISTは エ レク トロニ ック ・コマ ース技術 開発 機 関 を設 立 した。 こ こで は、ARPA、

NSA、NSFな どの い くつか の機 関で 開発 された技術 を統合す る こ とを目的 と してい る。 さらに、

24以 上 の共同研究 開発 要綱(CRADAs)に 従 う参加企業 は、展示 目的で器材や ソフ トウェア を貸

し出 し、電子 カタログやVAN(付 加価 値 ネ ッ トワー ク)へ のオ ンライ ンに よるアクセス を行 な

っている。

これは、質問、資料 請求、注文 の受付 な どのデー タ交換 を、取 引企業 間でや りと りす る付加機

能 を もつ ネ ッ トワークであ る。

ア プ リケ ー シ ョ ン と エ ー ジ ェ ン ト
一

電子
カタログ iii

.針一_

}

買い手

調達 小売

医者

/
医療機関;7

健康管理 製造
研究者
研究勤 口/

製品仕様 iii

コミュニケ ーション

・電子 メール

・ファイル転送

・生産 情報交換

データ管理

・データ交換

・データベ ース

・遠隔デ ータ

アクセス

セキ ュリティ

・電子署名

・暗号化

・ア クセス管理

図lll-3エ レ ク トロ ニ ッ ク ・コ マ ー ス の イ メ ー ジ

2.2.1コ マ ー ス ネ ッ ト(注10)

コ マ ー ス ネ ッ トは 、WWWを 用 い た 電 子 的 な 注 文 伝 達 シ ス テ ム の プ ロ ト タ イ プ で あ る 。 こ こ で

は 、 出 資 は 、 コ マ ー ス ネ ッ ト と 企 業 内 統 合 化 技 術 とARPA'sTRP(TechnologyReinvestment

Program)と を 合 わ せ た 形 で 、NISTCRADA(CooperativeR&DAgrCements)か ら の も の で あ る 。

買 い 手 の エ ー ジ ェ ン トに よ り、 自 動 的 に 売 り手 の 商 品 リ ス トか ら 注 文 を 行 な い 、 商 品 が 割 り当 て

(注10)詳 細 に つ い て は 、http:〃www.commerce.netを 参 照 の こ と。
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られれば現 時点での注文 リス トが値段 でソー トされて買い手 に示 され る。無償 で提供 され る技術

は次 の ような ものである。

(1)ス マー トカー ドを用 いたセキュ リテ ィ技術 と電子メ ールでのデ ジタル署名作成技術

(2)電 子 メール を交換す る際 の公 開キー または特殊 キー を用 いた暗号化技術

(3)初 期 デー タ交換、 デー タの内容交換、対象者外秘 の デー タ交換 での認 証のためのセ キュ

リティ技術

今後 の想定 される活動 としては、Mosaicや 電子 メール を1つ のパ ッケージにす る高度化 技術 が

挙 げ られる。

2.2.2RDA/SQLプ ロ トタ イ プ(注11)

自然発生的 に分散 してい るデー タベ ースか ら情 報 を取 り出す ために、NISTはRDA(遠 隔 デー

タベース標準化 アクセス プロ トコル)とSQL(構 造化 クエ リー言語)を 高度化 してい る。 これ に

よって、分散デー タベースか ら情 報 を取 り出す こ とが可 能 とな る。

このイ ンターネ ッ トベ ースのRDA/SQLプ ロ トタイ プは、現在3つ のベ ンダーか らアクセスで

きる。 そこでは、分散 データベ ース をあ たか も一 つの リレー シ ョンデー タベー スを扱 うかの よう

な形での デモンス トレーシ ョンや、エ レク トロニ ック ・コマー スや その他 の アプ リケーシ ョンに

適用で きる複雑 なオ ブジェク トか ら情報 を得 る方法 な どが可 能 となる。

2.2.3製 品 モデル等 の情 報交換標準化

1995年 度 と1996年 度 にNISTで は、製 品モデル デー タの情 報交換標 準(STEP)や 他 のデ ータ

交換標 準 を用 いた産業 での共 同研 究 を予定 してい る。 そこで は、NISTの デ モ機 関での戦 略検 討

も目的 とされている。

1996年 度 には、NISTで 、イ ンターネ ッ トベ ースの情報 アクセ ス、検 索 、選択の ための イン タ

ー フェースの提供 と、そ れらの標準参 照デー タ、標 準参照材 料 の普及 を予定 している。

2.2.4自 動 調 達 機 能(注12)

電子 メールに よる購 入 を実現す るFASTへ の支援 に よって、ARPAで は 自動調達 の機 能 を含 ん

だエ レク トロニ ック ・コマース での課題 に着 目 している。 そ こでのニ ーズは、間接費の少 ない製

品 開発支 援 を国 防省 と産業界 との間 での ビジネス に対 してFASTを 通 して実現 す る ものであ る。

(注11)詳 細 に つ い て は 、http:〃waltz.ncsl.nist.gov/HPCC/commerce.htm1を 参 照 の こ と 。

(注12)詳 細 に つ い て は 、http:〃info.broker.isi.edu/1/fastを 参 照 の こ と 。
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この研 究開発の問題点 は、

(1)エ レク トロニ ック ・コマ ース におけ る大規模 な情報伝 達

(2)政 府購 入段 階での生産性 の向上(政 府 コス トの低減)

(3)「 外 国」 製品 コー ドとのイ ンター フェース

な どが挙 げ られ る。

デ ジ タル ・ラ イブ ラ リとエ レク トロニ ック ・コマ ース との相 乗効 果 が現 出す る こ とに よ り、

ARPAは1996年 度 に、実証的 な課金機能 を含 んだ2つ のテーマ を融合 した環境 卜'での情報 サー ビ

スの プロ トタイプを計画 してい る。

2.2.5コ マ ー ス ネ ッ トの 研 究 成 果 詳 細

これ らの実験 プロジェク トの中で も、最 もアクテ ィビティの高 い コマースネ ッ トに着 目 し、そ

の内容 と体 制 を整 理す る。

コマースネ ッ トは、一地域 にお ける実証 プロジェク トに過 ぎないが、エ レク トロニ ック ・コマ

ース に関連 す る代 表的 な企 業が数多 く参加 してお り、外部 のエ レク トロニ ック ・コマース実験 に

も影響 を及ぼす ほ どの先 進性、規模 を持 っている。従 って、今後 のエ レク トロニ ック:コ マ ース

におけ るデ フ ァク ト ・ス タンダー ド的な意味 を持つ と考 えられ る。

2.2.5.1コ マ ー ス ネ ッ トの 概 要

コ マ ー ス ネ ッ トは 、 イ ン タ ー ネ ッ ト上 で エ レ ク トロ ニ ッ ク ・コ マ ー ス(電 子 商 取 引)を 実 現 す

る た め の 大 規 模 な 実 証 実 験 を 行 な う非 営 利 コ ン ソ ー シ ア ム で あ る 。

コ マ ー ス ネ ッ トの 設 立 は 、1993年TRP(TechnologyReinvestmentProject)に 対 し て 提 案 さ れ た

EIT(EnterpriselntegrationTechnologies)、BARRNet(BayAreaRegionalResearchNetwork)、 ス タ

ン フ ォ ー ド大 学 のCIT(CenterforIntegrationTechnologies)の 三 者 に よ る も の が 発 端 で あ る 。 こ の

提 案 は 、 カ リ フ ォ ル ニ ア 州 政 府 及 び ス マ ー トバ レ ー 公 社 の 強 い 支 援 を 受 け て い た こ と か ら 、1994

年4月 か ら3年 間 の プ ロ ジ ェ ク ト と して 連 邦 政 府 か ら 認 定 さ れ 、600万 ドル の 予 算 を 獲 得 し た 。

ま た 、 コ マ ー ス ネ ッ ト参 加 企 業 か ら 、 同 額(600万 ドル)の マ ッ チ ン グ ・ギ フ トを 受 け て い る 。

設 立 当 初 の コ マ ー ス ネ ッ トの メ ン バ ー は 、 シ リ ン コ ンバ レ ー 地 区 の 半 導 体 、 コ ン ピ ュ ー タ 及 び

金 融 機 関 を 中 心 に 、 そ の 顧 客 、 取 引 先 、 関 連 す る 公 的 機 関 で 構 成 さ れ て い た 。

こ の よ う に コ マ ー ス ネ ッ トそ の も の は 、 カ リ フ ォ ル ニ ア 州 北 部 を 中 心 に 開 始 さ れ た プ ロ ジ ェ ク

トで あ る が 、 現 在 で は 州 外 か ら の 参 加 も可 能 で あ り 、 他 地 域 の エ レ ク トロ ニ ッ ク ・コ マ ー ス 実 験

プ ロ ジ ェ ク トと の 積 極 的 な 連 携 も 進 め ら れ て い る 。
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2.2.5.2コ マ ー ス ネ ッ トの 目的

コマース ネ ッ トでは、最 終的 な到達 目標 と して、企業が 自由に ビジネス情 報 をや りと りす るた

めの使いやすい、 オープ ンな基 盤整備 を行 ない、電子市場 を創造す る ことを掲 げ てい る。 コマ ー

ス ネ ッ トで は、今後5年 以 内 に米 国内の ほ とん どの企業 ・団体 がイ ンター ネ ッ トを通 じて ビジネ

ス を行 な うであろ うと想定 してい る。

しか し、現実 には さま ざまな課題が存在 してお り、その課題 克服の ため にコマースネ ッ トでは

電子市場確立の ための大規模 市場実験 を行ない、次 の ような成果 を想 定 してい る。

(1)解 決すべ き課題 の明確化

(2)明 確化 された課題 を踏 まえて、 エ レク トロニ ック ・コマース に必要 とされる技術、 ア プ

リケー シ ョン、 ビジネスプロセスの標準 化 の推進

2.2.5.3エ レ ク トロ ニ ッ ク ・コ マ ー ス に よ る企 業 、 一 般 消 費 者 へ の 効 果

エ レク トロニ ック ・コマースの普及 に より、次 の ような効 果が考 え られる。

(1)調 達 、購 買業務の合理化

電 子化 によ り、注文、支払 い等 の各 プロセス 間の時間の遅 れが な くなる とともに、伝 票等

の扱 い による間違 い もな くなる。 この結果 として、調 達 ・購 買業務が正確 かつ迅速 な もの と

なる。

(2)製 品のライフサイクル(研 究開発～生産～生産停止)全 体のコス ト低減

製品の開発段階から、オープンにすることで広範囲な競争入札が行なわれ、開発 コス トが

低減できる。さらに、製品の生産 ・販売段階では、電子カタログによる広告宣伝費及び営業

経費の低減、電子決済による手数料の低減等が挙げられる。また、ソフ トウェアや書籍など

のように電子的に配送で きるものについては、在庫 コス ト及び流通 コス トが削減できる。

(3)製 品開発期間の短縮

設計者、製造担当者、 関連業 者 な どがネ ッ トワー ク上で情報 を共有す る ともに、親密 な双

方向の コ ミュニケー シ ョンを とるこ とが可能 とな り、製品開発期 間の短縮 が期待 で きる。

(4)仮 想企業 の出現

ネ ッ トワークに より遠隔地 の企 業で あって も、距離 を意識す るこ とな くコ ミュニケ ーシ ョ
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ンが可能とな り、企業の枠 を越えた目的指向のプロジェク トチームが形成される。プロジェ

ク トごとに適任者で構成 され、従来の企業のように自社内に資源を抱え込む形での経営は、

環境変化への俊敏な対応ができな くなると想定 される。

(5)中 小 企業の ビジネス機 会の獲得

ネ ッ トワー ク上で事 業展 開 を行 な うこ とに より、これ までの大企業 が保有 していたチ ャネ

ルや人 的ネ ッ トワーク を中小 企業 で も獲得す るこ とが可 能 となって くる。そ こでは、広 告宣

伝費 を掛 けな くて も電子 カタログの デザ インさえで きれば、費 用 を掛 けるこ とな く市場 開拓

が可能 となる。

(6)新 た な情報 サ ービスの出現

ネッ トワーク取 引 が活発 に行 なわれ ることによ り、 これ まで存在 し得 なか った新種 のサー

ビスが生 まれて くる。例 えば、膨 大 な電子 カタログの中 か ら希 望す る商品 を検 索す る統合 デ

ィレク トリ ・サー ビス、入札者 と応札 者 との引 き合わせ を行 な うブロー カーサー ビス、 ネ ッ

トワー ク上 での 決済 を行 な うための電子決 済サ ー ビス等 が新 たなサ ー ビス と して考 え られ

る。

電子 デー タに よる商取 引 は これ まで も行 なわれて きたが、 その形態 は事 前に取 り決め を行 な っ

た特定 の企業 間また は個 人間 に限 られてお り、商用VANな どの専用線 ネ ッ トワー クを用 いた も

ので あった。 この形態 で は、規模 の大 きな企業でなけ れば メ リッ トを享受す ることが難 し く、限

定顧客対象 であ る とい う大 きな課題 が存在 して きた。

コマース ネ ッ トでは、 こ う した課題 を解決す るため にグローバル な顧 客獲得 と事業協力者 を確

保す るために、エ レク トロニ ック ・コマ ースの媒体 としてイ ンター ネッ トを選 んでいる。 イ ンタ

ーネ ッ トを使 った必 要最低 限の電子 データのや りとりは、 ワー クス テーシ ョン1台 と電話 回線 を

用意 すれば十分 であ り、 中小企 業や個人 に とって大 きな負担 を強い る ものではない。 また、 イン

ターネ ッ トに関す る技 術 を保 有 しない企業 に対 しては、 コマース ネ ッ トが有償で技術 的支援 を行

なっている。

ただ し、 イ ンターネ ッ トを利用 した場合 には、次 の ような課題 が発生す る。

(1)ア クセスが難 しいこ と

これまでイ ンター ネ ッ トは技術者向 けの ネッ トワーク と して発展 してきた ため、 一般 ビジ

ネス分野 での応用 は始 まった ばか りであ る。その ため、技術者 不足等 の原 因 に よりア クセス
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が一般的 に難 しい とされてい る。

(2)情 報検索機能 が弱 いこ と

インターネ ッ ト上の情 報資源 は、各サ イ トが独 自に管理す るため、そ れ らの情報 を…元 的

に管理、統合す る仕組み はない。 そのため、 どこに自分 の知 りたい情 報があ るかを探す こ と

が難 しい。

(3)セ キ ュ リテ ィが甘 いこ と

イ ンターネ ッ トは、デー タが不 特定多 数の さまざまなサ イ トを経 由 して運 ばれるため、あ

るサイ トを通過す る情 報 を観 察す る ことで、内容 を盗み読 んだ り、改 ざんす る ことは 可能で

ある。 そのため、ク レジ ッ トカー ド番 号やパ スワー ド等 のセキ ュ リティ情報 が盗 まれ ること

は、当た り前 に起 こる と考 えておか なければな らない。

(4)決 済制度がないこと

セキュリティが甘いことから、金銭の授受 においては暗号化などの別手段が必要 となる。

そのため決済制度が確立 していない。

コマース ネ ッ トでは、 これ らの課題 を克服す るため に、解 決策 を検討 する とともに、実証実験

(パ イロ ッ ト ・プロジェク ト)に よって解 決策 の妥 当性 を検証 し、エ レク トロニ ック ・コマース

のための必要 な技術及び ビジ ネス プロセスの標 準化 を進め るこ とを 目的 と してい る。

2.2.5.4コ マ ー ス ネ ッ トで の 実 験 項 目

コマースネ ッ トでは、 イ ンター ネ ッ トの もつエ レク トロニ ック ・コマース の媒体 と して活用 す

る際 の課題 を克服す るため に次 の ようなサ ービスの提供 を計画 してい る。

(1)イ ンターネ ッ トのア クセ スの難 しさの克服

a.ISDN接 続の安価 な提供

サ ンフランシス コ湾沿岸 を対 象 として、 中小 規模 の企業 ・団体 が利 用可能 なISDN接 続 を

安価 に提供 するサー ビス を行 な う。 このサ ー ビス は、BARRNetとPacificBellの 協力 の もと

で行 なわれ る。

b.ス ターターキ ッ トの提供
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イン ターネ ッ ト技術の蓄積 が少 ない企業 のためにス ター ター キッ トをオン ライ ンで提 供 し

ている。 この キ ッ トには、WWWサ ーバ用 ソフ ト、統計解析 ソフ ト、http変 換 プログラム等

のPDS、 シェアウェ アが含 まれてい る。

(2)検 索機能の貧弱 さの克服

a.マ ル チメディアカ タロ グの提供

WWWを 標準 と して採用 したハ イパー メディアによる洗 練 された カタログを提 供す る。

b.高 機能 なデ ィレク トリサー ビスの開発

ユーザが入手 したい と思 う情報 にで きるだけ早 く到達す るため に、ハ イパ ー リンクによる

ディ レク トリ情報 を提供 す る。 さらに、将来的 にはエ ージェ ン ト技術等 に よる高機 能 な検 索

機能 を開発、提供 す る。 このサー ビスはCITが 研究 、開発 を担 当 してい る。

(3)セ キ ュリテ ィの甘 さの克服

a.セ キュ リテ ィ確保方 式の開発

実際 の ビジネス環境での利用 に耐 え られるセ キュ リテ ィの確 保の ために、公 開 キー暗号化

方式 に よるユーザ認証、 アクセス制御 、データ交換 セキ ュ リテ ィの研 究 を行 なってい る。 こ

のサー ビスはRSA、NCSAと の共 同の下 にEITが 担 当 している。

b.セ キュ リティ実現 への 障壁 回避

セキ ュ リティ実現 に際 しての最 も大 きな障壁 は、連 邦政府 に よる暗号化 ソフ トウェアの輸

出制 限 で あ る。 コマ ー ス ネ ッ トは連 邦 政 府 に対 し、 輸 出 規 制 の緩 和 とEES(Escrow

EncryptionStandard)を 再検 討す るよう要請する レポー トを発 表 した。

(4)決 済制度 の欠落 の克服

a.カ ー ド、電子小切 手のパ イロ ッ トプロジェク ト計画

コマースネ ッ トが 目指す ゴールの一つ と して、 コマースネ ッ トを構成 す るメ ンバ ーの金融

機関 を通 した電 子決 済機構 の実 現があ る。その ための取 り組 み と して、 ク レジ ッ トカー ド、

デ ビッ トカー ド、電 子小 切手 に関す るパ イロッ トプロジ ェク トが計 画 されてい る。
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2.2.5.5コ マ ー ス ネ ッ トの 組 織

・参 加 企 業 ・団 体

コ マ ー ス ネ ッ トで の 実 験 に 参 加 しい る 企 業 ・団 体 は 、 次 の5つ の 区 分 に 分 類 さ れ る 。

・設 立 メ ン バ ー(FoundingMember)

・出 資 メ ン バ ー(SponsoringMember)

・参 加 メ ン バ ー(AssociateMember)

・賛 助 会 員(Subscriber)

・ユ ー ザ(User)

(1)設 立 メ ンバ ー

設 立 メ ン バ ー は 、 コ マ ー ス ネ ッ ト設 立 当 初 か ら の 参 加 企 業 ・団 体 で 、 代 表 者 が 理 事 会

(CorporateBoardofDirectors)に 参 加 し て い る 。

(2)出 資 メンバー

出資 メンバーは、 コンソーシアムの管 理、パイ ロッ トプロジェク トへの参加が可能 な団体

であ り以下の ような権 限 を持つ。現在 、米 国内に本社 を持 た ない企業 は出資 メンバ ー として

参加す ることができない。

・運 営委員会(SponsoringSteeringCommittee)お よび ワーキンググルー プにおける投票権

・メ ンバ ーディレク トリへの登録
、 自社 サーバへ の コマースネ ッ トか らの リンク

・プ ロジェク ト成 果情 報 の優先的入手

・プロバ イダース ター ターキ ッ トの無償入手

・ 「ス トア ・フロン ト」 セ ッ トア ップのための技術支援

・トレーニ ング コースへの無料参加

・コマースネ ッ トが関与 す る会議、展示会等への参加

出資 メンバー と して参加 す るため には、年 間35,000ド ルの費用が必要 である。

(3)参 加 メンバー

参加 メ ンバ ーは、出資 メ ンバー とほ とん ど同 じであ るが、 中小 企業 をターゲ ッ トと した設

定 になってお り、出資メ ンバー と比較 してやや制限 され てい る。

・ワーキンググループへの参加権

・メンバー ディレク トリへの登 録 、自社サ ーバへの コマー スネ ッ トか らの リンク
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・プロバ イ ダース ターターキ ッ トの無償入手

・トレーニ ング コースへ の無料参加

・コマース ネッ トが関与 す る会議 、展示会等 への参加

参加 メンバー として参加 す るため には、年間5,000～10,000ド ルの費 用が必要 であ る。

(4)賛 助会 員

賛助 会員 は、 コンソーシアムのメ ンバ ーではない比較 的小 規模 な、 コンソー シアムへの参

加 を希 望 しない企業等 を対 象 と した ものであ る。

・メンバ ーデ ィレク トリへの登 録、 自社 サーバへの コマース ネッ トか らの リンク

・プロバ イダース ター ター キッ トの無償 入手

・トレーニング コースへの無料 参加

・賛助会員 メー リング リス トへの参加

賛助会員 として参 加す るため には、年間1,250ド ルの費用 が必 要である。

(5)ユ ーザ

インターネ ッ トユ ーザであればだれで も、 コンソーシアムメ ンバーが提供 す るス トア ・フ

ロ ン トの顧客 と して、 コマ ースネ ッ トの実験 に参加す るこ とが で きる。
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2.2.5.6コ マ ー ス ネ ッ トの 運 営 形 態

コ マ ー ス ネ ッ トは 、 次 の よ う な 組 織 形 態 に 役 割 分 担 しつ つ 、 コ マ ー ス ネ ッ トを 運 営 して い る 。

・開 発 中 心 チ ー ム(CoreDevelopmentTeam)

・理 事 会(CorporateBoardofDirectors)

・運 営 委 員 会(SpOnsoringSteeringCommittee)

・ワ ー キ ン グ グ ル ー プ

設立 メンバ ー

ワーキ ング

グルー プ ー
コンソー シア ムへの

参 加権 な し

コンソーシアム

メンバ ー

図IN-4参 加団体 と運営組織の関連

(1)開 発中心 チーム(CoreDevelopmentTeam)

設 立 メンバ ーの うち、TRPへ の提 案 に関与 したBARRNet、EIT、 お よびCITの3機 関を特

に 「開発 中心チーム(CoreDevelopmentTeam)」 と称 している。 これ らの機 関はそれぞれ コ

マースネ ッ トの運営上 の各側面 で重 要 な役割 をになっている。

BARRNetは 、PacificBellと の協 調 に よ.り、 中小規模企 業 に安価 なISDN接 続 の提供 を実現

する役割 をになっている。

EITは 、 プログラム全体 の管理(WWWサ ーバの運営 を含 む)と 、ネ ッ トワークサー ビス

実現 のための技術 開発 の役 割 を担 ってい る。特 にインターネ ッ ト上で のセキ ュリテ ィ保持 に

関す る技術 分野 に重 点が置 かれ、SecureH'ITPの 開発 者で ある と同時 に、NSCA、RSAと の

協力 に より、SecureNCSAMosaic、SecureNCSAhttpdの 開発 も行 なっている。

CITは 、NIIプ ロジ ェク トにお け る先端技術 開発 の支 援 を行 な ってい るが、 コマ ースネ ッ

トにおいて も同様 の役 割 を担 ってい る。特 に、 エージェ ン ト技術 をベ ースに した知的情報検

索シス テムの開発 を行 なってい る。

(2)理 事 会(CorporateBoardofDirectors)

理 事 会 で は 、 各 設 立 メ ン バ ー 、 カ リ フ ォ ル ニ ア 州 政 府 、 ス マ ー トバ レ ー 公 社 の 代 表 者 、
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運 営 委 員 会 の 議 長 、 お よ び 理 事 長(ExecutiveDirector)を メ ン バ ー と し て お り、 コ ン ソ ー シ

ア ム の 経 理 、 法 務 、 及 び 日常 活 動 の 管 理 責 任 を 負 う。

(3)運 営委員会(SponsorSteeringCommittee)

運営委 員会で は、各出資 メンバ ーか らの代表 、及 び参加 メンバーの代 表者 か ら構二成 され る。

運営委 員会 は理事会 と協力 し、各 メンバーの管理 を行 な うとともに、 ワー キンググルー プ運

営 の管 理責任 を負 う。

(4)ワ ーキ ンググループ

ワーキ ンググルー プは、エ レク トロニ ック ・コマースに関す る技術 的課題 の検 討やパ イ ロ

ッ トプロ ジェク トの選 定等 を行 な う、 コンソー シアムメンバーの集合体 であ る。

2.2.5.7ワ ー キ ン グ グ ル ー プ の 構 成

コマース ネ ッ トで は、サ ー ビス実現のための技術面 、制度面 での具体 的な検 討 を行 な うこ とを

目的 と して、以 下の10ワ ーキ ンググループを設置 、活動 してい る。

(1,)Connecti"ityWG

(2)Cataiog&DirectoriesWG

(6)Co順borativeEngineeringWG

(8)CollaborationToolsWG

図III-5ワ ーキ ンググループの構成

2.2.6エ レ ク トロ ニ ッ ク ・コ マ ー ス の 到 達 目 標

エ レク トロニ ック ・コマース プロジ ェク トの うち、到達 目標 等が明 らかに なってい る もの は、

次の ような もの が挙 げ られ る。
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NIST「 エ レク トロニ ック ・コマース実験」

〈1994年 度 〉

・エ レク トロニ ック ・コマース を支援す るツール類 の構造 開発

・必要 とされるセキュ リテ ィ ・サ ー ビスの評価

・製造業支援 アプ リケーシ ョンの プロ トタイプ開発

・デモ ンス トレーシ ョン環境 の設置

・ワークシ ョップの 開催 と報告 書刊 行

〈1995年 度 〉

・電子購入のパ イロ ッ トシステムの デモ ンス トレー シ ョン

・セ キュ リティに関す るフ レーム ワー ク と関連 基本 サー ビスの開発

2.2.7今 後 の 見 通 し

既 に、各種 工'レク トロニ ック ・コマ ース実証 実験 は進 め られてお り、電子決済やセ キュ リティ

等 も解決手段がい くつか確立 しつつ ある状 況 にあ る といえる。

コマース ネッ トにおける先行的 な実証実験 も、積極的 に展 開 されてい ることか ら、エ レク トロ

ニ ック ・コマースの一般への普及 は、比較 的早い もの と予想 される。

現段階での技術 的ブ レー クスルー は、

・認証機構(セ キ ュ リテ ィ機 能)

程 度であ って、 これはほぼ克服 の 目途 はつ いてい る もの と考 え られ る。 さらに、社会的要因 と し

て、

・決済制度 の確 立

があ るが、 これ につい て も、 デジキ ャッシュ等 の統一化 ・標準化 に よ り克服 され ることは確実で

あろ う。

その意 味では、産業界全体 のニーズ として も、エ レク トロニ ック ・コマース に関す るニーズ は

大 きな ものがあ るため、積極 的な展 開が今後 もな される もの と予想 され、一般 への普及 も数年後

には確 立す るもの と考 えられ る。
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2.3製 造 プ ロセ ス及び 製品

HPCCの 技 術 は、製 品の加工や製造 過程 と同 じように、製品の設計過程 や生産設計 に適 用す る

こ とが可能で ある。 そ こでは、製 品デー タの新 しい標準 の開発 が鍵 であ り、 その標準 デー タは生

産 プロセスの設計 と、生 産 ・製造 プロセスの設計の高度化 を通 じて活用 で きるものであ る。

さらに興味深 い ことに、 それ らの新 しい標準 デー タは、機械 産業、電気産業 、建 設業、化学産

業な どあ らゆる分野 か ら注 目されてい る。

2.3.1NIST製 造 テ ス ト環 境(注13)

SIMA(SystemlntegrationforManufacturingApplications)プ ログ ラムの一・部 と して、NISTで は、

高度 製造 シス テム及 びネ ッ トワー クテス ト環境(AMSANT:AdvancedManufacturingSystemsand

NetworkingTestbed)を 設置 し、産業界 でのユーザ にデモ ンス トレーシ ョン環境 を用 意す る と同

時 に、 自発 的 な標準 を開発 ・発展 させてい くための支援 を行 な ってい る。

プロ トタイプシステム とイ ンター フェースは、標準 的な製造 業の組織 に適 した構造 とな ってい

る。 この研 究 は、イ ンター フェースのプロ トコル、情報 モデル、構造 の高度 化 を目指 した もので

あ る。1995年 度 には、AMSANTで 、機械 部 品製造 ア プ リケ ーシ ョンと装 置 プラ ン ト産業 が開発

された。 ここでの研 究 は、HPCCの 他の機 関 と産業界 との共同作業で進め られてお り、 ワー クシ

ョップや訓練教材 、 イン ターネ ッ トに よるデー タ構造 や販 売前段階の プロ トタイプシステム に よ

って進め られてい る。特 に、 プロ トタイ プシステムは、潜在 的ベ ンダーに よって実 際 にインス ト

ール され、 テス トと評価 が なされてい る。

そこでは、プ ロ トタイ プSTEP(StandardforTheExchangeofProductdata)の 機 能テス トシステ

ムや概 要 テス トに適 した開発 ツールキ ッ ト、STEPア プ リケー シ ョン ・プロ トコル のための ソ フ

トウェア開発 環境 な どが示 されている。

2.3.2シ ミ ュ レ ー シ ョ ン ベ ー ス の 設 計 ・製 造 の 情 報 高 度 化

このプ ロジェク トは、 アイオ ワ大学 とRPI(RensselaerPolytechnicInstitute)で 研 究 されて いる

もので、NIIに よって生 産組織が 設計 や製造段 階での諸問題 をいか に共同 開発 で きるか を検 討 し

てい るものであ る。RPIで は、2つ の 自動車製造会社での異 なるCADシ ステム間で、ス テア リン

グ ポンプの ソ リッ ドモデ ルのデ ー タ交換 す るための コ ア技術 を開発 して きた。 こ こで は、 当初 、

STEPを 用い たデー タ交換 を行 な った。 このSTEPは その後 、ISOの 標 準 と して発表 される こ とに

な った。STEPに よって、 どの ようなCADシ ス テム間で あって も製品デー タの交換の ための 中立

的 なフォーマ ッ トが提供 されてい るのであ る。

(注13)詳 細 に つ い て は 、http:〃elib.cme.nist.gov/fasd/projs/sima-pm!sima.htm1を 参 照 の こ と 。
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このアプローチは、 コン ピュータ技術 に も共通であ る。例 えば、10の 異な った ソフ トウェアパ

ッケージが基本 的には同 じ機 能 を持 って いるに もかか わ らず 、異 なったデー タフォーマ ッ トを持

っていた場合 、中立的な フォーマ ッ ト変換 プロ グラムをそれぞれの プ ログ ラム とプログ ラム間ご

とに用 意 しない とい けない こ とにな る。 こ ういった ケース に似 た ような状 況 は、CADシ ステム

な どにお いて も、パ ッケージ数 が増 えれば増 え るほ ど累乗的 に増 えてい くことに なるのであ る。

1996年 度 の研究 の トピックスは、 イ ンター ネ ッ トやその他 のWANに おいて、全方位 的な設計

のための機 械システムのシ ミュ レー シ ョンにあ る。 そこでは、高度 な生産 シス テムのための中立

的デー タベースが設計 され、生産工程 の変 更のための分散型 コン トロールシステムが設計 された。

この シミュ レー シ ョン環境は生 産デー タの交換 のため にPDES(ProtocolDevelopmentEnvironment

S伽dard)/STEP標 準 を用 い、対象 のモ デ リングサ ー ビス にはCORBA(CommonObjectRequest

BrokerArchitecture)標 準 を、 データの表示 にはMosaicを 使用 す るものであ る。 この テス トには、

異 なったCADシ ステムパ ッケー ジとアイオ ワ大の シ ミュレー シ ョンベ ース の設計 環境 を用 いて、

高級車のサ スペ ンシ ョン組み立て を構 成 する要素 の再構 築が予定 されてい る。

2.3.3複 合 材 を用 い た ミク ロ構 造 レベ ル の 特 性研 究

このプロジェク トは、テキサス大学によるもので、複合材の最適設計のための理論計算上のツ

ールボックスを開発することが目的である。機械技術者 とコンピュータ技術者が共同で ミクロ構

造 レベルから直接、複合材の設計、分析 を行なうことができる計算式群を開発することを目的と

している。

ミクロ構造の特性は、テキサス州オースチンのALCOAやCOMCOと いった産業共同体 によっ

て提供 されている。研究課題は、複合材の ミクロ構造のモデ リング、基礎構成要素の分析、並行

アルゴリズム、およびデータ構造等が挙げられる。

2.3.4そ の 他

これ らの他、1995年 度のARPAの 実績 は、

(1)設 計 の初期段階 でのCAD環 境 と しての移動体 コンピューティ ングシス テムの構築

ここでは、電線 を敷設 した環境下 で広帯 域、小 型 セル、無線 ア クセス ポイ ン トなどの機

能 を有 す る。

(2)マ ルチチ ップモ ジュールの組み立 てサー ビスへのネ ッ トワー クを用 いたアクセスの構築

(3)製 造業 のための情報基盤サ ー ビスの開発(例 えば、生産工程 分析 や試 作のス ピー ドア ッ

プ)

が挙 げ られる。
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また、1996年 度 の計 画 としては、

(1)ネ ッ トワーク アプ リケーシ ョンのためのシ ミュ レー シ ョン設計 環境 と総合無線 計測 回路

シス テムの構築

(2)工 場 シ ミュ レー シ ョンと生 産 ・製造 プロセス設計 ライブラ リの再利 用 のための、 ネ ッ ト

ワー ク設計 と製造 サー ビスの拡張開発

があ る。

2.3.5SIMAプ ロ グ ラ ム(注14)

中で も、NISTで 進 め られ てい る製造 テス ト環境研究 は、SIMAプ ログラムの 一一部 と して実用 テ

ス トレベル まで到達 してい る。

(1)プ ログラム概 要

1994年 、NISTはSIMAプ ログラム をHPCCの 一部 として設 置 し、製造環境 にHPCCの 技術

を適 用す るこ と を加 速す るた め に、情 報技 術 と製造技 術 に関す る実験 を始 め た。 さら に、

NISTで は高度化 製造技 術 システムの統合化 のため に、発展 プロ グラム を進 めてお り、製造

システ ムの 要素 とイ ンター フェース特性の 評価 の ための プ ロ トタイ プに よるテス トや 、設

計 ・生産計画 ・生 産工程へ の高度 コンピュー タ ・ネ ッ トワーク技 術の適用実験 、高度 製造 シ

ス テムや ネ ッ トワー クへの経 済的効果の予測実験環境整備 な どを行 な ってい る。

(2)研 究実績

1994年 にAMSANTは 、機械 部品生産 アプ リケーシ ョン とプ ロセ ス プラン ト産 業 を対 象 と

して始 まった。 そ こで の設備 は、高度 ネッ トワークとコン ピュー タ資源 を持 ち、製造 アプ リ

ケ ー シ ョンの ための 統合 シス テ ム と標 準 プロ トタイ プを遠 隔実験 す るため の もので あ る。

AMSANTの 現在 のネ ッ トワー ク資源 は、HPCCの サポー トの下 で ワシン トンの7つ の政府機

関 のATMネ ッ トワー ク(ATDnet)と 接続 されている。AMSANTの 設備 は 、NISTの 研 究 員

と産業界 か らの共同研 究者 、お よび他の機関パ ー トナー との間での実験 ・開発 活動 に焦 点が

絞 られている。数値 設計 、生産 計画、生産 ソフ トウェアアプ リケ ーシ ョンな どは、既 にイ ン

ス トール され、NISTの 研 究員 に よって現在 評価 が行 なわれ てい る。 そ こでは、 システ ム統

合 に必要 なイ ンター フェース ・プロ トコル、情報モデル、統合構 造の概念 設計が進め られて

い る。

(注14)詳 細 に つ い て は 、http:〃elib.cme.nist.gov/fasd!projs/sima-pm!sima.htmlを 参 照 の こ と 。
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SIMAプ ログ ラムは、1994年 度 、い くつか の ワークシ ョップを開催 した。 そこでは、製造 アプ

リケーシ ョンの統合 のための産業界の ニ ーズ調査 、仮想 ・分散 型製造 システムの高度操作 イ ンタ

ー フェース のための表示技術 調査 、機械 ・装 置両産業 におけ るSTEPの ア プ リケー シ ョンプロ ト

コル開発 のためのユーザ用件定 義調査 を行 なってい る。

さらに、追加 的プ ログ ラム と して、 プロ トタイプSTEPの 機 能 テス トシステムや概要 テス トに

適 した開発 ツール キ ッ ト、STEPア プ リケー シ ョン ・プロ トコルの ための ソ フ トウェア開発 環境

などのデモ ンス トレーシ ョンが、「NIIに よる障壁排除」会議 の期 間 中行 なわれた。

また、1994年 度 には一連 の技 術報 告 書が刊 行 され、 ワーク シ ョップ議事 録 を含め た もので 、

近 々WWWで も公 開予定 である。それ らの刊行 物の主な ものは、

・注文 靴製造業 における高度技術 の ためのプログ ラム要求仕様

・機械 制御 システム ・イ ンテ グ レー シ ョンのための参照構 造

・STEPAP203仕 様 のベ ー タテス トプログ ラムの試験方針

・SIMAの ための技術 プログラム表 現

な どが挙 げ られる。

2.3.6製 造 プ ロ セ ス 及 び 製 品 に お け る到 達 目標

以」i2.3.1～2.3.5に 挙 げた製造 プロセ ス及 び製品の高度化 プ ロジ ェク トでは、次の ような到達

目標が挙げられている。

ARPA「MADE・ イン ・アメ リカ」

・MADE(高 度製造 プロセス開発 のため のキーソフ トウェア開発及び デモ ンス トレーシ ョン)

の初期 デモ ンス トレー シ ョン

・MADE/IRFPA-FMベ ー タ版 の テス ト

・最終 デモ ンス トレー シ ョン及 び技術 移転

NASA「 航 空機器設計 及び製造」

〈1994年 度 〉

・NASA航 空機器 コー ド 「solver」の完成

・航空機器組合 との共 同研 究準備

・ASOP(AffordableSystem()ptimizationProcess)で の 中心研 究領 域 となる3つ の主 要プ ロジ

ェク トの着手
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〈1995年 度 〉

・航 空機や ジェ ッ トエ ンジンの ような航空機構成 要素へのASOP設 計 手法 の適用 デモ ンス ト

レー シ ョン

MST「 製造 システム環境」

〈1994年 度 〉

・プロセス装置産業 と化学産業 における機械的部分製造工程の モデル開発

・これ らの製造 シス テムの適用 アプ リケーシ ョンでのイン ター フェース仕様検討

〈1995年 度 〉

・アパ レル産業及 び電気機器 製造 業 におけるモデル開発

・前年導入 した システムの拡 張のための インター フェース仕様検 討

・アパ レル産業及 び電気機器製造 業 におけ る適用 ア プ リケ ーシ ョンでの イ ンター フェース仕

様検討

・製造業 における標準 データの管理 システムの仕様検討

・製造 アプ リケー シ ョンの統合化 のデモ ンス トレーシ ョン

NIST「 技術 移転環境」

〈1994年 度 〉

・HPCC開 発技術 の普及 のための技術 移転 メカニズ ムの開発 ・プロ トタイプ化 の計 画

〈1995年 度 〉

・電子図書館、機器選択 、参入 団体 のための認識 のための要求仕様 の検 討

NIST「 プロセス産業 のための シミュ レーションと設 計」

〈1994年 度 〉

・プロセス産業 アプ リケーシ ョンの可視化 と配布

〈1995年 度 〉

・複雑 な化学 ・分子 プロセスのモ デ リング とシミュ レー シ ョン技術 の開発
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NSF「 製造業の ための情報技術 」

〈1994年 度 〉

・デー タベース、 リアル タイム監 視 ・制御 、 ネ ッ トワー ク、マルチ メデ ィア、可視化技術 の

双 方向設計及 び製造工程 のための新技術 開発 の支援

・仮想 環境、遠隔操作 、 テ レプ レゼ ンス、その他共同 設計 ・作 業のための学 際的 プロ グラム

の実施

〈1995年 度 〉

・NRENを ベースに した仮 想環境 、仮想工場 プロジェク トのデモ ンス トレー シ ョンの開始

・NRENを 含 めた情 報基盤 を用 い た学術 的研究 の産業へ の適 用 プログラムの 開発

・次 世代 の製造業 ・情報世代 のための訓練 プログラムの開発

2.3.7今 後 の 見通 し

このようにみて くると、製造関連については、特定業種 に関 してのモデル構築レベルであ り、

仮想工場や仮想環境の確立にはまだかな りの時間がかかるものと考えられる。

特 に、標準化の問題がそこには存在 してお り、標準的モデルや標準化を考えない特定業種(宇

宙産業、軍需産業等)の 狭い範囲内では適用が考えられるが、一般的な製造業への適用は、モデ

リングレベルがここ数年の到達範囲であろう。

技術的ブレークスルーとしては、

・標準化された業種モデルの構築

・実際の工程管理等に耐え得 るインターフェースの開発

の2つ が大きなものとして挙げられるが、技術的に見た場合、それほど困難なものではない と考

えられる。むしろ、製造工程そのものの進化や各企業ごとの製造プロセスの社外秘部分等社会的

要因によるブレークスルーが大 きいもの と予想される。

これら企業ベースでの高度情報技術の普及は、各企業単体ベースでのスピー ドの方が早い もの

と考えられ、 トップダウン的普及 と個別企業単位での普及 との両者のシナジー的進展によって展

開が進んでい くものと考えられる。その意味では、HPCCの 産業界全体に対する刺激 としての役

割は重要であ り、モデルシステムの積極的なデモンス トレーションや訓練プログラムが実施され

ればされるほど、企業個別のシステムも高度化する遠因となるはずである。

これらの高度製造業プロジェク トは、製造業全般に対する高度情報技術の普及 ・啓発機能が重

要であ り、その活動成果は各業種、各企業、各工場単位にボディーブローのように競争力優位 を

獲得する外部環境 として、有効 に作用するもの と考えられる。
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2.4エ ネ ル ギ ー ・マ ネ ジメ ン ト

2.4.1概 要

エ ネル ギー需給 の管理 の改善 は、石 油消費、発電所への投資 、貿易赤字 のすべ てに利 益 を もた

らす。 この ため、DOEと 公益 事 業者 は、 ドキュメ ン トを交 わ し、エ ネルギー需給管理 に関す る

NationalChallengesを 実現 す るの に必要 なツール と技術 を評価 す る。 また、予想 で きる経済的利

益 に関 し ドキ ュメン トを交 わ し、公 益事業者 がNIIの 展 開 に参加 で きる ように必 要な政策 または

法律 の変更 を見極め る予 定であ る。

開発 すべ き新技術 は、相互操作性 、認証、 プライバ シー制御 、multicastdataaggregationの 分野

での分 配 シス テムに関す る もの であ り、エ ネルギー供 給 ・需要 をリアル タイムで管理で きるユ ー

テ ィリテ ィーの機 能強化 を行 う。

財 政支 出を計画 してい るの はDOEで あ り、広域 ・分散 ネ ッ トワー クツール、サー ビス、 プロ

トコル といったテーマ での 開発 お よび実用化 プログラムに対 して資金 を投 入す る。 これに よ り、

エ ネルギー使用 の効率、保存 、請求、顧客 サー ビスを改善 し、エ ン ドユ ーザ相互の交流 を喚起 し、

エ ネルギー使用 の制御 を可 能 とする。

2.4.2開 発 状 況 と到 達 目 標

(1)予 算

1996年 度の実行計画 書 に記述 される予算 に よる と、1994年 度 、お よび1995年 度 当初 には、

本 テーマはNationalChallengesと して予算 が割 り当て られてい ない。1995年 度 の期 の途中で

予測値 と して50万 ドルが計上 されている。 これか ら、本 テーマ は、1995年 度Bluebookに は

提案 された ものの、 実行計画書 には組み入れ らず、1995年 度途 中か ら計画、実行 が開始 され

た と考 え られる。

1996年 度 にはIITAへ100万 ドルの予算 配分 が予 定 され てい る。IITAが1995年 度 のBlue

bookが 出 るころにはエ ネルギ ーの低消費化 に対 し貢献す る意志 があ った と考え られる報告書

が存在す るが(注15)、 それ以降の報告 はTaskGroupか ら出 され てい ない。

(2)実 行計画内容

a.他 のDOE実 行 グル ー プやEPA、NASA、NOAAと の共 同 開発 におい ては、 ロー カルサ

イ トに固有 のデ ー タを、あ る広 さをもった文脈 に集積 す るために多 岐にわたる空間的規

(注15)HPCCITAITAReports(1994年2月)IITATaskGroup報 告'(議 長:MelvynCiment(NSF)、 共 著 者:

RandyKatz(ARpA),YTChien(NSF))。 詳 細 はhttp:〃www.hpcc.gov/reports/reports-nco/3.5.htmlを 参 照 の

こ と 。
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模 に対応 したデ ータ集約技術 を開発す る。

EPA、NASA、NOAAと の作 業 に より、環境状態 の リモー トモニ タ リングをDOEサ イ

トに加 える。

b.顧 客やユー ティ リテ ィ会社 に よってエネルギ ー消費 を リアル タイムで制御 で きる ように

す る能力 をもた らす先 進的な遠 隔通信技術 を実用化 し、それ によ り、現存 のエネルギー

受給管理パ イロ ッ トプロジェク トの下 にDOEエ ネルギー効率計画 に沿 った仕事 を行 う。

c.情 報に関するNationalScienceandTechnologyCouncilのNIIとHPCCの プログ ラムの枠 組

みのなかで情報 インフラ技術 の研 究開発 を実行す る。

内容 は、情報操作 と解析 の ツール、階層 的分 散情報 ス トレージ、協力技術 、情報 の身元

保証であ る。

d.FederalNetworkCo皿ci1と の共 同 によ り、分散 した多種多様 な遠 隔通信 サー ビス を念頭

においた アー キテクチ ャー に含 まれる保護 に関す る技術 と機構 を統合す る。 また、分散

し協調 して行 う業務 や遠 隔 隣席環境 を強化 す るため のCommonObjectRequestBroker

Architectureを 開発 する。

e.イ ン ターネ ッ トやNIIを 通 じ、 選択 された先 進 的なER設 備(例 え ば、次 世代 光 源)を

使 用可 能 にす る他 のERprogramsと 共 同作業 す る こ とに よ り上述 の事 項 の可能性 を示

す。

(3)成 果 と到達 目標(到 達 目標 は初 めの実行プ ランか ら変更 されてい る)

a.1994年 度成果:

エ ネルギー受給 管理 についての産業 一'DOE共 同研 究 をは じめた。

b.1995年 度到達 目標:

エ ネルギー受給 管理の産業 －DOE共 同研 究 を完成す る。

次の付 け加 えられた課題 に対 す る研 究 を完成す る。

・電気 事業 はNIIを 形成す るだけの法的権威 を持 ってい るか。

・電気事業 は共通 の遠隔通信 サービスに どの ように寄与で きるのか。

・NationalChallengesのNIIの 構造的必要事項 を精密化 す るため、企業 と共 同で複 数の

プログラム をは じめた。

c.1996年 度到達 目標:

パ イロ ッ トプロジ ェク トの評価 とNationalChallenges適 用事 項 を援助す るため に、NIIの

要求に関する参 照文書 を作成す る。
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2.5政 府情 報の一般公 開

HPCCプ ロ グ ラ ム で はNationalChallengesと し て 下 記 の 八 項 目 を 挙 げ て い る が 、 こ こ で は 第2

項 の 政 府 情 報 の 一 般 公 開 を取 り上 げ る 。 こ の 項 目 は 第1項 の デ ジ タ ル ・ラ イ ブ ラ リ構 築 技 術 を基

盤 技 術 と して 、 政 府 関 連 機 関 に 蓄 え ら れ た 各 種 の 情 報 を 専 門 家 か ら 子 供 た ち ま で に 広 く提 供 す る

こ と を 目標 と して い る 。 そ の た め 、 第5項 の 教 育 と生 涯 学 習 の 項 目 と も 深 い 関 連 を持 つ 。

1.DigitalLibraries

2.PublicAccesstoGovernmentInformation

3.ElectronicCommerce

4.Civillnfrastructure

5.EducationandLifelongLeaming

6.EnergyManagement

7.EnvironmentMonitoring

8.HealthCare

9.ManufacturingProcessesandProducts

2.5.1関 連 す る デ ジ タ ル ・ラ イ ブ ラ リプ ロ ジ ェ ク ト

Mosaic等 の ブラウザ で アクセスで きる、 イ ンターネ ッ ト上 のサ ーバ に構築 されたHPCCプ ログ

ラムの財政支援 を受 けたデジ タル ・ライブラリを下記 に挙 げ る。

2.5.1.1地 球 情 報

米 国 航 空 宇 宙 局(NASA:NationalAeronauticsandSpaceAdministration)は デ ジ タ ル ・ラ イ ブ ラ リ

関 連 技 術 と リ モ ー トセ ン シ ン グ 情 報 利 用 プ ロ ジ ェ ク ト に 関 す る 情 報 を 一・般 に 公 開 す る た め に 、

様 々 な 企 業 や 大 学 と 協 力 し て リ モ ー トセ ン シ ン グ 情 報 公 開 セ ン タ ー(RemoteSensingPublic

AccessCenter)を1994年 に 設 立 し た 。 ま た 、1994年 か ら1995年 に か け て 以 下 の18の リ モ ー トセ

ン シ ン グ 情 報 利 用 プ ロ ジ ェ ク トに 資 金 援 助 を 行 っ た 。

(1)ア テナ(ScienceApplicationslnternationalCorporation)

アテナ はインターネ ッ トを通 じて得 られ る地球物理学関連情 報 を題材 に、幼稚 園児 か ら高

校 生までの理科 、数学 、技術科 で用 いる教材 とカ リキュラム を開発 しようと してい る。
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(2)BADGER(LockheedMissileandSpaceCorporation)

ロ ッキー ドのパ ロアル ト研 究所 の地 元チ ームはスマー トバ レー社 と協力 してBADGERを

開発 している。 これ は衛星写真 や空 中写真 か ら合成 されたサ ンフランシス コ湾岸地域 の電 子

地理情報 をオンライ ンで視覚化 す るシス テムであ る。 このシス テムはイ ンターネ ッ トを通 じ

て地方 自治体や公共機 関、 その他 どんな企業 や環境 団体 、非営利 組織 に も提供 される。環 境

特性 や地 下 敷 設物 、 私 有 地 境 界 、 市 政 境 界 、 国政 調査 デ ー タ、 人 日統 計情 報 等全 て は

BADGERの 階層化 された視覚化 システムで記述 されてい る。

(3)大 気圏学及び宇宙科学のデータと情報の中学3年 生その他への提供(ワ シン トン大学)

科学 と数学教育で使用す ることを目的 とした北西太平洋地域への取組。

(4)地 球科学分野の人々に向 けた教育課程 の試 行(ECOIogicC◎rporation)

地球 科学分野の人 々の対話 と交 流 を促 進す るため に、学 生 に地球科学の調査方法 を指導 し、

デー タや助言 、手法 や教則本 、 ツールや専門家の指導 を得 られる ようにす る教育課程 を作 り

上げる。

(5)緊 急事態 及び危機管理手 法(北 テキサス大学)

自然災害及 び人為的災害 に備 え、緩和 し、対応す るため にNASAの リモー トセ ンシング情

報が役 立つ こ とを実演 す るインター ネッ ト上の アプ リケーシ ョンを開発す る。

(6)森 林管理計画(ミ ネソタ大学)

森林資源管理のためにLANDSATが 撮ったイメージ情報、デ ィジタル化 された空中写真 と

地上で得 られた森林データベース を組み合わせる。

(7)NASAの リモー トセ ンシングデー タベ ース を用 いたアプ リケ ーシ ョンとイ ンター ネッ ト技

術 を通 じた初等教育課程 での科学教育 の効果 増大(TheAnalyticScienceCorporation)

幼 稚園児か ら小学生 向け に気 象情報 に基づ いた教育課程 を組み立 てている。

(8)環 境探査(WheelingJesuitCollege、 ウ ェス ト・バージニア州)

NASAの 未来の教 室計画(COTF)の 一環 であ る。 この大学 は地球 の環境科学 の単元で用

いるソフ トウェアの 開発 に3年 間携 わっている。 このソ フ トウェアはNASAの リモ ー トセ ン
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シング技術 を利用 した教育 ア プリケーシ ョンを実演 し、イ ンター ネッ トとWWWを 通 じて利

用で きる ようになる。NASAと その関係機 関が持 つテ ラバ イ ト級 の リモー トセ ンシ ングデ ー

タは教育活動 に利 用 で きるが、 その在 りかや利用 の仕方 を知 る教師や学生 は少 ない。 この プ

ロジェク トはこれ らのデー タベ ースや ほ とん どリアルタイムで得 られ る情報 の利用 を促 進す

る。

(9)リ モー トセ ンシング情報 を用 いた洪水管理の改善(SENTAR、INC.〉

この共 同体 はDistributedActiveArchiveCenters(DAACs)か ら得 られる リモ ー トセ ンシン

グデータ をア ラバ マ州緊急事態管 理庁 が行 う洪水 災害管理活 動 の能力 を改善 す るの に用い て

いる。

(10)ハ ワイでの教育 、一般公 開及び観光へのNASAデ ジタルイ メージ情報 の利用

(ハ ワイ大学 とチラ システム社)

イン ターネ ッ ト上 で観光業者 、教育 での利用 、テ レビ放送 及 び研 究者 に提供 され るハ ワイ

諸 島の最新情報 とイメージ写真 。

(11)知 識 へのパスポ ー ト:双 方向 テ レビとインターネ ッ トを通 じた科 学の最前線 への電子的

旅行(TheChildhoodProject,lnc.)

南極 、 クーパー空 中観測機(NASAア ーメス研 究 セ ンター所属)、 ハ ッブル宇 宙望遠鏡 か

らの情報。

(12)テ レビを通じた地球 と宇宙科学情報の一般公開(WRC-TV)

毎 日の気象情報 と出来事 を包括 し、インターネットを通 じて科学科の授業で利用するため

に、現在の地球と宇宙科学の視覚化 を実現する。

(13)衛 星デ ータ利用の リアル タイム農事管理用意 思決定 ツール(ウ ィスコンシ ン大学)

4種 類 の アプ リケ ーシ ョン を開発 する。

a.農 場で用い る海潮 スケジュー リングツール

b.公 共事業体 が発 電スケ ジュー リングに用い る潅概用電力需要予測 システム

c.じ ゃがい もの葉 の病気予測 のための葉 の湿潤期 間評価 のための シス テム

d.ク ランベ リー耕 作の ための霜被害予測 シス テム
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(14)国 立科学博物館を通 じて地球 と宇宙科学データを参照 するための基盤

(カ リフォルニア大学バークレー校)

このプロジェク トは国立科学博物館 をお互いに結ぶ国設の科学情報基盤(SH)を 構二棄 し

ようとするものである。この情報基盤は、既存の、国中に張 り巡らされた公立科学博物館

(それ自体、研究センターと密接 に結ばれている)を 結ぶ高信頼性インターネット網体制の

上に構築 される。

(15)ネ ッ トの渡り歩 き:圧 縮 された衛星写真を用いた水に関するアプリケーション

(メーン湾水族館)

幼稚園児から高校生 を対象に、地表/海水面、海洋学アプリケーシ ョンと、環境に対する

人間活動の影響 を調査する。

(16)日 常の教 育ツール と しての科学 とインターネ ッ ト利用(ス ミソニア ン宇宙物理天文台)

この プロジェク トの 目的の一 つは、小 学生が コン ピュー ター とインターネ ッ トを使 って科

学調査 の基本 的な経験 を積め る ように、 ソフ トウェアを利用 可能 にす るこ とであ る。その た

め に、天文学の研 究用 ソフ トウェア を幼稚 園児 か ら高校生 向 けに改造す る。 この活動 は、広

範 に利用 されてい るSAOイ メー ジ表 示 プログ ラム と小学 生 向 けの天 文解析 プログ ラム を含

む。

(17)火 山の世界(ノ ース ダコタ大学)

この プロジェク トは アメ リカ合衆 国 とその他 の世界 と他 の惑星 に もある火 山の対話 型情報

セ ンター(最 新情 報は インターネ ッ トを通 じて日々更新 され る)を 構築 しようとす るもので

あ る。ノース ダコタ州の教 育施策 では4年 生か ら8年 生の ための学校 が設立 され る予定で あ

る。 また、セ ン トヘ レナ山 とハ ワイ火 山国立公 園 には誰 で もアクセス で きる情 報窓 口が設立

される。

(18)宇 宙 への窓(ミ シガ ン大学)

イ ンター ネッ トベースの地球 と宇 宙科学 を学ぶ能動的 な学習 システム(シ ミュ レーシ ョン

に よって作成 されたアニ メー シ ョン と音声 の説 明がついた博 物館 と図書館)で ある。

1995年 度 の後半 にNASAは 産業界 と学 会のパ ー トナ ーに リモー トセ ンシ ング アプ リケー シ ョ

ンの第2ラ ウン ドを構 築す るための協 同体作 りと補助金支給 を提 案 した。補 助金 は1996年 度 に
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支給 される。

米 国海洋 ・大気科 学局(NOAA:NationalOceanicandAtmosphericAdministration)は 環境 デー

タ と情報 を整備 する役 割 の国家機 関であ る。 これ らのデー タは独立以来 の環境 の歴 史 を表 してい

る。近年、非常 に大量 のデー タ(5000件 以 上)が オ ンラインで直接 に、 または注文 に応 じて利用

で きるようになった。

NOAAの3個 所の国立情報 セ ンターが これ らの情報 を管理 ・配布 している。 近年 各セ ンターは

HPCC関 連技術 を用い てこれ らを供給す る新 しい方法 を探索 して きた。国立気 象 デー タセ ンター

(NCDC:NationalClimaticDataCenter)は 利用者 が直接気象情報 を操作 し、その結果 をオンライ ン

で見 られ るGlobalClimatePerspectivesSystemを 開発 し、利用で きる ように した。 国立地球物理 デ

ー タセ ンター(NGDC:NationalGeophysicalDataCenter)は 太 陽表面 か ら地球物理学 に関す るデ

ー タ、 また最新のDMSP衛 星 のイメージ情報 か ら古気象学 のデー タまで広範 囲の情報 を供給 して

い る。国立海洋科学 デー タセ ンター(NODC:NationalOceanographicDataCenter)は 世界 中か ら

得 られた海洋 科学の最新 デー タをオ ンライ ンでアクセスできる ように している。

さらにNOAAは40カ 所以上の情報 セ ンターをオンラインで国 中で利用で きる ように してい る。

1996年 度 にはNOAAは イン ター ネ ッ トの新 しい ツール を使 うデー タ配付方法 の 開発 を計画 し

てい る。 さらに、多彩 なNOAAの 環境 デー タを練 り上げ、NOAAの 各 地の デー タセ ンター に分

配 し、 よ り短 時間 に確 実 にアクセスで きる ように しようとしている。

2.5.1.2教 育

教 育 省(ED:DepartmentofEducation)は イ ン タ ー ネ ッ トベ ー ス のAskERIC(Educational

ResourcesInformationCenter)を 設 立 し た 。 こ れ は 下 記 の 機 能 を提 供 す る 。

(1)質 問 を 受 付 、 回 答 を返 す サ ー ビ ス

(2)学 習 計 画 や プ リ ン ト、(CNN:CableNewsNetworkやDiscoveryChannel、pBS:public

BroadcastingService等 か ら得 ら れ る)ビ デ オ 教 材 、 調 査 情 報 等 を提 供 す る 先 生 の た め の

仮 想 図 書 館

(3)NationalUrbanLeagueと 協 同 で 開 発 さ れ た 、NationalParentNetwork(こ れ は 両 親 が 子 供

の 成 長 を支 え る た め の 材 料 を 含 む)

1995年 度 と1996年 度 は 仮 想 図 書 館 に マ ル チ メ デ ィ ア や ハ イ パ ー メ デ ィ ア を 含 め て 、 電 子 化 さ

れ たERICの 参 考 文 献 の デ ー タ ベ ー ス を作 り、1995年 度 中 に こ の 中 に 挙 げ ら れ た 参 考 文 献 の 前 文

を利 用 可 能 に す る こ と に 注 力 す る 。

1995年 度 と1996年 度 に 教 育 省 の 教 育 研 究 改 善 局(OERI:OfficeofEducationalResearchand
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Improvement)は 、現在 の研究 開発活動 を含 む検 索可 能なデー タベ ース、効 果的 な例題 プ ログ ラ

ム 、教 育 関連 の 諸統 計 、INetを 通 じて ア クセ ス可 能 な省 内情 報 、 そ れ らの 目的 に 用 い る

InstitutionalCommunicationsNetworkの 中核 部分 を開発 している。更 に、幼稚 園児か ら高校 生、 ま

た身体的 な不 自由があ る人のため にMosaicの 機能拡張 を試 している。

2.5.1.3健 康 管 理 情 報

国立医学 図書館(NLM:NationalLibraryofMedicine)の コ ンピュー タベ ースの医学文献解析

検索 システム(MEDLARS)は 図書館 にあ る生命 医学や健康関連 の大量の情報 に素早 くアクセス

で きるように と構 築 された。 世界 規模 の通信 ネッ トワーク を使 っ て、MEDLARSの 検 索サ ービス

はオ ンライ ンで個 人や研究所 に開放 されている。 このサー ビス は一 日当た り1万8千 件以上利用

されている。

MEDLARSを さ らに使 いやす く、簡便 に検索 で きるように、NLMはPC1マ ッキ ン トッシュ互換

のGratefulMedソ フ トウェア を開発 した。 イ ンターネ ッ トの素早 い通信機 能 を生 か したGrateful

Medの 利便性 に よ り、健康管理 の専 門家の利 用が大 きく増進 した。

国立バ イオテクノロジー情報 セ ンター(NCBI:NationalCenterforBiotechnologyInformation)

は分子生物学、生化学、遺伝学 に関す る知識 を自動 的に蓄積 ・分析す るシステムの構 築 を進め て

い る。 またNCBIは 生物学上重要 な分子の構造 と機能 を分析 す る、最先 端の コン ピュー タベース

の情報処理手法の研 究 を取 りま とめてい る。 これは世界規模 の インターネ ッ トを通 じて、バ イオ

テクノロジーの研 究者 と医療 関係 者 か らのデー タベース利用 と整合化 を促進 させ てい る。

国立 ガン研 究所(NCI:NationalCancerInstitute)は 、ガ ンの抽 出、予防、治療、看護 に関す る

PDQ(PhysicianDataQuery)記 述機 能(英 語 とスペ イン語の利用 が可能)と 、 ガ ンシー ト、文献

を含 むCancerFaxとCancerNet(イ ンター ネッ トのe-mail)情 報 を無料 で提供 している。

2.5.2課 題

HPCCプ ロ グラムの内、政府情 報の一般公 開を進めるための課 題は次の通 りであ る。

(1)NREN関 連

a.ネ ッ トワークの相互接続性 の向上

b.ネ ッ トワークの性能向上

c.ネ ッ トワークの操作性 、運用 性、安全性 の向上
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(2)ASTA関 連

a.コ ン ピュー タシステムの使 いやす さの向上

b.高 性能 コン ピュー タ研 究所 を設置 し、広 く研 究者 に利用 で きる ようにす る。

(3)llTA関 連

a.コ ン ピュータシス テムを使いやす くす る知的 シス テムイ ンター フェースの開発

b.デ ジ タル ・ライブ ラリのための次世代 オブジ ェク ト技術 の開発

2.5.3開 発 目標

各項 目の1996年 の開発 目標 を次 に示す。

(1)NREN関 連

a.ギ ガ ビッ ト級 の ネ ッ トワー ク技術研究 を通 して、2.4Gbit/sec程 度の性 能 を有す る実験 ネ

ッ トワークを全 国規模 で展 開す る。

b.40Gbit/sec以 上 の光技 術 を用 いたネ ッ トワー クの プロ トタイプの構 築 と、ネ ッ トワー ク

プロ トコルの拡 張。

(2)ASTA関 連

a.継 ぎ目のない全 国規模 の コンピューティング環境 として、国立 メタセン ター を設立す る。

b.テ ラフロ ップス級 の コン ピュー タシステムの提供。

c.地 球規模 の気候 モ デルの構 築 とデモ。

(3)11TA関 連

a.エ レク トロニ ック ・コマースや デジタル ・ライブラ リプ ロジェク トを含 めた テス トベ ッ

ドを通 じて情報 サ ー ビスのプロ トタイプをデモす る。

b.携 帯 型機器 を用 いて インターネ ッ トサー ビスの拡張機 能の プロ トタイプを開発す る。

c.デ ジタル ・ライ ブラ リ関連 で行 なわれた研究 と実験成 果のデモ。

d.デ ジタル ・ライブ ラ リ関連 開発 の第二次助成策の取 りま とめ。
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2.5.4主 要 関 連機 関 の活 動

政府情報の一般公開に関する活動 を進めている主要機関の内、米国航空宇宙局(NASA) 、米

国大気海洋庁(NOAA)、 教育省(ED)の 活動内容について紹介する。

2.5.4.1米 国航 空 宇 宙 局(NASA)

(1)NREN

全 国規模 の研 究 ・教育 のための ネ ッ トワー ク構築 を通 じて、今後 要求 される高度 なネ ッ ト

ワー ク機 能 を含 んだワーキングモデル を提示 し、標準 を設定す る。

NASAが 有す る各種 のデ ー タと コン ピュー ティ ング機 能 を、幼 稚 園か ら高校 までの学校 、

デジ タル ・ライブラ リ、教師 のための教 材セ ンターのため に利用 で きる ようにす る。

将来必要 となるギ ガビッ ト級 の高 速通信 網の ため に、衛星通信技術 を開発 す る。

(2)lnformationlnfrastructureTechnology

地球物理学 と宇宙科学 に関す るデー タをインター ネッ トを通 じて…般 に公 開する。

NSF、ARPA乏 協力 して デジ タル ・ライ ブ ラリの研 究 を進め る。 この活動 は次 に示 す リモ

ー トセ ンシングデー タ利用 プロジェク トと連 動 して進め る
。

(3)lnformationlnfrastructureApPlications

リモー トセ ンシングデー タ とその活用 のためのア プリケー シ ョンプログ ラムの開発 とイン

ター ネッ トを通 じた一般へ の公 開 を進める。

この ようなデー タ公 開 を通 して、教育 と生活 、経 済の向上発展 を図 る。

NASAの 航 空工 学、宇宙科 学 の研 究活 動の波 及効 果 として、幼稚 園か ら高校 までの数学、

科学 、技術科教育 の展 開 を助 け る。

一136一



HPCCに お け るNationalChallengesの 現 況

2.5.4.2米 国海 洋 ・大 気 科 学局(NOAA)

(1)AdvancedComputation

将 来的に は低価 格化 が期待 され る超並列 高性 能 コンピュー タシステム を用いて、気象予 報

と気候 変動予測 の面で大 き く前進 を図 る。

(2)NetworkingConnectivity

NOAAが 持つ リアル タイムデー タ、歴史的気候 デー タをイ ンターネ ッ トを通 じてユ ーザー

に提供す るために、ネ ッ トワー ク性能の大拡張 を図 る。

(3)InformationDisseminationPilots

イ ン タ ー ネ ッ ト上 の 最 新 ツ ー ル を用 い る デ ー タ 配 付 パ イ ロ ッ トモ デ ル を 構 築 し 、NOAAの

デ ー タ セ ン タ ー に 蓄 積 さ れ た デ ー タ を ユ ー ザ ー か ら効 果 的 に利 用 で き る よ う に す る 。

2.5.4.3教 育 省(ED)

(1)AskERICService

マルチ メディア情報 、ハ イパー メデ ィア情報 を扱 える ように拡張 を行 う。

教師、管理者、両 親 と生徒 の要望 を満 たす ために、双方 向対 話型通信機構 でサポー トされ

る、全国規模の情報専 門家のネ ッ トワーク構築 の きっかけ を造 る。

(2)OERIlnstitutionalCommunicationsNetwork(INET)

ネ ッ トワーク を通 じて検索可 能なデー タベ ースの中核 部分 を決め 、構 築 を進め る。 この 中

には最新の研究成 果、有益 な模 範教材、教 育上の諸統計値 、教育省 か らの発行 物等 を含 む。

ネ ッ トワー ク上の各種 デー タを検索 した り、取 り出すサ ー ビス を強化 す る。 そのため に文

書 とデー タフォーマ ッ トの内容 を拡張す る。

教育省 の各 中央機 関やサ ポー トセ ンターの統合 を援助す る。

(3)RegionalEducationLaboratoryProgram

教育 関連 の応用研 究 を統括 し、情 報の普及 と技術 的サ ポー トを行 ってい る各地域教育 研究

所 で開発 された技術 を統合 し、新 たな技術成 果の造 出 と利 用者へ のサー ビス を図 る。
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ゴー ファベースのサー ビス メニ ュー方式 と合わせ て、WWWベ ースの グラフィカル なシス

テム も開発 する。

(4)TeacherNetWorkingProject

ここでは教 師の専 門性 を高 め るの に効果 的なア プ リケーシ ョンを提示 する ことを目的 とし

ている。 それに よって教 師 自らが 自己研修 のために教材 ヘア クセ スす るの を促 す。 またその

ためにネ ッ トワークを使 い こなす ための情 報 を提 供する。

(5)NationallnstituteonDisabilityandRehabilitationResearch

身体 障害者が直面 す る問題 への技術 的解 決法 の開発 とテス トを行 い、その情報交換 のため

の シス テム を開発す る。 また、身体 障害者への補助具の配付 方法 を改 善する。

(6)GOALS2000TechnologyPlanningGrantstoStates

小 中学校課程 の教 育達成度 を増大 で きるように、全国的 に、技術 ・設備の導入 を進 め、そ

のためのス タッフの訓練 も行 うための活動 を援助す る。
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2.6環 境 モ ニ タ リン グ

環境 モニ タ リングは、環境変化 の理解 と予測 、そ して、今 日直面 している環境 問題 に対 応す る

ために必須 の もので あ る。 ち ょうど、金融指標 、労働 指標 、あ るいは 、他 の経 済状態の指標 を監

視 す る ように、環境 に関す る指標 を監視 し、環境の状態 を判断す る必 要が あ る。NIIは 、環境観

測、解析 、情報 の普 及過程 の支援 において、断片的 なインフラス トラクチ ャを連結 し、複 数の分

野 にまたが った広 い視点か ら見 る ことので きる包括的 な環境モ ニタ リング遂行能力 をもた らすた

め に重要 となる。

2.6.1概 要

NationalChallengesの 環境 モ ニ タリングでは、観測 システム 、計算 機 セ ンター、記録保管 所、

図書館 、情 報普及 システムの全米統合 ネ ッ トワークを開発す る。 この ようなイ ンフラス トラクチ

ャは、環境 モ ニタ リングお よび保護活動 における国家投資 の うえ に構 築 されるこ とに よって、多

様 な観測 デー タと情 報の統合的管理者 として役 立つ。また、リアルタイムで継 続的な観測 デー タ、

オ ンラインデ ータベ ース、そ して高度 な計算 能力 を容易 にそ して タイム リーにア クセスで きるた

め、環 境 と経 済 にとって重 大で長期 的な損 害 を回避 する ことがで きる。

環境 モニ タ リングか らみ たNIIは 、統合 化 の要素で ある と ともにそれ を促 進す る もので あ る。

す なわ ち、利用者 が地理的 に分散 している多 くの異種 デー タベ ースで作業 で きるよ うに、輸送機

構 とデ ータ変換サ ービス を提供 す る ものであ る。

2.6.2開 発 状 況 と到 達 目標

HPCCプ ログラムで は、 環境モ ニ タリングの分 野で、NASA、NOAA、EPAの 各機 関が取 り組

んでいる。大 規模広 範 囲の環 境情 報のデ ジタル ・ライブラ リが構 築 され、 これ らの蔵 書 を有 効 に

使用 で きる ようにす るための道具が開発 される計画 である。 この中には、衛星画像 や広範 囲 にわ

たる地球科学 デー タベ ースの公 開、地球観測パ イロ ッ ト情報 シス テム、環境情報 への要求 を満 た

す教育訓練 プログラムが含 まれる。以下 、IITA関 連の活動 につい て現況 を述べ る。

(i)EPAの データ公開

EPAは 、知 的な対 話 的操作 イ ンター フェース、検 索お よび解析技法 、経 験の ないユ ーザの

ためのオ ンラインマルチ メデ ィアチュー トリアルの開発 を行 ない、生態観 測、大気 や水 質モ

デル に基づ く予測 、汚染物 質の集 団暴 露な どの色 々な環境デ ータベ ース を公 開す る ことを計

画 してい る。 また、1996年 度予算 要求 では、このテーマに102万 ドル要求 されている。

現在EPAで は、NASA、NOAAと 共 同で、州、連 邦、産業界の各組織 で利用す る環境 アブ
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リケーシ ョン と政策方針決定支援 を行 な う高度 なツールの開発 に注力 してい る。

環境基準 の制定 を行 う コス トを下 げ、HPCC技 術 の市場 を増 やす こ とで、産業 に経 済的恩

恵 を もた らす環境政策決定が 、効 率的 でかつ科学 的、そ して タイム リーにで きる ようにす る。

高性能環境評価 ツール を容易 に技術移転 で きるよ うに、計画 では、…・連のパ イロ ッ トプ ロジ

ェク トを行 っている。 これ らの プロジェ ク トは、環境科学者 、アナ リス ト、政策決定者 のニ

ーズ を評価 す ると ともに
、支援 カ リキ ュラム、訓練用資料、 ツールの開発 を行 なう。

この ような環境 評価 ツール 開発 の最初 の ステ ップ と して 、UAMGUIDES(UrbanAirshed

ModelwithGraphicalUserlnterfaceandDEcisionSupport)とEDSS(EnvironmentalDecision

SupportSystem)が 開発 された。 これ らは、MCNCが 開発 し、州の環境 グルー プに提供 した

もので、都市 および地方 の大気評価 お よび評価 モ デルの改 良 を支援 する。

次 のステ ップでは、現在計 算能力不足 で実行 で きない複 雑 な複合 汚染 の評価 とクロスメデ

ィア環境 問題 を扱 うことので きる次世代 大気 評価 モ デ リングシステム(AirQualityModeling

SystemMOdels-3)を 開発 す る。 このシステムでは、 クロス メディア環境評価 に求 め られる規

模 と分解 能の問題 を解 決す るの に必要 な計算 機資源 の増加 のためにスケー ラブルな並列計算

機 を必 要 とす る。

研 究で は、次の ようなこ とに関係 す る基本 的な技術上 の問題 に取 り組 む。 それ は、空 間、

時間、マルチメディアデータの支援 、知的デー タアクセ ス技法、オブジェク トデー タベース、

異種 のハ ー ドウェア、 ソフ トウェアプ ラッ トフォーム間の相互操 作性 、地球科学情報 に対 す

る一般大衆 のニーズ を満 たす公 的な利用 および教育用 の情報 の作成 であ る。

また、1996年 度 、EPAは 環境 デー タ に関連 す る対話型操作 、検 索、解析 、 ヘル プ機 能の

知的イ ンター フェース とデー タ管理、解析方法 における研究 に対 して助 成金 を交付す る。

(2)NOAAの 情報普及パ イロ ッ ト

イ ンター ネ ッ ト、NIIの ネッ トワー クの利用 によ り、NOAAの もつ莫 大 な実時 間お よび経

歴情報 をすべての利 用者 に対 して、 さらに完全 で便利 な形で、 タイム リーな方法 で提供可能

にす る計 画である。1996年 度予算 要求で は、 この テーマに50万 ドル要求 されてい る。

NOAAの もつ膨大 な量 の環境 デ ータお よび情 報の うちのい くらか を、 インターネ ッ トを と

お して先行公 開 を開始す る。NOAAのPMEL(太 平洋環境研 究所)で は、沿岸 お よび公 海上

にお ける環境 モニ タリングに注力 してお り、一 日か ら一旬の時 間的規模 で海洋の移 り変わ り

の予測 を支援 する。現在 、エルニ ーニ ョ現象 の理解 と予測 を 目的 と して、太平洋 の熱帯域が

モニ タされている。現在 進行 中の 国際 的な研 究 は、エ ルニーニ ョ現象が天候 と水揚 げ に影響

す るメカニズ ム を理解 す るこ とを目標 と している。 このメ カニズ ムが明 らか になるこ とで、

モニ タ リング プログ ラム によ り予報者 が広 い領域 の数 カ月 の天気 を予測す るこ とがで き、太
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平 洋漁業 の漁獲 高 に経 済的 な影響 が期待 で きる。PMELは 、太平 洋の熱帯域 の海温 計測 結果

につい てほぼ リアル タイムで、グラフ ィック表示 をインターネ ッ ト上 価6)に 公 開 してい る。

環境情 報 は、NIIの 一部 と して、民 間団体 、研 究者 、教 育者、一一・一般 大衆 が利 用 で きるよ う

に、各地域 のNOAAデ ータセンターに地理 的に分散 して置 かれるこ とにな る。

1996年 度 は、 イ ンター ネッ トの高度 デー タアクセス ツール を使用 し、NOAAの 種 々の環

境 デ ータの一部 を公 開す るデータ普及 パイ ロッ トを開発す る。

(3)NASAの 情 報 イン フラス トラクチ ャ技術

インターネ ッ トを利用 して地球 お よび宇宙科学 に関す るデータを公 開す る。1996年 度予算

要求で は、 このテーマ に880万 ドル要求 されている。

1994年 度 、 この デー タ公 開 を支 援す るテジタル ・ライブラ リ技術 の研 究 に対 して、 ライス

大 学 とウ ィス コンシン大学 に助成金 が交付 された。

1996年 度 、NASAは 、 リモー トセ ンシングアプ リケーシ ョンを支援す るのに必要 なデジ

タル ・ライブ ラリ技術 の追加部 分 を決定 し、 リモー トセ ンシ ングデー タアプ リケー シ ョンの

公 的使 用 に対 し助成 金 を交付す る。

(4)NASAの 情報 イン フラス トラ クチ ャア プ リケーシ ョン

イ ンターネ ッ ト上 に リモー トセ ンシング画像 のデー タベ ースへ のア クセス と支 援 ソ フ トウ

ェア を開発 、提供 す る。NASAは 、HPCCプ ログラム を土 台に航 空宇宙科 学技術研 究 、お よ

び、数学 、科学 、工学教育 を支援す るNIIの 開発 を容易化 し、現在 の教育 を向上 させ る イン

フラス トラクチ ャを構 築す る計画で ある。1996年 度予算 要求で は、 この テーマ に1800万 ド

ル要求 されてい る。

1994年 度、 イ ンターネ ッ トによる地球 お よび宇 宙科学 に関す るデー タの公 開 を支援 す るア

プ リケーシ ョンに対 して、 ミネソタ大学 、 ノース ダコタ大学、ハ ワイ大学 に助成金 が交付 さ

れた。

1996年 度 、NASAは 、 リモー トセ ンシングアプ リケーシ ョンを支援 す るの に必 要 なデジタ

ル ・ライブラ リ技術 の追加部分 を決定 し、 リモ ー トセンシ ングデー タア プ リケーシ ョンの公

的使用 に対 し助成金 を交付す る。

(注16)詳 細 に つ い て は 、http:〃www.pmeLnoaa.gov/toga-tao/el-nino-story.htmlを 参 照 の こ と 。
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2.6.3そ の 他 の 計 画

HPCCプ ロ グ ラ ム で は な い が 、 環 境 モ ニ タ リ ン グ に 関 連 す る そ の 他 の 主 要 な 計 画 と し て は 次 の

も の が あ る 。

EarthObservingSystem(EOS)(注17)

EnvironmentalMonitoringandAssessmentProgram(EMAP)(注18)

GlobalChangeDataandInformationSystem(GCDIS)(注19)

以 下 、 こ れ ら に つ い て 述 べ る 。

(1)EOS

NASAのMissiontoPlanetEarthプ ログ ラムの基礎 とな るもの で、GlobalChangeResearch

Program(GCRP)に 不 可欠な部分で ある。

大域的 な気候 の変化 を研 究す るため に設計 された器具 を運ぶ宇宙船 で、1998年 初頭か ら稼

働 し始 める予定 である。

EOSDISは 、地球 科 学観測 デー タ を管理 す るシ ス テム で、デ ー タの解釈 とモ デ リ ング、

EOSデ ー タの処理、配付、保管 、お よび、EOS観 測所 に対 する指令 と制御 な ど、EOSの 研究

活動 を支援 する計算能力 とネ ッ トワーク機 能 を提 供す る。 カリフォルニ ア大学バー ク レー校

では、「End-to-EndProbleminEOSDIS」 プロジ ェク トで、 シーム レスなデー タ分散 を支援す

る次世代分散 デー タベース管理 シス テム を研 究 している。

(2)EMAP

国土の生態資源の状態をモニタおよび評価 し、それによって、環境保護管理の意思決定に

寄与することを目的とする。これを達成するために、4つ の目標 を掲げている。

・地域ベースで、国土生態資源の選択指標の現在の状態、方向、変化 を評価する

・国土生態資源の地理的な分布 を評価する

・自然および人為的なス トレスの選択指標 と生態資源の状態の指標 との関連 を探す

・国土生態資源の統計年報および定期的な評価 を提供する

(注17)

(注18)

(注19)

羊細 に つ い て は 、http:〃gcmd.gsfc.nasa.gov/gcmdeos.htmlを 参 照 の こ と 。

羊細 に つ い て は 、http:〃earth1.epa.gov/emap/を 参 照 の こ と 。

羊細 に つ い て は 、http:〃www.gcdis.usgcrp.gov/を 参 照 の こ と。
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(3)GCDIS

数十億 ドルの連 邦 プログラムGlobalChangeResearchProgram(GCRP)の …部。

研 究者、研 究者 、政策決定者 、教育 者な どが、globalchangeデ ー タ、情報 をで きるだけ簡

単 に アクセスで きる ように、適切 な水準 の通信技術 、相互操作性 、接続性 を提供 す るもので

あ る。

GCDISは 、globalchangeの 研 究 に関係 する個 々の政府機 関で運用 され る分散情報 シス テム

の集合体 で、そ れに横 断的 な新 しい インフラス トラクチ ャが追 加 された もの にな ってい る。

共通の標 準、 アプローチ、技術 の共有 などで相互操作性 を獲得 す る。

現在行わ れてい る計 画には、次の ものがあ る。

・ネ ッ トワー クの相 互接続 、省庁 に またがるデー タのゲー トウェイ、デー タ交換用共通

標準 の採用、 関係省庁 間の情報普及の手続 きと方策 の制定の 開発。

・ネ ッ トワーク、お よび、 デー タの収集 と配布 を支援 するデ ー タ処理 セ ンターの実現。

2.6.4今 後 の 技 術 課 題

次の ような技術課題がある。

(1)相 互操作性

い ろい ろな観測 デ ー タ、 さまざ まなデー タタイ プ、広 範囲 にわ たるデ ータサ イズがあ る。

環境 デー タをさま ざまな観測 シス テムか ら情報製品 に統合化 した り、ユ ーザ に配布 で きる よ

うに、デー タフォーマ ッ トと電子情報交換 プロ トコルを共通化す る必要があ る。

(2)情 報セキュリティと信頼性

環境情報におけるユーザの機密を保持するために、データの完全性 と信頼性 を保つ手段を

講 じる必要がある。統一的な品質標準を採用 し、実施する必要がある。

(3)大 規模 デー タへの対応

ユ ーザが要求 した ときに環境 モニ タに必要なデー タが利用 可能 な ように優先度付 けされた

転送手段 を提供す る必要 があ る。バ ン ド幅 と優先度付 け機能 は、生命 と財産 を守 るために、

とくに リアル タイム環境 デー タ収 集 に重 要であ る。 また、バ ース ト的 データ転送へ の対応 も

必要 である。
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2.7教 育 と生涯学 習

教育 と生涯学 習 に対 す るNationalChallengesで は、 あ らゆ る年齢の 人 々や様 々 な能力 を持 つ

人 々を対象 とした教育 、訓練、学習 シス テム実現 のため に、HPCC技 術 を利 用す る。 その 目指す

ところは、以下の とお り。

(1)遠 隔教育

地理 的に離 れた地域 にい る学生 を、最 良の方法 で教育 す ること。

(2)教 師研修

あ らゆる教育 レベ ル に対 し、教師 が利用 で きる リソース を増強す るこ と。

(3)情 報 入手

学生 は、図書館 に出か けず に、情報 や リソースにアクセスで きるこ と。

(4)生 涯学習

年齢や地域 に関係 な く、人 々に教育 の機会 を与 え ること。

(5)デ ジタル ・ライブラ リ

学生で も教授 で も、それぞれの レベ ルに合 った情報 をネ ッ トワー ク経由 で入手で きるこ と。

2.7.1HPCC技 術 に よ る 変 革

HPCC技 術 は、教育、研 究、訓練、生 涯学習 に も様 々な変革 をもた らす。 この例 と して、次 の

ような ものが挙げ られてい る。

(1)教 育

小 学校 の生徒 は、外 国の ことやその 国の文化 、出来事 につ いて、授 業 よ りも多 くの こ とを

学 び、世界 中のペ ン フレン ドと交信 で きる。地理 的に離 れた複 数 のハ イス クールの学 生 は、

数学、科学、通信 につ いて学 び、共 同作業す ることもで きる。 ある学生 は、遠 く離れ た美術

館 や教育施設 にネ ッ トワー ク経 由で訪 問する。学生 は、 イン タラクティブなマルチ メデ ィア

の百科事典や他 の学 習 ツールで、無 数の情 報の中か ら自分 に合 った情報 を探 し出せ る。

(2)研 究

学術研究は、ますます早いペースで変化 してい く。離れた場所から装置の共同使用や科学

上の問題 について共同作業を行ってきた1990年 代 における科学者の共同研究体制は、様 々

な地域の研究者や団体 を加えて、 ここ数年の間にますます複雑化する。地理的に離れた場所

にいる研究員は、実験結果を共有 し、チーム研究プロジェク トに参加 し、学生指導までも共

同で行 うことができる。一団体で研究するには費用がかか り過ぎるプロジェク トは、共同研

究の有力候補 となる。
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(3)訓 練

シ ミュ レーシ ョンによる教育 と訓練 は、OJTに ます ます多 く使 われ るようになる。例 え

ば、パ イロ ッ トの訓練 には、長 い間 フライ トシ ミュレー タが使 われて きた。航 空分野 で は、

今 日では シ ミュ レー シ ョンは別 の ところで も使われてい て、 まだ組 みUZて 中の飛行機 の整備

や修 理 を、整備士 が シ ミュ レーシ ョンで学ぶ。整備 士 は、飛行機が完成す るまでには、 自信

をもって能率的 に整備 や修 理 をで きる ようになる。

(4)生 涯学習

会社 に勤 めてい る人 は、勤務 外 の時 間にインターネ ッ トを使 って、会社 に居 なが ら大学 の

講 義 を受 け ることが で きる。講義 を聞いた り見 た りす るだけではな く、質問 をす るこ ともで

きる。質 問は教授 に送 られ、後 で 回答 を受 け取 る。講 義に出席 で きない場 合 は、 コ ンピュー

タが講義 内容 を記 憶 してお き、後 でそれ を見 る ことがで きる。

2.7.2活 動 内 容

教 育 に対す るネ ッ トワー クイン フラの プログラムは、1994年 度 にNSFが 開始 した。教 育 プ ロ

グラムは、HPCCに 関係 す る政府機 関の ほ とん どが実施 してい る。その 中か ら、NSFとNASAの

活動 内容 につい て取 り上 げ る。

2.7.2.1NSFの 活 動 内 容

・学 生がMOSIS(MetalOxideSemiconductorImplementationService)に よ りVLSIを 製作す る

場 合 、ARPAと ジ ョイ ン トして資金 を供与

・ハ イスクールの学生 と教 師に研 究 を体 験 して もらう探 求 プログ ラムの実施

・教育 ネ ッ トワー クのパ イロ ッ ト・プロジェク トの実施

・デジ タル ・ライブラ リの教育 への応用 に対す るパ イロッ トモデル と大規模 モデルの 開発

・イ ンター ネ ッ トを利用 したメ リー ラン ド州で のバ ーチ ャル ・ハ イスクールの試行
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2.7.2.2NASAの 活 動 内 容

NASAはK-12(KindergartentoTwelve)プ ログラム を推進 してい る。NASAは 、 イ ンターネ

ッ トを利用 した教育 に関 し、教 師の研 修 か ら技 術 サ ポ ー トまで を含 め 、幅広 く活動 して い る。

K-12の 目標 として、以下 が挙 げ られ てい る。

・教育界 に広 め られる技術 やア プ リケ ーシ ョンの開発

・イ ンターネ ッ トに よる高度 な技術 キ ャリア取得 の示唆

・教育 プロセスへ のネ ッ トワー ク とコ ンピュー タの統合

・教師 と学生が関心 をもつNASAの 情 報 に関す るイン ターネ ッ トベ ースの カ リキュラムの開発

・初等教 育 に的 を絞 った企 画の開発

NASAK-12の 活動 内容 は、次の とお り。

(1)教 室 とNASAを オンライン接続

NASAの イ ンタラクテ ィブ ・オ ン ライ ン ・プロジ ェク ト。教室 とNASAを オン ライン接続

し、進行 中の作業や人工衛 星か ら受信 した映像 を、生 中継 を含 めて紹介す る。NASAの 専門

家の レポー トや彼 らの研 究のバ ックグ ラン ド情 報 も提供 する。

(2)イ ンターネ ッ トに関 する教育 ビデ オの作成

インターネ ッ トが学校 教育 に とってす ば ら しい リソースである こ とを伝 えるビデオ、 イ ン

ターネ ッ トへ の接続 を検討 してい る学校の ためのガ イダンス ・ビデオ などを作成。 これ らの

ビデオは、無料 でコ ピーで きる。

(3)学 校への技術支援

以下 の3つ で構成 される。

・複数の学校 をイン ターネ ッ トに より接続

・WWWに つ いて教 師 を教育 し、 また、教師 にWWWを 使 った教育方法 を指導

・教室 とNASAの 専門家 をオンラ インで接続

(4)教 師 に対 する地球科学教育 、 コンピュータ とイ ンターネ ッ トの教育

メ リー ラン ドの24の 学 区か ら選 ば れた教 師が、4週 間の夏季講習 プ ログラム を受講 す る。
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教 師 にはパ ソコン、電話 回線、 イン ターネ ッ トのアカウン トが与 え られ る。

(5)地 球 システム科 学 コースECObgicaの 開設 と普 及

ECOIogicaに よ り、NASAの デ ー タや コン ピュー タ用 リソース がハ イス クール レベ ルの カ

リキ ュラムに取 り込 まれ る。学生 は地球 システムのあ る面 に焦 点 をあ て、科学 ツールや、化

学 、数学、物理学 の知識、 モデ リング、デー タ視覚化 、シ ミュレー シ ョンの技術 、電子出版

物 等 を用 いて勉強 す る。

(6)遠 隔地の天体望遠鏡 を使った教育

学生はパソコンと電話回線を使って、南 カリフォルニアのウィルソン山にある24イ ンチ

天体望遠鏡にアクセスできる。学生は天文学 と天体物理学の分野で発見の機会 を与えられる

だけでなく、関連する様々な知識を得 ることがで きる。

(7)lnternetLibrarylnformationAssemblyDatabase(ILIAD)シ ス テ ム の 開 発 と保 守

knowbot(knowledgerobot)に よ る サ ー ビ ス で 、 イ ン タ ー ネ ッ ト情 報 に 対 す る 教 師 か ら の

問 合 せ と そ の 回 答 を 、 単 純 で 費 用 が か か ら な い 電 子 メ ー ル ベ ー ス で 実 現 す る 。

(8)ロ ー コス トでLANを イ ンターネ ッ ト接続 す るための開発

一本 の普通 の電 話線 を介 して
、80台 以 上の コ ンピュー タを接続 したLANを イ ンターネ ッ

トに接続す る。 このLANを 通 して、電子 メール、gopher、FrP、WWWを 使 うこ とがで きる。

(9)教 師 によるコン ピュータ教室の運営 を支援 するコンピュー タラボの開設

この ラボ は、 イン ターネ ッ トに接続 された7台 の教育用 ワークステー シ ョン と一 台の指 導

員用 ワー クス テー シ ョン、 オーバヘ ッ ドプロジ ェクタや他の教育機器 を備 え る。

(10)広 帯域 、ローコス トを目指 したRF帯 無線 に よるインターネ ッ ト接続 の実現

パ イ ロ ッ トと して、3学 校 と2イ ン ターネ ッ ト ・ポイ ン ト間で試行 中。ISDNも 、学校 が

イ ンター ネッ トに接続 する際のオプシ ョンと して、調査対象 となっている。
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2.7.3技 術 上 の 課 題

イ ンターネ ッ トを利用 した教 育 は、参加す る学校 の数 も増 え、着実 に成 果 をあげてい る。 しか

し、教 えるこ とと学 ぶ ことの道具 として、教 師 も学 生 もコン ピュー タやイ ンター ネッ トの使 い方

を知 っているこ とが必 要であ る。現状 では、イ ンター ネ ッ トで提供 される リソースの多 くは知識

ある人 に よって作成 され、 自分の思 うよ うにイ ンター ネ ッ トを使 いこなす には、た くさんのこ と

を覚 えなければな らない。その ため、米 国では教 師の研修 とともに、小 さい うちか らコン ピュー

タやインターネ ッ トに慣 れ るよう、教 育環境 を整 えて きている。 ただ し、人に よって使 いこなす

能力 に差が あるのは当然 であ り、 アプ リケーシ ョンに応 じてその都度操作 を覚え るの も負担 にな

る。 このこ とか ら、今後 もインター ネ ッ トを利用 した教育 を推進す るためには、誰 にで も簡単 に

使 えるユ ーザイ ンター フェース を提供す ることが、必要で あろ う。
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米国の先端的ソフ トウェア研究開発における連邦政府 プログラムの役割

1.連 邦政府プログラム調査の背景 と目的

(1)調 査 の 背 景 と 目的

我が国では、先進技術 を基盤 とする新たな創造的技術立国としての再活性化が期待 されて久 し

いなか、必ず しも十分な変革が実現されていない、との評価が一般化 している。特 に、情報分野

における技術革新が顕著 とな り、先進的な情報基盤の整備がグローバルに急がれているなかで、

我が国の情報産業の低迷が大きな懸念要因 として注目され始めている。

ソフ トウェア化が進む情報技術分野は、それ自体が新たなアイディアあるいはアーキテクチャ

といった個人の有す る独創性を具現化するかたちで生み出されるという性格が強い。このことは、

情報技術分野 における低迷が、創造的技術立国を目指す 日本において、実はその創造性を創出す

るための十分 な環境が整えられていないのではないか、 という深刻な問題 を抱えていることを示

唆 している。

一方、先端的ソフ トウェアを含めた情報技術全般の研究開発の動向を米国について見てみると、

ここ数十年の間に創出された成果は我が国のそれと比較 して極めて充実 したものであ り、 しかも

こうした日米格差がここ しばらくは拡大 してゆ くのではないか、というのが一般的な見方である。

こうした日米格差が生 じる背景には、単に研究者の資質といった要因ではな く、情報技術 に関わ

る研究開発か ら実用化 に到るプロセスにおいて、 日米間で基本的な構造の相違があるのではない

か、という点が懸念されている。

本調査では、特に米国の連邦政府が行なってきた研究開発プログラムに焦点 をあて、上述 した

日米格差の問題について検討することを目的 としている。

(2)調 査 の 内容

本調査では、情報技術分野における米国連邦政府の研究開発プログラムの有用性 を検討するた

めに、「情報技術 とその開発 プロセスの特徴及び連邦研究開発プログラムの役割 に関する検討」

を行なう。

情報技術およびその開発 プロセスは、他の研究領域 と比較 して幾つかの注目すべ き特徴を有 し

てお り、そのことを理解することは当該分野における政府研究開発プログラムのあ り方を議論す

る上で重要なことと思 われる。本調査では、こうした情報技術およびその開発 プロセスに関する

特徴 について検討 した上で、そうした特徴 を踏まえると、政府が実施する研究開発 プログラムに
イ

どの ような役割が求められるか、という点を検討する。具体的には、情報技術分野における研究

開発モデルとして 「研究開発」、「標準化 ・プラッ トフォーム化」、「市場化 ・情報基盤整備」 とい

うプロセスを循環的に経るなかで技術要素が成熟化する、 というスパイラルモデルを仮定 した時

に、米国の連邦機関がこのスパイラルを円滑に駆動する上で有効な役割 を果た してきたのではな
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いか、 とい うのが主要な論点 となる。 また、 このスパイ ラルモデルの視点 か ら、過去数十年間 に

おける米 国連邦機 関の研 究開発 プログラムの経緯 について議論 する と ともに、米 国連邦機関が行

な う研究 開発 プログラムの仕組 みにつ いて も、HPCC計 画 を例 と して検討す る。
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2.情 報技術 とその開発プロセスの特徴に関する検討

2.1情 報技術の特徴

本節では、研究開発における政府の役割について検討するにあたり注 目しなければな らない

「情報技術」自体が持つ特徴 について検討する。

(1)技 術 要 素 の独 創 指 向 性

情報技術は、その技術要素に付与 される開発者の独創性 に依存する割合が他の分野 と比較 して

大 きな分野 ということが言える。一般に多 くの技術分野では、当該分野を構成する技術要素が多

かれ少なかれ自然科学的な原理によって支配 されることは避け られない。ところが、情報技術の

分野は基本的なハー ドウェア技術の分野においてはこうした自然科学的な原理によって支配 され

る割合が相対的に大 きい ものの、 より上位のソフ トウェア領域の技術要素では、当該技術要素が

前提 とするアイディアやアーキテクチャが技術の良し悪 しを支配する主要要因として重要になっ

て くる。言い替えれば、技術のソフ ト化が進んでいると言える。

以上のことか ら、 より成熟化 ・ソフ ト化が進んだ情報技術分野においては、技術要素の良 し悪

しを支配するアイディアやアーキテクチャを独創する活動が、研究開発のなかでより重視 されな

ければならない、ということを指摘することができる。具体 的には以下のようなことが言える。

・アイディアやアーキテクチャの試行錯誤が研究開発のなかである程度許容されなければな

らない。

・独創 的な アイデ ィアや アーキテ クチ ャを創 出す る活動 にイ ンセ ンティブが与 え られる よう

な 「オープ ンかつ コンペ ティティブな研 究開発」の環境 が提 供 されな ければな らない。
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(2)技 術 要 素 の 重 層性

情報技術は、その成熟化 ・ソフ ト化 が進むにつれて、当該技術 を構成する技術要素が重層化 し

てきているという見方ができる。すなわち、あるアイディアやアーキテクチャをベースとする技

術要素の研究開発や製品化は、それ以前に開発 された技術要素を前提 とし、その上位技術として

構成されることが一般化 してきているということである。例 えば、一つのコンピュータを構成す

る技術構成 を大まかに見ても、図IV-1に 示す ように汎用機 を中心とした比較的簡単な階層から、

論理的にはより複雑な階層構造 を持つ技術構成へ と変化 してきている。

シ ス テ ム イ ン テ グ レ ー シ ョ ン 、

ソ リュ ー シ ョ ン 、ア プ リケ ー シ ョ ン

口[][」[」口[」

国国口

固:;三

出典:通 商産業省機械情報産業局 電子情報技術(IT)を 活用 した

産業のダイナミズム回復のためのプログラム(平 成7年)

図IV-1情 報技術の重層化

この ような技術要素の重層化は、複雑化する情報システムを新 たな技術要素によって効率的に

高度化 し、市場化する上で技術開発の 自然なスタイルを提供 している。ある独立 した技術要素を

組み合わせるような研究開発が効率的であること、情報分野における技術要素は常に完結 した情

報システムの一部 として機能することが求められるために、他の技術要素との関係 を仕様化する

ことが重要であること、といった幾つかの要因によって、技術要素の重層化は情報システムの研

究開発において自然 なアプローチであったと言える。近年ではネッ トワーク化、デジタル化が進

むことによって、情報システムを構成す る情報技術 は一層複雑化 してきている。 この場合にも、

個々の技術要素は他の技術要素 と特定のインタフェースを形成 しながら組み合わされ、全体 とし

ては技術の重層化が進んでいるという見方がで きる。図IV-2は 、複雑化する情報技術の体系 を
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分類 しようとす る幾つ かのモデル を参考 に して、重層 化す る情報 システ ムの インタ フェースモデ

ル を作 成 した ものであ る。 ここで(ll)か ら(19)は 情 報 シス テム を構成す る ク リティカル ・イ

ンタフェース と考 え られてい る もので 、特 に このイ ンタフェース部分 を中心 として技術 の重層化

が進んでい るもの と考 え られる。

(ll)AAl:ApplicationtoApplicationlntertace(12)AAI':AppliancetoAppliancelnte斤ace

(13)AAI":ApplicationtoAppliancelnterface(14)API:ApplicationProgramlnter「ace

(15)HTI:Human/Technologylnterface(16)ISI:1nformationServicelnterface

(17)CS1:CommunicationsServiceslntertace(18)NN1:NetworktoNetworklnteriace

(19)NCI:NetworkServiceControlPointtoCommunicationsNetworklnterface

出典)三 菱総合研究所

図IV-2重 層化 する情報 システムのイ ンタフ ェースモデル

このように技術要素を重層的に構成するアプローチでは、特定の技術要素の 「プラットフォー

ム化」 を進める意味合いが大 きい。ここにプラットフォーム化された技術(「 プラッ トフォーム

技術」 と呼ぶ こともある)と は、「当該技術要素の上位技術 としてより高度 な機能を提供する技

術要素の創出を促進するような技術要素」を指 し、情報技術を構成する上で重要な役割 を担うも

のと考えられるものである。

有用 な プラ ッ トフ ォーム技術 は、そ れ 自体 がパ ッケージソフ トウェア とか ソ フ トウェア環境 、
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ネ ッ トワークプロ トコル とい った製品 として市場化 され、市場投入 された製品 自体 もまた新 たな

プ ラッ トフォーム と呼べ る ものにな る。 こ うした製 品 レベルの プラ ッ トフォームは、いわ ゆる現

在の情報産業市場 における主要 な投資対象 にな っている(注1)。

一方
、製品 レベルの プラ ッ トフォーム は、 より高度 な機 能の実現 を目指 す研 究開発の新 たな投

資の対象 に もなる、 とい うの も重 要な点 である。例 えば、イ ンターネ ッ トの技術 は、情 報 ネ ッ ト

ワーク上で多様 な機能 を実現す るため に行 なわれた多 くの研 究 開発 とその成 果 と しての技 術要素

に とっては、 な くてはな らない 「プラ ッ トフォーム技術」 であ ったこ とは明 らかであ る。 イン タ

ーネ ッ ト技 術の上にWorldWideWebと い う新た な情 報 アクセ ス技術 の プラッ トフォームが提 供

された ように、「プラッ トフ ォーム技術 」 の上 には新 たな 「プラ ッ トフォーム技術 」が開発 され、

よ り上位 の技術要素の研 究 開発 を誘 う。技術要素 の重層化 は、 この ような プロセス を経 て進 んで

いる もの と考 えられるのであ る。

2.2情 報技術の研究開発プロセスの特徴

前節で指摘 した情報技術がもつ幾つかの特徴によって、それ らの情報技術 を研究開発するプロ

セスについても幾つかの重要な特徴を指摘することができる。

第一 に、す でに指摘 した 「技術 要素の独創指 向性」 に よって、プラ ッ トフォーム技術 とな り得

る ような有用 な技 術要素の研究 開発 プロセスのなかでは、他 の研究分 野 に も増 して、多様 なアイ

デ ィアやアーキテクチ ャの試行錯誤 があ る程度 許容 されなけれ ばな らない、 とい うこ とが言 え よ

う。米 国のNationalResearchCouncil/ComputerScienceandTelecommunicationsBoardが 公表 した

レポー ト(注2)(以 下、CSTBレ ポー ト)に よれば、 アイデ ィアや アーキ テクチ ャが10年 か ら15

年 のサイクル を経 て実用化 される事例 を調べ た結 果 と して、結局、"ltishardtopredictwhichnew

ideasandapproacheswillsucceed"と い うこ とを指摘 している。重 要 なプラ ッ トフォーム技術 の基礎

となったアイディアや アーキテ クチ ャを、提案 当初 か ら有 望で ある と予想 す るこ とは極め て困難

な ことであった、 とい うの である。 も し、 それが事実 であ るな らば、 一見無 駄 とも思 える ような

試行錯誤 を行 なうこ とも、 よ り最適 な技 術 を育 てるため にはや むを得 ない とい うこ とが言 えるの

である。

(注1)ソ フ トウ ェ ア に つ い て 言 え ば 、 欧 米 で は プ ラ ッ トフ ォ ー ム 化 さ れ た パ ッ ケ ー ジ ソ フ トウ ェ ア の 割 合

が1992年 時 点 で ソ フ ト ウ ェ ア 全 体 の 生 産 量 の7割 以 上 に 達 し て い る 。 一 方 、 我 が 国 に お け る そ の 割

合 は3割 程 度 で あ る 。 こ れ は 我 が 国 で は 個 別 ユ ー ザ が 特 注 す る ソ フ ト ウ ェ ア の 割 合 が 高 く、 プ ラ ッ

トフ ォ ー ム 化 さ れ た パ ッ ケ ー ジ を 組 み 合 わ せ て シ ス テ ム を 構 築 す る 市 場 構 造 が 、 欧 米 ほ ど は っ き り

と して い な い た め だ と言 わ れ て い る 。 、

(注2)ComputerScienceandTelecommunicationsBoard,NationalResearchCouncil;"EvolvingtheHigh

PerformanceComputingandCommunicationsIntiativetoSupporttheNation'sInformationInfrastructure,

NationalAcademyPress,Washington,D.C1995。 本 文 書 の 要 約 と 注 文 情 報 は 、 イ ン タ ー ネ ッ トの

httP:〃www.nap.edu!bap/onlinethpcc/index.html上 で 入 手 す る こ と が 可 能 で あ る 。
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第二 に、独創 的なア イデ ィアやアー キテクチ ャを創 出す る活動 にイ ンセ ンティブが与 え られる

ような 「オープ ンかつ コンペ テ ィテ ィブな研 究開発」の環境が、活発 な情報技術の研 究開発 プ ロ

セス を支 えるイ ンフラス トラクチ ャと して不可欠であ る、 とい う点であ る。多様 なアイデ ィアや

アー キテクチ ャの提 案 を行 な うこと自体 に対 して インセンテ ィブ を与 える一方 、適切 な提 案 の評

価 システムのなかで研 究資金 の配分 を行 な うプロセ ス を通 じて、有 望 なアプローチ を 「選 りす ぐ

る」 仕組 みが用意 されなけ ればな らないだろ う。

第三 に、技術 要素の重層 化 が進み、 いわゆる 「プラ ッ トフォーム技 術」 が情報技術 において果

たす役割 が大 き くな るこ とで、単 に特定 の技術要素 を 「研究 開発」 す るこ とと、当該 技術要素 の

「標 準化」あるいは 「プラ ッ トフォーム化 」、そ う した プラッ トフォーム を用 いた製品の 「市場化 」

あ るいは 「情 報基盤構 築」 とい うことが不可分の関係 を作 り出 してい る、 とい う点 を指摘す る こ

とがで きる。 さらに言 えば、 ここに挙 げた各 プロセ ス を循環 的に重 ね るスパ イラルな開発 プ ロセ

スが 、情 報技術 の成 熟化 におい て重要 な役 割 を果た している と考 え られ るの である(図IV-3)。

以下 、本節 では この ことにつ いて さらに詳 しく検討す る。

技術革新

標準化

プラ ッ トフ ォーム化

△

/
アイディア

フ リー ソ フ ト

/一 「
新技術

標準化提案

標準上の基盤整備

市場化

情報基盤整備

▲

一
ユ ー ザ ニ ー ズ一

報技術標準

情報基盤
'研 究 開 発

…

出典)三 菱総合研究所

図IV-3情 報技術の開発モデル

すで に指摘 した ように、有効 な 「プラ ッ トフ ォーム技術」 は当該 プラ ッ トフォーム に基 づ く新

た な製 品 と して市場化 され、そ う した製 品は新 たな情報基盤 の一つ と して集積 され る ようにな る。
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近年 では、 「情報 基盤」 の整備 を進 め よう とす る動 きが各 国で活発化 してい るけれど も、 こ う し

た動 きも一方で情報技術 の プラ ッ トフォー ム化 を促進す る要因 となっている と言 える。情報 基盤

の整備 は、オー プンな情報 ネ ッ トワー ク上で相互運用が可 能 な様 々な製 品プ ラッ トフォーム を機

能統合す る ことで実現 される傾 向が一般化 してい るか らであ る。

逆 に、情 報基盤 を整備 して い くとい う観 点 で考 える な らば、 た とえ技 術的 には優 れていて も、

他の技術 要素 とうま く統合 され、組み合 わせる ことがで きる ようなプラ ッ トフォーム的 な技術 要

素でない と、 その技術要素 が普 及す るこ とは難 しくなって きてい る。 こ う した ことか ら、あ る ア

イディアや アーキテクチ ャに基づい て特定機 能 を実現 してい る技術 要素が研 究 開発 され る と、多

くの場合 その技術要素 をプ ラッ トフ ォーム化 しよう とす るこ とが情 報技術分野 におけ る研 究 開発

の常識的 な戦略 とな ってい る。

具体的には、当該技術要素 を他の技術要素 と組み合わせやすいようにパ ッケージ化 し、その組

み合わせの際に必要なインタフェースを標準化することで、当該技術要素に基づ く製品が市場に

おいて一定のシェアを得 られるようにするのである。情報技術 の標準規格 を統一するにあたって、

しばしば企業あるいは企業連合間の競争が行なわれるの も、有効なプラットフォームを市場化す

るための技術戦略的な企業行動の一つである。

あ る製 品が市場 に投入 された後 に、 さ らに新 たなユーザ ニーズは喚 起 され る。一般 に、情報技

術の分 野で は このユ ーザ ニーズ を うま く見極 め るこ とが最 も重 要で あ るこ とは常識 とな ってい

る。既存 のプラ ッ トフ ォームに不 足 してい る機 能や性 能が明 らかになれ ば、 これは新 たな研 究 開

発の シーズ となる。言 い方 を変えれば、 よ り高度 な機 能 を必 要 とす る先進ユ ーザが存在 す るこ と

は、情報技術の開発 プロセス を駆動す る重 要な促 進要因 と言 える。

さらに、あ るプラッ トフ ォーム をベ ース と した 「情 報基盤」 が整備 されるこ とに よって新 たな

研 究開発が促進 され る場合 も考 え られ る。 この良い例 が、 イ ンターネ ッ トとい う情報 基盤が整備

されたこ とで、TCP/IPに 準拠 した ネ ッ トワー ク技術 が標準 的 なプ ラ ッ トフォーム として定着

す る一方、 インターネ ッ トを利用 す るユ ーザニーズが安定 して見込 め るため に、 この プラ ッ トフ

ォーム技術 をベ ース とした新 たなア イデ ィアや アーキ テクチ ャの提案 が触 発 された こ とであ る。

例 えば、 イ ンターネ ッ ト上でWorldWideWebや 探索 エー ジェ ン トといった新 た な情報 ア クセス

技 術 の研 究 開発 が行 な わ れ 、 これ らの 技 術 が 、 さ らに プ ラ ッ トフ ォー ム化 し 「Electronic

Commerce」 や 「遠 隔医療」 とい った研 究分野 を活性化 させて いる。

この イ ンターネ ッ トの場合 を見 る限 り、「情報基盤」 の存在 は様 々な形で新 た な研 究 開発 のシ

ーズ を提 供 している
。 イン ターネ ッ トが整備 され ることに よって、 コン ピュー タネ ッ トワーク を

利用 す る様 々な 「コンセプ ト」 が意 識 され、新 た なアイデ ィアやアー キテクチ ャの提 案 に結 びつ

いた例 もあ る。IBMやOracleが 提 案 してい るプラッ トフォームは、ユーザ が携帯 で きるご く簡単

な機能 しか有 していない端 末で、む しろその端末か らネ ッ トワー ク上 に分散 してい る様 々な資源
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を利用す る ようなプラ ッ トフォー ムであ る。 これは、 コンピュータネ ッ トワー クが広 く普及 して

いる ことを前提 としない限 り構 想す るこ とが で きない アイデ ィアであ り、 アーキ テ クチ ャであ る

と言 える。

以 上の ように、ある技術 要素の 「研 究 開発」、当該技術 要素の 「標準化 ・プ ラッ トフ ォーム化」、

「市場化 ・情 報基盤 整備」 とい った開発 プロセスは、相互 に緊密 な関係 を もちつつ 、それ ぞれが

情 報技術の 開発 に本 質的 な役割 を果た してい る。 しか も、 これ らの 開発 プロセス は一 つの技術 要

素 につい て1回 のみ現 れるのではな く、それ以前の プロセスの影響や重層化 され た技術 蓄積 の上

に、循環 的に現 れる傾 向が ある。 図IV-3に 示 したモデルは、情報技術 の 開発 が ま さにこう した

スパ イラル的な展 開 に従 うこ とを摸式化 した ものであ る(注3)。

あ る技術 要素 は、本 モデル に言 うようなスパ イ ラルが繰 り返 されるなかで、次第 に技術要素が

成熟化 し、重層 化 されてい くとみ るこ とがで きる。 このスパ イ ラルのなかで、殆 どの技術 要素が

淘汰 される一方で、あ る技術 要素 は当初予想 で きない程 に大規模 な市場 を形成 す るこ とがある。

技術 要素の淘汰 は幾 つかの理由で起 こる。 当然 、当該技術 要素 で実現 した機能 がユ ーザ ニーズ

に適 合せず 、市場 のなか で淘 汰 され る場合 が多い。我 が国の情 報技術市場 は長 く 「ベ ンダ主導」

の時代 が続い た と言 われてい るが 、情報 システム に対 す る明確 な要求仕様 を もってい る先進ユ ー

ザ も次第 に現 れて きてい る。 こ うしたユ ーザニーズ に応 え得 る プラッ トフ ォーム を開発す るこ と

が、情報技術分 野 におい て市場競争力 を確保 す る上で不可欠 になってい る。 さらに、 スパ イ ラル

的 な展 開モデル におい ては一度市場 の支 持 を得 るこ とがで きた プラッ トフォーム を、 さらに新 た

なニーズ に適合 すべ く洗練化す るこ とも重 要である。

技術 要素の 淘汰 は、 「標 準化 ・プ ラッ トフォーム化」 のフ ェーズ において もお こる。我 が国企

業 では、そ もそ も自社技術 要素 を他の技術 と組 み合 わせて利用 で きる ようなパ ッケー ジ化 に対 し

て積極 的で なかった と言われ てい る。 また、 うま く技 術要素 のパ ッケ ージ化 が行 な われた として

も、他 の技術 と結合 す るインタフェースの標準化 が不 十分であ った り、 当該標準 をオープ ンに し

なか ったこ とで、 うま く市場化 に結 び付 か ない場 合 もある。 こう した 「標準化 ・プ ラッ トフォー

ム化 」 におい て成功 してい る米 国の場合 、 しば しば見 られるこ とは技術 の標 準化 が 「defacto標

準(事 実上 の標準)」 ベ ースで行 なわれるこ とである。

一方 、成 功す る技術 要素 は、殆 ど例外 な く当該技術 のプ ラッ トフォー ム化 に成 功 している。 一

般 に、あ る技術 要素 はその上位技術 として多様 かつ高度な機 能 を実現す るプラ ッ トフォーム とな

り得 るこ とで、情報基 盤整備 におけるク リテ ィカル技 術 とな り、市場競争力 を強化 す るこ とがで

きる。 さ らに、他 の技 術 との融合 は新 たな プラッ トフ ォーム を創 出す る契機 を与 え、 一般 に よ り

(注3)情 報技術 における開発プロセスにおいて、研究開発、標準化、市場化や情報基盤整備が重要な要素

であることは、むしろ欧州のESPRIT計 画においてより戦略的に考えられていた、と言える。計画

創設当初から、欧州統合に向けて情報技術の標準化が重視され、さらに、標準化が市場競争力を獲

得する最も重要な要因の一つであることが認識されるようになったからである。
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多 大な市場への イ ンパ ク トを与 える こ とが多 い。 ところが 、こ うしたプラ ッ トフ ォーム化 の成否

に関わる要因(市 場 ニーズ 、他技術 との融合、情 報基盤等の環境要因)は 、その見通 しが得難 く、

そこに情 報技術 開発の困難 な点があ る。

2.3情 報技術開発における連邦政府の役割

前節に述べたスパイラルな開発プロセスの考え方に従 うと、ある二国間で情報技術を生み出す

潜在力に格差があった場合に、その原因はこのスパ イラルな開発プロセスがどれだけ円滑に推進

されているか、 という点に求めることができると考えられる。 もしこのことが正 しいならば、情

報技術分野における日米格差 を生み出 しているのは、技術 を生み出す構造的な問題であって、早

急にこのギャップを解消 しない限 りは、当面 日米間の格差 を縮小することも難 しいのではないか、

という見通 しが得られる。

例えば、米国における研究者や技術者の流動性の高 さは、この開発プロセスを積極的に駆動す

る促進要因であることは明らかである。あるアイディアやアーキテクチャの有効性が主に大学に

おける研 究開発 により確認された場合 に、研究者がその技術 を持 ってビジネスをおこ し、「市場

化」に結 び付けるために不可欠な 「標準化 ・プラットフォーム化」 を行なって成功 した事例は数

多い。また、そうしたベ ンチャー企業が成立 しやすいビジネス環境が米国では提供されているこ

とも良く知 られている。

以下、本節では米国の連邦政府 自らがスパイラル的な開発プロセスを駆動する上でどの ような

役割 を担ってきたかを検討する。

標 準化i

プ ラ ッ トフ ォー ム 化

連邦R&D

知的資本

人的資本

市場化

情報基盤整備

出典)三 菱総合研究所

図IV-43パ イラルな開発モデル と連邦政府の役割
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米国の先端的ソフ トウェア研究開発における連邦政府プログラムの役割

結論 か ら言 えば図IV-4に 示す ように、米 国の連 邦政府 は 「研 究 開発」、「標 準化 ・プラ ッ トフ

ォーム化」、「市場化 ・情 報 基盤整備」 の各 フェーズ において、当該技術要 素が実用技 術 として成

熟す るまで に、何 等 かの形 で重 要な役 割 を担 ってい たのではないか、 とい うことが明 らかに した

い要点であ る。 この図で は当該技術 の成熟度 を1サ イ クルの大 きさ として表 してお り、具体 的に

は、価格 性能比、 当該 技術 要素 に基づ く製 品の市場規模 やユ ーザ数、 とい った もので この成 熟度

を測 る ことがで きる と思 われる。

まず、 コ ンピュー タの創成期 につい て見 る と、連邦 政府 が本 サイクルにおけ る全 ての段 階で主

要プ レーヤ であった こ とは明 らかであ る。 ロケ ッ トや ミサイルに搭載可 能な高度 な制御装 置 を実

現 す るため に、連 邦政府 は 自らがユーザ となって コンピュー タの研究 開発 に投 資 を行 なった。 こ

の ように米 国では、連邦 政府 自体 が情報技術分野 では、最 も高度 かつ先進 的ユーザで あ り続 けて

いる点は、 日本 には見 られない重要 な点である と思 われる。

一般 に米 国では、民 間企 業では取 り組 むこ とが困難 な巨大技術(宇 宙技術 や軍事技術)は 、連

邦 政府の研究 開発 が担 うべ き重 要 な役 割 であ り続 けている。 こう した巨大技術 におい て求 め られ

る 「通常の民 生技 術 では考 えられ ない」技術仕様 が、 しば しば民生技術 において も大 きなイ ンパ

ク トを有す る技術 の シーズ を提供 して きた ことが言 え る。インターネ ッ ト、高性能 コンピュー タ、

知 的 イ ンタフ ェース/人 工 知能、CALS等 は、 実はいず れ も軍事 目的で、特 にDARPAが 支援 す

る先端的 な軍事研 究開発 にその起源 を見 いだす ことがで きる技術 である。

近年で は、巨大技術 が民生技術 に転用 されるス ピンオ フ効 果の効率 が厳 しく議論 される ように

な り、 その重 要性 は相対 的 に低下 して きてい ると言 わ れるものの、依 然 として米 国におけ る政府

研 究予算 の半分 は国防研 究が 占め ている。 さらに、連 邦政府 が、情 報技術 の高度 かつ先 進的ユ ー

ザの役割 を担 うとい う点で は、 いわゆる 「情 報基盤」 の整備 事業が ます ます重要 にな って きてい

る。 イ ンター ネ ッ トを米 国全体の研究及 び教 育分野の共通 インフラス トラクチ ャと して整備 しよ

う とす るNREN(NationalResearchandEducationNetwork)の 研究 開発 プログ ラムはその典型例 で

あ る。 さらに、先 進的 な情報技術 を利用 す るアプ リケ ーシ ョン として、NII構 想の下 で 「National

Challenge」 が推 進 され ている。

以 下、図IV-4を 踏 ま えて幾つ かの観 点か ら情報技術 の研 究開発 におけ る連邦機 関の役割 につ

いて検討 を行 な う。

2.3.1研 究 開 発 に お け る政 府 の 役 割

前出 したCSTBレ ポー トによれば、情報技術分野において米国の連邦政府の研究開発プログラ

ムの支出は全体で10億 ドルのオーダであ り、民間が拠出 している総額200億 ドルから比べれば必

ず しも大きな割合 を占めている訳ではない。 しかし同レポー トは、民間企業が投資 を躊躇するよ

うな基礎的研究あるいは探索的研究分野において、連邦政府の支援は欠かせないとしている。
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(1)技 術 的 な リ ス ク 回 避

一般 に技術が未成熟 であ りスパ イラルサ イズが小 さいサ イクルで は
、す で に何 度 も指摘 してい

る ように、 当該技術 要素の将来的 な成果 を予測す る ことは難 し く、 む しろ技術 的 な リス ク を無 視

す るこ とがで きない。前 出のCSTBレ ポー トは、 この ような典型例 と してRISCプ ロセ ッサ を挙

げている。RISCプ ロセ ッサ は、IBMのJohnCockeに よって発 明 されたが、十 数年の 間IBMは こ

の技術 の製品化 に踏 み切 れず、結局 、大 学 におけ るRISCプ ロセ ッサの研 究 を連邦機 関が支援 し

た後 に、始 めてSunMicrosystemsが 製品化 に入 ってい る。

この ように連 邦政府 の研 究支援 プログ ラムが 、技 術的 な見通 しが不 透明であ った研 究 開発 に投

資 され、予想 も しなかった成 果 を収 めた例 として、CSTBレ ポー トは図IV-5を ま とめ ている。

(2)基 礎 研 究 へ の貢 献

さらにCSTBレ ポー トが研究開発における政府の役割 として強調するのは基礎研究である。近

年、米国の民間企業は研究開発予算 を縮小する方向にあ り、残 された研究開発予算 も短期的な研

究開発予算に振 り向けることが多い。同 レポー トはこうした傾向がコンピュータ業界や通信業界

(分割後のAT&T、Bellcore)に 見 られる、 としている。

(3)オ ー プ ン か つ コ ンペ テ ィ テ ィ ブ な 競 争 の 確 保

す でに述べ た ように情 報技術 分野で は、独 創的 なアイデ ィアや アーキテクチ ャを創 出す る活動

にインセ ンテ ィブが与 え られ るような 「オ ープ ンかつ コンペ テ ィティブな研 究開発」 の環境 が、

活発な情報技術 の研 究開発 プロセス を支 えるイ ンフラス トラクチ ャとして不 可欠であ る。 スパ イ

ラルな開発 モデル 自体 は、常 に研究 開発 の フェーズ におい て新 たなアイデ ィアや アーキテ クチ ャ

の提 案 を必 要 とす る。有 望 なアイデ ィアや アーキテ クチ ャの提案 を受 け入れ、その技術 的な フィ

ー ジビリテ ィを確 認す るチ ャンス を与 え、最終 的 に有望 なアプ ローチ を 「選 りす ぐる」仕 組みが

用意 され なければな らない。各連邦 政府 が独 自に行 なってい る研 究公募 プ ログラム は、 「革新的

な アイデ ィアやア ーキテクチ ャの発見 ・発掘」、「アイデ ィアや アーキ テクチ ャの フィー ジビ リテ

ィの確認」、「アイ ディアや アーキ テクチ ャの技術 への転換」 とい った幾つか の課題 に対 して、そ

れぞれ有効 な評価 シス テム を提 供す る とともに、全体 と して独創的な アイデ ィアや アー キテ クチ

ャの提案 を喚起 す るような公平 かつ透 明な競 争 システムの維 持 に貢献 してい る。
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米国の先端的ソフトウェア研究開発 における連邦政府プログラムの役割

TABLE1.1SomeSuccessesofGovernmentFundingofComputingandCommunicationsResearch

Topic Goal UnanticipatedReSults Today

Timesharing

Computer

netWorking

Workstations

Computer

graphics

「'Windows

andmouse"

USerinterfaCe

technology

Verylarge

integrated

circuitdesign

Reduced
lnstruction
Set
Computers

(RISC)

Redundant
Arraysof
lnexpensive
Disks(RAID)

Parallel

computing

Digital

libraries

Letmanypeopleuse

acomputer,eachas

ifitwerehisorher

own,sharingthe

cost.

Load-sharingamong
amodeStnumberof
majorcomputers

Enoughcomputing

tOmakeinteractive

graphicuseful

Makepicturesona

computer.

EaSyaCCeSStOmany

apPticationsand

d㏄umentsatonce

Newdesignmethods

tokeeppacewith
integratedcirCuit

technology

Computers2to3

timesfaster

FaSter,morereliable

disksystems

Significantly

fastercomputing

toaddress

complex

problems

Universal,
multimedia(text,
image,audio
video)accesstO
allthe
informationin
largelibraries;an
essentialneedis
toolsfor
discoveringand
locating
information

Becausemanypeoplekepttheir
workinonecomputer,they

couldeasilyShareinformation.
Reducedcostincreasedthe

diversityofusersand

aPPIications.

Electronicmail;widespread
sharingofsoftvvareanddata;
IoCalareanetworks(theoriginal
netWork$werewide-area);the
interCOnneCtiOnOfliteraliy
millionsofcomputers

Displacedmostotherformsof

computingandterminals;led

directlytopersonalcomputers

andmultimedia

"whatyouseeiswhatyouget"

andhypermediadocuments

Dramaticimprovementsin
overalleaseofuse;the
integrationofapP|ications(e.9.,
spreadsheets,wordprocessors,
andpresentationgraphics)

EasyaccesStO"SiliCOn

fOundrieS";arenaissancein

computerdesign

Dramaticprogressinthe
"co-design"ofhardwareand

softWare,leadingto

Significantlygreater

performance

RAIDismoreeconomicalas

well:massivedatarepositories

ridetheprice/pertormance

waveofpersonalcomputers

andworkstations.

Paralleldesksideserversystem;

unanticipatedapPjicationssuchas

transactionprocessing,financial

modeling,databasemining,and

knowledgediscoveryindata

Pendingdevelopment

Evenpersonalcomputersare

timesharedamongmultip|e

apPlicationslnformation

sharingisubiquitous;shared

informationliveSOn"Servers."

Networkinghasenabled

worldwidecommunicationand

sharing,accesstoexpertise

whereveritexiSts,and

commerceatourfingertips.

MilliOnSinuSeforscience,

engineering,andfinanCe

Almostanyimageispossible.

Realisticmovingimagesmade

oncomputersareroutinelyseen

ontelevisionandwereused

effectivelyinthedesignofthe

Boeing777.

Thestandardwaytouseall

computers

Manymoreschoolstraining

VLSIdesigners;manymore

companiesusingthis

technology

Millionsinuse;penetration

COntinuestoinCreaSe

Enteringthemainstreamfor

Iarge-scaledataStorage;will

seewidespreadcommercialuse
indigitalvideoservers

Manycomputermanufacturers

includepara|lelcomputingasa

standingoffering.

Beginningdevelopment

出典)CSTBレ ポ ー ト

図IV-5 予想 しない技術展開によって連邦政府による支援が成功 した事例
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(4)多 様 な ア プ ロ ー チ へ の 支 援

特 に情報技術 の分野 で重 要な ことは、複数 のア プローチが存在 した場合 に、有効 なアプローチ

が 当初 か ら必ず しも明 らかではない点であ る。 この場合 、す でに指摘 した ように試行錯誤的 な研

究 開発あ るい はオプシ ョン分担型(注4)の 研 究 開発 を進め る必 要がある。 この ような場合、連邦

政府の研 究 プログラムのなかで複 数の アプローチの可能性 を同時並行的 に探索 す ることが有効 と

なる。

例 えば、DARPAが1983年 に開始 した戦略的 コン ピュー タ開発計 画(SCI計 画)の なかで は、

高性能 コン ピュータ と して多様 なアー キテクチ ャの提 案 を求め、 それ らの研 究開発 に対 して同時

に支援 を行 な った。 その うちの幾 つかの モデル について は重 要な プラッ トフ ォー ム技術 とな り、

製 品化す るに到 ってい る。 同様 の ことは、SCIほ ど劇 的ではな かった ものの第五世代 コン ピュー

タ計画 におい て も試み られている。

また、後述 す るようにDARPAは 高速 コンピュー タネ ッ トワークのスイ ッチ ング技術 につ いて

も初期 の研究 開発 では、ATM、HiPPi、IyrMと い った幾 つかの アプローチ を同時に評価 し、最終

的にATMを 採用す る ようなこ とも行 な ってい る。

こ うした研 究 開発 のあ り方 について は、研 究資 金の無 駄使 い とい う批判が あ るが、真 に有用 な

技術 を生 み出す ためには、幾つかの オプシ ョンについて研 究 開発す るこ とが不 可欠であ り、 この

場合 はむ しろ連邦機 関が中心 となって オプシ ョン分担型の研 究 開発体制 を組織 し、全体 として多

重投資 を回避す るこ とが有効 となる。

2.3.2市 場 化 ・情 報 基 盤 整 備 に お け る政 府 の 役 割

(1)コ ン ピ ュ ー タ の 先 進 ユ ー ザ

連邦政府 自体 は、先進的なユ ーザ と して情報技 術 を直接利用す るこ とに よって、情報技術 の開

発 プロセスの うち 「市場化 ・情報基盤整備」 にお いて主要 な役割 を担 っている。スパ イ ラルモデ

ル に基づ く開発 モデル におい て、情報技術 のベ ンダに対 して一 定の市場 と新 た な研 究 開発投 資 に

お ける原資 を提供 する一方で、提供 された プラッ トフ ォーム を適正 に評価 し、新 たな技術 的 フィ

ー ドバ ック を行 な うような先進的ユ ーザの存在 は、極め て重 要である。連邦 政府 は一貫 して、 こ

の先進的 なユ ーザ として主 要な役 割 を果た して きた と言 える。

まず 、連邦政府 が実施 す る宇宙 ・軍事 関連 開発 は、常 に先 進的な コンピュー タ技術 のユーザで

あ り、自 らの ミッシ ョンに沿 った コンピュー タ技術 の研 究 開発 に対す るスポンサー にな っている。

例 えば、1982年 にSmallBusinessInnovationDevelopmentAct(PL97-219、PL102-564)を 根拠法

(注4)あ る技術課題を解決するにあたって複数のアプローチ(オ プション)が 存在す る場合に、多重投資

による不効率を避けるために、関連する機関が可能なオプションを分担 して研究開発 を行なう方式

を言う。
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米国の先端的ソフトウェア研究開発における連邦政府プログラムの役割

と して創設 され たSBIRプ ログ ラム は、研 究開発予算 が1億 ドル を超 え る全 ての連 邦機 関が、そ

の各研 究開発予算の うち一定比率の予算 を中小 企業 に出資す る とい うプ ログラムであ るが、同 プ

ロ グラムにお ける情 報技 術関連 の連 邦機 関別出資割合 を見 てみ る と、最 も高 いのがDoDの26%

であ り、 これにNASAの25%が 続い ている。 こう したDoDやNASAは 、当該連 邦機 関が利 用 と

す る情 報技術 に焦点 を絞 って、中小企業 を対象 にその研 究開発 の研 究公募 を行 なっている。

Bnergy

use-12%

出 典=Science&EngineeringIndicators-1993

図IV-6SBIRプ ロ グラムの分野別 出資割合

HPCCI(HighPerformanceComputingandCommunicationInitiative)が 開発対 象 と している高性

能 コンピュータ も、幾 つかの連邦機 関が先進的 な初期ユ ーザ と して、高性 能 コン ピュー タの調達、

評価 、技術 的 フィー ドバ ックな どで研 究 開発 に参加 している。例 えば、DARPAは 軍 事分野 にお

け る材 料研究 に、NASAは 航空機 設計 にお ける流体計算、DOEに お ける核爆発 シ ミュ レーシ ョン

(核実験 の停止 に伴 い計算 シ ミュレー シ ョンに対す るニーズ が急速 に拡 大 した と言 われる)、EPA

におけ る大気 汚染 シ ミュ レー シ ョン、の ように、各 連邦機 関は個 別 ミッシ ョンの ため にHPCCI

で 開発 された高性 能 コン ピュー タを調 達 し、各 ミッシ ョンに役 立 てる とと もに、 開発 者 に対 して

技術的 フィー ドバ ックを行 なって きた(注5)。

(注5)た だ しCSTBレ ポー トは、今後、連邦機関がベンダよりハー ドウェアを調達するという直接的な投

資は、連邦機関の特定 ミッションをサポー トしたり特殊ハー ドウェアを利用 したりする場合を除い

て停止 し、むしろ、大学や研究機関で実施されるような前競争段階にあるアーキテクチャやハー ド

ウェア研究に対 して資金援助を強化すべ きであるとしている。
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(2)情 報 基 盤 の 整 備

近年では連邦機 関が中心 とな って進 め てい る情報基盤 の整備事 業が、新 た な情 報技術 の推進

力 と して 重 要 に な っ て き て い る 。NRENに よ る コ ン ピ ュ ー タ ネ ッ トワ ー ク の 整 備 や

SupercomputingCenterは こ う した事 業 の典型 的 な例 と言 え る。連 邦政府 は、NRENを 通 じて

SupercomputingCenter等 の計算資 源やデ ジタル ライブ ラ リ等 の情報 資源 にアクセスで きるイ ンフ

ラス トラクチ ャを構 築 しよ うとしている。 ここで構築 された情報基盤 は、す でに述べた よ うに新

たな研 究開発 を触発 する ことが期待 され てい る。

すで に、HPCCIで はネッ トワーク上で新 たな高性能 コン ピュー タを利用 す るアプ リケーシ ョン

と して遠隔医療、 デジタル ライブ ラリ、教 育、製造(CALS)、 電子商取 引、行政サ ー ビス、環境

モニタ リング等の 「NationalChallenge」 と呼 ばれるアプ リケー シ ョンに関す る研究 開発 を1994年

よ り同プログ ラムに追加 してい る。 この コ ンポーネ ン トには、情報 アクセス技術や知 的イ ンタフ

ェース技術 の ように、ネ ッ トワー ク上で コ ンピュー タを利用す るための基本 的 なプ ラッ トフ ォー

ム技術 の研 究 開発 も含 まれている(注6)。

2.3.3研 究 開 発 か ら情 報 基 盤 整 備 へ

(1)イ ン ター ネ ッ トに お け る事例 研 究

インターネッ トは、その技術的起源から国家的な情報基盤として整備するまで、連邦機関が図

IV-4に あるスパイラルを一貫 して支援 してきた技術分野であると見 ることがで きる。ここでは、

このインターネッ トについてやや詳細に事例研究 を行なうことによって情報技術の研究開発 にお

ける政府に役割について検討 してみる。

イ ンターネ ッ トは、1960年 代 前半 に米国ARPA(現DARPA)が 企画 したARPANET構 想 に始

まる。 このARPANETは 、 カ リフ ォル ニア大学 ロサ ンゼ ルス校(UCLA)、 ス タン フォー ド研 究所

(SRI)、 カ リフォルニア大学サ ンタバーバ ラ校(UCSB)、 ユ タ大学 の4ヶ 所 の電算 セ ン ター を結

ぶ ネッ トワーク とい う構想 でス ター トしてい る。 このARPANETは 、 当初 か ら分散情報処 理 を指

向 した開放型相互接続 システム(opensystemsinterconnection)で あ り、その意味 で最 も先端的 な

情報技術 開発課題 に挑戦 していた と見 るこ とが で きる。す なわち、多様 なハー ドウェア アー キテ

クチ ャを有す るマシン間の通信 を確保 し、 ほぼ全 てのパケ ッ ト交換 ネ ッ トワー クハ ー ドウェア を

ベース とし、複数 の コンピュータオペ レーテ ィングシス テムに対応可 能なネ ッ トワー クアーキテ

クチ ャを当初 よ り目指 してい たわけであ る。今 日、 こう した技術 を実現 させ ている 「パケ ッ ト交

(注6)そ れ までHPCCIが 主 要 な ア プ リケ ー シ ョン と して い た の は 「GrandChallenge」 と呼 ば れ る、 高性 能

コ ン ピュ ー タ と高 速 通 信 ネ ッ トワ ー ク を利 用 した 大 規模 科 学 技術 計 算 で あ っ た 。 こ れ ら の研 究 は 、

情 報 技 術 以 外 の 分 野 との 学 際 的研 究 が 多 く、 ど ち らか と言 え ば 長 期 的 な研 究 が 中 心 とな っ て い た 。

新 た に 「応 用 指 向」 で 、 短 期 的 な イ ンフ ラス トラ ク チ ャ整備 を 目指 して る 「NationalChallenge」 を

加 え た こ と で、 長 期 的研 究 開 発 と短 期 的研 究 開発 のバ ラ ンス を とっ た とい う見 方 が あ る。
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換 ネッ トワー キング技術」 は、以 上の経 緯の 中でDARPAに より採用 され 、その アイデ ィアの具

体化 が進め られ、そ の後 、TCPAPプ ロ トコルの提案 につなが った。TCP/IPはARPANETの 通信

プロ トコル と して採用 され、結局 、今 日の インターネ ッ トの標準 プロ トコル と して今 日に到 って

いる。

DARPAは1980年 頃 よ りARPANETのTCPAPへ の移行作 業 を進 め、1983年 に これ を完了 させ

ている(完 了 と同時 に、研 究 を目的 と したARPANETの 一部 か ら、軍専用 の ネッ トワーク と して

用 い られるMILNETと して分離 された)。 この間、DARPAはTCP/IPを 用 い た初期 の実験 プロジ

ェク トのス ポンサー とな った。 図IV-4に お ける 「標準化 ・プラ ッ トフ ォーム化 」 も、DARPA

が行 な う研 究 開発 プログラムのなかで進 め られたこ とになる。

特 に コンピュー タ科 学の研 究 を行 う大学研 究者 の間でTCP!IPの プロ トコル普及 を進め るため

にDARPAが とった戦略 の一つ は、 当時、殆 どの コン ピュー タ科学 の研 究者 が利 用 していたカ リ

フォル ニア大 学の 「BerkeleySoftwareDistribution」 か ら入手で きるUNIXオ ペ レー テ ィングシス

テム とTCPAPを 統合 し、 フリー ソフ トウェア と して提供 してい くこ とであ った。DARPAは 、マ

サチ ューセ ッツ州 ケ ンブ リッジの ボル ト ・ベ ラネク ・アン ド・ニ ューマ ン社(BBN)に 資金提供

を行 い、UMXで 利 用 可 能 なTCP/IPプ ロ トコルの 実装 を行 い、 さ らに、BBN社 が 開発 した

TCPAPプ ロ トコル をバ ー クレイのUNIXデ ィス トリビューシ ョンに統合 すべ く、 カ リフォルニ ア

大学 に対 す る資金提 供 を行 った。 これ に よ り、 フ リー ソ フ トウェ ア と して研 究者 が利用 す る

UNIXベ ースのTCPAPが 配布 され、90%以 上 の大学の コンピュー タ科学科 においてTCPAPベ ース

の コン ピュー タ間通信 がサ ポー トされた。 この時期 、各大学 の コン ピュー タ科学科 はLANの 導

入 を進 め よう と していたため に、TCPAPの 普及 の促進要因 となった。 こ う して、DARPAの 支援

プログ ラムの なかで、TCPAPは 技術 と して成熟化 する一方、 コ ンピュー タ科学の研 究者 間に浸透

し始 めたイ ンターネ ッ トの標準 プロ トコル と して定着 してい った。

コン ピュー タネ ッ トワークが全 米 の研 究者 に とって重要 な もの とな るこ とを予想 し、DARPA

が構 築 して きた インター ネ ッ トを研 究 者全体 に普及す るこ とを主導 したの はNSFで ある。1985

年 、NSFは 、 ミシガン大学 や イ リノイ大 学 をは じめ とす る全米5ヶ 所 の大 学 に 「Supercomputing

Center」 を開設 し、 そ こを拠 点 とした アクセス ネッ トワーク を構 築す るプ ログラム を開始 した。

さ らに1986年 に、NSFNETと 呼ばれ るスーパ ー コンピュー ティン グセ ンター を接 続す るバ ック

ボ ーンネ ッ トワー クに対 す る出資 を開始 し、 ネッ トワーキ ング プログ ラム を推進 してい く。 さ ら

にNSFは 、1986年 には、 あ る地域の研 究機 関 を相互接続す る多数の地域 ネ ッ トワー クを構築す

るための原 資 を提供 している。 地域 ネ ッ トワークを育成 するこ とで、米 国内の研 究 ネ ッ トワーク

整備 を加速 す る、 とのNSFの 戦略 はこの時期 に始 まる。
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(単 位:ド ル)

ARPA・NSF以 外 の

stage1&stage2 stage3+ARPA NREN

(ギ ガ ビ ッ ト)
一〉地域 ネ ッ トワー ク

1986 NSFNET(前 年 にSCを 設置) イ? 一 ≡

1987 Merit社 とNSFが 契 約(MCI、 旧Mが 協 力) 一/? 一 一

T1(1.544Mbps)
1988 一/?

' 一

1989 14M(MCI+IBM=40-50M) ← '

(515/95ネ ッ トワ ー ク)

1990 ANS(AdvancedNetwork&Services,lnc) 14M 16M/一 一

T3(45Mbps)

1991 23M/一 27M/一 輪

1992 55M/一 40M/一 ≡

(4976/1697ネ ッ トワ ー ク)

1993 50M/30.1M 55M/45M 26M

1994 NSFNET解 体一〉民間移譲
1

50M/41.6M 60W59M 47M

1995

「

1995 一/40 .8M 一/77M 38M

vBNS(156Mbps以 上)開 始

・Stagel&Stage2=(BB運 用=11
.5M十 地域 ネ ッ トワ ー ク支 援=7M十 個 別 大 学 支 援)

・ここ でNRENの 運 用 に要 してい る コ ス トの80%は 回 線 の リー ス 料 とル ー タ

・現 状 のlnternetの 維 持 費 用 に つ い て は
、 連 邦 政 府 は 全 体 の10%(60-100M/年)程 度 を拠 出 して お り 、 そ れ に 対 して 、

Hart/Reed/Bar,"TheBuildingofthelnternet",TELECOMMUNICATtONPOLICY(Nov .1992}に よ れ ば 、大 学 、地 方政 府
お よ び州 政 府 が残 りの90%を 拠 出 して い る と い う。 この90%の 予 算 に は 、 地 域 ネ ッ トワ ー クや 構 内LANの 設 備 費 用 が

含 ま れ て い る と思 わ れ る 。 .(MRl作 成)

図IV-7NRENに 対 す る 連 邦 政 府 拠 出 予 算 の 整 理

NSFは1987年 に、IBM、MCI、Merit社(ミ シ ガ ン州の大 学8校 に よる コンソー シアム)と

NSFNETを 共 同運営す る委 託契約 を結 ぶ。3社 グル ープは、1988年8月 、NSFNETの 中枢 であ る

5つ のセ ンターを結 ぶバ ックボー ン として、伝 送速度L544Mbpsの 「T-1」を構築 し、1990年9

月 には、NSFNETの 管理 ・運 営 を専門 に手掛 ける合弁企 業、 ア ドバ ンス ト・ネ ッ トワー ク ・サー

ビス(ANS)社 を設立 した。1992年12月 にはバ ックボ ー ンが45Mbpsの 「T-3」 に代 わ り、1994

年1月 には、ANSの 親会社の一 つであるIBMが 、全米 でT-3の 伝 送速度 が利用で きる ようにな っ

た こ とを発 表す る とと もに、NSFか らの委託 で 、 バ ックボー ンを さ らに高速 化 して155Mbps

(「OC-12」)と す る準備 を進めてい るこ とを明 らかに した。図IV-7は 、HPCCIに おいてNSFNET

がNREN(NationalResearchandEducationNetwork)と 呼 ばれ る新 た な国家的な研 究 ・教育 ネ ッ ト

ワーク として整備 が進む過程 も含め て、1986年 よ り米 国連邦 政府 は インター ネッ ト整備 お よび関

連研 究開発 に出資 している予算 の経 緯 を示 した もの である。本 図にある ように、 インターネ ッ ト

の整備予算 は単 に連邦政府 の みが支 出 していた訳 ではない。1BM社 やMCI社 は1989年 まで に、

回線 、機器提供 、開発 に相 当な現物寄与(in-kind)を 行 ってい る。 これ らの会社 は、一部連邦 政

府 の資金援助 を受けなが ら、 インターネ ッ ト整備 とそのための技術開発 を進めた。

また、原資はNSFよ り提供 されてい る ものの、多 くの地域 ネ ッ トワー クは当該 地域 の大学、研
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究機 関あ るい は州政府 等 が全投 資 の90%程 度 を もって構築 されてい る。例 えば、 アイオ ワ州の

ICNで は、 州内の大学、 図書館 等 を結ぶ ネ ッ トワー クのため に1億 ドル を州が負担 し、その4分

の1の 金額 を関連教育機 関 が負担 している とい う。

米国 においては、ARPANETの 最初 の公 開デモ ンス トレーシ ョンが行わ れた1972年 以後 、企業

向 けにネ ッ トワー クへの接続 サー ビス を提供す る民 間事業者 が少 しずつ現 れ始 めている。 そ う し

たネッ トワーキ ングベ ンダのさ きが けで あるBBN社(前 出)が1975年 に設 立 したテ レネ ッ トは、

その後、Sprint社 の所有 とな り、現在 の イン ターネ ッ トサー ビスSprintNetの 原 型 となる。1980年

代 後半 になる と、ベ ンチ ャー資本 に基づ くUUNETテ クノロジーズ(バ ージニ ア州 フ ォールズチ

ャーチ、1987年 設立)、 パ フォーマ ンス ・シス テムズ ・インターナシ ョナル(PSI、 バージニ ア州

ハー ン ドン、1989年 設立)等 の中小規模 のネ ッ トワーキ ング事業者 が多 く設 立 されるが、 これ ら

の企 業は、専用 回線ベ ースの事業以上 にグ ローバルかつオー プンなデー タネ ッ トワークで あるイ

ンターネ ッ トへの接続 サー ビスへ の需要 が高 いこ とに気づ き、 インターネ ッ ト事 業へ参入す るこ

とにな る。 ところが、1990年 に政府 の資金 に よ り運営 されて いるNSFNETが 営利 企業 同士の通

信 に利用 されてい るこ とに対 する批 判が連邦議会内で起 こ り、NSFはNSFNETの バ ックボ ーン利

用規則AUP(AcceptableUsePolicy)を 定 め、「純粋 に研究 ・学術 目的以外 の利用」 を禁 じた こ と

か ら、 商用 イ ンタ ーネ ッ トの普 及 が一 時後 退す るこ とに なる。1991年3月 に設 立 され たCIX

(CommercialInternetExchange)は 、 この措置 によ りSprint社 やUUNET、PSIな どの民 間サー ビス

事業者が、NSFバ ックボー ンに次 ぐ第2の バ ックボー ン として確立 した ものであ る。

この間、Sprint社 やUUNET等 の民 間ネ ッ トワー ク事 業者 は、 大学や研 究機 関 をNSFNETの バ

ック ボー ンへ 接 続す るサ ー ビス を州 政府 やNSF等 の資金 を得 な が ら行 い、NSFNET自 体 は、

Merit社 、IBM、MCI社 の合弁 に よる非営利企業ANS(AdvancedNetwork&Services,Inc)に よっ

て運営管 理 された。 さ らに、ANSは 、1991年9月 に、民 間企業 と研 究 ・学 術機 関間 との接続 を

行 うための子会社、ANSCO+REを 設立 している。

以 上 の 経 緯 に よ り民 間 ベ ー ス の イ ン タ ー ネ ッ ト産 業 基 盤 が 整 備 さ れ た こ と で 、NSFは そ れ ま で

の 統 制 を 緩 め て イ ン タ ー ネ ッ ト の 管 理 主 体 を 民 間 に 移 行 さ せ る 方 針 を 打 ち 出 し た 。High

PerformanceComputingandCommunicationsActに よ りNRENを 政 府 機 関 や 大 学 、 学 術 研 究 機 関 、

教 育 機 関 を 接 続 す る た め の 専 用 デ ジ タ ル ネ ッ ト ワ ー ク に し よ う と い う の がNSFの 方 針 で あ る 。

1992年5月 、NSFは 「NSFNETを 廃 止 し 、 民 間 サ ー ビ ス ・プ ロ バ イ ダ ー を 各 地 のNAP(Network

AccessPoint)の 管 理 主 体 とす る 」 と い う 移 行 計 画 を 発 表 し、 各 地 のNAP(SanFranciscoPacific

Telesis、CHICAGOAmeritech、WASHINGTONMFS、PENNSAUKENNJ.Sprint)、 デ ー タ の 流 れ

を 管 理 す る 伝 送 経 路 調 停 機 関(RoutingArbiterAuthority)、 超 高 速 バ ッ ク ボ ー ン ・ネ ッ トワ ー ク ・

サ ー ビ ス(vBNS)事 業 者 よ り構二成 さ れ るNSFNET以 降 の ア ー キ テ ク チ ャ が 示 さ れ た 。 こ こ で

NSFよ り資 金 を得 て 運 営 さ れ る の は 、 ス ー パ ー コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ セ ン タ を 接 続 す る 高 速 バ ッ ク

ボ ー ン で あ るvBNSで あ り、 そ れ 以 外 の イ ン タ ー ネ ッ トは民 間 主 導 の シ ス テ ム へ 移 行 した 。
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米国の先端的ソフ トウェア研究開発における連邦政府 プログラムの役割

ここまでで その詳細 を見 て きたイ ンターネ ッ ト普及 プ ロセスの中で、米 国政府 が果 た した役割

について再度検討 してみ る。

・情報基盤の ための先進的情報技術 の研 究開発 支援

「研 究開発」 と 「標 準化 ・プラ ッ トフォーム化」

すで に述 べ た ように、分散情報処 理 を指 向 した開放 型相互接 続 シス テム と してARPANETの 研

究 開発 の企画 を提案 したの はDARPAで あ り、その後 、TCPAP関 連 の基盤 的な研 究 開発 、試験運

用 の スポ ンサ ー とな った の もDARPAで あ る。DARPAは イ ンター ネ ッ トの初 期 にお い てその

「研究 開発」 と 「標 準化 ・プラッ トフォー ム化」 における主要 な支援組織 であ った。

・情報基盤 整備の推進 と新 たな技術展開 「市場化 ・情報基盤整備」 と 「研 究開発」

一方 、 イ ンター ネ ッ トにおい て 「市 場化 ・情 報基 盤整備」 の面 で主 要 な役 割 を担 った の は、

NSFNETの 構 築 を進め たNSFで あ った。 さ らに、1992年 に開始 されたHPCCIに お いては、 イン

ターネ ッ トに関連 す る研 究 が よ り組織 的 かつ省庁 横 断 的 に実施 され る ようにな る。す な わ ち、

NRENプ ログ ラムの中で、 異機種 接続型分散情 報処 理、次世代 の高速通信 ネ ッ トワー クであ るギ

ガビッ トテス トベ ッ ドの研究 が連 邦政府 に よって実施 された。 この時点で、 イ ンター ネ ッ トとい

う情報基盤 は、高性能 コ ン ピュータ技術 とい う新 たな技術 要素 と意識的 に融合 されるこ とに よ り、

よ り革新的 なネ ッ トワーク コン ピューテ ィングに向けた研 究開発のため のプ ラッ トフォーム と し

て位置づ け られ るようになる。

・人材育成 と知的資産の集 積

この ように連邦政府 は、 イン ターネ ッ トの普及 においてその基礎的技術 の研 究 開発 を行 う大学

や企業 を支援 して きた。 こ うした大学 や企業が行 う研 究 開発 プロジェク トを通 じて、当該 分野の

研 究者/技 術者 の育成 や ソ フ トウェアの開発が行 われた。 ここで育成 され た研 究者/技 術者の多

くは、その後 ス ピンア ウ トし、 インター ネ ッ トビジネス を起業 す る。 ソフ トウェア は、前述 した

TCPAPプ ロ トコル とUNIXの 統合 の例 に見 られる ように、 フリー ソフ トウェア と して一般ユ ーザ

に提供 され、 イ ンターネ ッ トの普 及 と研 究者の研 究環境整備 の両方 に貢献 した。 特 に近 年NSF

が資金援助 す るSupercomputingCenterの 一つで あるNCSAの 技 術者が 開発 したWorldWideWeb

の ブラウザ であ る 「Mosaic」 は最 も広 く配布 されたソ フ トウェアの一つで あ り、 イ ンターネ ッ ト

ユ ーザが急増す る大 きな要 因 を作 った。 この ように、人材 育成 とフ リー ソ フ トウェア とい う知的

資産の集積が進 んだこ と も、連邦政府が支援す る研究 開発 プ ログ ラムの重 要 な効 果 になってい る。
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・インターネ ッ ト関連産業 の育成

連 邦政府の資金援助 に よって実施 された研 究 開発 や インター ネッ トの運営事業 を通 じて、イ ン

ターネ ッ トをささえる産業基盤 が醸成 されていった こと も重 要である。

IBMは 、NSFバ ックボ ーンのグ レー ドア ップに対応 して 自社 のルーテ ィング技術 を提供 したが、

結果的 に政府 の資金援助 に よ り、 ルー ティ ング技 術 の高度化 に成功 した。Tl(1.5Mbps)の バ ッ

クボー ンノー ドは トー ク ンリングに よ り相 互接続 され た多重IBMRT/PCプ ロセ ッサ によ り対応

してい るが、T3(45Mbps)バ ックボー ンについ ては、RS!6000ベ ース のルータ技術 を開発 ・運用

している。 バ ックボー ン以外 にネ ッ トワーク相互接 続 に用い られるル ー タについて も、連 邦政府

よ り資金 を得 て研 究 ・製 品開発 を行 ったCISCO、Wellfleet等 の米国企業 が、現在 もその ままルー

タの世界市場 で優位 の状 況 を維持 している(図IV-9)。

Wellfl

出 典:GartnerGroup

図IV-9世 界の ルータ市場 シェア(1994)

ネ ッ トワーク事業 者 につい て も同様 であ り、NSFよ り資金援助 を得 てイ ンターネ ッ トへ の接続

業務 を行 っていた民間 ネ ッ トワーク事 業者 が、前 述 した よ うに今 日の イ ンターネ ッ トとユーザ を

結 び付 けるイ ンターネ ッ ト ・サー ビス ・プロバ イ ダーあ るいはインターネ ッ ト ・サポー ト・プロ

バ イダーに成長 して きている。

(2)GigabitTestbed

HPCCIに おい てNREN構 築 と同 じ研 究 コンポーネ ン トに位 置づけ られ るGigabitTestbedに おい

て も、ほぼ インター ネ ッ トの場合 と同 じような連邦政府 の役割 を見 るこ とがで きる。1986年 後半

にNSFのGordonBel1はBellcoreを 訪問 し、150Mbpsの 伝 送ス ピー ドを可 能 とす るCMOSベ ース

の高速パ ケ ッ トス イッチ ング技術 につい て説 明 を受 け、その数 ヵ月後、NSF内 で ワークシ ョップ

を開催 して、将 来の高速 コン ピュー タネ ッ トワー クの構想 につ いて議論 を行 なった。この結 果 を

踏 まえて1987年 中 ごろ にGigabitTestbedプ ロジェ ク トの提 案がNSFに 提 出 された。1988年 に、
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米国の先端的ソフトウェア研究開発における連邦政府 プログラムの役割

通信業界 ではATMの 標準化 作業 を進 めている。1989年 にGigabitTestbedプ ロジェク トが、NSF

とDARPAに よ り開始 され、ATM、HiPPi(ス ーパ ー コン ピュー タの分野 で利 用 されて いるス イ

ッチ ング技術)、PTM(IBMが 提 唱 して いる高速 スイ ッチ ングのプロ プ リエ タ リ標 準)等 を数年

をかけて評価 した後 に、ATMをGigabitTestbedの ス イッチ ング技術 と して採用 した。1990年 に

はATMの 最 初 の製品が市場 に投入 され、 これ を利用 した幾つ かの実用 プロジェ ク トが推 進 され

た。 さらに、DARPAはATMの 「標 準化 」の活動 に対 して支援 を行 ない、 その標準化 が完了 した

後 は、本 格的 に高速 コン ピュー タネ ッ トワーキ ングの機器 ・サ ービスの初期 の 「市 場化」 の立ち

上げ に、連邦機 関の主 要な活 動 はシ フ トして きた。ATMやSONETサ ー ビス の政府 調達が それで

あ る。

2.3.4産 学 官 の 連 携

米 国の連邦機 関 は大学 と民 間に対 してほぼ 同程度 に研究 開発 の資金 支援 を行 なってい る点は、

日本が殆 ど大学 を対象 と してい ること と比較 して大 きな違 いになっている。 この よ うな資金 的背

景 もあって、連邦機 関の研 究開発 プログラムは、大学 と企業 間の研究 開発 の連 携が良好 に行 なわ

れるこ とが多い。例 えば、NSFが 資金援助す るSupercomputingCenterは 、科学計算 に高性 能 コン

ピュー タを利 用す るユーザ としての大学 と高性能 コン ピュー タのベ ンダ間の コ ミュニケー シ ョン

を円滑化 す る 「場」 を提供 す るもの と して評価 されてい る。

すでに指摘 したように、米国における研究者や技術者の流動性の高さは、情報技術の開発プロ

セスにおける各段階がうま く結び付 く環境 を作 り出 している大きな要因であるが、各段階 と関係

を有 している連邦政府による研究開発 プログラムの存在 もまた、研究開発、標準化 ・プラッ トフ

ォーム化、市場化 ・情報基盤整備 という各段階の活動がうま く結び付 くような仕組みを提供 して

いるものと考えられる(図IV-10)。

/
連邦R&D

'研究 開発"

市場化

情報基盤整備

(MRI作 成)

図IV-10開 発の各 プロセスの調整 と連携
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図IV-11に は、 こ う した連邦 レベ ルの研 究 開発 と民 間ベース の研究 開発 や製 品の プラ ッ トフ

ォーム化、市場化 が うま く結 び付 いた成功例 を整理 している。
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図IV-11 連邦政府支援の研究開発プログラムと民間の活動の結び付 き
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2.3.5長 期 的 な研 究 開 発 の 継 続

図IV-4に 示 すスパ イ ラル な情報技術 の開発 モデ ルについて言 える重要 な点は、 スパ イラルモ

デル にお いて複 数のサ イクルが継 続的 に支援 される ような研究 開発 プログラムの長期 的 ビジ ョン

が不可欠 であ る、 とい うことであ る。我が国 では、特 定の技術 分野 につい て実施 され る研究 開発

支援 は、最長 で も10年 程 度 であ り、そ う した研 究 開発 プログ ラムで得 られた成 果 が、 その後 の

研究 開発 に うま く結 び付 か ない例 が多 か った。

一方
、米 国におけ る連邦研 究開発 プロ グラム を見 る限 り、 ある技術分 野の研 究 開発 は、支援 レ

ベルの波 は存在す るに して もこれ まで継続的かつ戦略 的に展 開 されて きて いるのでは ない か、 と

見 るこ とが で きる。 図IV-12は 、過去 数十年 間 にお け る連邦研 究開発 プ ログラムの推 移 を整 理

してみ た ものであ る(ネ ッ トワーク部分 の詳細 は図IV-8を 参照の こと)。

1980年 代 か らの米 国の情 報技 術開発 の流 れ を見 る と、 「高性 能計算機」、「応用 ソ フ トウ ェア技

術」、「広域 コン ピュー タネ ッ トワーク」 の3つ がその柱 となっている。高性 能計算機 の研 究 開発

は、DARPAが 中心 とな って超高速 ・超並列計算機 の ためのハー ドソ フ ト技術 を開発 して きてい

る。応 用 ソ フ トウェア技 術 と しては、主 に軍事 利用 を目的 と したAI技 術 、大 学 に設置 され た

NSFの スーパ ー コンピューテ ィングセ ンターな どが中心 となって推 進する数値計算 を中心 とした

大規模計算 ア プ リケーシ ョンの2つ が主 な研 究テーマ となって きた。 インターネ ッ トか らNREN

に到 る経緯 は、すで に前項 で詳細 に述べ た通 りである。

こ う した個別の研究分 野 は、 それぞ れ幾 つかのスパイ ラル に よって成熟化 し、新 たな研 究分野

を開拓 して きた と見 るこ とがで きる。連 邦政府 は、すで に述べ た ようにそれぞれ特定 の分 野 に対

して継続的 な支援 を行 ない、 これ らのスパ イラル を駆動す る上 で重要 な役 割 を担 って きた ばか り

で はな く、個 別の技 術分 野 を統合 してい くこ とに よって よ り戦 略的な研 究開発 プログ ラム を企 画

す るた めのベ ース を作 って きた。

1989年 にOSTPが 構想 したHPCCIは 、「高性 能 コン ピュー タ」、「GrandChallenge(大 規模 計算

問題)」、 「情 報 ネ ッ トワー ク」 を個別 に研 究す るので はな く、それ らを融合 した 「情 報 ネ ッ トワ

ー ク上 に分散 した高性 能 コンピュー タに よるグラン ドチャ レンジ問題 の解 決」 とい う既存 の研 究

分野横 断的 なコ ンセ プ トを打 ち出 した戦略性 において注 目され る。 さ らにこの統 合 は、 「情 報基

盤」 を よ り意 識 し、前 述 した 「NationalChallenge」 の研 究 コンポーネ ン トが追加 され、 ネ ッ トワ

ーク上 におけ る様 々なア プ リケーシ ョンの開発が推 進 され、基礎研 究 と応用研 究、あ るい は長期

的研 究 と短期 的研 究の バ ランスが とられるこ とにな る。すで にイ ンターネ ッ トにおい て見 た よう

に、連邦研 究開発 プロ グラムにおいて実用化 された技 術はいず れ商用化 され、いわ ゆる民 間主 導

に よる情 報ス ーパ ーハ イウェイの具体化 に結 びつけ ようと している。重 要な点 は、 こ う した よ り

多 岐の研 究分野 を統合 す る ような研究 開発 プ ログ ラムは、 それまで個別 の連 邦機 関が実施 して き

た研 究開発 プログラム を連邦政府横 断的 に調整す るこ とに よって実現 されてい るこ とであ る。
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以下、 こう した動 きを情 報政策的 な観点 か ら整 理 してお く。す でに指摘 した ようにHPCCIの

構想化 には大統領 の諮問機 関であ るOSTPが 大 きな役割 を担 ってい る。OSTPは1976年 国家科学

技術 政策 、組織、 プ ライオ リテ ィ法(PL94-282)に よってFord政 権 下で組織 された大統領 府 の

諮問機 関で ある。OSTPは 、1982年 に出 されたLaxReportを 受 け、1983年 に、FCCSET下 にパ ネ

ル を設置 し、情 報技術 のR&D政 策 に関す る検 討 を行 な った。1985年 にそのパ ネルの レポー トが

提 出 され、HighPerformanceComputingの 領域 に国家財 政に よる研 究 開発 が必 要であ る と報告 し

ている。 その翌年Goreら を含 む上院科学 技術委員会 はSuperComputingNetworkStudyActを 提 出

し、NSFが 超高速計算機 ネ ッ トワー ク研 究 の中心母体 となるこ とが決定 された。NRENと い うキ

ー ワー ドは この法案 か ら使 われ始 め た
。OSTPが 出 した1987年 の レポ ー トを受 け て翌 年Goreら

はHPCCIの 原 案 となるHPCCActを 起草 しているが、様 々な議論 を経 て結 局1991年 に成 立 した。

しか し、ギ ガビ ッ トレベ ルの通信 、 マル チメ デ ィア情 報技 術の推進 な どは も うす で にHPCCIを

企 画す る段 階で盛 り込み済みであ った に もかかわ らず 、1991年 にNTTが 公 表 した2015年 構 想が

きっかけ とな り、情報ス ーパ ーハ イウ ェイ と して国民的情報 イ ンフラの構 築が情報戦 略計画の前

面 に出 した計画 に模様変 え された。1993年 のNII法 案では、HPCCIの 全体 方針 をハ イエ ン ドユー

ザむ けの基礎研 究開発 プ ロジェク トか ら、NII構 想 を実現 す るための運用技 術 開発、パ イ ロ ッ ト

プロジェク トの推進母体 となる ように修 正 、 さらに、具体的 なアプ リケーシ ョン技術 の開発 をめ

ざす 「NationalChallenge」 を対象 としたIITAコ ンポーネ ン トを大 きな予算枠 をつ けて新 設 した。
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2.4連 邦研 究開発プ ログラムの仕組み

情 報技術 分野 におけ る連 邦研 究 開発 プ ログ ラム には複 数 の連 邦機 関が 関係 してい る。以下 、

HPCCIに おける高性 能 コンピュー タや高速通信 ネ ッ トワー クを例 に各連邦機 関が実施 す る研 究開

発 プログ ラムの概要 を述べ る。

HPCCIに 参加 してい る複 数の連 邦機関 は、高性 能 コンピュー タや高速通信 ネ ッ トワー クの 開発

サ イクルでみ る と、概 ね、 図N-13の ような役 割分 担 になってい る。 この ようにHPCC1全 体 で

見 れば、高性能 コン ピュータや高速 通信 ネ ッ トワー クの開発サ イクル全体が カバー され ている も

のの、個 々の連邦機関 は、各機関 の ミッシ ョンに適合 した段階の みを担当す るこ とになる。

高 性 能 コ ン ピ ュ ー タ の 調 達 ・利 用

(GrandChallenge,NationalChallenge)

ネ ッ トワ ー ク イ ン フ ラ の 整 備(NREN)

DODNASADOENIH,NSF,NIST_

高性能 コ ンピュータ

十

高速 コ ンピュー タネ ッ トワーク

NS芦eARPA矧s
(MRI作 成)

図IV-13情 報技術の開発サイクルと連邦機関の関係

高性 能 コン ピュー タや高速 通信 ネ ッ トワークの研究 開発 を実施 してい るのは、NSF、DARPA

(殆 ど以上2つ で コン ピュー タ科 学の研 究開発 は カバ ー してい る)、NIST等 であ る。 重要 な こと

は、 これ らの連邦 機関 はHPCCI共 通 の研 究 開発 プログ ラム を動 か してい るので はな く、各連 邦

機 関 が独 自の ミッシ ョンあ るい は戦 略 に従 っ て企 画/実 施 して い る研 究 開発 プ ログ ラム を、

HPCCIに 運用 している、 とい うことであ る。

高性 能な軍事技術 を実 用化 す る必要 があ ったDARPAは 、従 来 よ り注 目すべ き技術分 野の探索

と絞 り込み を行 ない、 その上 で期待 され る成果 を明確 に し、当該分野 に関する研 究開発 を重点 的

に進 める傾向 があ る。その ため 、HPCCIに おいて もDARPAは 、高性 能 コン ピュー タや高速 通信

ネ ッ トワー クに関す る技術 目標や マ イルス トーンにつ いてDARPA自 身が プログ ラム を立案 し、

この プログラムに沿 った公募 を行 なう。DARPAのProgramManagerは その研 究 プログラムの全 体

を把握 してお り、提 案審査 プロセ ス にお いて専 門 家 に よるPeerReviewを 行 なわ ない。 一方 、

一180一



米国の先端的ソフトウェア研究開発における連邦政府プログラムの役割

NSFは 基礎研 究 を中心 と し、DARPAの ように技術 目標 等 を設定せ ず に、 自由にア イデ ィアや ア

ー キテクチ ャの提 案 を求 め るこ とが多 い。 したがって、プログ ラムに応 じて予め公募 要領 を公表

す る場合 と公表 しない場合 の両 方があ る。NSFは 、提 案の採否 は実質的にNSFのProgramOfficer

が判 断する ものの、提 案の審査 では外 部審査員 によるPeerReviewを 採用 している。NISTは 、今

般の産業競 争力 強化 に対 す る研究 開発 ニーズに応 え るため に、産業技術の研究 開発 プログラムや

産業基盤 として不 可欠 な各 種標準化活動 を推進す るプログラム を強化 し始 めてい る。HPCCIと は

異 るが、近年NISTは 市 場化 の可能性 が高 い競争前段 階技 術の研 究開発 を対 象 とす るATPプ ログ

ラムの予算 を増大 させ て い る。 このATPプ ログラム、科学技術 メ リッ トとビジネス上 の メ リッ

トの両面 か らPeerReviewを 実施す る。

一 方、DOE、NIH、NASAと い った連邦機 関は当該 機関が有 す るミ ッシ ョンにおいて高性 能 コ

ンピュー タを利用す るユ ーザ とい う位置づ けにな る。 むろん、高性 能 コンピュー タ上で動作 す る

ソ フ トウェアの開発 は各機 関が行 なう。高速通信 ネッ トワークに よるネ ッ トワー クインフラ を整

備 するのはNSFが 中心 になって推 進 している。

この ように、HPCCIで は高性 能 コンピュータや高速 通信 ネ ッ トワー クの開発 サ イクル全体 をカ

バーす るため に、連 邦機 関間の役 割の調整 と連携が図 られている。従 来 こう した連 邦機関 間の調

整 は行 なわれず 、各機 関が行 な う研 究開発が重複す る場合 が多 く見 られたが、HPCCIで はその よ

うなこ とが ない よ うに、 これ らの連 邦機 関間の調整 を横 断的 に行 な うべ く、 図IV-14に 示 す よ

うな体制 が組織 されてい る。 ここに、各連 邦機 関は、HPCCITSubcommitteeの 下 にあ るWorking

GroupやTaskGroupの メ ンバ になっている。
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図IV--14HPCCIの 推進体制
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米国の先端的ソフ トウェア研究開発における連邦政府 プログラムの役割

3.ま と め

本調査 レポー トにおいて述べられた内容は以下の ように要約することができる。

(1)情 報技術分野 は、独創 的な アイデ ィアや アーキテクチ ャに よって技術 の良 し悪 しが評価 さ

れる ことが多 いソ フ ト的技術 の側 面が強 い一方 、当該技術要素 の上位技術 と して新 たな機 能の実

現 を促 進す る ようなプ ラッ トフォーム技術 が重層化 されるこ とに よって技 術形成が 進む、 とい う

特徴 を有 してい る。

(2)そ の結果 、情報 技術 の 開発 では、 「研 究 開発」、「標準 化 ・プラ ッ トフ ォー ム化 」、 「市 場

化 ・情 報基盤整備」 とい う各 フェーズが循環 的に繰 り返 されるスパイ ラル的な進化 モデルが重要

になってい る。

(3)米 国連邦政府は、こうしたスパイラルモデルを円滑に駆動する上で重要な役割 を担ってき

た。各連邦機関は、独 自の研究開発プログラムにおいて長期的かつ継続的な視点から、民間の活

動 を補完する特定のプレーヤ(「研究開発」の推進者、「標準化 ・プラッ トフォーム化」の推進者、

「市場化 ・情報基盤整備」の推進者言い替えれば先進的ユーザ)と しての役割 を果た してきた。

結果的に、連邦R&D全 体 という観点で言えば、循環的なスパイラルモデルの全 フェーズに対 し

て一定の役割 を果たしている。

(4)近 年では、こうした各連邦機関の研究開発プログラムを省庁横断的に調整することによっ

て、多 くの研究分野が統合されたより大規模 な研究開発プログラムが推進 され、これが新たな技

術融合による研究開発や情報基盤整備を促進 し続けている。

(5)さ らに、連邦機 関の研 究公募 プログラム は、 「革新的 なア イデ ィアや アーキ テクチ ャの発

見 ・発掘」、「アイデ ィアやアー キテクチ ャの ブイージ ビリテ イの確 認」、「アイデ ィアや アーキテ

クチ ャの技術 へ の転換」 とい った幾つかの課題 に対 して、それぞれ有効 な評価 システ ムを提供す

る とともに、全体 と して独創 的 なアイディアやアーキテクチ ャの提案 を喚起 す る ような公 平 かつ

透 明な競争 シス テムの維持 に貢献 している。
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付属資料1

情報技術 開発 を実施 している

米国主要連邦機関の概要

1.DARPA(DefenseAdvancedResearchProjectsAgency)

2.NSF(NationalScienceFoundation)

3.NIST(NationalInstituteofStandardsandTechnology)

4.DOE(DepartmentofEnergy)

5.NIH(NationalInstitutesofHealth)

6.SBIR(SmallBusinessInnovationResearch)





情報技術開発を実施 している米国主要連邦機関の概要

1.DARPA(DefenseAdvancedResearchProjectsAgency)(注D

(1)組 織 概 要

DARPAは 、PL85-325(DoDDirective5105.41)を 根拠法 とす るDoDの 外 局 と して分離独 立 さ

れ た連 邦機 関 であ り、DoD内 部 にお ける研 究 開発 プロジ ェク トの企 画、実施 を所轄 してい る。

DARPAに 対 して1994年 度 に認め られ た研 究予算は2L6億 ドルで あった。

DARPA

TechnicalOffices

一 DSO(DefenseScienceOffice:

ETO(ElectronicsTechnologyOffice)

lSO(lnformationSystemsO行ice

lTO(lnformationTechnologyOffice

STO(SensorTechnologyOffice〕一

TTO(TacticalTechnologyOffice)

TRP(TechnologyReinvestmentProlect

SuppoけOffices

COMP(OfficeoftheComptroller一

CMO(ContractsManagementOffice

GC(GeneralCounseり

OASB(OfficeofAdministrationandSmallBusinest

S&IO(securityandlntelligenceOffice

出 典http://www.arpamilよ り作 成

図 付1-1DARPAの 組織 図

DARPAの 組織 は図:付1-1の ような ものである。DARPAの 職員 タイ プは 「ProgramManager」 、

「OfficeDirector」、「DirectorDARPA」 の3階 層 があ る。DARPAは 前述 したお よそ20億 ドルの研

究 開発 予算 に基づ く研 究 プロ グラム を、200人 弱 の職 員(こ の うち半分 の100名 弱 はProgram

Managerで ある)で 対応 してい る。後 述する ように、ProgramManagerは 個 別 プログ ラムの企画や

提案審査 などを担 当す る専門 ス タッフであ り、5年 以 上の関連 実績経験 を企 業、大学 あるい は軍

関係 で積 んでい るのが通常 であ る。Programmanagerは 常 に専 門分 野 におけ る研 究 コ ミュニ テ ィ

との関係 を維 持 し、技術 ・研究動 向 に精 通す るとともに、革新 的 なアイデ ィアの シーズ を探索 し

ている ことが期待 されてい る。

(注1)詳 し く はhttp:〃www.arpa.milを 参 照 の こ と 。
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付属資料1

(2)研 究 開 発 の 概 要

DARPAが 実施す る技術 プログラム は、主 と して新規性 あ るいは革新性 を有す る技術 を対象 と

して高 リス クな研 究開発 に焦点 をあて る もの となってい る。1992年 度 にDARPAの 技術 プログラ

ムが注 目す る領域 は高性 能 コン ピュー タ/高 温超伝 導/ニ ュー ラル ネ ッ トワー ク/先 端材 料/衛

星技術/人 工知能/高 速 デー タネ ッ トワーク/ロ ボテ ィクス/高 品位 デ ィス プ レイ/ソ フ トウェ

ア/国 防関連製造技術等 であ った。 この なかには1983年 よ り開始 された戦略的 コ ン ピュー タ計

画が含 まれるほか、HPCC計 画 におい て も最 も多 くの資金分 担 を得 て高性 能 コンピュータや高速

通信 ネ ッ トワー クの研 究開発 を推進 している。

DARPAが 実施す る研 究開発 プログ ラムは、大 き く技術 的 フィー ジ ビ リティを確 認す るプロジ

ェク トとプロ トタイプ シス テム を開発 す るプ ロジ ェク トに分類 され る。 この ようにDARPAは 、

技術 開発/コ ンセ プ ト実証か ら純粋科学/次 世代 先端的基礎 技術 開発 まで広範 囲な研 究 開発活動

に関与 してい るが、総 じて言 えるこ とは、 これ まで国防上有意 と思 われ る研 究分 野の開拓 か ら技

術 開 発 を対 象 と して、 戦 略 的 に 一 定 の 要 求仕 様 を定 め た先 端技 術 の 研 究 開発 プ 白 グ ラ ム

("program")を 企 画 し、推進 して きた こ とである。例 えば、超並列 コンピュータ技術 や高速デ ー

タネ ッ トワーク技術 といった特定分 野 においてDARPAは 、産学官 の連携 を確保 し、今 日極め て

重 要 と考 え られているこれ らの分野の コ ンセプ ト作 りか ら実用化 に到 るまでの研 究開発 を推進す

るために、研究 開発 プログラム を企画 立案 して きた。

軍 事 分 野 の研 究 開発 に お い て 生 み 出 され た技 術 成 果 を民 間 分 野 に移 転 す る観 点 か らは 、

DARPAの 研究 開発 プログ ラム につ いて も、程度 の差 こそあ るものの他 の軍事研 究開発 プログ ラ

ム と同様 の批判 がな された。 しか し、DARPAは 確 実 に軍事予算 が圧縮 されてい る今 日にあって

も、軍 民両用 技術 開発 や軍 事技 術 の民 間移転 を目的 と した研 究 開発 プ ロ グラム(Technology

ReinventmentProgram)の コーデ ィネー タ として重要 な役割 を与 え られている。

2.NSF(NationalScienceFoundation)(注2)

(1)組 織 概 要

NSFは 、P.L.81-507(theNationalScienceFoundationActof1950)を 根 拠法 とす る連邦機関 であ

り、科学及び工学 に係 わ る基礎 的研 究や教育 を企画 ・支援 す るこ とを主な 目的 としている。NSF

は、2,000以 上に及ぶ大学 や研 究機 関 に対 して資金 供与 を行 なってお り、基礎研 究分野 にお ける

学術機関へ の連邦資金供与の25%を カバ ー している。

(注2)詳 し く はhttp:〃www.nsf.govを 参 照 の こ と 。

一188一



情報技術開発 を実施 している米国主要連邦機関の概要

Directoratefor
MathematicalandPhysical
Sciences(MPS)

Div.ofPhysics/Chemistry

Div.ofMaterialsRgsearch

Div,ofAstronomicalScignces

Div.ofMathematicalSciθncθs

DireCtoratefOr

Geosciences(GEO)

Div.ofAtmosphericSciences

Div.ofEarthSciences

Div.ofC℃eanSciences

DirectorateforBiological
Sciences(BIO)

Div.ofBiological|nstrumentationandResources

Div.ofMolecularandCellularBiosciencθs

Div.ofhtegrativeBblogyandN8uroscience

Div.ofEnvironmentalBiology

団v.ofEngineeringEducationandCenters

Div.ofElectricalandCommunicationsSystems

Div.ofChθmicalandThermalSystems

Div.ofMθchanicalandStructuralSystems

Div.ofDesignandManufacturingSystems

Div.ofBiologicalandCriticalSystems

Div.oflndustriallnnovationandlnterface

Div,ofSmallBusinessResearchandDeveloprwent

Div.ofSmallandDiSadvantagedBusinessUtilization

Directoratefor

Engineering(ENG)
一

一

DirectorateforComputerand
lnformationSciencesand
Engineering(CISE)

一

ー

一

OfficeofCross-disciplinaryActivitiθs

Div.ofAdvancedScientificComputing

Div.ofComputerandComputationResearch

Div.o川nformation,Robotics,andlntelligθntSystems

Div.ofMicroelectroniclnformationProc8ssingSystems

Div.ofNetworkingandCommunicationsResearchandlnfrastructure

一

DirectorateforSocial,

BehavioralandEconomic
Sciences(SBE)

Dlv.ofSocial,Behavioral,andEconomicResearch

Div.ofScienceResourcesStudies

Div.oflnternationalPrograms

▼
その他

OfficeofLegislativeandPublicAffairs
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図 付1-2NSFの 組織体制

図:付1-2に 示す ようにNSFの 組織 は、各分 野において資金供与 を行 な う研 究 プログラム を

実施 す る部 局 よ り構 成 され てい る。 各部 局 に所属 し、研 究 プ ログ ラム の運営 ス タ ッフ とな る

「ProgramOfficer」 には2つ の タイプが ある。 「rotator」ζ呼ばれ るPrograrnOfficerは1～2年 間 に

限 って大学等 よ りNSFに きているス タッフであ り、残 りが常 勤ス タ ッフであ る。やや古 い数字 で

あ るが1987年 時点 でrotatorは 約100人 、常勤 スタッフは約200人 であ る。

(2)研 究 開発 の概 要

NSFは 、医療 といった一部分野を除 く殆 どすべての科学及び工学分野を対象に研究プログラム

を実施 している。NSFが 主に研究支援あ対象とするのは、大学、学術団体、非営利 目的研究所、

中小企業、(例外的に)他 の連邦機関、.定職を有 しない個人等であ り、分野 としては基礎研究分
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付属資料1

野に力点 が置 かれている。逆 に、技 術支援 、パイ ロッ トプラ ン ト、商用 目的の製 品開発 、特 定研

究や技術 革新 がお よぼす市場 調査 とい った活動 は支援対 象 に含 めていない。近年 では、産業競 争

力 の増進 に利す る科学技術 の研 究開発 を産学共同で推進す るため に、ERC(EngineeringResearch

Centers)やSTC(ScienceandTechnologyCenters)の 支援 プ ログ ラム など も実施 している。

前述 したDARPAが 、 あ る技術分 野 を特 定 し、一定の技術 目標 を設定 す る ミッシ ョン志 向 であ

るの に対 して、一般 にNSFの 場合 は、広 範囲 な基礎研 究分野 において優 れ た研 究 をサ ポー トして

い る、 とい うことが言 える。た だ し、NSFに つい て も、NSFに 課 され た独 自 ミッシ ョンがあ り、

これを遂行す るための戦略的研究 開発 分野 を設定 し、比較 的重点的 な研 究支援 を行 なう場合 もあ

る。 ここにNSFが 重視 す る点 は当該 プ ログラムが以下の ような 目標 を有 してい る場合であ る:

・科学 および工学分 野にお ける知識 の増 進

・将来の人材 のための教 育 ・トレーニ ング

・学界 と公 的部 門 ・産業 部門の 間の技術移転 の増進

・国家的 に重要な問題 に対 す る見通 しの明確化

・研 究や教 育のための インフラス トラクチ ャの整備 ・強化

情報技術分 野は、図:付1-2に あ るCISEが 担 当部 局で あ る。情報技術 分野でNSFが 実施 す

る重 要 な プログ ラム に は、1985年 に開始 され たSupercomputingCenterの 支援 プ ログ ラ ム と

NSFNETの 構築 プログラム、HPCC計 画 が ある。HPCC計 画で は、NREN(NationalResearchand

EducationNetwork)の 構 築、各 コンポーネ ン トにおけ る基礎的研 究(例 えば、GrandChallengeに

おける学 際的 な計算科 学研 究 、NationalChallengeに お けるデジ タル ライブラ リ)に おいて主要 な

役割 を担 ってい る。

3.NlST(NationallnstituteOfStandardsandTechnology)(注3)

(1)組 織 概 要

NISTは 、従 来商務省 の下部組織 であ るNBS(NationalBureauofStandards)を 前 身 とす るが、

1988年 の包括通商お よび競争法 において 「技 術基盤の構 築 ・強化 」 を目的 とした連邦研究 開発機

関 の再編の なかで拡 大改組 され た。NBSは 標 準 や規格 に係 わ る事業 を行 な う機 関 であ った が、

NISTと な って以降、特 に産 業分 野にお け る研 究 開発 プ ログ ラムの企 画立 案、推進、 製造分野 に

お ける中小企業 の助成 等 を進 め る組織 と して重視 され は じめた。DARPAが 軍事部 門に おいて ク

リテ ィカル な重 点技術 の研 究 開発 をサ ポ ー トしたの に対 して、NISTは 産業競 争力 にイ ンパ ク ト

をお よぼす クリテ ィカルな技 術の研 究 開発 を促進 する ことが期 待 されている。

(注3)詳 し くはhmPVtw.nistgovを 参 照 の こ と。
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情報技術開発を実施 している米国主要連邦機関の概要

(2)研 究 開 発 の 概 要

NISTは その傘 下 に独 立 した研 究機能 を有す る研究機 関 を有 している点で、DARPAやNSFと は

異 なる。情 報技術分野 における研 究所 は、情報技 術の標 準化 において重 要な役割 を担 っている他

に、 コン ピュー タネ ッ トワー ク(セ キ ュ リテ ィやネ ッ トワーク技 術)、 電子 商取引 とい った広 範

な研究 開発 を実施 してい る。

ATP(AdvancedTechnologyProgram)は 、新 たなNISTの ミッシ ョン と して1990年 に創 設 され

た研究 支援 プログラムであ り、NISTActを 根拠法 と している。ATPは 、高 リス クで あ りなが ら米

国の経 済 に対 して重大 なイ ンパ ク トを与 え得 る技 術 を、単一企業 も しくは企業連合 が研究 開発 す

る活動 に対 し、複数年 度 にわた って資金援 助す るこ とを目的 と してお り、当初 は大 きな予算 を確

保 して行な うプログラム にはなっていなか った。

しか し、同 プログラム に対す る産業界の 関心 は極 めて高 く、1994年 に同 プログラムをあ らゆる

技術 分野 を包括 する国家 プログ ラム と し、オ ープンな研究公募 の メカニズムのなかで運用 してい

くこ とが 決め られた。ATPを 通 じて拠 出 される予算 規模 も急速 に増大 し、NIST当 局 は、 さらに

産業界 と連 携 しなが ら、ATPを1997年 までに年 間7億5千 万 ドル規模 の研 究支援 プ ログラム に

まで拡 大 したい としてい る。

4.DOE(DepartmentofEnergy)(注4)

(t)組 織 概 要

DOEは 、 特 に エ ネ ル ギ ー 分 野 を 中 心 と し て 国 家 的 安 全 保 障 に 関 わ る 研 究 開 発 を 実 施 し て い る

機 関 で あ る が 、 そ の 初 期 に お い て 原 子 爆 弾 の 開 発 に 主 要 な役 割 を 果 た した こ と か ら もわ か る よ う

に 、 原 子 核 物 理 学 を 始 め とす る 広 範 な 基 礎 科 学 分 野 に お い て研 究 開 発 を 実 施 し て い る 。

DOEは 、 こ れ ら の 研 究 開 発 を 傘 下 の 幾 つ か の 国 立 研 究 機 蘭 を 中 心 と し て 実 施 し て い る 。 そ う

し た 研 究 所 に は 、AmesNationalLab.、ArgonneNationalLab.、FermiNationalLab.、Lawrence

BerkeleyLab.、LawrenceLivermoreNationalLab.、LosAlamosNationalLab.、OakRidgeNational

Lab.、SandiaNationalLab.等 が あ る 。 さ ら に 、DOEは 民 間 へ の 技 術 移 転 プ ロ グ ラ ム に お い て 重 要

な 役 割 を 担 っ て お り 、 上 記 の 研 究 機 関 の 研 究 者 と 民 間 企 業 の 研 究 者 が 共 同 研 究 を 行 な う 、

CRADA⑨(CooperativeResearchandDevelopmentAgreements)を 結 び 、 産 学 連 携 を 推 進 し て い る 。

(注4)詳 し く はhttP:〃www.d㏄.govを 参 照 の こ と。
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(2)研 究 開 発 の 概 要

DOEは 前 述の よ うに物理学 を中心 と した基礎科 学研 究や エネル ギー関連 の研 究 を主要 な研究

対象 と してい るが、そ う した研 究分野 との 関連で幾 つかの情報技術 に関連 す る研 究 開発 を実施 し

ている。

1950年 代 初期 に、JohnvonNeumannの 指 導の下で ス ター トしたAppliedMathematicalScience

(AMS)プ ログ ラムは、 そ う した研 究の 一つの起 源 にな ってい る。1983年 にAMSプ ログラムは

改編 され、ScientificComputingStaffに 組 み込 まれ、解析 ・数値的手法、情報分析手法 、先端 的な

計算 コンセ プ ト、エ ネルギー分野 におけ る計算科 学 とい った研究 がDOE全 体 で推 進 されて きた。

同 プログ ラムの なかでDOEは 多 くの並列 コン ピュー タを購 入 ・開発 し、計算科学 分野 におけ る

主要 な成功事 例 を生 み出す と ともに、全 米 の研 究者 に対 して こう した計算資 源 を提 供 してい る。

HPCC計 画 において、DOEはGrandChallengeに おけ る計算科学的研究 を中心 に研 究開発 を進め て

い る。

5.NIH(NationallnstitutesofHealth)(注5)

(1)組 織 概 要

NIHはPublicHealthServiceの 下部研 究機 関であ り、1887年 に1研 究室 と して発足 しているが現

在 は生命 科学分野 にお ける最 も中心的 な研 究機 関 と して、独 自の研究所 にお ける研究 開発 と関連

機 関(大 学、 メデ ィカルスクール、病院等)へ の研 究支援 を実施 している。

NIH予 算 は お よそ100億 ドル であ る。連 邦R&D予 算 に占め る生 命科 学 分野 に対 す る支 出は

年 々増加 してお り、その殆 どはNIHに 配分 され る(NSFは 、広範 な基礎研 究分野 に資金援助 を行

なってい るが、NIHと の関係 か ら生命科学 や医療 に関す る研 究 開発へ の資金援助 は対 象外 とな っ

ている。)そ の81%が 研究公募等 に基づ くグ ラン トで、1,700近 い機 関の お よそ35,000プ ロジ ェク

トに対 して資金援助 を行 なっている。 これ らの グ ラン トはNSFと 同様 にPeerReviewに よ り審査

されるこ とにな ってい る。 一方、全 体 の11%の 予算 はNIH内 部の研 究機 関が実施す る2,000程 度

の プロジェク トに支出 され る。

(2)研 究 開発 の 概 要

NIHは 生命科学分野における研究開発 を主目的 としてお り、当該研究分野に関連する情報基盤

的な研究開発(例 えば、ヒ トゲノムといった遺伝子データベースの整備や医療機関等 を結ぶネッ

トワーク整備等)や 、生命科学分野における計算科学(例 えば、薬品設計や蛋白質の三次元構造

解析等)に ついて、研究開発を進めている。これらの分野は、HPCC計 画におけるMHの 主要担

(注5)詳 し く はhttp:〃www.nih.govを 参 照 の こ と 。
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当分野 になっている。

6.SBIR(SmallBusinessInnovationResearch)(注6)

(1)プ ロ グ ラ ム の 概 要

SBIRは 、 連 邦 政 府 の 研 究 開 発 支 援 を 中 小 企 業 に 対 し て 行 な う こ と を 目 的 と し て 、1982年 に

SmallBusinessInnovationDevelopmentAct(PL97-219、PL102-564)を 根 拠 法 と して 創 設 さ れ た も

の で あ る 。SBA(SmallBusinessAdministration)が 調 整 役 と な っ て 、 研 究 開 発 予 算 が1億 ドル を

超 え る全 て の 連 邦 機 関 が 、 そ の 各 研 究 開 発 予 算 の う ち 一 定 比 率 の 予 算 を 中 小 企 業 に 出 資 す る こ と

に な っ て い る 。 当 初 、 こ の 比 率 は1.25%で あ っ た が 、1992年 のSmallBusinessResearchand

DevelopmentEnhancementActに よ り毎 年 こ の 数 字 を増 や し、1997年 に は2.5%に ま で 引 き上 げ る

予 定 で あ る 。 ち な み に 、1991年 に お け るSBIRの 全 出 資 額 は4億8,300万 ドル で あ り、 こ の う ち

情 報 技 術 分 野 は 後 述 す る よ う に 全 体 の21%に あ た る 約1億 ドル で あ る 。

(2)研 究 開 発 の 概 要

SBIRプ ログ ラムが、情 報 技術 分野 におい て重 要 な役 割 を担 った こ とを推測 させ るデー タが

図:付1-3で ある。1980年 か ら1993年 の 間にハ イテ ク分野 を対象 と した企業 の創業件 数 を分野

別で比較 している この図 より明 らかな ように、 ソフ トウェア分野 は際立 ってハイテ ク企業の創業

が活発 だった分野 であ り、全体 のお よそ31%を 占めてい る。創業 当初 、中小 規模 であ ったこれ ら

のハ イ テク企 業のなか に、SBIRプ ログ ラムの支援 を受 けて研 究 開発 を行 ない、技術力 や商 品開

発力 をつけてい った ソフ トウェア開発ベ ンチャーが少 な くない ことは容易 に想像 で きるこ とであ

る。

(注6)詳 し く はhttP:〃www.arPa.mil/sbir/sbirlsb袖tmlを 参 照 の こ と。
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出 典=Science&Engineeringlndicators-1993

図 付1-3米 国 に お け る 分 野 別 ハ イ テ ク企 業 創 業 数(1980-1993)

一 方、情 報技 術分野 はSBIRプ ログラムの なかで も比 較 的重点 的 に支援 された研究 開発分野 で

もあ った。図:付1-4は 、SBIRプ ログ ラムが出 資 した割合 を研 究分野 別 に示 した もので ある。

全体 の5分 の1が 情報技 術分野 に出資 されてい ることが わか る。

連邦機 関別 にSBIR総 出資額 に占める情 報技 術分野の割合 を見 てみ ると、最 も高 いのはDoDの

26%で あ り、 これにNASAの25%が 続 く。3番 目に情報技 術分野の割合 が高いNSFは18%で すで

に全連邦機 関の平均 であ る21%を 下 回っている。全SBIR出 資額の約半分 を占めるDoDに おいて

情報 技術分野へ の出資割合 が高い こ とが、SBIR全 体 と して も情報技術 分 野の割合 を高 くしてい

る要 因 となってい る。

出 典:Science&Engtneeringlndicators-1993

図 付1--4SBIRプ ロ グラムの分野 別出資割合
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ADL社 調査結果に対す る

委員 による分析結果





ADL社 調査結果に対する委員による分析結果

本付属資料は、アーサー ・D・ リトル(ADL)社 による 「米国政府による情報技術研究開発運

営の現状 と技術開発動向」の調査結果に対 し、その技術的検証 を行ない、また今後の調査研究の

方向付けや調査方法等の検討に役立たせるために、「米国における先端情報技術動向委員会」の

各委員の分析結果をまとめたものである。

ここでは、次の項 目に焦点を当てて各委員の自由な意見を出 していただいた。

1本 調査の結果や分析 に対 してのコメン ト

2.米国の情報技術の現状認識

3.本調査に関連 して日本 として必要な対応策

4.日本の情報技術を発展 させるために今何が必要かなど
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委員分析1

[米国の情報技術の現状認識]

第1章 の米国政府による研 究開発運営の現状では、米国政府の研究開発全体の年 間予算 を約

700億 ドル、その中の科学技術の研究開発予算 を約375億 ドル、その中のIT分 野の研究開発予算

を約27億 ドルと見積 もっている。日本における、IT分 野における研究開発 予算は、最近の補正

予算を加えてもおそらく数百億円の単位であろうから、まず、予算の総量的に見て、米国は恵ま

れているという印象 を持 った。

また、IT分 野の研究 開発 予算約27億 ドル の中身であるが、DARPA、NASA、DOE、NSFの4

省 庁 か ら予算 がバ ランス よ く配 られてい る。 当然なが ら、 日本 にはDARPAやNASAに 当た る も

の はない。 強いてい えば、DARPAは 防衛庁 、NASAは 宇 宙 開発事 業 団 に相 当す るのだ ろ うが ,'

そ ういった機関が、研究 開発 予算 を広 く供給 する とい うこ とは まず考 え られない。

NSFは 、いわば文部省的な、基礎的なファンディングをする機関と考えられる。しか しながら、

文部省の科研費 をNSFと 比較 した場合、NSFの 方が、はるかにIT分 野 に対 して好意的であ る。

例 えば、文部省の科研費で情報科学分野は複合領域 とみなされ、そこへの科研費の支出も極めて

少ない。科研費の重点領域研究などで も情報科学分野のテーマはほとんどない。工学や物理学な

どの、いわゆる伝統的な分野が尊重 され、情報科学分野は、予算面でも立ち遅れている。(こ れ

は、日本における、大学教育が、いわば基礎教育指向、教養指向で、みずからリス トラができず、

変化する科学技術に取 り残 されていることとも関係があろう。)

DOEは 、エ ネル ギー省 で あ るが、 日本 で は、 エ ネル ギ ー省 に該 当 す る もの がな いた め に、

DOEの 重 要性が認識 されて いな い傾 向 があ る。私 が、米 国の大 学 院で大 学院生 であ った時 も、

指導教官 はエネルギ ー省 の サポー トを受 けていた。DOEの サ ポー トは、NSFほ ど基礎 的 で もな

く、DARPAほ ど戦略的 で もない。米国 の研 究開発 において、 エネルギ ー省 は、 中核的 な役 割 を

果た している と思 われる。

DARPA、NASA、DOE、NSFの4省 庁 の出資先の資金配分の特色 については、報告 書の第2章

に、 きわめて適切 にま とめ られてい る。個人的 に持 っている印象 とも良 く合致 してい た。

日本で は、一度 プロジェク トが開始 され る と、途 中で 中止 される ことはあ ま りない。報告で は、

DARPAに おける、年間のprojectretirementrateを20%と してい るが、 これは米 国の素 晴 ら しい特

色 であろ う。計 画経 済 におい ては、例 えば、会社 は絶対 に倒 産 しない。会社 が倒 産するの は不幸

な ことであ るが、経 済的 に採算 が とれ ない会社 を存続 させ る こ とは、赤 字 を限 りな く出 し続 ける

ことで もあ る。研 究開発 の場合 、 よ りチ ャ レンジ ングなテーマ に挑 めば挑 むほ ど失敗 す る可能性

も高 くな る。 したが って、 開始 したプ ロジェク トに関 して、 どの よ うな、 レビュー を中間、終 了

時 に行 な うのか?途 中での計画変更 、あ るいは、終 了は どの ように行 な ってい るか?に つ い
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て、米 国にお ける詳 しい情報 が欲 しい と感 じた。

研究 開発 における政府 の出資 に関 しては、PeerReview、StrongProgramManagerと い う2つ の

方式 が紹介 され ている。PeerReviewは 、NSFな どで用 い られてい る方式 で、rejectionratesが20

～60%と 紹 介 されてい る。 この、数字 は、文 部省 の科研費 の採択 率が20～25%で あ る こと と比

較 す るとか な り大学教 官 につ いてはや る気 の出る数字 である。 一般 に、 日本 において は、公募 さ

れ るテーマ につ いて、競 争率が異 常 に高 くな る傾 向があ るが、それ に くらべNSFの 数字 は現実 的

であ ろ う。 また、PeerReview、StrongProgramManagerの どち らの方式 に して も、Program

Managerが 存在 し、決定 権 を持つ ことは変わ らない。 あま り、個 人の名前が 表面 に出ない 日本 と

の違 い を感 じた。

また、IT分 野 の研究 開発予算 の約27億 ドルの うち、約11億 ドルが、HPCC関 係 の予算 であ る

とい うの は、正 直な ところ、驚 きであ る。HPCC関 係 が、景気 がいい のは聞いて いたが、 まさか

これ ほ ど資金 が集 中的 に投 資 されて いる とは思 わ なかった。一一方、情報 処理 分野 は、明 らか に

HPCC分 野 だけではない。米 国は、 ここにそれ だけ集 中的に投 資 して平気 なのか?と い う印象

も持 った。

[本調査の結果 や分析 に対 しての コメ ン ト]

ADLの 最終 報告 につい ては、 良 く調 べ られてい る とい う印象 を持 った。本 調査 の最大 の特色

は、技術移転 を促進す るため の法 的な枠組 と して、1980年 のBayh-DoleActに 焦点 を当 てた こと

であ ろう。 これは、大学 ・研究所 お よび研 究者個 人 に金銭 的な インセ ンテ ィブ を与 える法律 であ

り、米 国におけ る技術 移転の考 え方 を象徴 す る法律 であ る。

技術 移転 の促 進 につい ては、 日本 人 と米 国人の メンタ リティー、会社へ の ロイヤ リテ ィーの違

い な どが良 く論 じられ るが、 ここでは、そ うい った面 だけで な く、法 的な枠 組か らも調査 を行 な

ってい る点 が素 晴 ら しい。 これ らについ ては、 日本 も大 いに参考 にすべ きであろ う。

報告書 の第2章 では、大学 ・研 究所 か らの技術 の商業化 と して、ス ピンオ フを強調 しているが、

た しかに、転 職、休職 を含 む人事の流動性が、重要 な一'つのメカニズム となってい るこ とは事実

であろ う。 しか しなが らこう した ドライな労働慣習 が 日本 の世界 に馴 染む もの か どうか、疑 問の

残 る とこ ろであ る。最 近、文部省 もベ ンチ ャー ビジネスラボラ トリの制度 を補正予算 で開始 した

が、米 国 に見 られる ようなベ ンチャービジネスが 、 日本 において も可 能か ど うか、学生 を教育 す

る側 と して、 ど うして も慎重 になって しま う。

ス ピンオ フだけで な く、会社 の コンサ ルテ ィング、報告 の ときに議 論 があ った よ うなnotfor

profitorganizationの 役割 をも含 め、総合 的に判 断すべ きだ と思 われる。

日本 では、特 に大学教官 においては、大学 を象牙の塔 とと らえ、実用研 究 を好 ま しい としない。
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また、金銭 的利益 を得 ることへの ため らい も存在 す る。 一方 、米国の場合 には、経験 に照 らして

考えてみ ると、素直 に、 リッチにな るの は良い こ とである とい う信奉 が残 っている ようであ る。

一方 、ADLの 最 終報告書 で、や や物 足 りない点 は、報告 の基本 的 な トー ンが、米 国 は優 れて

い る という トーンで ま とめ られているこ とであ る。米 国の大学 に、大学 院生 と して在籍 し、研 究

上で、米国 の大学の教官 と交流の ある もの として の感想 を率直 にい うと、確か に米 国の制度 には

学ぶべ き もの も多いが、一方、明 らか に、欠点 も多 く存在 す る。

会社経営 な どに関 しては、米国式経 営 と日本式 経営 の長短 が良 く論 じられ るが、基本 的に は、

長所 の裏 には、欠 点 も存在 し、そ こまで を観察 しない と、 日本 に米 国的 な制度 を持 ち込 んだ とこ

ろで成功す る とは限 らない。

米 国において給 与 を9カ 月 しか支給 しない こと、私企業 での コンサル テ ィングを週1日 は許容

す るこ と、 あるい はtenure、sabbatical等 の制度、 これ らについ ては長所 と同時 に、短所 もある と

考 え られる。特 にtenureの 制度 は、最近 での米国 での運 用 を見 てい ると、 マイナスの面 が 目立つ

ようであ る。

したがって、報告 においては、米 国式の研究 開発 の欠点、例 えば、短 期の研 究成 果 を追 った長

期 的な ビジ ョンの欠如 、人件費 の高 騰 に よる研究費 の高騰、人材 の流動 性の過剰 による研 究の 中

断、な どの例 も(も しあれば)挙 げて欲 しか った。

[本調査 に関連 して日本 として必要 な対応策]

この報告 には、あ ま り触 れ られ ていない ことであ るが 、 日本 の大学 と米国の大学 では、基礎体

力が全 く異 なるとい う印象 を持 っている。米国の大学 は、それ 自体 が一つの産業 であ り、極 め て

複 合的かつ戦略的 な機 能 を持 っている。そ れ と比べ ると、 日本 の大学 は、清貧 を もって潔 しとす

る気風が ある。 また、社会 の求める教 育への適応 も遅れてい る。情 報科学 関係 の学科/大 学院 の

充実 がなされた とはいえ、米 国の研 究者層 と比較 す る と、 まだまだ人材の層 は薄い。 また、米 国

で大学/大 学 院の卒業 生は、即戦力 と して働 くが、 日本で は、即 戦力 としては期 待 されていない

し、 日本 の教育制度 の貧 困か らか、学生 はそれだけの実力 を持 っていな い。

この ように基礎体 力が異な るので、 日米 を同一の次元 で論 ずる こ とは困難であ るが、本調査 に

関連 して、 日本 と して、必要 な対応策 の一つは、研 究 開発 の実用化 のための枠 組 を、法 整備 を含

め て作 るこ とであ る。 日本 人の メン タリテ ィー を、米 国人 と同様 にす る こ とは困難で あろ うが、

競争原理 を導入 し、研究者個人 に研究 開発への イ ンセ ンテ ィブを与 えてい かない と、研 究の実用

化 は、今後 い よい よ困難 となってい くであろ う。

また、資金 の導 入 に当 たって も、個 人 の名前 を表面 に出 さない、集 団無責任 な体制 で はな く、

決定権 を持 つProgramManagerを 積極 的 に育 ててい くこ とが重 要で あろ う。 また、研 究投資 にあ

一200一



ADL社 調査結果に対する委員による分析結果

た って、政府 か らの出資 だけで な く、民 間か らの出資 を義務づ けるこ と、 中間 の レビュー、評価

を外 部評価 を含 め行 ない、 テーマの内の何 パーセ ン トかについては、テ ーマの中止 を行 な うこ と

な どが、必要 か と思 われ る。

また現在 日本 では、政府 に よる資金投 資の他 、様々 な財団が公 的な資金援助 を実施 してい るが、

審査 の手 間や質 を高め るために もmatchingfUndな どのシステムの積極的導入や 、それ に関す る税

金 の優遇 処置 など も重 要 となろ う。

日本 人 は、基礎 指向が強 く、応用 を軽視 す る傾 向が ある。お勉 強が好 きで、オ リジナ リテ ィー

を尊重 しない。applicationと い う言葉 は、「適用 する」 とか 「応用す る」 とい う以上 の良い語感 を

もっている と考 え られる。単 な る基礎研 究指向の研 究 開発 か らは、研 究成 果は出 てこないのでは

ないか?例 えば、基礎研 究所 とい う概 念 は米 国では通用 しない。 それゆえ、基礎研究所 の英訳 と

してAdvancedResearchLab.と 言 ってい る日本 の研 究所 も多い。 日本 で も、企業 の研 究所 は、本

当に企 業の ために役 に立つ研 究 を しているのか とい う見直 しの機運 があ る。研究成 果 は、産学が

現実の問題 にぶつか るこ とか ら生 まれるのではないか?例 えば、エ レク トリック ・コマースな

どは、非常 に応用 指向の強 い トピックであ るが、今 後、 こう した問題 指向型 の研 究開発 が増 えて

くるの ではないか と思 わ れる。

また、産学の人材交流 とい う観点か らは、産 か ら学 には、最近人材が流 れ るケ ースが増 えて き

たが、逆 の学 か ら産 には人が流 れ ない。学側 の人 間にそれだけ魅力 のある人間が少 ない とい うこ

とか も知 れないが、双 方向の交流 を活性化 し、それに よ りキ ャリアパ ス、給与、年金 な どの面で

不利 とな らない ような きめ こまかな制度 の充実等 も重要であ ろう。
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委員分析2

米国における情報技術 の研究開発の現状を把握するという点では十分な情報を得たと思 うし、

ADLの まとめや指摘には納得で きる部分が多い。 しか し、これは飽 くまで米国の社会構造 とい

う文脈における観測データであることを念頭において理解 しないといけない。

米国政府からIT分 野への年間支出は2,700億 円 となっているが、例 えば研究者1人 当た りに換

算するとどうなるのか、企業、大学、政府系研究機関それぞれの研究者の比率はどうなっている

のか、とい うことも合わせて理解する必要がある。また軍の予算が全体の1/3程 度を占めている

が、これは金額の多寡 という問題だけではな く、国防 という具体的、大規模かつ優先度の高い研

究 目標が設定されている状況で、様々なサブプロジェク トの遂行が統一的に管理されているとい

うことにも注意 しなくてはならない。

本委員会の ミッションが 『IT分野の技術振興のために国は何 をすれば良いのかを探 ること』だ

とすると、ADLの 報告書 にあるような米国の状況か ら、我々日本 にとって役 に立つ教訓や方策

を読みとりたい。つまり、日本 という社会構造の中でも有効に機能する教訓 とは何だろうか、ま

た同時に、IT技 術がより発展 しやすいような社会構造への変革を促すような方策にはどの ような

ものがあるのかを考えてい きたい。

(1)ホ ッ トな分野 とは何 か、プ ロジ ェク トの テーマ設定 の巧 み さ

ADLの 報告書 に従 って研 究 開発 のホ ッ トな分野 を概観 す る と、その多 くが、商用化 に近 くか

つ幅 の広 い プロジェク トに位置付 け られ ることに気付 く。逆 にホッ トな分野 の定義 がこ うなの だ

ととらえて もよいだ ろう。しか し例 えばintelligentsystem/humaninterfaceの ホ ッ トな分野の箇所で、

より純粋 なAIに 近い領 域 は話題 に上が らなか った とい う記 述があ る。 この ような狭 い領域 を対

象 とす る研 究は、 プロジェク トの対象 には な り得ず 、従 って ホッ トな分野 に もな り得 ないのであ

ろう。

そ して、その ようなホ ッ トなテーマの プロジェク トを推 進 してい く時、現実 に どの ような基礎

技術 を組 み合 わせ れば良 いのか、 どの ような基礎技 術 を研 究開発 すべ きなのか とい う点 に フィー

ドバ ックがかかる点 も見過 ごせ ない。報告 書で も指摘 されてい るように、 この フ ィー ドバ ックが

うま く機 能す るこ とで、産業 に対す るイ ンパ ク トと、基礎研 究 による技 術 レベ ルの底上 げが同時

に達成 されてい る とい うのが、米 国の研 究開発体 制 で最 も見習 うべ き点の1つ と言 って良い だろ

う。

ここで、 プロジェク トのテーマ設定 の巧み さを再認識 すべ きであ る。 テーマ と しては次の3つ

の要件 を満 たす こ とが必須 であ る:
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a.時 宜 を得てい る。

b.ニ ーズ についての はっ きりした目標 やイ メージがあ る。

c.特 定 の技術 の みに偏 った り限定す るこ とがない(報 告書 では総合 的 とい う用語 が使 われ

ている)。

また これ ら注 目すべ き研究 プロジ ェク トの テーマ…覧 か ら、 メガ トレン ドと して米 国が考 える

近未来の計算機 システム像 とい う もの を汲 み取 るこ ともで きる。

それ は以下 の ようであろ う。

・か な り多 くの複 数 の計 算機 がネ ッ トワー ク(結 合は疎!密 両 方あ り得 る、 必ず しも物理的

な位置 の制約 を意味 しない)で 相 互に接 続 され る。

・計算機 群全体 が協調 して何 か1つ の仕事 をこなす。

・扱 う情 報 は、静止画、動画 、音声 、テキス トな どで大規模 で ある。

・知的 なユーザ インタフェース、入 出力、 問い合 わせが可能。

この ような イメージ自体 には 目新 しさは少 ないが、 この 目標 をブ レークダ ウン して技術 的に理

解 で きる目標 やテーマ に分 解 してい く巧み さに感L・して しまう。

また、 こ う して掲 げ られた研究 目標 はニーズ指向的 に設定 されてお り、個 々の要素技術 までは

具体 的 に特 定 してい ない。 あ るテーマの傘 の下 で、1つ の 目標 に対 して複 数の プロジ ェク トが 、

協調 しつつ一方 では競合 して柔軟 に走 るこ とが で きる ような設定 になっている。

さらに目標 設定が巧み なのは、国家 レベルだ けで はな く、研 究所 レベ ル、大 学 レベ ル、 プ ロジ

ェク トレベ ル、個人 レベ ルで も言 えることであ る。

(2)幅 広 く厚 くバ ランス良 く、時折重 点項 目を混ぜ る

ADLの 報告 に、 マ クロな レベ ルで どの分 野 に どれ くらい予算 が流 れて いるか を観 察 して も動

きが少 ない ため、それほ ど意味のあ る結論が導 き出せ ない、とい う発 言があ った。これはつ ま り、

予算 が急 に増 え ること もなければ急 に減 る こ ともない とい うこ とであ る。例 えばHPCCやNIIな

どは、研 究 プ ロジェク トとい う範 疇 を越 え、 国家的 なかな り長期 にわた るプロジェク トに位 置付

けて も良 いだ ろう。その 間は、一 貫 した大方針の もとで予算の執行や細 かい計画 の策定な どが行

なわれ る。 それ によ り、基礎、基 盤、応 用の どの フェーズ にも偏 るこ とな く予算 を配分す る こと

が可能 となってい る。NSFとDAPRAが 相 補的 な関係 にあるの も見 逃せ ない。

基礎研 究 な ど、あ る一定 の成果 が出 るまで時 間がかか る研 究 を推進す るため には、長期 にわた

り安定 して資 金 を提 供す る必 要がある。それ に必要 な予算が比較的多 い ような場合 には、長期 に
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わた る国家 的なプ ロジェク トを興す必要が あるこ とが分か る。

また、米国で は研究 の各 フェーズ に適 した研 究予算 プログラムが用 意 されてお り、各研 究予算

プログラムの持つ性格 づけが はっき り してい ると思 う。 一方 日本 の、例 えばIPAの 提供 してい る

研 究予算 プログラム を見 る と、 どれが どんな 目的で どの ような研 究 を助成す るの かが明確 に区別

で きない ように感 じる。 これで は結局 内情 に精 通 した小 人数の研 究者 しか利用 しない とい う結果

になって しま う危険 がある。

(3)経 済的、名 誉的 なインセンテ ィブ と人材 の流動性

米国では、資金源によらず、研究の知的所有権 はその研究を行なった個人またはグループに帰

属 した り、商品開発のための資金援助 プログラムが充実 している。さらに、大学教授が2年 間ほ

どベンチャーの起業に従事 しても、その後、教職ヘスムーズに復帰できるような制度があるよう

だが、このように組織 としてベンチ ャーを興すことが奨励されている。

日本の企業内で特許を申請 しても、それが個人の業績 として認め られ、個人の経済的に十分反

映されるかというと必ず しもそうはなっていない。また大学の研究者は、組織 として特許出願の

支援を受けるようなことはないので、自分でその出願の手間を負担 してまで特許 を申請するか と

考えると、否定的にならざるを得ない。

そのような日本の環境で育 った研究者は、その後輩や学生に対 して、やは りインセンティブの

少ない環境での研究者のあ り方を指導 し、その資質は継承されてい く。では米国で育った研究者

なら良いかと言 うと、それは米国とい う環境の中でのみ有効な振舞いであ り、 日本の社会的構二造

が米国式インセンティブを持った研究者 を受け入れるかどうかは疑問である。 日本は、米国式で

ない新 しいインセンティブの与え方を模索するしかないだろう。

人と技術は一体であ り、技術を持った人が流れない と、その研究も新 しいフェーズに移 らない。

米国では人材の流動性が社会構造の一部 となっている。 日本でも最近一部、研究者が流れるよう

になってきたが、それでも多 くの企業研究者や大学の研究者は、終身雇用の枠組の中で、研究者

としての殆んどの時間を(か な り狭い意味で)あ る1つ の組織の中で過ごす。これでは技術が流

れないだけでな く、研究開発の環境 としてもかな り刺激に乏 しいものとなって しまう懸念がある。

また研究者だけでな く、開発やビジネスに従事する人 も巻 き込んで人材が流動 しないと意味がな

いのではないか と思 う。

(4)職 業 と し て のprogrammanagerとprogramofficerの 確 立

ARPAのprogrammanagerとNSFのprogramofficerは 職 業 と し て 成 立 し て お り 、 上 で 述 べ た 人 材
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の流動性 を支 える1つ の ポジシ ョンとな ってい る。

このprogrammanagerやprogramofficerは 、実際米国では研 究者 のキ ャリアの1つ と して認知 さ

れている。 この ような認知が生 じる背 景 と しては、 日本で は、研 究者 が研 究 その もの を行 なう能

力 だけが問 われて、かな り高 いポジシ ョンに就 くの に対 して、米 国で は、数 人のチーム ・リー ダ

の レベ ルか ら、研究 その もの だけでな く、マ ネージメ ン トの能力 も同時 に要求 されてい るか らで

ある と考 える。 これは非常 に正 しい考 え方 だ と思 う。

また、IFSの 委員会 で も話 題 に上 がった こ とで もあ るが、正 しく予算 配分 をす るため には、予

算 配分 のマネージメ ン ト業務 が職業 と して成立 しなければな らず、 これはつ ま り、そ れ相応の 人

件費 や経費 が必 要であ るこ とを意 味す る。 日本の ように、予算 配分の ための技術 的判断 をすべ て

ボ ランテ ィアに頼 ってい るの は、か えって無駄 が生 じて しま うのではない だろ うか。

(5)産 官学の一体感

ADLの 報告 の 中に、 政府 か らの資金 が トップ ダウンに流 れ、研 究 者か らボ トムア ップに研究

計 画が提 出 され、それ らが うま く協 調 して進 んで行 く点が指摘 されてい た。 しか し、 トップダ ウ

ンと言 って も、政府 は第一線 の研 究者や技術者の ビジ ョン を元 に方向 を策定 してお り、 またボ ト

ム アップと言 って も、研 究者 もその ような政府の動 きに合 わせ て 自分の研究 テーマ を変更 した り

取捨 選択 してい る。

む しろ(1)～(4)の 結 果 と して、米 国では産官学 が常 に連絡 を密 に して協力 しあ って お り、

資金の流 れ と有効 な研 究計画 の流 れが きちん と対応付 け られ るの ではないか と考 え られる。 この

ように産官学 が共有 で きる問題意識 や 目標 が設定 されている こ とに起因す るのだ と思 う。

そ して、研 究者、技 術者 、政策の策定者、予算 の配分者 な ど、各 ポジシ ョンに居 る人 々が明確

な意志 を持 って役割 をは っき りと自覚 し、協力 的に業務 を遂行 している とい う印象 を受 ける。 そ

の結果、米 国の国 防や産 業 に対 してcomputerscienceの 果た した役 割 とその重 要 さを国全体 の レ

ベ ルで認識 している。 一方、 日本 の計算機科 学や工学が産 業 に与 えるイ ンパ ク トは、残念 なが ら

そ れほど大 きくはない。 日本 で も計算機科学 や工学 はそれ な りに産業 を支 えて きているの に、技

術的 な高 さ と経済的 な効 果が、表 向 きリンク してい ない ように感 じられ るの は、産 官学 に一体 感

が欠 けてい るか らでは ないか と考え る。

(6)そ の他

ADLの 調査 はマク ロな立場 か ら米 国の実情 を調べ た もので あ り、 これ を個 人で行 な うのは非

常 に難 しいだ ろう。ADLの 調査 ではあ ま りカバ ー されてい なか った ミク ロな個 々の事例 につい
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ては個人 ベースで把握で きるだろ う。 この意味 で、今 回の調査 方針 は大変 うま く切 り分 け られて

いた と思 う。

ADLの 報告 で は、米 国は 日本 と比 べ て よ り競 争社会 で あ る と強調 され ていた ように思 うが 、

日本 の技術者 は、競 争す るこ と自体 に はそ れほ ど抵抗感 は持 っていない。 む しろ好 ま しい とさえ

考 えてい る と思 う。健全 に競 争 で きる社 会状況 さえ用意で きれば十分 であ り、 こ とさら競争 を煽

り立 てる必要 はないだろ う。

米 国の予算 申請書 の審査 方法 に用 い られて いる ピア ・レビューがベス トではな い とい う発言が

あ った。確 かに、競 争相手が審査す る こ とによる弊害 はあるだろ うが、現実 には ピア ・レビュー

より優 れた審査方法 が存在 しない以上、 やむな しだろ う。

ある程度 の予想 はつ くものの、 さらに欧州 での事例調査 も加 える と良いだろ う。

社会構造全般 の話な ら、政治 、経 済、法律 な どに関 して も議論 すべ きだが、往 々に して議論の

内容 が散慢 にな り、抽象論一般論 に帰 結す るこ とが起 きがちである。今 後議論 を進め る上で、気

をつけるべ きポイ ン トであろ う。

一206一



ADL社 調査結果に対する委員による分析結果

委員分析3

1.は じめ に

ADLの 「米国政府による情報技術研究開発運営の現状 と技術 開発動向」調査結果では米国で

の政府の研究投資の仕組みや現在盛んに研究開発が行なわれている分野がうまくまとめられてい

る。また、調査資料2第3章 での分野 ごとの重点分野や個別プロジェク トの紹介 は大変参考にな

った。現状調査 という点ではよくできていると考える。欲 を言 えばこれらの研究投資がどの よう

に役立っているのか(ま たは役立っていないのか)や 、なぜ役立っているのか(ま たはいないの

か)に ついての分析があるとより役に立つと思われる。また、中間報告段階からいろいろ指摘が

あったように時系列的な変化や将来予測などもあると良かった。 さらに、米国についての調査で

も他の国との比較によって初めてその特徴が分かる場合 もあるので、この調査 を元 にして今後検

討 してい く必要がある。一部の記述については理念が先行 し十分な裏づけがあるのかどうかはっ

きりしない部分が見受けられた。理念やキャッチフレーズは総論 としては良いが、現実にそうな

っているかどうかはきちんとした分析が必要である。これらの検討な しでは 「米国がこうだから

日本 もこうすべ きだ」 とい う短絡的な議論になってしまう可能性がある。

2.研 究開発 投資額

全研究開発投資額が$182Bで 連邦政府研究開発投資予算が$70Bな ので約38%で ある。 これに

対 しIT分 野では$22.5Bと$2.7Bで12%で あ り、平均 と比較 して非常に低い。政府予算か らIT関

連を抽出す るのが困難なための誤差 もあるだろうが、ある程度は実態 を反映 しているものと思わ

れる。常識的には情報産業は先端産業なので政府予算による研究開発の比重が大 きいと考えても

不思議ではないが、実態は政府の比重が他の産業に比べて低いようだ。この理由はなんだろうか。

この点 を分析すれば情報関連産業 における研究開発の特徴 と政府の役割がはっきりするのではな

いか。

情報関連産業で政府予算の占める比率が低いことについて考えられる理由を思いつ くままにい

くつか挙げてみよう。

・軍事研究や宇宙開発 ・高エネルギー物理など産業ベースで採算が取れに くい分野への投資

がかな り大きく、それらの分野での政府予算の比重が高いため全体での比重が高まってい

る。IT分 野は低い というよりは通常の産業並みである。

・IT分野では産業界の研究開発投資が非常に活発で政府の比重は小 さい。

・IT分野は新 しい分野で政府の対応は遅れている。

データがないのでこれ以上は議論できないが、他の産業の研究開発投資の現状 と比較すればこ
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の疑問へ の答 えは得 られる と思 われ る。 また、 日本 との比較 も興 味深い。

3.研 究開発 の仕 組み

まとめとして以下の5項 目が挙げられている。

・研究開発政策の トップダウンでの運営
。

・横断的プログラムなどによる運営。

・技術間に競争原理を働かせる。

・ボ トムアップの提案により研究者間に競争原理を働かせる。

・短期指向 ・特定領域指向 と長期指向 ・広領域指向の存在によるバ ランス。

これらの項目は理念 としては良いことばか りである。このため、各国の政府などによる研究開

発では多かれ少なかれ行なわれていると思われる。 日本でも 「横断プログラムによる運営」 につ

いては分 らないが、他の点は行なわれている。
、したがって、問題はこれ らの項目が米国の仕組み

の特徴 として特筆すべきものであるかどうかだろう。この点は米国 と他の国などとを比較 してみ

ないと分 らない。

上記の項 目が米国の研究開発政策の特徴だとした場合は以下の2点 が問題 となる。

・これらの項目を実現す るためにどのような方法を取っているか。日本 とどこが異なるのか。

・これらが米国の情報産業の振興 にどの程度貢献 しているのか?

報告書の最後のまとめか ら上記の点については 「DARPAの 得意 とするシステム総合開発型プ

ロジェク ト」が多いことと、それが米国産業の振興に非常に役立っていること、が米国の政策 と

その効果の特徴のように感 じられる。それらと上記5項 目がどの ように関連す るのか今後検討が

必要と思われる。関連の分析によって理念とその実現の間のフィー ドバ ックがどのようになされ

ているかが理解できるので、 日本での今後の方針 を検討する参考になると思われる。

4.民 間への技術移 転

米国の研究開発政策の3つ の基本方針 として以下が挙げられている。

(1)自 由市場 ・競争原理の仕組みを最大限取 り入れる。

(2)実 用化のための仕組みを政策的に運営。

(3)産 業による商用化 を最大限推進。

このような政策方針の元に自由市場メカニズムをより良 く働かせる仕組みを提供するためのサ
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ポー トが行 なわれている。米国の理念 としては 「成果の移転 による私企業の利益 は当然の もの」

というのは理解 しやすい。 しか し、これらの理念を部分的に適用すると全体 としては理念に反す

る事が起こる場合がある。

商品開発に政府資金 による研究開発成果 を利用できる企業は他の企業 より競争では有利 にな

る。大企業の方が人材 ・設備などが豊富なので受託で自由競争 をすると有利 にな りがちである。

従って、政府資金による研究開発に企業を参加させる場合にはこの点に対する配慮が必要になる。

政府資金の受託を自由競争にした場合は実績のある企業が参加できる可能性が高 くな り、結果 と

して政府資金が市場での自由競争を阻害することがある。すなわち、政府資金が新 しい企業の市

場参入への障壁 になる場合 もある。このような事態 は自由競争の理念からは好ま しくない。

市場での自由競争 を理想 とする場合は、政府予算に よる研究開発 自体が自由競争への介入 ・制

限になる場合がある。独 占禁止法の存在 を見ても自由競争の理念 とその実現が単純な関係 にはな

いことがわかる。この問題(部 分的な自由競争が全体的な自由競争 を阻害する〕を回避するには

受託を自由競争にす るだけでは駄目で、評価項目の設定などにおいて十分な配慮が必要になる。

米国ではSBIRやSTTRな どベンチャー企業支援の仕組みもあるが、これらの予算はそれほど大

きくはない。主力のプログラムで全体的な自由競争を保証するために配慮 が行なわれているかど

うかが重要である。特 に本報告書で重要と考えている 「システム総合開発型プロジェク ト」の よ

うな大きな予算の場合 に自由競争を保証する仕組みが どうなっているかによって、この理念が本

当に実践されているかどうかが分かるのではないか。

政府の研究開発予算の45%が 産業界に配分 されているが、それらの内訳 と運用が問題である。

・産業界への配分の企業の規模別の割合。

・企業への配分が行なわれたとき、どの程度の割合で商用化が行なわれてきたか?

これらの点の検討な しで、理念だけの自由競争 を日本で適用すると逆効果になる可能性がある。

日本では実績が重視 されベ ンチャーの育ちにくい風土がある。その中で 「自由競争が重要」 とい

っても、応募 を自由とするだけでは政府予算 は既存企業中心に配分される可能性が強い。それに

よって研究開発成果があが り、産業界が活性化すればそれでも良いだろうが、そのことが直ちに

「自由競争による結果」 とはならない。自由競争を旗印に して実際は新規参入を妨げるようなこ

とでは意味がない。自由競争の理念を導入するかどうかの検討 と共に、もし導入する場合 にはど

のように競争 を保証する仕組みを作るかが重要である。

5.何 が役 に立 ってい るか

米国の情報産業、特 にソフトウェア産業は世界で最 も成功 している。OSやDBを 初めとして、

各種のパッケージも米国企業が世界の市場 を席巻 している。 これに対 して、 日本 を含めた各国は
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情報産業関連の公共出資の研究開発 を行なって も 「プロジェク トの目的は達成 したが、情報産業

の振興にはあま り役立っていない」状態である。このような状況で 「米国の政府予算 による研究

開発はこの ように優れている」 という報告書を読 むと良いことばかりのように思えてくる。

しか しなが ら、最初に述べたように米国の情報関連の研究開発に占める政府予算は他の分野に

比較 して非常に少ない。従って、米国の情報関連産業 は民間の研究開発によって支 えられてお り、

政府 による研究開発支援はあま り大 きな役割 を果た していないと考えることもで きる。 この見方

を取 ると、

(1)米 国では政府の研究開発支援の役割は小 さいので、その仕組みはあまり重要ではない。

(2)米 国では政府の研究開発支援の予算は小 さいので、 より効果的に使用するために優れた

仕組みができている。

の2つ の可能性 があ る。

実際にどうであるかは政府予算による研究開発がどの程度産業界に役立 っているかを検討する

必要がある。 これは政府予算で実施されたプロジェク トの成果 を検討するだけでは分 からない。

また、直接的な成果だけでなく、プロジェク トで育 った人材が産業に貢献するようなものも考慮

すると一層把握 しにくい。 しかし、現在 までに育った技術 について政府の研究開発予算がどのよ

うに役立 ったのかを調査すればある程度分かるのではないか。

これに関連 し、3章 のまとめとして、「システム総合開発型プロジェク トは米国の成功にきわ

めて重要な役割 を果たしている」とある。この記述は実際のデータに基づいていると思われるが、

3章 の中には直接 この記述に導 くものが見当たらない。3章 の大部分は現在のプロジェク トの記

述であ り、これらがどのような成果をあげるかはまだ分からない。車夫にい くつかの トピックス

の歴史のチャー トがあ り、いずれのテーマにもなんらかの形で政府予算 による研究開発が関係 し

ている。 しか し、このチャー トは簡単す ぎてこれらの研究開発が 「システム総合開発プロジェク

ト」 として実施 されたものかどうかわか らない。Arpanetの ように明 らかにこの型であることが

知 られているものもあるが、良 く分か らない もの もある。例えば、産業界での研究開発が先行 し

ている場合などは政府予算がどの程度役立 ったかは詳細に分析 しないと分 らない。また、政府予

算での研究開発が先行 した場合でも、それがどの程度役に立ったかは場合によって異なるはずで

ある。このため、この章の結論は多少論理の飛躍があるように感 じる。これらの トピックスにつ

いて政府予算がどのような形で配分 されたのかのデータを追加 した り、その成果には何があった

かなどの分析を行なえば、この章の結論はより説得力のあるものとなる と思われる。

報告書 としては 「これが役に立つ」 という処方箋的なものに重点を置 くのはやむを得 ないが、

1章 で述べているように長短期のバランスにも意味がある。そうだとすれば、直接役立っていな

い部分についてもいろいろな考え方があるだろう。

・直接役立たなくても産業界の裾野 を広げるのが政府予算による研究開発の役割(NSFや 日
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本 の科研費 は もしかす る とこうい う位置づけ?)

・役 立たない ものは無 駄なので、本 当に役立つ もの に集 中投入すべ きであ る。

これ らの両極 端の考 えの どち らを重 視す るかによってどの程度 で 「バ ランス」が取 れてい るか

についての考 え方 は異 な って くる。 この問題 につ いては報告書 では分析 があ ま りされていないの

で今後 の検 討課題であ る。

6.調 査 をど う活 かす か

公刊資料 とインタビューによる調査では得 られた情報の処理の仕方によって結果がかな り異な

って くる。また、同 じデータを元に しても切 り口や分析の方法によってその解釈は異なってくる。

調査結果 を活かすには結論をうのみにするのではな く、調査で得 られた情報 をもとにその解釈や

意味付けについて再度議論 してみるのが良いのではないか。ここでは報告書の記述に基づいて別

の解釈の可能性や疑問点などをあげ検討を試みた。報告会の場では明解に思えた事項も別の観点

から検討す るといろいろな解釈の余地があることが分かる。
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委員分析4

1.総 論

全体的にADL報 告は米国における研究投資の現状 を知る上で、簡潔で示唆に富む良い報告 と

いえよう。計算機関係で言えば、現在、私自身が注目している技術およびプロジェク トはほぼ全

体的に網羅 されており、また、ここ数年来のメガ トレン ドであるコンピュータ技術の通信シフ ト

についても各所で言及 されている。逆にいうと、全 く予想外 という トピックはほとんどな く、私

自身が理解 している米国研究状況 と同様な報告がなされたという安心感 と、本当に大事なことを

見落としていないだろうかという懸念が半ばしているというのが正直な感想である。以下、報告

書の順に気づいた点をコメントする。

2.研 究開発支 出につ いて

財 政支出の抑制、 国防予算 の縮小 が叫 ばれ ている中で、 米国のR&D投 資が実質的 に増 えてい

るのか減 ってい るのか を統 計情 報か ら判 断す るの は非常 に難iしい といえ よ う。 また、情 報技術

(IT)と 一口 にい って も内容 は多 岐 にわた ってお り、で きれば、そ の中身の変化 について ももう

一歩突 っ込 んだ分析 があれば
、 よ り的確 な予測 がで きた のではないか と思 う。例 えば、本 報告 で

はHPCCに 焦点 をあててい るが、情 報関連 でこれまで中心的役割 を果 た して きたスーパ ー コンピ

ューテ ィングセンターにつ いて もNSFは 再編 を計 画 してい る とい う。今後 さ らに、通信分 野が強

化 され るのか、 コ ンピュー タ分野 で あ らた な動 きが 出 て くるのか判 断 が難 しい とこ ろであ る。

SGIに よるCRAY買 収 、Myricomの よ うなWS/PCク ラス タ用 高性 能LANの 台頭 、$500端 末 や

TV-PC融 合 の動 きは何 を物語 ってい るのか。一方 で、ペ タflopsマ シ ンプ ロジェク トの話 が浮 か

んで くる背景 は何 なのか。 いず れに して も、高性能計算(HPC)研 究 は一つの ターニ ングポ イン

トに来 てお り、これまでの ように単純 に研究費拡大 とい うわけ にはいかな いであ ろう。本報告 も、

HPCCと その他 とい う くくりでな く、情報 と通信 とい う視点 で区分 してみる と、 もう少 し トレン

ドが明確 になったので はないだろ うか。

米国の政府出資の仕組みとして、 トップダウン的政策 とボ トムアップ的研究提案が うま く協調

しているという分析はまさにその通 りと思 う。さらに、DARPAの プロジェク トマネジャー制度

やNFS的 なピアレビュー制度による短期研究評価 と長期研究評価の棲み分け等、 日本が学ぶべ き

点は多いと思われる。 しか しなが ら、 このような研究評価制度が機能 している背景には、流動性

の高い雇用関係、ミッション指向の業務体系、明確な個人の権限と責任 といった米国の持つ社会

的文化的要因も大 きいと思われる。本報告の守備範囲ではもちろんないが、 日本から、世界を動

かすようなビッグサイエンスを発信 した り、独創的な研究 を推進させるためには単に制度の改革

にとどまらず、「出る杭 を生かす」 ような風土作 り、ひいては、「個性」 を尊重するような教育制
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度にまで踏み込む必要があろう。

3.民 間 への技術移 転 メカニズム について

本報 告の 中で特 に協調 されて いた事 項の 中に、「実用化研 究へ の支援 」 があ る。従 来、大学 で

の研究成 果 は 「公 開」 が原則 であったか ら、研 究 開発者へ のロイア リテ ィの付与 は180度 の方向

転換 とな る。 しか しなが ら、 この点ばか りが協調 されす ぎる と本質 を見 誤 る可能性が あ ると懸念

す る。 まず 、第1に 、 大学研 究 の内、実用化 に結 びつ く研究 は極 めて少 ない とい うこ とである。

第2は 、実用化研究 は大 学で はな く、ベ ンチ ャー企業 として別組織で行 なわれ る とい うことであ

る。すなわ ち、少数 の成 功 した研 究者の ビジネス をいかに して支援す るか とい うこ とが ロイアリ

テ ィ付 与の 目的であ り、これを持 って米 国の大学研 究が変 わった と結論 づ けるのは早 急であ ろう。

私 自身は、米 国の情報 産業の強 さは、や は り大学(nonprofit団 体 お よびnotforprofit団 体)の 持

つ 「公 開性」にある と考 えてい る。大学 とい う公 開の場で議論 されるか らこそ、新技術 が生 まれ、

育成 され るの だ と理解 している。

4.注 目すべ き技術領域 ・研究 プ ロジェク ト

本 章 は、 時間の都合 上、個 々の技術 の紹介 まではな され なか ったが、報告書 の内容 は良 くま と

め られ ている と思 う。 以下、専門分 野の立場か ら気づい た点だけ指摘 してお く。

Hivecomputingは 、MPPに 代 わる もの として紹介 されてい るが、 これは、CM-2、Masspar、n-

cubeの ように数千PE、 数万PEか らな る超並列 マ シン とは違 う とい う ように解釈 す べ きである。

IBMのSP-2、IntelのParagon、 日本のCenju-3、AP3000、SR2100と い った並列 マ シンは実際には

hivecomputingに カテ ゴライズ される とい って良い だろ う。 また、バー ク レー大学 のNOWと プ リ

ンス トン大学のSHRIMPは 既 存のWS/PCの 利用 を考 えているが、 スタン フォー ド大学 のFLASH

(magicchip)は 専用の プロセ ッサボー ドを設計 す るための技術 である。

VirtualfactoryやtechnologyCADと 呼 ばれてい る設計技術 は今後大 きな発展 が期待 で きる領域 の

一つであ ろ う。ただ し、現段階 では要求 され る計算 量が巨大す ぎて、実現 で きる範 囲 とのギ ャッ

プが大 きい。重 要 なテーマではあるが 、半 導体 ビジネス との関連が強い ため、企業 内研 究向 きテ

ー マ といえ よう。研 究 の初期段 階であれば研 究組合 の ような形での研 究推 進 も可能 か とは思 われ

る。

DNAcomputingに 関 しては、何故、 ここで注 目テーマ として挙 げ られ たのか理解 に苦 しむ点 が

ないわけで はないが、 イ ンタビュー された研 究(管 理)者 の分子生物 に対 す る期待感 がそれだけ

高 い とい うことで あろ う。過去 において も超伝 導材料 がブームにな ったこ とが何 度 か あ ったが、

プロセ ッサ材料 としては、 コス ト等の要因で シ リコンの適応領域 がさ らに拡大 しつ つあ る とい う
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のが現状 であ る。DNAcomputingは 計算原理 が従 来型 プロセ ッサ と異 な る とい う点 では評価で き

るが、組 み合 わせ 的検 索が高速化で きる とい うだけで は工学 的価値 はそれほ ど高 くない
。 もし意

味あ る形で実用化 される と した ら、現在CMOSで 実現 されてい るような計算 が よ り高速 にで きる

というこ とではな く、 もっ と質的に異 な る計算(も はや計算 と呼ぶ よ うな代 物で はないか も しれ

ない)が 行 なえる場合 であろ う。分子材料 、遺伝子工学 には それだけの魅力 と可能性 は確 か にあ

ると思、う。

HumanInterfaceAntelligentSystemsに お いて、「知識処理」 が不 人気 であ るの は予想 通 りであっ

た。「知識」 その ものの 「科 学的研 究」 か ら 「知識 工学」 に シフ トした際 に、顕 著 な功 績 を残せ

なか った こ とがその一因で あろ う。研 究者 の関心 が 「自然言語処 理」、 「音 声認 識」、 「画像 認識」

とい った ヒューマ ンインタフェース にシ フ トしたのは当然の成 りゆ きと思 う。 ただ、調査 資料2

第 田草の表 の中で、DARPAの プログラムの 中にartificialnauralnetworktechnologyが 残 ってい る

こ とは意外 であ った。AIの 下 降 とともに、NN研 究 も下 火 になった と理解 してい たが、DARPA

のプロジェク トとして推 進すべ き研究 課題が、 まだ、残 って いた とい うことであ ろ うか。少 し気

になるところであ る。

Communicationに おいて、高性能 ネ ッ トワーク、モバ イル、情 報サ ー ビスが重 要 とい う指摘 は

まさにその通 りと思 う。電子通貨、セ キ ュ リティ、分散 リアル タイム処理 な ど解 決すべ き課題 は

多 い。 ただ、本 報告で は どち らか と言 えば要素技術 の紹介 が多 い ようであ る。情 報技術 の視点 か

らの分析 とい うこ とで対 象か らはず されているのか も しれないが、今後 の通信技術 の発 展、 ひい

ては コン ピュータ技術 へ のフ ィー ドバ ックの大 き さを考 える上 で、「放送 」 と 「通信 」 との融合

あるいは相互乗 り入れの影響 は十分検討すべ き課題 と考 えてい る。

5.プ ロジ ェ ク ト分 析

米 国の ホ ッ トプロジ ェク トを時間軸(stageofresearch)と 技術領域(scopeofresearch)の 広 さ

とい う2軸 にマ ッ ピングす る分析法 は本報 告独 自のユニ ークな手法 であ り興味 深い。 この ような

軸 に よる分類 が どれだ けの意味 を持つか についてはあえ て コメ ン トを控 えさせ て貰 うが、本報 告

が指摘す る通 り、米 国 におけ る情報技術 の活性化 の原 点は大学 の 「シス テム開発」へ の重点投 資

にあるこ とは疑 いの余 地がない。大学 で システム開発 が行 なわれるこ とは、産業界へ は実用化へ

のスムーズ な技術移管 を大学 サイ ドには、人材育成 の機 会提 供、研 究 ニーズの明確化 、技 術の伝

承 および伝播 を もた らす。残念 なが ら、現在の 日本 の大 学での シス テム開発力 は極 めて脆 弱で あ

り、産業界 か らのニーズ を満 たす こ とは困難であ る。 その要因 として、大 学 自身が伝統 的 にアカ

デ ミック指向が強 い とい うこ ともあ るが、博士課程学生 が少 ない、 プロジ ェク トご とに研 究要員

を確保 で きない、講義 コマ数が多いな ど、様 々な制度的弊害 もあ ろう。

幸 い、一部 の大学で は、米 国型の システム開発 を目指す動 きが始 ま りつつ あ る。 この ような開
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発体制は一朝一夕には構築で きないと思われるが、情報技術の発展のために、是非 とも実現 して

欲 しい ものである。システム開発力に関 しては、国内メーカー研究所 は米国大学以上の力 を有 し

ているが、人員規模、技術の公開性に限界がある。 日本全体の情報技術の レベルアップにはより

大 きな人材プールでの技術の継承、伝播 を支援する仕組みが不可欠である。そのためには、情報

の公開が容易 な大学での最先端 システム開発の支援がもっとも早道と考えている。米国のように、

「情報の囲い込み」を行なうのは情報公開が定着 してからでも遅 くはない。
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委員分析5

1.始 め に

先端情報技術研究所からの委託によりアーサ ・D・ リトル株式会社が行なった 「米国政府によ

る情報技術研究開発運営の現状 と技術 開発動向」に関 して、4月26日 に行なわれた最終報告に基

づ き、

・米国の国 としての研究投資方法に対 してのコメン ト

・米国と対比 して日本 における国家の研究投資

にかかわるコメン トである。

2.米 国 に お ける国 と しての研 究 投 資方 法 に対 す る コ メ ン ト

ADLの 報告の中で とくに目を引 くのが、国が研究投資 を行なう対象 と実用化 に対する考 え方
、

の違いである。米国では企業が技術 を実用化できる技術 を開発する段階まで、国が投資を行なっ

ている。ただ し、本当に商品化する段階では補助 を行なわず、最後の商品化 リスクは企業に負わ

せている。技術が実用化される事で始めて研究投資が成功 したと見倣すためである。 日本株式会

社でな く、米国ベンチャー会社 とでも言えるものだ。

「最後の リスクは自分で負え」 「実用化 される事で国民の利益 となる」は、日本 にも同 じような

理念 はあるだろう。 しか し、「実用化=商 品化」である事 をはっきりと認識 していると言う点が

米国の特徴だと考える。更に、重点テーマ選定 に関 して、国としての統一見解を持ち、大枠での

方向付けと方向の見直 しが、メンツに因われず行 なわれていると言 う印象がある。そう言った意

味で、国としての方向付 けと研究者からの提案がアクティブに行なわれているようだ。

通常、日本で考えられる 「国が投資す るのは、直接利益が見えないため企業が投資するのが難

しい、長期 ・基礎研究である」 との相違が目立つ。商用化 を目前にす るまでの間の研究援助方法

が、具体的には良く分からない。

3.日 本 に お ける研 究 投 資 先 と投 資 方 法

日本において、国家が研究投資を行なう場合、投資の安全性や効果などの予見から、大企業や

有名大学に投資が偏 る傾向がある。 しか し、大学はともか くとして、大手情報関連企業に対 して

の投資はあま り有効であるようには見えない。

なぜなら、

・年間数億円の研究投資は、大企業にとって大 きなもの とは言えない。

・投資が研究者に対するインセンティブとはならない。せいぜい、他の企業に対 して、国が
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補助 を行 なってい る と言 うこ とに よ り、細か な優劣の決定が出来 る事 に しか役 に立 たない。

・(従 来 の)日 本 の プロ ジェク トにおいては、成果 は紙(報 告書)の 上で 出せ ば良 く、実態 を

伴 う必要が ない。

な どか らであ る。

したが って、企業側 には研 究投資 に対 しての緊張感 は余 りな く、ハ ング リー さが欠けてい るの

ではないか と考 え られる。

一方
、大学 では、実用化 が見 える ようなテーマは選ばれない傾 向が強 く、そのテーマの成 果が

企業 によ り実用化 されるケースは、計算 機技術 関連ではあま り見受 け られなか った。

日本 の大学 で、実用化 に近いテーマが選択 され ないのは:

・実用化 と言 うこ とに、テーマ としての魅 力 を感 じない

・実用化 に近づ け るための労力 を割 くだけのマ ンパ ワーが ない

などだ と考 え られる。

大学 で基礎 的 な研 究 を行 ない、企 業で実用化研 究 を行 なうとい う分担 が うま く働 いてい る とも

思 えない。それは、企業 への投 資(補 助金?)の 財布 と大学への投資 の財 布の出 どころが異 なるため、

相互 の投資 に関連がな く投資効率が悪 いこ とが理 由だ と思 える。

4.国 と しての 目標 設 定 方 法

国として、研究 を進めてゆく方向を定めるための手段を明確化することが、第一に必要とされ

る事である。例えば、米国の情報ハイウェイ構想 を打ち出すには、技術的な裏付けと見通 しが必

要だったはずだ。そのような情報 をどのように入手 し、構成 したのかを理解する事は国としての

投資を考 えると重要なことである。この点に関 してADL調 査 に明確 に回答がないのが残念であ

る。

また、大枠の方向性が定まった後 に、その方向性を個別のテーマにブレークダウンしてゆく手

法は、 トップダウンで出来る作業ではない。ここで言 うトップダウンとは、(中 央省庁+有 識者)

を指す。この点に関 して、米国が複数の研究投資対象を競合 させ て成果を刈 り取る方法を採用 し

ているのは、最前に近い方法なのかも知れない。

5.あ る情 報 系 ベ ン チ ャー企 業 との 会 話

ADLの 報告 とは関係 ないが、あるソフトウェアCAD開 発のベンチャー企業の方から、求人に

関 しての相談 を受けた事がある。その内容は、「会社がある程度大きくなった段階で、大学卒の

優秀な人材が極めて取 りにくくなった」 と言 うのである。
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理由は:会 社が出来たての頃は、ある意味で創業者の片腕 として会社に入社するので、やる気

のある人間が取れる可能性がわずかなが らある。 しか し、100人 規模程度に成長 した段階で、悪

く言えば中小企業と見倣 されて しまうため、有名大学卒の学生が見向きもしな くなって しまう。

そう言った会社に求人に来る人間は、大手会社で先が見えて来た管理職など、バ リバリの技術者

と言うには トウが立っている人だけになって しまう。以前に比べ、技術者の定住指向は弱まって

はいても、大手指向が強い事を示 している。

一方
・投資をする側 も受 ける側 も、従来の大型国家 プロジェク トの枠 から抜 けていないため、

こう言った会社が国から研究投資を受けるような仕組みは、今の日本にはない様 に見 える。

6.日 本 と して す ぐに 出来 る事

米国流の投資 ・開発スタイルがそのまま日本で有効に作用するのかは不明である。 しか し、最

低限 「公開の原則」は周知 しなければならない。

たとえば、大学や、企業に対 しての研究投資の結果 を分か りやす く、入手 しやすい方法で、公

開する。学会発表などで、個別に公開されてはいるが、国の行なった研究投資 という枠組でまと

めて公表する事は重要である。

さらに、大枠の方向付けを行なうような重要な決定に関 しては、決定前から広 く内容を公開 し、

批判、意見 を得るための体制 を作る事。

曝 の定義 を見直す。実用化研究を重視するのことに対 しては、異論が多い と思 うが、研究の

プロポーザルに対 しての評価 を行なうのと同様 に、成果に対 しての評価 を行ない、広 く公表する

事が必要であろう。

企業においては、国か らの委託研究内容を自社で利用することに対 しての本能的な恐怖意識が

存在する。これは、米国で 「実用化 されて初めて投資が回収 される」 との意識 と根本的に異なる

もので、「お上の金を使 って懐 を潤す」 と言 う事に対する罪悪感ではないか と思 う。

この事は、国の態度だけではなく、国民的コンセンサスの問題なので、企業、(特 に)大 企業

での実用化研究は苦 しい内容になると思われる。
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委員分析6

(1)報 告 では、 アメ リカの研 究の評価 は 「商用化 されたか否 か」が非常 に重 視 されてい る との

ことであ る。 これは、 「技 術 は、 実用化 されて始めて公共 の利益 になる」 とい う思想 の反 映で あ

る。 これ は、研 究支援 を行 うスポ ンサー(納 税者)に とって、非常 にわか りやす い評価 基準で あ

る。 また、研 究者 に とって も、商用化 されれば、研究者 自身の利益 に もつ なが ることになる。

同様 の こ とは特 許制度 に もよ く現 れてい る。先願主義 を とる 日本 と欧州 の国 は特許 制度 が非常

に似 てい るが 、ア メ リカは長 い間、先発 明主義 に固執 し、 そのため、特許 制度 の世界 的な統…が

行 われてい ない。先発 明主義 は、発 明者 に対 す る利 益が非常 に高 い反面、発 明内容 を秘密 にす る

傾 向が助 長 され、公 開が遅 れる傾 向にある。従 って、発明者の利益 と公共 の利益 のバ ラ ンス を考

えた時 、発 明者 に非常 に偏 った法制度 にな ってい る。

この ような実用化 を重 視す るアメ リカの評価 基準 は、短期的 に成果 を出す とい う点 では利 点が

大 きい。 しか し、反面 、基礎 研究 がおろそか になる、 とい う危険があ る。人工知 能の ブームが去

ってか ら、 「最 近 の人工知 能研 究は アメ リカ よ りも 日本 の方 が面 白い」 とい う声 が 聞 こえ るが、

短期的 な視 野で しか、研 究支援 を考 えないア メ リカの欠点が現れている もの と考 える。

(2)研 究補 助 プログ ラムの審査 ・評価 体制 については、 日米の相違 が非常 に大 きい。 とい うの

は、 アメ リカでは、35歳 程 度のマ ネー ジャが研究補助金の分配 についてか な り裁量権 を持 ってい

るか らであ る。 これは、 日本 における補助金 配分 の審査体制 とかな り異 なる。

日本 で は、最近、情報処 理分野 につ いて、 い くつかの研 究補助 プログ ラムが スター トした。 し

か し、補助金 額の高 さか ら、応募が殺 到 し、審査 がなかなか追い付 かない よ うである。 この よう

な研 究補助 プ ログラム では、書類審査 の段階 で、 国立研究所 や大学の研 究者 に採点 を依頼 してい

るようであ るが、忙 しい研 究者が多 くの書類 を渡 されて、 どこまで丁 寧 に審査で きてい るか疑問

であ る。実際 、 これ らの研 究補助 プログラムにつ いては、応募 して落選 した場合、 どの よ うな点

で評価 されなか ったか の説 明が全 くない場合 もあ り、 どの ような採点基準 が用 い られたか も明 ら

かでない場合 もある。また、権威が あって、ある程度 の年齢 の複数 の採点者 がつ くことに よって、

個性 的 な研 究 は平均 点が低 くな り、無難 な研究 テーマが選抜 され る可能性 が高 い。 また、優秀 な

研究者 を一定期 間、 ボ ランテ ィアで審査 に専念 させ るには無理 がある。

アメ リカの場合、35歳 とい う若い年齢 の研 究者にマ ネー ジャをさせ るこ とに よって、応募書類

の中か ら新 しい研 究 の芽 を独断で発見 し、伸 ば してい くこ とが期待 で きる。

しか しなが ら、 日本 で アメ リカ と類似 の制度 を導入す るには無理が ある。 日本 で は、 ア メ リカ

ほ ど研究者 の流動性 がな いため、マネージ ャを した こ とが キャ リア とみな されず、研 究者 に復帰

で きない可 能性 があ るか らであ る。
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(3)米 国 では、NSFとDARPAが 性格 の異な る研 究補助 プ ログラム と して機能 してい る。 日本

で は、NSFと 類似 した制度 が文部省 の科学研 究費 であ り、DARPAに 似 た制度 がIPAの 研 究補助

制度 である。

文 部省 の科学研 究費 につ いては、い くつかの問題があ る。例 えば、重点領域研 究 に採用 され る

ために、多 くの先生が参加 した研究体 制 を組 むこ とが しば しば行 われ ている。多 くの先生方の参

加 された研 究 チーム では、研 究予算 が個 々の先生 に分配 され ると、極 めて少額 にな って しまい、

予算 があ ま り有効 に活 きて こない。 また、 これ らの研 究 チームがあ ま り有機的 に機 能せず、個 々

の研 究の進展 には寄与 した として も、全 体 としては、 ば らば らの成 果で しか ない こともあ るよう

であ る。あ ま り人数 の多い研究 チームは、本来 は分 割 して、複 数の研 究 チームに重 点領域 予算 を

つけ、競 争 させ るこ とも必要だ と思われ る。

また、科学研 究費 におい ては、備 品は購入で きて も、機器 の レンタル は制 限 されるな ど、非常

に使 い勝手 が悪 い こ とが問題であ る。そ の結 果、古 い機器 が山積 み されて有効 に利 用 されない、

とい う事態 も生 じる。

DARPAが 長い歴史 を持 つのに比べ て、 わが国のIPAの 研 究補助制度 は始 まったば か りであ り、

その評価 は これか らであ るが、 どこまで 長期 的 に続 く制度 なのかは未知であ る。

(4)日 本の研究補助プログラムで問題であるのは、一度、当選 して しまうと、その研究の中間

段階や研究終了後の評価が適切になされないことである。補助金 を出す前の審査 と同様 に、研究

の中間段階や終了後の評価 も丁寧に行 うべ きである。研究の中間段階で成果があがらず、最終的

な成果も期待できないプロジェク トは補助の打 ちきりを大胆に行 うべきである。

研究評価 を行う場合、研究テーマによっては、論文数だけでな く、役に立つソフ トが開発され

たか、その分野でインパク トがあったか、など多角的な評価基準 を用いる必要がある。

(5)ア メリカと日本の相違で重要なことは、日本の大学や国立研究所の研究が実用化や商用化

を重視 していないということである。

その原因の一つは、研究予算が十分でないため、基礎的な研究 しか行 えない ということにある。

研究者に流動性があれば、会社で実用化研究 を行 った後で、大学で基礎研究を行 うこともできる。

しか し、現在の日本では、基礎研究や応用研究の役割分担が固定化 されすぎていて、一一人の研究

者の視野が狭 くなってしまう傾向にある。

しかしなが ら、大学や国立研究所が民間会社 と共同研究を行 うことについては、問題が多い。

例えば、(1)で 述べ たように、 日本や欧州では、研究者が利益をあげることについて、アメリカ

ほど割 り切った考えができないからである。
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また、 日本 の大学や 国立研 究所 で商用化 を重 視 しない別の原 因は、 「実用化 は企業がや る もの

であ る。大 学や 国立研究 所 は基礎研 究 をや る所で ある。」 とい う役 割分 担論 が強 く主張 されて い

るか らで あ る。 これは、あ る点 ではその とお りである。 しか し、 この報告書 で もあげ られ てい た

ように、研 究 は、基礎研 究、応用研 究、実用化 、の3段 階で進展 してい くのではな い。 実際 は、

1つ の研究 分野が同時 に進行 し、各段 階での ブ レークスルーがあ って、互 いの段階 に影響 を及 ぼ

しなが ら研 究分野全体 が発展 してい くので ある。 その場合、効率 良 く互 いの段階 に影響 を及ぼ し

あ うため には、「良 いアイデ ィア を思 いつ いた基礎研 究者が ス ピンオ フ して、産 業界 に入 る」 よ

うな人 間の交流が活発 であ るか、 また は、 「大学や国立研究所 にお いて も、商用化研 究 を積極 的

に行 な う」 などの発想 が必要で ある。

(6)報 告 書 において、 い くつかの研 究 プロジ ェク トを2つ の基準(stage、scope)で 整 理 した

点は大変興 味あ る分析 であ る。 ただ し、scopeに ついては、少 しわか りに くい点 もあ る。例 えば、

「研 究 テーマ その もの は幅 の広 い ものでは ないが、応用範 囲が広 いため、 その波及効果 が非常 に

広 く及ぶ場 合 はどうなのか」、 「オ リジナ リティが非常 にある場合 と改良研 究の場 合 を区別す るこ

とはで きるのか」 な どが あ ま り明確 でな い。他 の整理の基準 も必 要なのか も知 れない。
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委員分析7

1.は じめ に

これまで個人的 に はNSFやDARPAに 関 して断片的 にい ろい ろ と聞 いていたが 、今 回のADL

報告書の ように全体 的 には とらえてい なかったの で報告 書 を読 ませ ていただいて、 とて も参考 に

なった。

以下 では、2.で 、「日本 の情 報技 術 を発展 させ るため には今何 が必 要か」 に関 して、公募 型研

究 について私見 を述べ る。3.で は今 回の報告書の調査結 果 についての コメ ン トとして、今 ホ ッ ト

な研究領 域 と、米国政府の研 究 開発姿勢 自体 についての客観性 について述べ る。

2.日 本の情報技術 を発展 させ るためには今何が必要か

「日本の情報技 術 を発展 させ るために は今何 が必 要か」について は、「政府 として何 をすべ きか」

とい う制 限条件の上 で考 え る と、提案公募 型研 究の促進で はないか と考 える。報告書 を読 んでみ

て 、 ア メ リカ の や り方 は基 本 的 に は そ う で は な い か と理 解 した 。 報 告 書 で は、NSFで は

unsolicitedな 提 案が 多 く、 そ れ らは ピア レビュ ー に よって採 用 され るこ と、DARPA、DOE、

NASAで はsolicitedな 提 案が多 く、strongprogrammanager方 式が とられてい る。solicitedな 提 案

の場合 で も、4大 機 関が具体 的 なテーマ を提示 し、そ れを公募 す ると理解 したが、 いず れのケー

ス に して も、研究者 が公募 し、 それが、おそ ら くは フェアな過程 を通 して、 テー マ採録決 定が行

なわれ るとい う印象 を受 けた。

もっとも、昨年度 か ら 日本 で もこの よ うな方向 での研 究投資 はは じまってい る。NEDOの 提 案

公募 型研究 、科技庁の戦 略的研 究(戦 略的基礎研 究推進事業)、IPAの 公募 な どであ る。

NEDOは 、1研 究 テーマあた り、5,000万 か ら2億 円であ り、 ち ょうどNSFの ピア レビュー方

式 と予算的 に同額 である。情報分 野 に限 らず、医療 な どの計8分 野での公募 であ り、約2.300件

の応募があ って、その うち105件 の研 究 テーマが採録 された。この うち情報分 野は約10件 であ り、

おそ ら く情報分野 の予算小 計 は10数 億 円 ではないか と推測 され る。(NEDOの 公募 には昨年度 、

第1次 と第2次 が あ り、上記 は第1次 に関する もので ある。 第2次 につ いては、予算額 は1件 あ

た り、数千万 円程度 ではないか と思わ れる。 また採録数 については知 らない。)

NEDOの 公募型研究 は、大学、 国公 立研究機 関が対 象 であ るが、 おそ らく規模 と して も日本 で

は じめての ものであ ったろ うし、結構 注 目を集めた。私 がNEDO公 募 について優 れてい る と思 う

点 は3つ あ る。

一つ は
、NSF的 な ピア レビュー方式 を とっているこ とであ る。大学 か らの提 案は国公 立研究機

関 の研 究者が審査 し、その逆 に国公 立機 関か らの提 案 は大学側 が審査 したが、 この ような、オー

一222一



ADL社 調査結果に対する委員による分析結果

プ ンな形 での審 査 が行 なわ れた こ とは これまで 日本 ではあ ま りなか った こ とで はない か と考 え

る。審査 の公 平性 が確 保 されるな らば、新 規性 に富 む優れた研 究 テーマ であれば採録 され る可能

性 は高 い もの となるであ ろう。

一般 に地方の県単位 の研 究機 関で はその性質上、あ ま り先進的なテーマ は取 り組 まれに くいが、

私 の知 るその種 の機 関の方 も応募 している ことを知 り、こうい って は非常 に失礼 か も しれないが、

とて も驚 いた記憶 があ り、それ だけこの制度 が好感 と興味 を持 って受 け と られた証左 ではないか

と考 える。

二つめ は、研 究応募 に関 わるオーバーヘ ッ ドの少 なさと、決定 までの早 さであ る。NEDOへ の

応募 は確 か昨年7月 末 で、決定 は9月 末 であ った とように記憶 してい る。 また公募 のための書類

準備 も、 それ ほどの負 担 とはな らなか ったが、 これ らの利 点は、緊急性 を要するテーマの立 ちあ

げに とっては極 めて重 要な ことであ る と考 える。

三つ めは、 ボス ドク研 究者 の雇用 な ど、研 究人員 確保の面での 自由が 、研究 テーマ推進者 に許

されてい ることで、 これ は欧米で は当 た り前で も日本ではかな り革新的 なこ とであ る。

逆 に改善すれ ばいい と思 うこ とも三つ ある。

一つは、せ っか くの いい制度 であ りなが ら、補正予算ベ ースで は じまった ことであ り、制度 自

体 にあ る程度 の永続性 が見 えない ことであ る。た しか に今年度 もNEDO公 募 はあ るが、ず っ と額

は減 り、総額 で25億 円程 度の はずであ る。来年度 について は どうな るのか、私 はまだ知 らない

が、 より恒常 的な形での 制度 の定着 を是非図 るべ きである と思 う。

二つ めは、単年度会計 か ら来 る制約 であ る。 これは国家予算であ る以上 、仕方 がない面 もあ る

が、NEDOの 第1次 募集 分 につ いては、変則 的ではあ るが、予算執行 は2年 に またが るこ とを許

されているので、も し提 案公募 制度 の定着化 を図るな らば、この点の改善 は必須であ る と考 える。

三つめ は、 これはNEDOの せ いではないが、ボス ドクな ど、研 究者雇用 の難 しさであ る。 日本

人で ボス ドク をとろう と して も、 なか なかいい人が いない とい うのが現状 であ る。 インターネ ッ

トで募集 を行 な って も、私の経 験 では、 中国、ロシア、イラ ンが多 く、 しか もその大半 が ドクタ

を とったばか りで、生 まれ た本国 では就職先 がないか ら応募 した とい う形 であ り、そ うい う人た

ちが果 た して即戦力 とな りうるかは疑 問であ る。欧米か らの応募 とい うのは極 めて少 ないが、か

といって特 に ヨー ロ ッパで は、研 究ポジ シ ョンが決 して豊富 なわけではない。そ こで、あ る程度

国家 的なサ ポー トと して、人材 デー タベ ース的 なものがそ ろえ られれば、い ざ研 究 テーマが たち

あが った ときなど、極 めて有効 で はない か と考 える。

以 上 をま とめる と、NEDOが 最初 とな った提 案公募 型研 究 は、審査 の公 平性、立 ち上が りの早

さ、人材雇 用の面 で優 れた ところがあ るが、 それを生 かすため にはあ る程度NSFな どの ように

恒 常的 な形 での制度 定着 を図 り、予算執行 について も余裕 を残 すべ きであ る。 またボス ドク採用

な どについ て、人材 デー タバ ンク的な もの を組織的 に整備す るこ とな ども重要であ ると考 える。
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3.報 告書 の調査 結果 について

私は、この報告書 を読んで、さらに是非知 りたいと思ったことは、米国政府の研究投資自体が、

米国産業界全体から、 どのように評価 されているかとい うことである。米国政府の研究投資は、

米国全体の総額の3%に す ぎないわけで、果た してこの程度の影響力で将来の研究シー ドの育成

なりを有効 にやっていけているのであろうかが知 りたい。

日本でも通産省主導で情報産業界 を引っ張るという図式が成立 していたのはかな り前のことで

あると思われるが、これだけ変化の速い現在では米国政府の投資自体 も、産業界への影響力 とい

う点では低下 しているのではないかと考える。その ように私が思ったのは3章 の、現在 ホットな

研究分野のところである。 これは 「米国政府が研究投資対象とするところ」の 「現在ホットな研

究分野」であるような印象 を受けた。つま り、現在の、産業界を含めた世の中の最前線 とはいさ

さか距離があるような気が した。

4.お わ りに

私のコメントを要約すれば、NSFの ピア レビュー的な公募型研究の制度的定着を国として図る

べきであるが、国によるホッ トな研究領域の設定は、現在のように変化の激 しい世の中ではなか

なか トップダウンには行かないものであると考える。ボ トムアップな斬新な研究提案 をただちに

吸いあげ、実行に移すだけの制度を作 りあげれば国 としてやることは十分であると思 う。それだ

けで も十分 に研究者の意欲は活性化 されるものと考える。
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委員分析8

日本 ではイ ン フラとい う とす ぐに情報 イ ンフラに注 目 しがちで あるが、過去10年 余 の問 ア メ

リカでは次 に説 明す る6つ のイ ンフラに関 して次々 と整備 して きてい る。ア メリカで議論/実 行

されて きたこれ らの6つ のイ ンフラ整備 を、 日本 で も議論 し同様 なプロセス を踏 まな くてはい け

ないだろ う。つ ま り、 日本 で快 適 な情報 ネ ッ トワーク社会 あるい はサ イバー社 会 を向 かえ るため

には、少 な くとも6つ の イ ンフラ整備 を早急 に具体化 してい くことが必 要である。

6つ のイ ンフラとは、法律 ・政 策 ・税 制 ・教育 ・NFPO・ 情報 イ ンフラを指す。

1)法 律上の イン フラの整備

a)情 報 公 開 法:FreedomofInformationAct、 最 近 で は1995年7月 のElectronicFreedomof

InformationAct:slO90、 ア メ リ カ で は1991年7月10日 付 け の 文 書"ACitizensGuideon

UsingtheFreedomofInformationActandthePrivacyActofl974toRequestGovernment

Records"に 詳 し く示 さ れ て い る 。"needto㎞ow"ス タ ン ダ ー ドか ら"righttoknow"ス タ ン ダ

ー ドヘ シ フ ト し
、 個 人 が 政 府 の レ コ ー ドを 調 べ る こ と が で き る よ う に な っ た 。 逆 に 政 府

が 秘 密 に した い 事 項 は 理 由 付 け が 必 要 に な っ た が 、 大 統 領 の 特 権 で 情 報 公 開 法 か ら 除 外

で き る 。 プ ラ イ バ シ ー 法 と 情 報 公 開 法 と は 相 反 す る と こ ろ も あ り、 慎 重 に 検 討 さ れ て い

る 。EFOIAの 目 的 は デ モ ク ラ シ ー の 向 上 と 各 省 庁 が 持 っ て い る 情 報 を 最 大 限 に ビ ジ ネ

ス ・研 究 ・教 育 に 活 か す こ とが で き る と こ ろ に あ る 。

b)知 的 所 有 権 法:IntellectualPropertyRightな ど の 整 備 が 早 急 に 必 要 で あ る 。 米 国 で は 、

patentreexaminationrefommactof1995、inventorprotectionactof1995、 そ の 他 数 々 の 知 的 所

有 権 に 関 す る 法 案 を 作 り出 し て き て い る 。UnitedStateslntellectualpropertyOrganization

Actof1995[H.R.2533]やFederalTechnologyCommercializationandCreditEnhancementActof

1995[H.R.80]な ど は た い へ ん 興 味 深 い 法 案 で あ る 。

2)政 策 上 の イ ン フ ラ(一 連 のCompetitivenessactな ど)の 整備

世界マーケッ トで自国の競争力をどのように付けるかまたは向上させるかは重要な案件である

が、各方面の専門家 と各省庁の横断的な手腕 と強力な指導力が必要である。世界戦略を考慮 に入

れた政 ・産 ・学 ・官の緻密な連携が必要である。
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3)税 制上のインフラ整備

情 報ネ ッ トワーク社会構 築 を念頭 に税 制上 の優 遇措置 を早 急に整備 す る必要 がある。通信機 器

の原価償 却が10年 で は外国 と対抗 で きない。Not-For-Profu-Organizationな どの税 の優遇措置 は必

ず必 要であ る。

4)教 育上の インフラの整備

教育 上の インフラ整備 は一番 重要 な ものであ り、 また、6つ のイ ンフラ整備 の 中で最 もお金 と

時 間がかか る。 コンピュー タ(道 具)が いか に発達 して も人 間が道 具 について行 けな くては、 コ

ン ピュー タもゴミとな って しまう。情報社 会 における読み書 きソロバ ンや知的所有権、 あるいは

情報 ネ ッ トワー ク社会 におけ るル ール(ネ チケ ッ ト)等 の知識 を我 々は身 につ けてお く必要 があ

る。 義務教 育において知的所有権(パ テ ン ト等)の 訓練 は国際社会 において必修 科 目であ る。

5)民 間ボ ランテ ィア組織(NFPO)の インフラ整備

米 国ではDISA、AIIM、EMAの ような非営利 団体(not-for-profitorganization)の 組織 が企業 ・

大学 ・政府 機関の要(か なめ)と なってエ レク トロニ ックコマースの普及 に弾み をつけて きてい

る。 政府指 導で ない非営利 団体組織 は 日本 に とって必要不可 欠で ある。例 えば10年 目を迎 えた

DISAの 組織 団体 はEDIを 中心 に拡大 を し続 け現在800以 上 の団体 会員 を抱 えてい る。DISAの 組

織 はASCX12やEDIFACTやUN/EDIFACTの 標準化 に貢献 して きてい る。DISAを 中心 と したエ

レク トロニ ックコマースの標準化 に 日本 の標 準化 団体や企業 が参加 していないの は、後 に問題 に

な って くるだろ う。米 国政府 の意 向がDISAの 活動 に強 く影響 す るか どうか とい う質問 に対 して、

DISA理 事 長の カダ レッ ト ・ロジャー氏 は"DISAの メンバ ーに登録 されればた とえ米 国政府 の1

機 関 であって もDISAの1メ ンバ ーにす ぎない"と 語 った。米 国で はDISAの よ うな非営利 団体

組織 が リーダー となって、政府お よび業界 を引 っ張 って きてい る。別 の言 葉で い うとDISAで は

関係 諸 団体 が、 その非営利 団体組織 の なかでエ レク トロニ ック コマ ース におけ る標 準化(ASC

X12やEDIFACTお よびUN/EDIFACT)お よび ビジ ョン作 りを行 な って きている。米国 では中小

企業 活性化 のため に政府 の援助 でECRdセ ンターが11カ 所 設立 された。 中小 企業 がエ レク トロ

ニ ック コマースヘスムーズ に参入 で きる ように設立 された非営利 の支援団体 である。エ レク トロ

ニ ックコマース に関係 して非営利 団体 組織 で最 も成功 してい る例 は、OCLCで あ ろ う。1967年 に

設 立 されたOCLCの 組織 は現在 世界の63カ 国に またが り、2万1千 以 上の電子 図書館 にサー ビ

ス を供給 してい る。文 字情報 だけで14テ ラバ イ トのデー ターベ ース をかか えてい る。電子 図書

館 の標準 規格 である、z39.50の 電子 図書館 サーバ ーの ソフ トウエ アをOCLCは 世界 へ供 給 し始 め'

た。 日本 で は電子 図書館 の世界標準規格 であ るz39.50が ほ とんど知 られていないの はどうなって
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い る の で あ ろ う か 。

DISA:datainterchangestandardassociation(1987年 に設 立 さ れ た 非 営 利 団 体 で 、 現 在800以 上

の 団 体 会 員 を抱 え 教 育 に 力 を 注 い で い る 。 特 にASCXI2、PanAmericanEDIFACTBoard、

UN!EDIFACTの 標 準 化 の 重 要 な 拠 点 で あ る 。 詳 し くは:http:〃www.disa.org/)

AIIM:associationforinformationandimagemanagement(現 在600以 上 の 団 体 会 員 を抱 え 、50

年 に わ た っ て ド キ ュ メ ン ト管 理 に 力 を 注 い で い る 非 営 利 団 体 で あ る 。 詳 し く は 、

http:〃www.aiim.org/)

EMA:electronicmessagingassociation(安 全 で グ ロ ー バ ル な エ レ ク トニ ッ ク コ マ ー ス に力 を 注

い で い る 非 営 利 団 体 で あ る 。 詳 し くは 、http:〃www.ema.org/)

ECRC:electroniccommerceresourcecenter(中 小 企 業 が エ レ ク トニ ッ ク コ マ ー ス に 参 入 支 援 す

る た め に 設 立 さ れ た 非 営 利 団 体 、 米 国 に11カ 所 の 団 体 が あ る 。)

OCLC:onlinecomputerlibrarycenter(詳 し くは 、httP:〃www.oclc.org!)

最後に

6)広 域 ネ ッ ト ワ ー ク の 情 報 通 信 イ ン フ ラ 整 備(NationalInformation

lnfrastoracture:NllやGloballnformationlnfrastructure:Gll)

この善 し悪 しが、今 後 の国の競争力 に強 く影響 して くる。米 国では、世界戦略 を念頭 に先 に述

べ た5つ の インフラを整備 しなが ら情 報通信 イ ンフラの整備 に怠 りはない。政府 の役割 で重 要 に

なって くるのが電子図書館 の整備 であ り、各省庁 が持 っているデー タベー スの構 築 と電 子 アクセ

ス は必須 事項 であ る。例 えば、特許情報 な どは インターネ ッ トで リアル タイムに今 日付 けの特許

情報 をアクセスで きない と意味が ない。WWW』OC.gOVま わ りの膨大 なデ ー タベー スを 日本 は学ぶ

べ きであ る。 官邸 に載せ てあ る外務省 のホームページ などは典型的 な例 で 、ネ ッ トワーク社会 の

常 識 を理解 していない。外務省 とは外 国 に対 す る 日本の窓であ るべ きであ るが、 自 らの ドメイ ン

あ るい はサ ーバ を持 た ないこ とは、 日本 の ネ ッ トワーク社会へ の取組 を露呈 してお り、たいへ ん

まずい事態 であ る。

米国 では、政治家の仕事 は法律 を作 り、 国家 の ビジ ョンを創造す ることであ る。国民は上院 ・

下院 の法案 を見 ることによって、情報 をシェアーで きる。
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米国の国会で最近議論 されている項目を整理 してみると、以下のとお りである。

Abortion

Aged

Agriculture

Airpollution

Budgets

Business

Children

Civilliberties

Congress

Constitution

Consumers

criminaljustice

Defenseeconomics

Defensepolicy

Drugabuse

Economicpolicy

Mucationalpolicy

Elementaryandsecondaryeducation

Energy

Environmentalprotection

Executivedepartments

Families

Finance

Food

Foreignaid

Foreignpolicy

Governmentemployees

Governmentinformation

Hazardoussubstances

Healthpolicy

Highereducation

Housing

Humanities

Immigration

Intellectualproperty

IntelligenCeaCtivitieS

Internationalaffairs

Jobtraining

Labor

Law

Marineresources

Medicine

Politicsandgovernment

Publiccontracts

Publiclands

Sciencepolicy

Socialsecurity

Solidwastes

Spaceactivities

Sports

Stateandlocalgovernment

Taxation

Telecommunication

Trade

Transportation

UrbanAffairs

Veterans

Waterpollution

Waterresources

Weaponssystems

Welfare
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